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は　し　が　き

　国立教育政策研究所は、教育政策に関する唯一の総合的な国立研究機関として、学術的な研究活

動から得た成果を、教育政策の企画・立案にとって有意義な知見として集約・提示する役割を担っ

ています。また、国際社会において我が国を代表する研究機関であるとともに、国内の教育に関す

る機関や団体に対して情報を提供したり、必要な助言・支援を行ったりする立場にあります。

　教育をめぐる国内外の状況等について科学的に調査・分析・将来予測を行い、我が国における教

育上の政策の在り方に関する知見を提示することは、当研究所の重要な使命の一つです。

　このため、各部・センターに所属する研究官等を中心に、外部の研究者、研究機関とも連携しつ

つ、様々な研究活動を行っています。

　こうした中、令和５年６月に第４期教育振興基本計画が閣議決定され、計画では、『客観的な根

拠を重視した政策推進の基盤形成』が重要であるとして、『国立教育政策研究所において客観的な

根拠に基づく政策に資する研究を行う体制整備を進める必要がある』と指摘されています。

　折りしも中央教育審議会では、５月に質の高い教師の確保について、９月には少子化の中での高

等教育の在り方について諮問がなされ、初等中等教育や高等教育の重要課題について議論が重ねら

れているところです。

　教育が大きく変わろうとする時期に、また教育政策についてもＥＢＰＭ（客観的な根拠に基づく

政策立案）がより重視されるようになっている中、当研究所の役割はますます重要になると考えて

います。

　本紀要は、研究所としての調査研究の成果や、個々の研究者等による研究の成果を公表すること

により、我が国の教育研究の発展に寄与することを目的として、毎年度刊行しているものです。

本紀要は、昨年度までは自由投稿のみで構成していましたが、今年度から当研究所が最も力を入れ

ているプロジェクト研究の成果を特集として収録することとしました。

　御参照、御活用いただければ幸いです。

　令和６年３月

国立教育政策研究所長
瀧　本　　寛

1





国立教育政策研究所紀要第 153 集　目　次

特　　　集

特集１　幼児期からの育ち・学びとプロセスの質に関する研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7
　　　　　幼児期から児童期までの育ち・学びに関する研究：
　　　　　　３歳児から７歳児までの縦断的な質問紙調査から

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 荒牧　美佐子、掘越　紀香・・・・・・・・・9
　　　　　幼児教育におけるプロセスの質に関する研究：
　　　　　　幼児教育における保育実践の質評価スケール案の作成・・・・・・・・・・ 掘越　紀香・・・・・・・27

特集２　教育の効果に関する調査研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・43
　　　　　幼児期の子どもの母親の育児ストレスは変化するのか
　　　　　　― 縦断データによる検討 ―・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 眞田　英弥・・・・・・・・45
　　　　　就学前から小学校 1 年時の発達と学習に及ぼす世帯所得の影響：
　　　　　　データ分析と政策への示唆・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 卯月　由佳・・・・・・・・59

特集３　高校生の高等教育進学動向に関する調査研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・75
　　　　　大学進学率の地域差はどこに生じるか
　　　　　　― 高校生の受験する大学入試に着目して ―・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 朴澤　泰男・・・・・・・77
　　　　　強い資金制約のもとで回避される理系進路選択
　　　　　　― 大学進学予定（希望）かつ低所得層のサンプルに操作変数法を
　　　　　　　適用した因果推論 ―・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・日下田　岳史・・・・・・・ 93

論　　　文

学校の自律性と教育行政の学校支援に関する考察
　― ギデンズのエージェンシー概念に注目して ―・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・千々布　敏弥・・・・・・ 111

研究ノート

学校外に拡張する『社会性と感情の学習』
　― 中国的アプローチについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 新 井　聡・・・・・・125

資　　　料

教育委員会から見た義務教育学校の実態と評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・宮﨑　悟・・・・・・143
「公教育データプラットフォーム」におけるデータ利活用に関する考察

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・小林　圭、高見　享佑・・・・・・ 159

3



付　　　録

国立教育政策研究所紀要編集要項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・171
令和５年度国立教育政策研究所紀要編集会議設置要項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・173
英文目次・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・174

4



国立教育政策研究所は、教育政策上の課題について、本研究所として取り組むべき研究課題を
設定し、広く所内外の研究者の参加を得て、プロジェクトチームを組織して行う研究活動である
「プロジェクト研究」に取り組んでいる。研究期間はおおむね２～５年間である。
このたびの紀要では、令和４年度までに終了した次の３つのプロジェクト研究の報告書に収録
された内容から、学術的に特に意義があると思われるものを再構成した上で、特集論文として収
録することとした。
①幼児期からの育ち・学びとプロセスの質に関する研究（平成 29～令和４年度）
②教育の効果に関する調査研究（平成 30～令和４年度）
③高校生の高等教育進学動向に関する調査研究（令和２～４年度）
特集論文は、それぞれの筆者がプロジェクト研究報告書の内容を基に再構成したものである。
すべての特集論文は紀要編集会議による査読プロセスを経ており、独立した学術論文として学術
的価値を高めたものとなっている。
読者においては、本特集を読んでプロジェクト研究自体に関心を抱いたならば、下記当研究所
ホームページで公開されているプロジェクト研究報告書を読んでいただきたい。そのダイジェス
ト版としての本特集である。

国立教育政策研究所　プロジェクト研究の成果紹介
https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/index.html　

令和４年度プロジェクト研究の成果
https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/seika_digest_r04a.html　

特　　　集
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＊　幼児教育研究センター　副センター長

平成 29 ～令和４年度プロジェクト研究
「幼児期からの育ち・学びとプロセスの質に関する研究」概要

掘越　紀香＊

幼児期の教育の質が生涯にわたって影響を持つことが海外の縦断研究で示されて以降、日本で
も幼児教育の重要性への認識が高まっている。令和元年 10月に幼児教育の無償化が実現し、政
策の焦点は幼児教育・保育の質保障や、幼児期と児童期の教育の円滑な接続へと移っており、中
央教育審議会初等中等教育分科会には「幼児教育と小学教育の架け橋特別委員会」が設置され、
令和５年２月に「学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の接続について：幼保小の協
働による架け橋期の教育の充実」が取りまとめられた。令和５年４月にはこども家庭庁が創設さ
れ、12月に「こども大綱」が閣議決定される等、全ての子供の学びと育ちとウェルビーイング
の保障・向上が目指されている。以上のような背景の中、当センターでは、平成 29～令和４年
度プロジェクト研究「幼児期からの育ち・学びとプロセスの質に関する研究」の報告書を取りま
とめて公表した。以下の２本の論文の概要は、次の通りである。

荒牧・掘越論文では、第１巻の「幼児期からの育ち・学びに関する研究」の一部を取り上げて
いる。３歳児から７歳児までの 2000名を超える縦断的な質問紙調査結果から、社会情緒的スキ
ル（好奇心、自己主張、粘り強さ、自他調整、協同性）、認知的スキル（幼児期：読み書き・数、
言葉、分類、児童期：算数、国語、分類）、生活スキル（生活習慣）での影響関係、これらのス
キルと保護者の養育態度、保育実践の質、小学校教師と子供たちとの関係での影響関係、社会情
緒的スキル間の影響関係、保護者データと保育者・教師データの比較による共通点と相違点につ
いて検討した。
結果として、保護者データ、保育者・教師データで共通して、どの時期も生活スキルの形成が
子供のスキルの土台となり、社会情緒的スキルが認知的スキルを支え、認知的スキルが社会情緒
的スキルの育ちを促していた。しかし、社会情緒的スキルの５つの育ちでの影響関係においては、
保護者データでは全てプラスの影響であったのとは異なり、保育者・教師データでは「好奇心」「自
己主張」と、「粘り強さ」「自他調整」「協同性」との間に、一部マイナスの影響が見られた。こ
れは、保育者や小学校教師が、「好奇心」や「自己主張」を集団生活の場でどのように捉えてい
るか、例えば、「好奇心」が高くコントロールが効きにくい子供の場合、集団場面では対応が難
しいと感じること等が影響している可能性が考えられる。今後も引き続き、この縦断データを用
いて二次分析を行う予定である。

掘越論文では、第２巻の「幼児教育におけるプロセスの質に関する研究」の一部を取り上げて
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いる。海外の質評価スケール、特にプロセスの質を重視した SSTEWの知見を取り入れ、日本の
幼児教育・保育の文化・文脈や幼稚園教育要領等に沿って「幼児教育における保育実践の質評価
スケール案（以下「質評価スケール案」と記載する）」を作成して紹介した。複数園で試行的に
海外の質評価スケール（ECERS-3、SSTEW）とともに同時実施したほか、園の管理職や保育者
へのヒアリングを行い、開発・改善した。
質評価スケール案は、９項目 112指標から構成されている（「Ⅰ　健康と安全への配慮と指導」

「Ⅱ　社会情緒的な育ちを促す援助」「Ⅲ　主体的な遊びや活動の援助」「Ⅳ　好奇心を育む環境
構成」「Ⅴ　人とのコミュニケーションや言葉の援助」「Ⅵ　言語的な表現の援助」「Ⅶ　数量 ･
図形や科学への興味 ･関心、感覚の援助」「Ⅷ　思考し探究するプロセスの援助」「Ⅸ　協同や課
題解決に向かうプロセスの援助」）。３～５歳児の一つの対象クラス（グループ）での保育実践が
対象であり、子供が行き来できる室内・戸外の全ての場所で、研修を受けた複数の評定者が、約
３～４時間の保育観察と保育者インタビューを通して、7段階評定を行う。特徴として、プロセ
スの質を重視したスケールであり、日本の幼児教育・保育に沿って、「子供の主体的な関わり」「社
会情緒的な育ち」「学びの芽生え」等に着目している。また、研究目的で利用可能な質評価スケー
ルを目指しているが、保育現場で活用する際は評定のみが目的ではなく、研修の場で保育実践を
捉えたり振り返ったりするための観点の一つとして提示したいと考えている。園内研修であれば、
関心のある一項目を選択し、その項目の指標をきっかけに保育実践について語り合い、保育実践
の改善や向上に活かせることを目指している。質評価スケール案は、活用可能な水準にはあるも
のの、五領域全てのねらいや内容は網羅できていない等の検討すべき課題が残されているため、
引き続き園の協力を得ながら、更なる検討と改善を行う予定である。

なお、本プロジェクト研究報告書は、QR コード又は以下の URL からアクセスして御覧いた
だきたい。
① 幼児期からの育ち・学びに関する研究
　 https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf_seika/r05/r050425-02_honbun2.pdf

② 幼児教育におけるプロセスの質に関する研究
　 https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf_seika/r05/r050425-03_honbun2.pdf
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＊1　目白大学人間学部　准教授
＊2　幼児教育研究センター　副センター長

幼児期から児童期までの育ち・学びに関する研究：

３歳児から７歳児までの縦断的な質問紙調査から
Investigating Development and Learning from Early Childhood to School Age: 

A Longitudinal Questionnaire Survey of 3- to 7-Year-Olds

荒牧　美佐子＊1・掘越　紀香＊2

ARAMAKI Misako・HORIKOSHI Norika

Abstract
This study aimed to determine how the quality of early childhood education and care (ECEC) 

and the relationship with teachers play a role in the development of cognitive, socioemotional, 
and life skills among children aged 3–7 years. Additionally, this study identified five aspects 
of socioemotional skills—namely, curiosity, persistence, cooperativeness, self-assertion, and 
interpersonal skills—and demonstrated how they influence and develop in relation to each other. 
Testing models 1 and 2 were used for each purpose.

In this study, a longitudinal questionnaire regarding childrenʼs cognitive and socioemotional 
skills was administered to their classroom ECEC staff and elementary school teachers across five 
years. The data analysis revealed the following: First, the formation of “life skills” can be the 
foundation of childrenʼs skills at any age from 3 to 7 years old. Second, from infancy to childhood, 
while “socioemotional skills” support the development of “cognitive skills,” “cognitive skills” 
also support the development of “socioemotional skills.” Third, the quality of ECEC practices 
and intimacy in the “teacher–children relationships” contribute to childrenʼs growth and learning 
during these periods. Fourth, regarding the development of the “five socioemotional skills,” 
some skills exhibited positive effects among the skills, while some exhibited no effect; moreover, 
some negative effects were observed between either the “curiosity” or “self-assertion” group and 
the “persistence,” “interpersonal skills,” and “cooperativeness” groups. These findings suggest 
that skills such as “curiosity” and “self-assertion” may be important in fostering exploration and 
scientific thinking and supporting childrenʼs agency, but they may also that require the ability to be 
well-controlled, depending on the situation, especially in group settings. 
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１．本稿の目的

近年、幼児教育・保育に関する海外の長期縦断研究の成果から、幼児期に育まれた非認知能 
力／非認知的スキルが生涯にわたって影響すること、そして、幼児教育・保育の質がその後の育
ちと学びへ影響すること等が示されている。例えば、米国のペリー就学前プロジェクト（Heckman 
et al., 2006）や NICHD（National Institute of Child Health and Human Development 国立子どもの健
康と人間発達研究所）による SECCYD（The Study of Early Child Care and Young Development）調
査（NICHD ECCRN, 2005）、英国の EPPE（Effective Provision of Preschool Education 効果的な就学
前教育の実施）研究プロジェクト（Sylva et al., 2012）等が挙げられる。OECD（経済協力開発機構）
は、報告書「Skills for social progress: The power of social and emotional skills」（2015）において、
非認知能力／非認知的スキルを「社会情緒的スキル」（social and emotional skills）と表現し、認
知的スキルと同様にその重要性を強調するとともに、スキルの発達、スキル同士の関連、スキル
の獲得によってもたらされる効果について論じている。また、社会情緒的スキルには様々な心理
的機能が含まれるとし、その枠組みとして、「目標の達成」（忍耐力、自己抑制、目標への情熱等）、
「他者との協働」（社交性、敬意、思いやり等）、「感情のコントロール」（自尊心、楽観性、自信等）
を提示した。
我が国の幼児教育・保育の領域においても、こうした社会情緒的スキルへの関心が強まってお
り、平成 29年告示の幼稚園教育要領等では、社会情緒的スキルや認知的スキルに該当するもの
として「資質・能力」が示された。具体的には、「（１）豊かな体験を通じて、感じたり、気付い
たり、分かったり、できるようになったりする『知識及び技能の基礎』」、「（２）気付いたことや、
できるようになったことなどを使い、考えたり、試したり、工夫したり、表現したりする『思考
力、判断力、表現力等の基礎』」、「（３）心情、意欲、態度が育つ中で、よりよい生活を営もうと
する『学びに向かう力、人間性等』」の３つの柱が挙げられている。こうした資質・能力は、遊
びを通した総合的な指導の中で一体的に育まれるものであるため、明確に分けることはできない
が、認知的スキルにより近い資質・能力が「知識及び技能の基礎」や「思考力、判断力、表現力
等の基礎」、社会情緒的スキルにより近い資質・能力が「学びに向かう力、人間性等」と対応づ
けられるだろう。そして、「学びに向かう力、人間性等」に含まれる具体的な要素としては、＜
思いやり／安定した情緒／自信／相手の気持ちの受容／好奇心、探究心／葛藤、自分への向き合
い、折り合い／話合い、目的の共有、協力／色・形・音等の美しさや面白さに対する感覚／自然
現象や社会現象への関心＞等が示されている。
このように、社会情緒的スキルの具体的な中身については、従来、教育心理学や発達心理学の
分野において検討されてきた、子供たちの社会性や感情、自己に関する知覚と信念、他者との関
係性、動機づけ等、種々様々な心理的構成概念を広く含み込むものとして想定されているが、こ
れらに関する先行研究のレビュー等については、国立教育政策研究所の平成 29～令和４年度プ
ロジェクト研究「幼児期からの育ち・学びとプロセスの質に関する研究」（以下「本プロジェクト」
と記載する。）報告書第１巻第１部を参照されたい。以下、本稿では、本プロジェクトにて扱っ
た社会情緒的スキルに関して、国内の先行研究を踏まえつつ、概念整理を行う。
国内では社会情緒的スキルや認知的スキル等を取り上げた縦断研究はまだ数が少なく、幼児教
育・保育の質に着目して子供の社会情緒的スキルや認知的スキルとの関連を検討した研究も限ら
れてはいるものの、東京大学大学院教育学研究科附属発達保育実践政策学センター Cedepやベ
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ネッセ教育総合研究所による調査結果などが報告されている。前者は、社会情緒的スキルに関し
て、幼児教育・保育の場での実践に即した理論的な整理を試みており（Cedep, 2022）、そのデー
タをもとに、遠藤（2022）は、社会情緒的スキルを「自己に関わる心の力」（自分を大切にし、
適切にコントロールし、更に高めようとする心の性質）、「社会性に関わる心の力」（集団の中に
溶け込み、他者との関係を作り維持していくための力）の２つに分類した上で、さらに、その両
側面に関わる要素として、「感情の制御・調節」（異時点間の選択のジレンマを解決するための感
情の制御／自他間の選択のジレンマを解決するための感情の制御）を挙げている（表１）。これ
らの分類は、OECD（2015）による定義とも重なり、「自己に関わる心の力」は「目標の達成」、「社
会性に関わる心の力」は「他者との協働」、そして、「感情の制御・調節」は「感情のコントロー
ル」と対応しているとされる。「感情の制御・調節」は「自己／社会性に関わる心の力」の両側
面に関わるとのことから、「自己／社会性に関わる心の力」という２つの枠組みを援用して、上
述した３つの資質・能力の「学びに向かう力、人間性等」の要素を当てはめると、「自己に関わ
る心の力」は、＜安定した情緒／自信／葛藤、自分への向き合い、折り合い／好奇心、探究心／
自然現象や社会現象への関心／色・形・音等の美しさや面白さに対する感覚等＞、「社会性に関
わる心の力」は、＜相手の気持ちの受容／思いやり／話合い、目的の共有、協力等＞といった整
理が可能だろう。

表１　非認知能力の具体的な中身－理論的な視点からのまとめ（遠藤, 2022）　

また、ベネッセ教育総合研究所（2016）は、幼児期から児童期以降における子どもの社会情緒
的スキルの発達について、保護者を対象とした縦断調査を実施しているが、ここでは、「好奇心」
（新しいことに好奇心をもてる等）、「協調性」（遊びなどで友達と協力することができる等）、「自
己抑制」（自分がやりたいと思っても、人のいやがることは我慢できる等）、「自己主張」（友達と
意見が違っても、自分の考えを主張することができる等）、「がんばる力」（どんなことに対しても、
自信をもって取り組める等）の５つの側面に焦点を当てている。これらを遠藤（2022）の分類に
照らせば、「好奇心」「がんばる力」「自己抑制」は「自己に関わる心の力」、「協調性」「自己主張」
は「社会性に関わる心の力」と整理できよう。
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「自尊心」「自己肯定感」 自己に関わる心の力自分を愛し自分の性質や能力に自信をもつ

「自己効力感」 やればできるはずという感覚

「好奇心」「意欲」 おもしろいことだったらもっとやってみたいと思える力

「内発的動機づけ」 心の内側から湧いて出てくる動機づけ

「自制心」 自分の衝動を抑え自分の行動をコントロールしようとする力

「グリット」 目標に向かって我慢強くやり抜く力

「自己理解」 自分自身の特徴や状態などをちゃんと認識できる力

「自律性」「自立心」 自分の頭で考え自分の意志で決めて自分の力で行動しようとする力

「心の理解能力」 他の人の心の状態を適切に理解するための力

「コミュニケーションをとる力」 心の理解を基に他の人と適切にコミュニケーションできる力

「共感性」「思いやり」 誰かが困っていたら自然にかわいそうと思って助けようとする力

「協調性」「協同性」 他の人と助け合いながら事を進めていく力

「道徳性」 何が良くて何が悪いかを判断する力

「規範意識」 社会や集団のルール・決まり・常識などを理解して守ることができる力

自
己
に
関
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る
心
の
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に
関
わ
る
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の
力

 異時点間の選択のジレンマを解決するための感情の制御（コントロール）

 自他間の選択のジレンマを解決するための感情の制御（コントロール）
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先述の通り、社会情緒的スキルとは、その定義や具体的な中身、育ちのプロセスに至るまで多
岐に渡るものの、遠藤（2022）の指摘するように、「自己に関わる心の力」「社会性に関わる力」
とに大別することが可能であると思われる。そして、ベネッセ教育総合研究所（2016）による調
査では質問紙法が採用され、具体的な調査項目が公表されていることから、本プロジェクトでは、
この調査を参考に、社会情緒的スキルの測定を試みることとした。ただし、本プロジェクトでは、
ベネッセ教育総合研究所の調査とは異なり、保護者だけでなく、園や小学校の保育者・教師にも
回答を求めることから、集団生活における子供のスキルの育ちを捉えることにも重きを置いた。
具体的には、幼児期の学びは、幼稚園等での生活の中で、友達と協同して遊ぶ経験を通して得ら
れるものであることを踏まえ、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」のひとつに挙げられて
いる「協同性」の育ちを重視した上で、項目の追加・削除及び文言等の変更を行った。調査によっ
て得られたデータをもとに行った探索的・確認的因子分析の結果、５因子構造であることが確認
され、それぞれ「好奇心」（新しいことに興味を持って「不思議だな」「なぜだろう」と考えたり
調べたりする等）、「粘り強さ」（すぐにはうまくいかないことでも、粘り強く取り組んでがんば
ることができる等）、「協同性」（共通の目的に向かって役割を分担し、みんなと一緒にやり遂げ
ようとする等）、「自他調整」（何かトラブルが起きたとき、自分のことだけでなく、友達のこと
も考えて解決しようと努力する等）、「自己主張」（みんなの前で、自分の思いや考えを話したり
発表したりすることができる等）と命名した。分析の手順や具体的な項目等の詳細については、
紙面の都合上、ここでは割愛する（本プロジェクト報告書第１巻第２部第２章を参照のこと）。
以下、これら５つの社会情緒的スキルに関し、先行研究に触れつつ概説する。
まず、認知的スキル（学業成績）と社会情緒的スキルとの関連について、von Stumm et al.（2011）
は、知能（intelligence）が、学業成績のもっとも重要な予測因子であるとした上で、「勤勉性」「好
奇心」はそれに続く影響力を持つと指摘している。知能も認知的スキルの一部と位置づけられる
が、「勤勉性」や「好奇心」といった社会情緒的スキルもまた知能と同様に、学業成績に影響を
及ぼすと言える。Berlyne（1954）は、学業成績と関連のある知的好奇心を「拡散的好奇心」（退
屈ないし情報への飢えから生じるもので、はっきりした方向性を持たず幅広く情報を求める好奇
心）と「特殊的好奇心」（特定の情報を求める好奇心）の二つに分類している。稲垣（1977）は、
保育者（幼稚園教諭）が担当クラスの子供たちの好奇心をどのように測定するかについて調査し
た結果、ある程度のベテラン保育者であっても、上記の二つの好奇心を弁別しての評定は困難で
あったこと、ただし、幼稚園時代に評定された好奇心は、小学校１年時での学業成績を予測した
こと等を報告している。同じく学業成績との関連が指摘される「勤勉性」とは、Big Fiveパーソ
ナリティ（Goldberg, 1990）における Conscientiousnessに該当し、長期的な目標を成し遂げるた
めの力とされる「グリット」とも強い相関が指摘されている（Duckworth et al., 2007）。本プロジェ
クトにおける社会情緒的スキルの中では、「物事をあきらめずに挑戦することができる」「一度始
めたことは最後までやり通せる」といった「粘り強さ」と近い概念であり、「自己に関わる心の力」
に含まれるスキルである。そして、「社会性に関わる心の力」の一つと捉えられる「協同性」は、
幼児教育・保育の実践における「協同的活動」「プロジェクト活動」などに見られるような、主
に幼児期後半の子供たちによる自律的・主体的な活動を支えるスキルと言えるだろう。幼稚園教
育要領等では、三つの資質・能力と併せて、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」について
も示されているが、そのうちの一つに「協同性」も挙げられており、「友達と関わる中で、互い
の思いや考えなどを共有し、共通の目的の実現に向けて、考えたり、工夫したり、協力したりし、
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充実感をもってやり遂げるようになる。」と説明されている。こうしたスキルは、自己制御機能
（self-regulation）との関連も大きいと考えられるが、日本における自己制御機能の研究では、柏
木（1988）などを筆頭に、自己主張的側面と自己抑制的側面の二側面から検討されてきたという
流れがあり、自己制御機能の獲得及び自己の発達に関わる個人差を捉える上では、自己を抑制す
る側面だけではなく、自己の欲求や意志を主張し、実現する行動始発の側面にも関心が寄せられ
てきた。また、幼児期後半の子供同士の相互交渉が活発になる時期の自己制御機能（自己調整機
能）の発達に焦点を当てた長濵・高井（2011）は、「自己抑制」「自己主張」に加え、相手の欲求
も考慮しながら自己を主張していく「自他調整」という側面を組み込んだ調査を実施している。
分析の結果、３歳から５歳にかけて「自他調整」の方略が発達していくこと確認している。これ
らは「社会性に関わる心の力」に分類されると考えられるが、遠藤（2017）の指摘する「自他間
で発生するジレンマを解決するための感情の制御」という視点に立てば、「感情の制御・調節」
に関するスキルといった側面も持つとも言えるだろう。
以上のような知見を踏まえ、本稿では、５つの社会情緒的スキル及び認知的スキルといった 

幼児期から児童期初期にかけての子供たちの育ちや学びに対して、特に園や小学校といった集団 
生活の場での経験（幼児教育・保育の質、小学校教師と子供たちとの関係等）がどのように関与し
うるかに焦点を当てて、検証することを第一の目的とする。なお、幼稚園教育要領解説（文部科学省, 
2018）では、幼児の生活は、本来、明確に区分することは難しいものであるとしつつ、食事、衣服
の着脱や片付けなどのような生活習慣に関わる部分と、遊びを中心とする部分とに分けられると 
している。幼児期においては、遊びを通して幼児の総合的な発達が実現していくが、基本的な生活
スキルの形成も同様に、子供たちの育ちにとって極めて重要な意味を持つと考えられる。そこで、
この時期に生活スキルを確立することが、社会情緒的スキルや認知的スキルに関する育ちや学び 
とどのような関連を持つかについても検証することとする。そして、その上で、５つの社会情緒的
スキルがどのように影響し合い、育っていくのかを明らかにすることを第二の目的とする。

２．方法

（１）　調査手続
調査時期は、2017年度から 2021年度のそれぞれ 12月から翌年 3月であり、対象児が３歳児
から７歳児になるまでの５年間である。調査対象は、全国（北海道、東北、関東、中部、関西、
中四国、九州）13都道府県の国公私立の幼稚園、保育所、認定こども園と、対象児の就学先の
国公立小学校である。３歳児調査 87園、４歳児調査 97園、５歳児調査 92園、６歳児（小学校
１年生）調査 400校、７歳児（小学校２年生）調査 400校に調査票を配布・回収を依頼した。回
答者は、３～５歳児調査では対象児の担任保育者、６,７歳児調査では担任教師であり、受け持
つクラスの子供たち全員のスキルや姿について回答してもらった。
回答数は、３歳児調査は 2,458件、４歳児調査 3,317件、５歳児調査 3,377件、６歳児調査 3,154
件、７歳児調査 3,115件である。また、クラス全体での保育実践の質や教師と子供たちとの関係
を尋ねている項目（次項、参照）の回答数は、３歳児調査は 180件、４歳児調査 198件、５歳児
調査 189件、６歳児調査 773件、７歳児調査 790件である。
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（２）　調査項目
社会情緒的スキル・認知的スキル：「幼児期から小学 １ 年生の家庭教育調査・縦断調査」（ベネッ
セ教育総合研究所, 2016）を参考にした。社会情緒的スキルについては、幼稚園教育要領等に示
された「資質・能力」の「学びに向かう力、人間性等」で示された具体的な要素を念頭に、適宜、
項目の追加・削除及び文言等の変更を行い、26項目を使用した。また、認知的スキルについては、
小学校学習指導要領も参考にしつつ、15～ 20項目を使用し、子供の年齢に合わせて、調査時期
ごとに項目を追加した。「全く当てはまらない」～「とても当てはまる」の４件法で尋ねた。
生活スキル：「幼児期から小学 １ 年生の家庭教育調査・縦断調査」（ベネッセ教育総合研究所, 
2016）を参考に７～８項目を使用したが、調査時期によって項目の入替え等を行った。「全く当
てはまらない」～「とても当てはまる」の４件法で回答を求めた。
保育実践の質：国立教育政策研究所の平成 29～令和４年度プロジェクト研究「幼児期からの育ち・
学びとプロセスの質に関する研究」にて開発が進められた「幼児教育における保育実践の質評価
スケール案」の項目と対応させ、45 項目を設定した。３歳児から５歳児の担任保育者に「全く
当てはまらない」～「とても当てはまる」の４件法で尋ねた。
日本版 STRS：小学校の教師と子供たちとの関係を測る尺度として、Student-Teacher Relation-
ship Scale（STRS；Pianta, 1999）の日本語版（藤田・森口, 2015）や Pianta 氏に許可を取った上で、
STRS を参考に教師とクラス全体の子供たちとの関係を測定した Whitaker ら（2015）の翻訳版を
もとに 15項目を使用した。６、７歳児の担任教師を対象に、クラス全体の子供たちとの関係を
念頭に、「全く当てはまらない」～「とてもよく当てはまる」の５件法で回答を求めた。

（３）　分析対象
分析対象は、５回すべての調査に参加した回答者から得られた 2,073件分とした。ただし、各
尺度の因子分析については、完答のケースのみを分析対象とするとともに、「保育実践の質」に
ついては、回答数が少ないため、３歳児から５歳児までを合計した 513件をまとめて解析した。
また、共分散構造分析では、完全情報最尤推定法によって欠測値を補完している。完全情報最尤
推定法とは、欠測値以外の情報をすべて利用して母数の推定を行う推定法であり、ランダムな欠
測値を含むデータにおいてバイアスの小さい母数の推定値を与えるとされている（Schafer & 
Graham, 2002）。分析には、SPSS ver.26 及び AMOS ver.26を使用した。

３．結果

（１）　因子分析
分析に使用する尺度については、すべて探索的因子分析（最尤（さいゆう）法・Promax 回転）

若しくは主成分分析を行った上で、さらに、因子の解釈可能性を考慮して項目を選定し、確認的
因子分析を実施した。その結果、「社会情緒的スキル」は、５因子構造であることが確認され、
上述の通り、「協同性」「自他調整」「自己主張」「粘り強さ」「好奇心」と命名した。なお、「好奇
心」については、拡散的好奇心及び特殊的好奇心の両側面を網羅するよう項目を設定したが、１
つの下位因子にまとまった。また、「認知的スキル」については、３～５歳児では「読み書き・数」
「言葉」「分類」1の３因子、６、７歳児は「国語」「算数」「分類」の３因子がそれぞれ抽出された。

1　 カテゴリー化とは、２つ以上の異なる対象を等価であると認識し、その等価性に基づいて対象のまとまり、すなわ
ちカテゴリーを形成する過程であり、カテゴリー化は概念や概念形成を含む認知過程の基礎をなしているものであ
るとされる（杉村 ,1991）。幼児のカテゴリー化の能力を評価する課題を自由分類課題と呼ぶが、これは、例えば、
動物や乗り物など複数の項目について、類似したもの同士でグループ分けさせる課題である。
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これらのうち、３～７歳までのスキルのつながりを考慮し、項目の内容の重複の多い「読み書き・
数」と「国語」を分析に用いることとした。「生活スキル」は１因子、「保育実践の質」は「社会
情緒的な育ちを促す援助」（子供一人一人の様子や要求に対して敏感に気づき、援助し、柔軟に
対応している等）、「主体的な遊びや活動への援助」（指導計画は子供たちの要求や関心に沿って
柔軟に立て、子供たちから生じた遊びや興味・関心に応じるため、計画を変更することもある等）、
「好奇心を育む環境構成」（子供たちが取り組みたくなるような遊びや活動を理解して、多様な素
材や教材等を選んでいる等）、「学びの芽生えを促す援助」（子供に質問するなどして、自分たち
の活動や遊びについて振り返ったり、気づいたことや考えたこと、工夫したことなどを伝えて深
めたりするように促している等）の４因子、「日本版 STRS：教師と子供たちとの関係」は「親
密性（教師が子どもとの関係を親密的だと認知する程度）」「葛藤性（教師が子どもとの関係を葛
藤的だと認知する程度）」の２因子構造であることが確認された。以上、すべての尺度に関する
確認的因子分析の適合度指標及び信頼性係数については、概ね良好な数値であったが、それらの
詳細については、具体的な尺度項目や分析手続と併せて、紙面の都合上、省略する。本プロジェ
クト報告書第１巻を参照されたい。

図１　検証モデル１

（２）　検証モデル１の設定と分析結果
図１に示したのは、検証モデル１である。検証モデル１では、３歳児から７歳児までの各時点
における「生活スキル」「社会情緒的スキル」「認知的スキル」が、その次の時点におけるこれら
のスキルの育ちに及ぼす影響の有無について明らかにする。また、園での「保育実践の質」や、
小学校での「教師と子供たちとの関係」が、こうした３つのスキルの育ちに関与しうるのかにつ
いて検討する。ただし、調査時期が年度末にかけてであったことなどを考慮し、１年間を通して
の「保育実践の質」、あるいは「教師と子供たちとの関係」と捉えたものとし、これらが次時点
ではなく、同時点での子供のスキルを支えているかどうかを検証するモデルを設定し、共分散構
造分析を行った。また、「社会情緒的スキル」については、「好奇心」「自己主張」「粘り強さ」「自
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「分類」1の 3 因子、6、7 歳児は「国語」「算数」「分類」の 3 因子がそれぞれ抽出された。これら

のうち、3～7 歳までのスキルのつながりを考慮し、項目の内容の重複の多い「読み書き・数」と

「国語」を分析に用いることとした。「生活スキル」は 1因子、「保育実践の質」は「社会情緒的な

育ちを促す援助」（子供一人一人の様子や要求に対して敏感に気づき、援助し、柔軟に対応してい

る等）、「主体的な遊びや活動への援助」（指導計画は子供たちの要求や関心に沿って柔軟に立て、

子供たちから生じた遊びや興味・関心に応じるため、計画を変更することもある等）、「好奇心を育

む環境構成」（子供たちが取り組みたくなるような遊びや活動を理解して、多様な素材や教材等を

選んでいる等）、「学びの芽生えを促す援助」（子供に質問するなどして、自分たちの活動や遊びに

ついて振り返ったり、気づいたことや考えたこと、工夫したことなどを伝えて深めたりするように

促している等）の 4 因子、「日本版 STRS：教師と子供たちとの関係」は「親密性（教師が子ども

との関係を親密的だと認知する程度）」「葛藤性（教師が子どもとの関係を葛藤的だと認知する程

度）」の 2 因子構造であることが確認された。以上、すべての尺度に関する確認的因子分析の適合

度指標及び信頼性係数については、概ね良好な数値であったが、それらの詳細については、具体的

な尺度項目や分析手続と併せて、紙面の都合上、省略する。本プロジェクト報告書第 1巻を参照さ

れたい。 

 

図図１１  検検証証モモデデルル１１ 
 
（（２２））  検検証証モモデデルル 11のの設設定定とと分分析析結結果果  

図 1に示したのは、検証モデル 1である。検証モデル１では、３歳児から７歳児までの各時点に

おける「生活スキル」「社会情緒的スキル」「認知的スキル」が、その次の時点におけるこれらのス

 
1 カテゴリー化とは，２つ以上の異なる対象を等価であると認識し，その等価性に基づいて対象のまとまり，すなわちカテゴリー
を形成する過程であり，カテゴリー化は概念や概念形成を含む認知過程の基礎をなしているものであるとされる（杉村，1991）。
幼児のカテゴリー化の能力を評価する課題を自由分類課題と呼ぶが、これは、例えば、動物や乗り物など複数の項目について、類
似したもの同士でグループ分けさせる課題である。 
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他調整」「協同性」の５つの変数を１つずつ入れて５パターンの分析を行った。コントロール変
数として、「子供の性別」（０=男児、１=女児）、「子供の月齢」、「母親の学歴」（１=中学校卒、
２=高等学校卒、３=専門学校卒、４=短期大学・高等専修学校卒、５＝四年制大学卒、６=大
学院卒以上）を設定することで、これらの要因による影響を統制しても、スキル間のパスが有意
となるか否かを検討した。表２には、共分散構造分析の結果、有意となったパスを、表３には、
検証モデル１の適合度指標について示した。検証モデル１の分析結果に基づき、「生活スキル」「社
会情緒的スキル」「認知的スキル」（読み書き・数／国語）における相互の影響関係について見て
いく。

表２　検証モデル１：各変数間のパス係数

[3歳児] 生活スキル → [4歳児] 生活スキル .35 *** .40 *** .36 *** .39 *** .35 ***
[3歳児] 生活スキル → [4歳児] 社会情緒的スキル .24 *** .18 *** .21 *** .19 ***
[3歳児] 生活スキル → [4歳児] 読み書き数 .15 *** .14 *** .14 *** .14 *** .14 ***
[3歳児] 社会情緒的スキル → [4歳児] 社会情緒的スキル .29 *** .23 *** .25 *** .43 *** .26 ***
[3歳児] 社会情緒的スキル → [4歳児] 生活スキル .15 *** .07 ** .10 ***
[3歳児] 読み書き数 → [4歳児] 読み書き数 .42 *** .44 *** .44 *** .44 *** .44 ***
[3歳児] 読み書き数 → [4歳児] 生活スキル .10 *** .08 *** .08 *** .07 **
[3歳児] 読み書き数 → [4歳児] 社会情緒的スキル .09 *** .09 ***
[3歳児] 保育実践 → [3歳児] 生活スキル .04 * .04 * .04 *
[3歳児] 保育実践 → [3歳児] 社会情緒的スキル .14 *** .15 *** .06 ** .09 *** .12 ***
[4歳児] 生活スキル → [5歳児] 生活スキル .42 *** .42 *** .36 *** .39 *** .39 ***
[4歳児] 生活スキル → [5歳児] 社会情緒的スキル .21 *** .14 *** .17 *** .19 ***
[4歳児] 生活スキル → [5歳児] 読み書き数 .06 * .06 * .05 *
[4歳児] 社会情緒的スキル → [5歳児] 社会情緒的スキル .27 *** .24 *** .25 *** .39 *** .30 ***
[4歳児] 社会情緒的スキル → [5歳児] 生活スキル .07 ** .06 *
[4歳児] 読み書き数 → [5歳児] 読み書き数 .47 *** .48 *** .50 *** .50 *** .47 ***
[4歳児] 読み書き数 → [5歳児] 生活スキル .09 *** .09 *** .08 *** .10 *** .08 ***
[4歳児] 読み書き数 → [5歳児] 社会情緒的スキル .06 * .11 *** .08 ** .09 ***
[4歳児] 保育実践 → [4歳児] 生活スキル .14 *** .14 *** .14 *** .14 *** .14 ***
[4歳児] 保育実践 → [4歳児] 社会情緒的スキル .17 *** .27 *** .17 *** .18 *** .21 ***
[4歳児] 保育実践 → [4歳児] 読み書き数 .12 *** .12 *** .12 *** .12 *** .12 ***

粘り強さ 自己主張 自他調整協同性 好奇心

[5歳児] 生活スキル → [6歳児] 生活スキル .26 *** .33 *** .32 *** .30 *** .29 ***
[5歳児] 生活スキル → [6歳児] 社会情緒的スキル .10 *** .23 *** .09 ***
[5歳児] 生活スキル → [6歳児] 国語 .05 ** .11 *** .09 ***
[5歳児] 社会情緒的スキル → [6歳児] 社会情緒的スキル .25 *** .13 *** .09 *** .27 *** .20 ***
[5歳児] 社会情緒的スキル → [6歳児] 生活スキル .15 *** .06 * .07 **
[5歳児] 社会情緒的スキル → [6歳児] 国語 .17 *** .07 ***
[5歳児] 読み書き数 → [6歳児] 国語 .26 *** .29 *** .29 *** .32 *** .33 ***
[5歳児] 読み書き数 → [6歳児] 生活スキル -.11 *** -.05 * -.09 *** -.06 ** -.04 *
[5歳児] 読み書き数 → [6歳児] 社会情緒的スキル .18 *** .20 *** .20 *** .20 *** .16 ***
[5歳児] 保育実践 → [5歳児] 生活スキル .15 *** .15 *** .15 *** .15 *** .15 ***
[5歳児] 保育実践 → [5歳児] 社会情緒的スキル .25 ***
[6歳児] 生活スキル → [7歳児] 生活スキル .29 *** .32 *** .22 *** .32 *** .28 ***
[6歳児] 生活スキル → [7歳児] 社会情緒的スキル .11 *** .10 *** .13 ***
[6歳児] 生活スキル → [7歳児] 国語 -.05 *
[6歳児] 社会情緒的スキル → [7歳児] 社会情緒的スキル .34 *** .21 *** .33 *** .40 *** .28 ***
[6歳児] 社会情緒的スキル → [7歳児] 生活スキル .17 *** .27 *** .12 ***
[6歳児] 社会情緒的スキル → [7歳児] 国語 .11 *** .05 * .14 ***
[6歳児] 国語 → [7歳児] 国語 .47 *** .52 *** .49 *** .52 *** .55 ***
[6歳児] 国語 → [7歳児] 生活スキル .12 *** .08 *** .07 **
[6歳児] 国語 → [7歳児] 社会情緒的スキル .09 *** .30 *** .11 *** .06 **
[6歳児] 親密性 → [6歳児] 生活スキル .19 *** .19 *** .18 *** .19 *** .19 ***
[6歳児] 親密性 → [6歳児] 社会情緒的スキル .25 *** .25 *** .23 *** .24 *** .22 ***
[6歳児] 親密性 → [6歳児] 国語 .18 *** .18 *** .18 *** .19 *** .18 ***
[6歳児] 葛藤性 → [6歳児] 社会情緒的スキル .06 ***
[7歳児] 親密性 → [7歳児] 生活スキル .14 *** .14 *** .13 *** .14 *** .13 ***
[7歳児] 親密性 → [7歳児] 社会情緒的スキル .14 *** .10 *** .11 *** .14 *** .16 ***
[7歳児] 親密性 → [7歳児] 国語 .06 ** .06 ** .05 * .06 ** .05 **
[7歳児] 葛藤性 → [7歳児] 生活スキル -.08 *** -.08 *** -.08 *** -.09 *** -.08 ***
[7歳児] 葛藤性 → [7歳児] 社会情緒的スキル -.10 *** -.08 *** -.09 *** -.08 *** -.07 **
[7歳児] 葛藤性 → [7歳児] 国語 -.08 *** -.08 *** -.08 *** -.09 *** -.08 ***
注）***p＜.001, **p＜.01, *p＜.05　列の数値は、５つの社会情緒的スキルをそれぞれ投入したモデルごとの
　　標準偏回帰係数を示している。
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[5歳児] 生活スキル → [6歳児] 生活スキル .26 *** .33 *** .32 *** .30 *** .29 ***
[5歳児] 生活スキル → [6歳児] 社会情緒的スキル .10 *** .23 *** .09 ***
[5歳児] 生活スキル → [6歳児] 国語 .05 ** .11 *** .09 ***
[5歳児] 社会情緒的スキル → [6歳児] 社会情緒的スキル .25 *** .13 *** .09 *** .27 *** .20 ***
[5歳児] 社会情緒的スキル → [6歳児] 生活スキル .15 *** .06 * .07 **
[5歳児] 社会情緒的スキル → [6歳児] 国語 .17 *** .07 ***
[5歳児] 読み書き数 → [6歳児] 国語 .26 *** .29 *** .29 *** .32 *** .33 ***
[5歳児] 読み書き数 → [6歳児] 生活スキル -.11 *** -.05 * -.09 *** -.06 ** -.04 *
[5歳児] 読み書き数 → [6歳児] 社会情緒的スキル .18 *** .20 *** .20 *** .20 *** .16 ***
[5歳児] 保育実践 → [5歳児] 生活スキル .15 *** .15 *** .15 *** .15 *** .15 ***
[5歳児] 保育実践 → [5歳児] 社会情緒的スキル .25 ***
[6歳児] 生活スキル → [7歳児] 生活スキル .29 *** .32 *** .22 *** .32 *** .28 ***
[6歳児] 生活スキル → [7歳児] 社会情緒的スキル .11 *** .10 *** .13 ***
[6歳児] 生活スキル → [7歳児] 国語 -.05 *
[6歳児] 社会情緒的スキル → [7歳児] 社会情緒的スキル .34 *** .21 *** .33 *** .40 *** .28 ***
[6歳児] 社会情緒的スキル → [7歳児] 生活スキル .17 *** .27 *** .12 ***
[6歳児] 社会情緒的スキル → [7歳児] 国語 .11 *** .05 * .14 ***
[6歳児] 国語 → [7歳児] 国語 .47 *** .52 *** .49 *** .52 *** .55 ***
[6歳児] 国語 → [7歳児] 生活スキル .12 *** .08 *** .07 **
[6歳児] 国語 → [7歳児] 社会情緒的スキル .09 *** .30 *** .11 *** .06 **
[6歳児] 親密性 → [6歳児] 生活スキル .19 *** .19 *** .18 *** .19 *** .19 ***
[6歳児] 親密性 → [6歳児] 社会情緒的スキル .25 *** .25 *** .23 *** .24 *** .22 ***
[6歳児] 親密性 → [6歳児] 国語 .18 *** .18 *** .18 *** .19 *** .18 ***
[6歳児] 葛藤性 → [6歳児] 社会情緒的スキル .06 ***
[7歳児] 親密性 → [7歳児] 生活スキル .14 *** .14 *** .13 *** .14 *** .13 ***
[7歳児] 親密性 → [7歳児] 社会情緒的スキル .14 *** .10 *** .11 *** .14 *** .16 ***
[7歳児] 親密性 → [7歳児] 国語 .06 ** .06 ** .05 * .06 ** .05 **
[7歳児] 葛藤性 → [7歳児] 生活スキル -.08 *** -.08 *** -.08 *** -.09 *** -.08 ***
[7歳児] 葛藤性 → [7歳児] 社会情緒的スキル -.10 *** -.08 *** -.09 *** -.08 *** -.07 **
[7歳児] 葛藤性 → [7歳児] 国語 -.08 *** -.08 *** -.08 *** -.09 *** -.08 ***
注）***p＜.001, **p＜.01, *p＜.05　列の数値は、５つの社会情緒的スキルをそれぞれ投入したモデルごとの
　　標準偏回帰係数を示している。

表３　検証モデル１：適合度指標

まず、「生活スキル」と「社会情緒的スキル」において明らかになったのは、コントロール変
数や１時点前での同じスキルの影響（自己回帰）を除外しても、概ねどの時点においても、相互
に影響し合うことを示す有意なパスが残っているという点である。特に「生活スキル」と「協同
性」「粘り強さ」「自他調整」との関連が大きいことがわかった。続いて、「生活スキル」と「認
知的スキル」との関係では、「生活スキル」は「認知的スキル」の育ちも支えていたが、その影
響は、３歳児から４歳児にかけて顕著であった。また、５歳児から６歳児にかけては、「認知的
スキル」が「生活スキル」を支えていることも確認された。「生活スキル」と「認知的スキル」
との関係については、一部、マイナスの影響がみられた。特に、５歳児の「読み書き・数」と６
歳児での「生活スキル」については、係数の値としては小さいものの、５つすべての分析結果に
おいて有意な負のパスが残ったが、両変数間の単相関は弱い正の相関関係あることが確認された。
このように単相関の値とは符号が逆転する場合には、その要因の一つとして独立変数間の相関が
高いことによって、多重共線性の問題が生じている可能性もある。そこで、５歳児の「生活スキ
ル」、「読み書き・数」、「社会情緒的スキル」において、多重共線性を判断する指標としての VIF
値を求めたところ、いずれも 1.0台であり、問題がないことが確認された。したがって、「生活

χ2 df CFI RMSEA
  協同性 3189.25 340 .91 .06
  好奇心 3428.65 452 .90 .06
  粘り強さ 3236.47 449 .91 .06
  自己主張 3753.47 467 .89 .06
  自他調整 3380.88 453 .90 .06
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スキル」と「認知的スキル」との関係については、一部、マイナスの影響がみられると解釈する
のが妥当であろうと考えられる。次に、「社会情緒的スキル」と「認知的スキル」との関係にお
いては、幼児期では、「社会情緒的スキル」の５つの側面いずれも「認知的スキル」への影響が
有意ではなかった。しかしながら、５歳児の「協同性」「好奇心」から６歳児の「国語」への正
のパスが有意であるとともに、６歳児から７歳児にかけては、さらに「粘り強さ」も「国語」の
育ちを支えていることが確認できた。一方で、「認知的スキル」から「社会情緒的スキル」への
影響は幼児期にも見られ、３歳児から４歳児にかけては、「読み書き・数」から「好奇心」「粘り
強さ」に、４歳児から５歳児にかけては更に「協同性」「自己主張」にも、そして、５歳児から
６歳児にかけては、すべての「社会情緒的スキル」に対する正のパスが有意であった。また、６
歳児から６歳児にかけても、「国語」が「自己主張」以外の４つの「社会情緒的スキル」の育ち
を支えていた。特に「好奇心」に関しては、すべての時期を通じて、「認知的スキル」の影響を
受けていた。
続いて、園での「保育実践の質」や、小学校での「教師と子供たちとの関係」が子供たちのス
キルの育ちをどう支えているかについて見ていく。
まず、「保育実践の質」については、３歳児、４歳児、５歳児のどの時点においても、「生活ス
キル」の育ちを支えていることが明らかとなった。「社会情緒的スキル」については、３歳児、
４歳児では、５つすべてのスキルへのパスが有意であったが、５歳児では「好奇心」への正のパ
スのみが有意であった。また、「読み書き・数」については、４ 歳児でのみ有意な関連が見られた。
以上のことから、「保育実践の質」は、「認知的スキル」よりも、「生活スキル」や「社会情緒的
スキル」の育ちを支えているということ、また、中でも「好奇心」との関連が大きいことが明ら
かとなった。
小学校入学後の「教師と子供たちとの関係」に関しては、「葛藤性」と「親密性」とで結果が
異なり、「親密性」の高さは、６、７歳児の両時点において、「生活スキル」「社会情緒的スキル」
「認知的スキル」の得点の高さと関連していた。一方で、「葛藤性」は、７歳児において、これら
のスキルに対して、マイナスの影響をもたらしていた。

（３）　検証モデル２の設定と分析結果
続いて、本稿で扱う５つの「社会情緒的スキル」が互いにどのように影響し合っているのかに
ついて分析を行う。図２に示したのは、検証モデル２であり、各調査時点で収集した５つのスキ
ルについて交差遅延効果モデルによって分析した。交差遅延効果モデルとは、縦断データを用い
て２つ以上の変数が双方向に影響を及ぼし合う可能性をモデルに取り込んだ上で、因果関係を分
析する統計手法である（宇佐美・荘島, 2015）。したがって、検証モデル２では、３歳児から４歳
児、４歳児から５歳児など、ある時点でのスキルが、その次の時点におけるスキルの育ちをどう
予測するかについて検討する。例えば、４歳児での「好奇心」に最も影響を及ぼすのは、３歳児
での「好奇心」であると予測されるが、その影響を統制してもなお、「好奇心」以外のスキルに
よる影響がみられるかどうかについても明らかにすることが可能である。検証モデル１と同様、
子供の性別、月齢、母親学歴をコントロール変数とした。モデルの適合度指標は、χ2（212）
=1839.04, p<.001, CFI=.95, RMSEA=.06であり、概ね良好な値を示していた。各変数間の単相関係
数は表４に、交差遅延効果モデルのパス係数については表５にまとめている。すべての時点間に
おける各変数間での単相関係数は、正の値を示していることが確認された。
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図２　検証モデル２

表４　検証モデル２：各変数間の単相関係数

.28 *** .21 *** .23 *** .15 *** .24 *** .47 *** .34 *** .37 *** .28 *** .37 ***

.24 *** .33 *** .18 *** .16 *** .25 *** .35 *** .44 *** .27 *** .26 *** .36 ***

5歳児 .26 *** .17 *** .33 *** .23 *** .30 *** 6歳児 .42 *** .28 *** .52 *** .40 *** .47 ***

.20 *** .16 *** .29 *** .29 *** .28 *** .30 *** .25 *** .39 *** .42 *** .42 ***

.29 *** .27 *** .34 *** .29 *** .35 *** .41 *** .37 *** .46 *** .40 *** .49 ***

(2016) (2032) (2029)

(2008) (2005) (1998) (2014) (2011)

(2023) (2040) (2037)

(2020) (2017) (2009) (2026) (2024)

(2018) (2015) (2007) (2024) (2021)

(2034) (2031)

(2026) (2023)

(2016) (2018) (2032)

自己主張
(2016) (2034) (2026) (2028) (2042)

6歳児

好奇心
(2016) (2034) (2025) (2027) (2041)

注） ***p＜.001, **p＜.01, *p＜.05　（　　）内の数値はn

協同性
(2014) (2031) (2023) (2026) (2039)

自他調整
(2012) (2030) (2022) (2024) (2038)

粘り強さ
(2006) (2024)

7歳児

.37 *** .28 *** .31 *** .23 *** .33 *** .38 .25 *** .29 *** .25 *** .33 ***

.28 *** .43 *** .25 *** .22 *** .34 *** .30 *** .43 *** .24 *** .22 *** .32 ***

3歳児 .34 *** .23 *** .46 *** .35 *** .41 *** 4歳児 .33 *** .22 *** .45 *** .39 *** .42 ***

.30 *** .24 *** .34 *** .37 *** .38 *** .27 *** .22 *** .34 *** .43 *** .37 ***

.37 *** .32 *** .40 *** .35 *** .45 *** .34 *** .28 *** .39 *** .39 *** .45 ***

自他調整 協同性

4歳児

好奇心 自己主張 粘り強さ 自他調整 協同性

好奇心
(2017) (2032) (1999) (2005) (2033)

好奇心 自己主張 粘り強さ

(2014) (1982) (1988) (2017)

自己主張
(2016) (2031) (1998) (2004) (2032)

5歳児

(2032) (2033)

(2048) (2049) (2039)

(2015) (2015) (2005)

(2023) (2030) (2030)

(2047) (2048) (2038) (2045)

(2012)

(2020) (2021)

協同性
(2017) (2031) (1999) (2005) (2032)

自他調整
(2019) (2034) (2002) (2008) (2035)

粘り強さ
(2001)

(2012) (2019) (2019)

(2045)

(2047) (2047)

(2012)
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表５　検証モデル２：各時点間のパス係数
[3歳児] 協同性 → [4歳児] 協同性 .25 *** [5歳児] 協同性 → [6歳児] 協同性 .25 ***
[3歳児] 協同性 → [4歳児] 好奇心 .12 *** [5歳児] 協同性 → [6歳児] 好奇心 .17 ***
[3歳児] 協同性 → [4歳児] 粘り強さ .17 *** [5歳児] 協同性 → [6歳児] 粘り強さ .20 ***
[3歳児] 協同性 → [4歳児] 自己主張 .07 ** [5歳児] 協同性 → [6歳児] 自己主張 .20 ***
[3歳児] 協同性 → [4歳児] 自他調整 .11 ** [5歳児] 協同性 → [6歳児] 自他調整 .18 ***
[3歳児] 好奇心 → [4歳児] 好奇心 .19 *** [5歳児] 好奇心 → [6歳児] 好奇心 .13 ***
[3歳児] 好奇心 → [4歳児] 協同性 -.07 ** [5歳児] 好奇心 → [6歳児] 自他調整 -.07 ***
[3歳児] 好奇心 → [4歳児] 自他調整 -.11 *** [5歳児] 自己主張 → [6歳児] 自己主張 .29 ***
[3歳児] 粘り強さ → [4歳児] 粘り強さ .35 *** [5歳児] 自己主張 → [6歳児] 協同性 .09 ***
[3歳児] 粘り強さ → [4歳児] 協同性 .17 *** [5歳児] 自己主張 → [6歳児] 好奇心 .08 ***
[3歳児] 粘り強さ → [4歳児] 好奇心 .13 *** [5歳児] 自他調整 → [6歳児] 自他調整 .14 ***
[3歳児] 粘り強さ → [4歳児] 自他調整 .17 *** [5歳児] 自他調整 → [6歳児] 好奇心 -.10 ***
[3歳児] 自己主張 → [4歳児] 自己主張 .38 *** [5歳児] 自他調整 → [6歳児] 自己主張 -.10 ***
[3歳児] 自己主張 → [4歳児] 協同性 .08 *** [5歳児] 粘り強さ → [6歳児] 粘り強さ .10 ***
[3歳児] 自己主張 → [4歳児] 粘り強さ -.06 ** [5歳児] 粘り強さ → [6歳児] 自己主張 -.10 ***
[3歳児] 自他調整 → [4歳児] 自他調整 .24 *** [6歳児] 協同性 → [7歳児] 協同性 .30 ***
[3歳児] 自他調整 → [4歳児] 協同性 .08 *** [6歳児] 協同性 → [7歳児] 粘り強さ .13 ***
[4歳児] 協同性 → [5歳児] 協同性 .27 *** [6歳児] 協同性 → [7歳児] 自己主張 .19 ***
[4歳児] 協同性 → [5歳児] 粘り強さ .13 *** [6歳児] 協同性 → [7歳児] 自他調整 .16 ***
[4歳児] 協同性 → [5歳児] 自他調整 .12 *** [6歳児] 好奇心 → [7歳児] 好奇心 .30 ***
[4歳児] 好奇心 → [5歳児] 好奇心 .26 *** [6歳児] 好奇心 → [7歳児] 協同性 -.06 **
[4歳児] 好奇心 → [5歳児] 自他調整 -.07 *** [6歳児] 好奇心 → [7歳児] 自他調整 -.05 *
[4歳児] 粘り強さ → [5歳児] 粘り強さ .30 *** [6歳児] 粘り強さ → [7歳児] 粘り強さ .37 ***
[4歳児] 粘り強さ → [5歳児] 協同性 .15 *** [6歳児] 粘り強さ → [7歳児] 協同性 .24 ***
[4歳児] 粘り強さ → [5歳児] 好奇心 .08 *** [6歳児] 粘り強さ → [7歳児] 好奇心 .16 ***
[4歳児] 粘り強さ → [5歳児] 自他調整 .14 *** [6歳児] 粘り強さ → [7歳児] 自他調整 .18 ***
[4歳児] 自己主張 → [5歳児] 自己主張 .42 *** [6歳児] 自己主張 → [7歳児] 自己主張 .35 ***
[4歳児] 自己主張 → [5歳児] 協同性 .07 *** [6歳児] 自己主張 → [7歳児] 協同性 .11 ***
[4歳児] 自己主張 → [5歳児] 好奇心 .09 *** [6歳児] 自己主張 → [7歳児] 好奇心 .11 ***
[4歳児] 自他調整 → [5歳児] 自他調整 .25 *** [6歳児] 自他調整 → [7歳児] 自他調整 .21 ***

[6歳児] 自他調整 → [7歳児] 自己主張 -.07 **
注）***p＜.001, **p＜.01, *p＜.05　数値は、標準偏回帰係数を示す

交差遅延効果モデルの検討の結果、まず、「協同性」について確認されたのは、３歳児から４
歳児、そして、５歳児から６歳児にかけて、その他４つのスキルの育ちを支えているという点で
ある。「協同性」は、その他の時点間においても、「協同性」以外のスキルに対して、プラスの影
響を及ぼしていたが、モデル全体を概観すると、特に「自他調整」や「粘り強さ」とつながりが
大きいようである。続いて、「粘り強さ」については、３歳児から４歳児、４歳児から５歳児、
そして、６歳児から７歳児にかけての時点において、「好奇心」「自他調整」「協同性」に対して
の有意なパスが確認された。
特に「粘り強さ」と「協同性」とは相互間の正のパスが共に有意であり、それぞれの育ちが影
響し合っているようである。一方で、５歳児から６歳児にかけては、「自己主張」への影響がマ
イナスであった。次に、「自他調整」に関しては、「協同性」や「粘り強さ」と比較すると、他の
スキルとの関係は余り大きいとは言えないが、３歳児から４歳児の時点では「協同性」の育ちを
支えていることが確認された。しかしながら、５歳児から６歳児、そして、６歳児から７歳児に
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かけては、「自己主張」にマイナスの影響を及ぼすとともに、５歳児から６歳児にかけては、「好
奇心」への負のパスも有意であった。そして、「自己主張」については、すべての時点間において、
「協同性」への正のパスが有意であることが認められた。さらに、３歳児から４歳児への時点を
除いて、「好奇心」の育ちに対してもプラスの影響を及ぼしていた。また、３歳児から４歳児で
のみ、「粘り強さ」に対しての影響がマイナスであった。最後に「好奇心」に関しては、他のス
キルに対する有意な正のパスが残った部分はなかった。一方で、すべての時点間において「自他
調整」に対して、そして、３歳児から４歳児、及び６歳児から７歳児において「協同性」に対し
てマイナスの影響が認められた。

４．考察

本稿では、第一に、「社会情緒的スキル」と「認知的スキル」、「生活スキル」を中心に、それ
らの育ちを「保育実践の質」や「教師と子供たちとの関係」がどのように支えうるかについて検
証した。そして、第二に、幼稚園教育要領等における３つの資質・能力のうち、「学びに向かう力、
人間性等」を参照しつつ、社会情緒的スキルを５つの側面から捉え、それらが相互に影響し合い
ながらどのように発達していくのかについて分析した。
まず、検証モデル１の分析結果をごく簡潔にまとめれば、以下、３点が挙げられるだろう。第
一に、３歳児から７歳児までのどの時期においても、「生活スキル」の形成が子供たちのスキル
の土台となりうるという点である。ただし、「生活スキル」から「認知的スキル」への影響は、
特に３歳児から４歳児にかけて顕著であった。また、「社会情緒的スキル」に関しては、すべて
の時点間において、「生活スキル」から「好奇心」「自己主張」への影響よりも、「協同性」「粘り
強さ」「自他調整」への影響の方が大きかった。第二には、幼児期から児童期にかけては、「社会
情緒的スキル」が「認知的スキル」を支える部分もあれば、「認知的スキル」が「社会情緒的ス
キル」の育ちを促す面も見られたと言えるだろう。OECD（2015）によると、認知的スキルから
社会情動的スキルへの影響は限定的であるといった指摘もなされているが、幼児期から児童期に
おけるこのような短期的なスパンでみる限りは、これらのスキルは相互に影響し合っていると説
明できるだろう。第三に、「保育実践の質」の高さや「教師と子供たちとの関係」における親密
さは、各時期の子供の育ちや学びにポジティブに寄与しているということが確認されたことが挙
げられる。幼児期では、４歳児時点でのみ「保育実践の質」が「読み書き・数」にもポジティブ
な影響を与えていたが、４歳児では「読み書き・数」得点の平均値も大幅に上昇することから、
この時期の園での経験は、子供の認知的なスキルの育ちにも重要な意味をもたらす可能性が示唆
された。今後は、「保育実践の質」を構成する４つの因子のうち、どれが一番「読み書き・数」
といった認知的スキルの育ちを支えうるのか、また、それは子供の年齢（学年）によって異なる
のか等についての検討も必要であろう。また、「教師と子供たちとの関係」における「葛藤性」
に関する側面による影響は、６歳児ではほとんど見られなかったのに対して、７歳児では、パス
係数の絶対値は余り大きくないとはいえ、「生活スキル」「社会情緒的スキル」「国語」のいずれ
とも有意なパスが残っていた。子供の認知面及び社会情緒面における成長や発達に従って、教師
との関係も徐々に複雑になっていくとともに、教師側もまた子供たちとの関係が親密であるか否
かによって、子供の姿の捉え方が変わっていくのかもしれない。これらの点については、さらな
る検証が必要である。
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続いて、検証モデル２の分析結果から明らかになったのは、それぞれのスキル間のパスが有意
であるものとそうでないものがあっただけでなく、一部はマイナスの影響を及ぼすことが認めら
れたという点である。５つの「社会情緒的スキル」を整理すると、「好奇心」や「自己主張」の
強さが、「粘り強さ」「自他調整」「協同性」といったスキルの育ちを阻害するという可能性を示
唆する結果が得られた。ただし、この点については、「好奇心」や「自己主張」というスキルを
評価者がどのように捉えているか、という観点からの考察も可能ではないだろうか。例えば、本
プロジェクトでは、「好奇心」とは、「自然の素材や現象を取り入れて遊んだり、考えたことをい
ろいろな方法で試したり確かめたりする」「自分でやりたいことを考え、いろいろと工夫して作っ
たり達成したりする」といった項目で構成されている。また、「自己主張」については、「友達か
ら嫌なことをされたら、「いや」「やめて」などと言える」「友達と意見が違っても、自分の考え
を主張することができる」といった内容を含む。こうしたスキルは、探究心や科学的な思考の育
ちや子供の主体性を支える上で、重要なスキルだとも言えるが、場面によっては、評価者にとっ
て “ 望ましくない ” あるいは “ 対応が難しい ” と捉えられる可能性もあると考えられる。特に集
団生活の場では、状況に応じて、うまくコントロールする力が求められるスキルであるとも言え
よう。その一方で、「粘り強さ」「自他調整」「協同性」といったスキルは、「物事をあきらめずに、
挑戦することができる」スキルであったり、「友達とけんかをしても、自分から謝るなどして仲
直りできる」、「共通の目的に向かって役割を分担し、みんなと一緒にやり遂げようとする」スキ
ルであったりするため、保育者や教師にとっては、集団生活でのリズムやルールに適応し、他児
とうまく関係性を築いていく上で、「好奇心」「自己主張」よりも重要であると位置づけられてい
る可能性もある。そういったバイアスが、上記のような結果の背景にはあるのではないだろうか。
特に５つのスキルのうち、「協同性」（「共通の目的に向かって役割を分担し、みんなと一緒にや
り遂げようとする」「遊びや活動で、友達と力を合わせることができる」等）の得点が高いと認
知された子供は、次時点でのその他のスキルの得点も高いと認知される傾向にあったこと等から
も推察される。もし、園や小学校といった集団生活の場において、保育者や教師が、「協同性」
の高い子供たちについてはポジティブな印象を抱きやすく、その反面、子供たちの「好奇心」「自
己主張」といったスキルを伸ばしていくことに対して難しさを感じることがあるとすれば、それ
は具体的にどのような場面で起こりうるのか、また、それにどのように対処すべきなのか等につ
いて、今後更に検討が必要である。そして、本プロジェクトにおいて「社会性に関わる心の力」
と分類した「協同性」「自己主張」「自他調整」という３つのスキルの相互関係についても、詳細
に検討していく。
そして、分析における今後の課題として２点挙げる。１つ目は、今回の分析結果は、各調査時
点でのクラス担任である保育者や教師に回答を求めたデータによるものであったが故に、毎年同
じ評価者が同じ子供を評価しているとは限らないことによる影響について考慮する必要があると
いう点である。本プロジェクトでは、対象となった子供について、保育者・教師だけでなく、子
供の保護者にも回答も求めている。保護者調査においても、「社会情緒的スキル」に関しては、
保育者・教師と同じ設問で尋ねているため、検証モデル２と同じ交差遅延効果モデルの検証を行っ
たが、その結果では、スキル間の有意なパスにマイナスの影響は確認されなかった。一方で、保
育者・教師調査では、調査時期によって、回答者が異なるケースも含まれているため、同じ変数
間での自己回帰係数の値が小さくなる傾向も確認されており、調査時期をまたいでの評価が、同
一の評価者が回答した場合と比較して、必ずしも安定しているとは言えない。さらに、幼稚園や
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保育所、認定こども園の保育者と小学校教師とでは、子供の姿の捉え方や、スキルの評価にも
ギャップがある可能性等も考えられる。２つ目は、子供のスキルの育ちに対する「保育実践の質」
や、「教師と子供たちとの関係」による影響について慎重な解釈が求められるという点である。
本プロジェクトで扱った保育者・教師データは、分析単位が複数の水準（レベル）にまたがって
おり、変数も複数の水準（レベル）で測定されている（三輪・林, 2018）。こうしたデータは「入
れ子構造データ」と呼ばれ、つまり、幼児や児童が園や小学校に入れ子になっている状態を指す。
三輪らは、入れ子構造データであることで、同じ集団に属する個人が互いに似通っていることは、
同サイズのランダムサンプルに比べて、情報量が少ないことを意味するとしている。そのため、
入れ子構造データに通常の回帰分析を適用するとサンプルサイズを過大に見積もることになり、
標準誤差が過少に推定され、いわゆる「第一種の過誤」を犯しやすくなるリスクについて指摘し
ている。したがって、こうしたことを考慮し、今後、マルチレベル分析、ないし、マルチレベル
共分散構造分析等による更なる検証が必要である。
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付表　分析に用いた変数の基礎統計量

3歳児 4歳児 5歳児 6歳児 7歳児 3歳児 4歳児 5歳児 6歳児 7歳児
生活スキル 最小値 1.14 1.00 1.29 1.38 1.38 読み書き数 最小値 1.00 1.11 1.18 ― ―

最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 最大値 4.00 4.00 4.00 ― ―
平均値 2.82 2.96 2.91 3.14 3.07 平均値 2.29 2.91 3.24 ― ―

標準偏差 .46 .45 .47 .40 .46 標準偏差 .71 .70 .53 ― ―
n (1798) (1771) (1766) (1806) (1758) n (1792) (1758) (1779) ― ―

協同性 最小値 1.00 1.00 1.20 1.00 1.40 国語 最小値 ― ― ― 1.00 1.00
最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 最大値 ― ― ― 4.00 4.00
平均値 2.69 3.03 3.22 3.18 3.27 平均値 ― ― ― 3.25 3.41

標準偏差 .58 .53 .50 .51 .51 標準偏差 ― ― ― .51 .51
n (1786) (1786) (1799) (1814) (1758) n ― ― ― (1794) (1752)

好奇心 最小値 1.00 1.00 1.00 1.00 1.20 園・学校適応感 最小値 1.20 1.00 1.20 1.00 1.50
最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00
平均値 2.60 2.90 3.07 3.02 3.10 平均値 3.42 3.43 3.47 3.34 3.34

標準偏差 .62 .56 .53 .54 .53 標準偏差 .48 .46 .45 .47 .46
n (1793) (1794) (1800) (1803) (1752) n (1833) (1805) (1809) (1801) (1750)

粘り強さ 最小値 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 受容的養育態度 最小値 1.40 1.00 1.00 1.00 1.00
最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00
平均値 2.70 2.84 2.96 2.89 2.94 平均値 2.87 2.87 2.89 2.88 2.90

標準偏差 .45 .45 .46 .47 .48 標準偏差 .39 .38 .40 .39 .39
n (1769) (1768) (1777) (1787) (1726) n (1798) (1779) (1769) (1797) (1723)

自己主張 最小値 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 統制的養育態度 最小値 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00 最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00
平均値 3.01 3.12 3.18 3.17 3.21 平均値 2.31 2.29 2.27 2.25 2.24

標準偏差 .53 .52 .50 .51 .53 標準偏差 .43 .44 .44 .44 .48
n (1805) (1809) (1806) (1817) (1760) n (1812) (1791) (1802) (1809) (1756)

自他調整 最小値 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
最大値 4.00 4.00 4.00 4.00 4.00
平均値 2.63 2.84 2.99 3.03 3.09

標準偏差 .54 .51 .50 .47 .48
n (1780) (1783) (1794) (1789) (1742)
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＊　幼児教育研究センター　副センター長

幼児教育におけるプロセスの質に関する研究：

幼児教育における保育実践の質評価スケール案の作成
Research on Process Quality in Early Childhood Education: 

Drafting the Quality Assessment Scale for Early Childhood Education Practices

掘越　紀香＊

HORIKOSHI Norika

Abstract
We drafted and introduced a “Quality Assessment Scale for Early Childhood Education 

Practices” (hereinafter, the “Quality Assessment Scale Draft”) that incorporates the findings of 
worldwide quality assessment scales—particularly the “Sustained Shared Thinking and Emotional 
Well-being (SSTEW) Scale”, which focuses on process quality—and aligns with the culture and 
context of early childhood education and care (ECEC) in Japan and the National Curriculum 
Standard for Kindergartens. The Quality Assessment Scale Draft was developed and improved 
by conducting interviews with ECEC leaders and staff and simultaneously implementing it with 
worldwide quality assessment scales (ECERS-3 and SSTEW) in field trials at several centers.

The Quality Assessment Scale Draft comprises 112 indicators across 9 items. The assessment 
was conducted in a target class of 3- to 5-year-old children— in both indoor and outdoor locations 
where children could come and go—by several trained assessors who spent about three–four 
hours observing the practices and interviewing the staff. The assessment was based on a 7-point 
scale. 

Characteristically, the Quality Assessment Scale Draft focuses on process quality—consistent 
with the culture and context of ECEC in Japan—and focuses on “childrenʼs agency-based 
involvement,” “childrenʼs social emotional development,” “emergence of childrenʼs learning,” and 
so on. Additionally, although we aim for the scale to be used for research purposes, when used 
in ECEC settings, it is intended not only for rating but also as a perspective for capturing and 
reflecting on ECEC practices in training. In the in-house training workshops, we aim to use the 
indicators of one item of interest as a starting point to discuss ECEC practices and use them to 
improve and enhance their practices. 

Although the Quality Assessment Scale Draft is at a utilizable level, issues to be considered—
such as the fact that it does not cover the aims and contents of all five areas— still remain. 
Therefore, we plan to continue this scaleʼs further consideration and improvement in cooperation 
with ECEC settings.  
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１．近年の幼児教育・保育の質と評価を巡る様相

近年の幼児教育・保育の潮流として、海外の縦断研究、例えば、米国のペリー就学前プロジェ
クト（Heckman et al., 2016）や、英国の EPPE（Effective Provision of Pre-School Education効果的
な就学前教育の実施）研究プロジェクト（Sylva, Melhuish et al., 2012）等の結果により、幼児期
に育まれた非認知的スキル（社会情緒的スキル）が生涯にわたって影響することや、幼児教育・
保育の質がその後の育ちと学びへ影響すること、幼児教育・保育が特に社会経済的に困難な家庭
背景の子供の発達に効果が見られたこと等が示された。これらを受けて、国際的にも日本におい
ても幼児教育・保育の重要性や、非認知的スキル（社会情緒的スキル）への注目が高まった。現
在米国では３、４歳児の就学前教育の拡充を推進し、2024年度予算教書では４歳児全てに就学
前教育を無償提供するとした。韓国では 2023年 1月に「幼保統合推進法案」を発表し、満０－
５歳の乳幼児の教育と保育を統合する幼保一元化（幼保統合）を本格的に進め、2025年から乳
幼児は新たにスタートする統合機関に通うことになる。日本では、令和元（2019）年 10月に幼
児教育・保育の無償化が実施されて以降、幼児教育・保育の重要性に関する議論は量から質へシ
フトしている。幼児教育・保育の質保障や幼児期と児童期の教育の円滑な接続に向けて、中央教
育審議会初等中等教育分科会「幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会」は、令和 5年 2月に
「学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の接続について：幼保小の協働による架け橋
期の教育の充実」を取りまとめた。令和 5年 4月には、こども家庭庁が創設され、12月に「こ
ども大綱」が閣議決定される等、全ての子供の学びと育ちとウェルビーイングの保障・向上が目
指されている。これを受けて、幼児教育・保育の質向上や、幼児教育・保育の質をどう捉えるか
の議論が必要になっている。

OECD（経済協力開発機構）の幼児教育・保育ネットワーク ECEC Networkでは、「人生の始ま
りこそ力強く Starting Strong」プロジェクトを通して、各国の制度改革と幼児教育・保育の質向
上を、国レベルと地域や園レベルの視点から提起して牽引してきた。Starting StrongⅡ（OECD, 
2006/2011）や Starting StrongⅣ（OECD, 2015）においては、多面的な幼児教育・保育の質をど
のように捉えたらよいか、その枠組みが示されている。また、Starting StrongⅡの質の議論では、
各国の保育カリキュラムの方向性として、子供の認知的発達等を重視する就学準備の伝統に立つ
国々（英語圏（ニュージーランドを除く）・仏等）と、子供を権利主体として捉え、ホリスティッ
ク（全人的）な発達を重視する社会的ペタゴジーの伝統に立つ国々（北欧等）の二つを対置して
提示している（OECD, 2006；秋田ら, 2007）。Starting StrongⅡでの質の枠組みとしては、「構造
の質」、「相互作用又はプロセスの質」の他に、国レベルでの「志向性の質（法令や政策等の方向
性）」、「教育の概念と実践（幼稚園教育要領等で示される教育の概念や実践）」、園レベルでの「実
施運営の質」、「子供のアウトカム（成果）の質又はパフォーマンス（成績）基準」が挙げられて
いる。続く Starting StrongⅢ（OECD, 2012/2019）では、質こそが重要という合意のもと、各国
の幼児教育・保育の質向上に向けた五つの主要な政策レバーとして、「質の目標と規制の設定」、
「カリキュラムと学びの基準のデザインと実施」、「資格、養成・研修、労働条件の改善」、「家庭
と地域社会の関与」、「データ収集、調査研究、モニタリングの推進」を提示している。そこで課
題とされた幼児教育・保育の質評価、モニタリングを取り上げた Starting StrongⅣでは、「保育
実践の質」、「保育者の質」、「子供の発達とアウトカム（成果）の質」を枠組みとして、各国のモ
ニタリング実施内容を整理している（詳細は、北野（2023）を参照）。
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一方、「保育の質向上の改革」として、国による幼児教育・保育の質の規制を、効率性や生産
性等の市場原理の視点から捉えることへの批判や、欧米的な視点からの質の言説が、質評価スケー
ルを通して世界に広がることへの批判もある（Moss, 2014）。ダールベリらは『「保育の質」を超
えて』において、保育の質評価が国の規制ではなく、評価のオルタナティブとして、質評価に専
門家や市民が民主的に参画する方向性を示すとともに、保育の質をそれぞれの実践の場で、その
ときそこにいる子供たちによって変化する複雑なものであることを踏まえて捉え続ける必要があ
ると指摘している（Dahlberg, Moss, & Pence, 2013/2022）。
これらの国際的な流れを踏まえ、秋田（2022）は、「諸外国における保育の質の捉え方・示し
方に関する研究会報告書」（シード・プランニング, 2019）で、各国の質評価の枠組みを次のよう
に提示している。「監督・評価の対象となる保育の質の諸側面」と、そこに影響を与える、国、
地域、園レベルでの「保育の質に関わる諸要因」、「保育の質に関わる監査・評価」の三つに分け、
評価の対象となる保育の質として、「構造の質」（法令・規準等の遵守）、「実施運営の質」（組織
体制・職場環境の整備）、「プロセスの質」（保育実践の内容）、「アウトカム（成果）の質」（子供
の発達・学び、ウェルビーイング）を挙げている。この枠組みから秋田（2022）は、保育の質評
価がいかに複雑で多層的多面的であるかを述べ、国際的な子供のウェルビーイングの重視や経済
格差の問題、日本での社会状況の変動等の流れの中で、今後保育の質評価において考えるべき課
題や視点も変化する可能性を指摘している。以上、幼児教育・保育の質の枠組みについて整理し
たが、本論文では、保育実践と直接的に関連する「プロセスの質」、つまり保育者と子供たちと
のやりとりや子供同士のやりとり、教材や環境構成等の質を捉える方法や評価について主に取り
上げる。

２．海外の質評価スケールからの示唆

幼児教育・保育の質評価を行う際、様々な質評価スケールを自己評価、相互評価、第三者評価
において利用することが可能である。広く海外の研究や監査等で活用されているものとして、
ERS（保育環境評価スケール Environment Rating Scalesには、３歳以上用の ECERS、改訂版の
ECERS-R、最新版の ECERS-3、０･１･ ２歳用の最新版の ITERS-3、英国で開発された拡張版の
ECERS-E等がある）が挙げられる。全米乳幼児教育協会 NAEYCが提唱する DAP（発達にふさ
わしい実践 Developmentally Appropriate Practice）に基づき、主にアメリカで開発された尺度であ
る。例えば、『新・保育環境評価スケール①３歳以上』（ECERS-3）（ハームスら, 2015/2016）は、
３歳以上の集団保育について全般的な質を測定する尺度であり、「空間と家具」「養護」「言葉と
文字」「活動」「相互関係」「保育の構造」の６サブスケールに分類された 35項目について７段階
で評定される。
埋橋（2017）は、平成 27～ 28年度プロジェクト研究「幼小接続期の育ち・学びと幼児教育の
質に関する研究」等での ECERS-3実施の結果、「言葉と文字」「活動」の評点が低めだったこと
を挙げ、生活や遊びの中で言葉や数量・図形、自然につながる遊具や教材及び活動、保育者の関
わりの弱さを指摘している。
また、『新・保育環境評価スケール③考える力』（ECERS-E）（シルバーら, 2011/2018）は、

ECERS-Rの４項目の拡張版であり、こちらも広く活用されている。もともと英国の縦断研究
EPPE（効果的な就学前教育の実施）プロジェクトのために開発された尺度で、就学前ナショナル・
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カリキュラムを踏まえている。子供の学びの成果（アウトカム）に関する知見を活かした「文字
と言葉」「数量形」「科学と環境」「多様性」の４項目（７段階評定）の内容から成り立っており、
ECERS-Rとともに実施することが推奨されている。
保育者と子供たちのやりとり（保育プロセスの質）に焦点化している質評価スケールとしては、

CLASSや SSTEW等がある。CLASS（クラスルーム評価システム Classroom Assessment Scoring 
System）（Pianta et al., 2008）は、保育者・教員と子供とのやりとりに焦点化し、プレスクール
Pre-K対象や、キンダーガーテンから初等学校３年 K-3対象等、乳幼児から児童、中学生までの
クラスの教育活動の質について評価可能な尺度である。アメリカ国立小児保健人間発達研究所
NICHDが行った大規模な縦断調査等に基づいて開発された。プレスクール対象では、「情緒的サ
ポート」「クラスの構成」「教育的サポート」の３領域 10次元に分類された 42項目について７段
階で評定される。就学レディネスとして学習を意識した内容であるため（秋田・佐川, 2012）、日
本での活用には配慮が必要である。
『「保育プロセスの質」評価スケール』（SSTEW）（シラージら, 2015/2016）は、「情緒的な安定・
安心 emotional well-being」と「ともに考え、深めつづけること sustained shared thinking」を鍵概
念としている尺度であり、２歳から５歳の保育実践におけるプロセスの質を評定する。英国の縦
断調査 EPPE（効果的な就学前教育の実施）プロジェクトにおいて、質が高いと評価された保育
施設を対象に、保育者と子供とのやりとり等を調査・分析した結果から、「ともに考え、深めつ
づけること」概念を新たに導き出し、開発された尺度である。「信頼、自信、自立の構築」「社会
的、情緒的な安定・安心」「言葉・コミュニケーションを支え、広げる」「学びと批判的思考を支
える」「学び・言葉の発達を評価する」の５サブスケールに分類された 14項目について、ERS
と同様に７段階で評定される。
平成 27～ 28年度の前プロジェクト研究では、SSTEWを２園で試行的に実施した結果、「信頼、
自信、自立の構築」や「社会的、情緒的な安定・安心」、「言葉、コミュニケーションを支え、広
げる」は比較的高く、「学びと批判的思考を支える」、「学び・言葉の発達を評価する」では低め
の評定だった。２園での調査結果ではあるが、子供が好奇心を持って遊び、探究し学んでいく過
程を、保育者がどのように支えて広げているか、そのような実践をどのように評価の土俵に上げ
て捉えていくかという課題が指摘されている（淀川, 2017）。
なお、内田（2023）は、オーストラリアのニュー・サウス・ウェールズ州で実施され、SSTEW
と ECERS-Eを活用して質向上を目指した「効果的な乳幼児期の学びの促進 Fostering Effective 
Early Learning : FEEL」研究 (Siraj, Melhuish et al., 2018) を紹介している。FEEL研究は、幼児教育・
保育施設のカリキュラムや関わりを改善するためのリーダー対象の研修の効果を測定する研究で
あり、①学びのためのリーダーシップ研修の効果測定ツールとして、②国の質基準の特徴を検証
する比較対象として、③ SSTEWの評価・検証のために、ECERS-Eや SSTEWが用いられている。
関連して、専門の評定者以外の保育者が SSTEWを使用して実践を評価する場合についても考察
されており、実践を改善していく目的のため、研究利用とは異なる研修等での活用の可能性に触
れられている (Howard, Siraj et al., 2020)。

３．日本における幼児教育・保育の質と評価

我が国の幼児教育・保育で最も身近な評価としては、保育者個人の自己評価が挙げられる。保
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育者がねらいと自らの保育実践を照らし合わせて振り返り、子供の姿から自分の幼児理解や実践
を問い直すことを日頃から積み重ね、その営みを自己評価し、改善に向けて取り組むことで、自
らの子供をみる目や保育理解を深め広げることへつながり、保育者の資質や専門性の向上に寄与
すると考えられる。また、自己評価の過程では、多くの場合、日常的な同僚保育者との対話や園
内研修・保育カンファレンス等が行われ、他の見方や考え方を重ねながら省察することにより、「保
育者の意識変容」（秋田ら, 2007）等が生じ、より専門性の向上が促されると考えられる。
園レベルの自己評価や学校関係者評価、第三者評価については、文部科学省で「幼稚園におけ
る学校評価ガイドライン」が 2008年に作成され、2011年に改訂されている。学校評価における
自己評価は「各学校の教職員が行う評価」、学校関係者評価は「保護者、地域住民等の学校関係
者などにより構成された評価委員会等が、自己評価の結果について評価することを基本として行
う評価」、第三者評価は「学校とその設置者が実施者となり、学校運営に関する外部の専門家を
中心とした評価者により、自己評価や学校関係者評価の実施状況を踏まえつつ、教育活動その他
の学校運営の状況について専門的視点から行う評価」である。自己評価と学校関係者評価は、そ
の実施と結果の公表が求められており、改訂では第三者評価の意義等の記載が充実している。厚
生労働省では「保育所における自己評価ガイドライン」を 2009年に作成し、2020年に改訂して
いる。保育士等の自己評価、保育所全体の自己評価について、特に「保育内容等の評価」に重点
を置いた手順等が示されている。第三者評価については、社会福祉法第 78条が根拠となって
2002年に開始され、2005年に保育所版の福祉サービス第三者評価基準ガイドライン等が提示さ
れている。保育所保育指針の改定等を踏まえ、現在は 2020 年に改定された保育所版の第三者評
価基準（共通評価基準ガイドライン及び内容評価基準ガイドライン等）により、第三者評価機関
が実施している。最低基準の確認にとどまらず、保育の実態を活かした質評価へ向けてのさらな
る検討が求められているところである（無藤, 2016）。このような自己評価、学校関係者評価、第
三者評価は、評価者や評価方法は異なるが、それぞれ捉えるべき観点に沿って評価を行い、それ
に基づいて改善策を検討し、質の向上を目指す点では共通していると言えるだろう。
なお、中央教育審議会初等中等教育分科会に、令和 3年 7月「幼児教育と小学校教育の架け橋
特別委員会」が設置され、令和 5年 2月に「学びや生活の基盤をつくる幼児教育と小学校教育の
接続について：幼保小の協働による架け橋期の教育の充実」（以下、「審議まとめ」とする）が取
りまとめられた。幼児教育の質的向上とともに、小学校教育との円滑な接続を図り、接続期（特
に５歳児から小学校１年生までの２年間を「架け橋期」とする）の教育の充実を図ることの重要
性を踏まえ、審議まとめでは、全ての子供に格差なく質の高い学びの機会を提供できるよう、子
供に関わる全ての関係者が立場を越えて連携・協働し、子供の多様性を尊重して、幼児期・架け
橋期の教育の質を保障することや、そのための推進体制の構築や調査研究の必要性等が述べられ
ている。国立教育政策研究所幼児教育研究センターの活動への期待も記載されており、子供の多
様性に配慮し、幼小接続期の教育の質を保障するための体制に関する調査研究や、地方自治体の
幼児教育センターにおける架け橋期カリキュラムに関する調査研究の情報を共有できるような
ネットワーク構築の中核になるとともに、日本独自の、園内研修等で活用しやすい質評価指標の
開発を進めること等が挙げられている。本プロジェクト研究で作成した「幼児教育における保育
実践の質評価スケール案」も、その活用の在り方を含め、一例となることが求められている。
ここで、国内で幼児教育・保育の質の視点を取り入れ、子供の発達との関連を検討した研究に
ついても取り上げたい。Nakamichi et al. (2022) は、公立保育所の１－２歳児の保護者と保育士に
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質問紙調査を行い、子供の社会情緒的発達（社会的コンピテンスと問題行動）とプロセスの質（保
育者への質に関する質問紙調査）との関連を検討している。その結果、子供要因や家庭要因を考
慮しても、「子ども中心の直接的な関わり」の高さが、１－２歳児の問題行動の少なさに寄与し
ていた。同じデータを用いて、中道ら（2022）は子供の社会情緒的発達（社会的コンピテンスと
問題行動）と環境設定の質との関連も検討している。「遊びのための環境設定」の質の高さが、
１－２歳児の問題行動の少なさに寄与しており、特に保護者の応答性が低い場合に、環境設定の
質の高さが子供の発達（問題行動の少なさ）に影響している。さらに、近年、自治体単位で
ECERSや ITERSを用いた質評価スケール調査を実施している研究グループの藤澤・中室（2017）
は、小規模保育園と中規模保育園の１歳児クラスの保育環境を ITERSで評価した結果、全般的
には小規模保育園の方が中規模保育園よりも保育環境の質が良好であること、保育環境の良さと
担当保育士の保育歴の長さが、１歳児学年末の子供の発育状況（乳幼児発達スケール KIDS）と
有意な正の関連のあることが示されている。これらは研究目的で実施した調査であり、保育の質
と子供の発達との関連は興味深いが、質問紙や質評価スケールの活用方法も含め、今後に注視し
たい。

４．幼児教育における保育実践の質評価スケール案の開発

現在の幼児教育・保育を巡る状況や、前回の平成 27～ 28年度プロジェクト研究から、国内に
おける評価への関心の高まり、海外で開発された質評価スケールからの知見、質評価スケールを
用いて客観的継続的に捉えて幼児教育・保育の質の改善に役立てることの意義、SSTEWのよう
に保育プロセスの質を丁寧に捉えることの必要性、「ともに考え、深めつづけること」のような
質の高い保育実践に着眼し、それを評定する質評価スケールの可能性等の知見を得ることができ
た。一方で、国内で活用・実施する場合、日本ならではの幼児教育・保育の特徴をどのように捉
えたらよいかという課題や、評価に対する保育現場の抵抗感という課題も残されている。
そこで、ECERS-3や ECERS-E、特に SSTEWの保育プロセスの質に関する項目や指標を参考
にして部分的に取り入れつつ、日本の幼児教育・保育の文化や文脈に沿った質評価スケールの作
成を目指し、プロジェクト研究のワーキンググループメンバーと共に作成・検討を行った。10
園 21クラスで試行的に海外の質評価スケール（ECERS-3、SSTEW）とともに同時実施して評定
結果を比較した。その結果、クラスの総合評点において、２つの海外の質評価スケールと比べる
と、評点の平均の差は 1.00以下であり、多少の違いはあるものの同様な評点の傾向が見られる
ことを確認し、活用可能な水準にはあると判断したほか（詳細は、国立教育施策研究所（2023b）
の第２巻第３部を参照）、園の管理職や保育者 14名へのヒアリング調査を行って改善に努めた
（詳細は、松嵜（2023）を参照）。その成果が、「幼児教育における保育実践の質評価スケール案：
主体的な関わり、社会情緒的な育ちと学びの芽生えに着目して」（以下、本文では「質評価スケー
ル案」と記載する）である。
スケール項目は、「Ⅰ　健康と安全への配慮と指導」「Ⅱ　社会情緒的な育ちを促す援助」「Ⅲ　
主体的な遊びや活動の援助」「Ⅳ　好奇心を育む環境構成」「Ⅴ　人とのコミュニケーションや言
葉の援助」「Ⅵ　言語的な表現の援助」「Ⅶ　数量 ･図形や科学への興味 ･関心、感覚の援助」「Ⅷ　
思考し探究するプロセスの援助」「Ⅸ　協同や課題解決に向かうプロセスの援助」の９項目から
構成され、それぞれについて７段階（「１：要改善」「３：まあまあ良い」「５：良い」「７：非常
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に良い」）で評定する。各項目の評定では、指標と呼ばれる評価内容（９項目で 112指標）ごと
にYESかNOをチェックし、その結果に基づいて評点を決定する。各項目の概要と評価の観点が、

Ⅰ　健康と安全への配慮と指導

【概要】子供が園生活の中で、自己を発揮して友達や保育者と豊かに育ち学ぶためには、心身の健康や衛
生、安全が前提となる。保育者は、基本的に健康や衛生、安全に関わる環境を日々整えて管理することが大
切である。子供は発育・発達に応じて、保育者の援助や指導のもと、自分の健康と安全に関わる行動や危険
に対する注意力を身に付けていく。

子供の健康、衛生、安全のため、保育者
が配慮し指導している内容

【評価の観点】この項目では、一人一人の子供の健康や衛生、安全、情緒の安定等に関わる保育者の実践上
の配慮の在り方、例えば、室内や戸外の環境作り、点検や訓練、状況に応じた対応や見守り等に焦点を当て
る。また、健康と安全に関わる子供の気付きを認めて意欲を高めたり、その行動を促したりする等の指導に
も着目する。

Ⅱ　社会情緒的な育ちを促す援助

【概要】子供は園生活を安心して過ごせるようになると、自己を発揮していく。自分と異なる他者の思いに
気付くことで、自分の思いがより明確になり、多様な感情や思いを抱くようになる。時には思いがぶつかり
合ったり、うまく伝えられなかったりするが、友達と一緒に遊びたい思いから、少しずつ気持ちを調整でき
るようになる。また、困ったことや少し難しいことに出会っても、保育者に支えられながら粘り強く取り組
む姿がみられるようになる。

応答的に関わり、子供の社会情緒的な育
ちを促している内容

【評価の観点】この項目では、保育者が一人一人の子供の表情や動き等の言葉にならない表出を丁寧に受け
止め、子供が思いを表せるように援助しているか、子供が他の子供の異なる思いに気付けるように支えてい
るか、困ったことが生じても、次第に折り合いをつけられるように援助しているか等に焦点を当てる。

Ⅲ　主体的な遊びや活動の援助

【概要】子供が主体的に遊び、活動することは、幼児期の教育の基本である。子供は、保育者を信頼し安心
できる環境のもと、人や物事への思いや興味・関心から、意欲を持って積極的に遊びや活動に取り組むよう
になる。子供が自ら遊びや活動を展開し、満足感や充実感を味わえるように、保育者は発達に必要な経験を
保障し、意図的に環境構成することが求められる。子供の主体性と保育者の指導や援助とのバランスが大切
である。

子供が主体的に遊び、活動するように促
し支えている内容

【評価の観点】この項目では、保育者が日々の子供の姿から子供の思いや興味・関心を読み取り、柔軟に対
応しているか、子供が自らやりたいことを実現できるように機会や場、時間を確保しているか、子供の生活
や発達を見通して指導計画を立てているか等に焦点を当てる。

Ⅳ　好奇心を育む環境構成

【概要】遊びや生活を通して、子供は身近な環境と出会い、ものや人への興味・関心が芽生える。興味を
持った環境（素材や教材、遊具等）に対し、子供は主体的に関わり、様々な関わり方を試したり工夫したり
することを通して、興味・関心を深め、探究するようになる。保育者は、一人一人の子供の発達や興味・関
心によって、環境との関わりが異なることを踏まえつつ、子供の好奇心を育み、興味・関心を広げ深めるよ
うな環境を構成することが大切である。

子供の興味・関心を促し、好奇心を高め
るような環境を構成する内容

【評価の観点】この項目では、子供が様々な環境と出会い、興味・関心を持って関わるように、保育者が工
夫して環境構成や再構成をしているか、子供と一緒に環境を整えたり創ったりしているか、子供なりのやり
方や工夫を認め、好奇心や探究心を高めるような環境や援助になっているか等に焦点を当てる。

Ⅴ 人とのコミュニケーションや言葉
の援助

【概要】一人一人の子供は、保育者や友達との温かい関係の中で、人と関わりたい気持ちが育まれる。互い
の思いや考えを伝えることを通して、次第に相手の話を聞いて理解しようとするようになる。日々の生活や
遊びが充実し、周囲に伝えたいことができると、集まりの時間等に発表して共有したり話し合ったりする。
その結果、認められる機会が増え、コミュニケーションに自信が持てるようになる。

子供が人とやりとりして、自分の考えを
伝え、話し合い、言葉を使用するように
促している内容

【評価の観点】この項目では、非言語的・言語的なコミュニケーションが豊かになるような保育者の援助に
焦点を当てる。保育者は、子供が相手に自分の考えを伝えて、相手と話し合う状況が生じるように援助して
いるか、相手の伝えたいことを聞こうとする姿を促しているか、保育者自身が豊かなコミュニケーションの
モデルとして、様々な言葉に出会えるような機会を作っているか等に着目する。

Ⅵ　言語的な表現の援助

【概要】子供は自分の思いや考えを、保育者に支えられながら、自分なりの言葉で表現して伝えることで、
言葉に対する感覚や表現する力が育まれる。読み聞かせや日常生活でも、言葉のリズムや音を楽しんだり言
葉遊びを楽しんだりして、語彙を増やしていく。子供が日頃親しんでいる表現には、絵、製作、身体表現、
音、音楽、歌等があり、言語的な表現では、主に声や文字、記号、身振り、行為等で伝えようとする表現を
取り上げる。

絵本・物語･歌･言葉遊び等の遊びや活動
を通して、子供の言語的な表現を育み促
している内容

【評価の観点】この項目では、絵本や物語、歌、言葉遊び等に親しみ、言葉に対する感覚が豊かになるよう
な環境づくりを、保育者が行っているかに焦点を当てる。子供が表現する機会を用意しているか、表現した
い気持ちになるような環境を構成しているか、保育者が新しい言葉を取り上げたり、言葉遊びを一緒に楽し
んだりしているか等に着目する。

Ⅶ 数量･図形や科学への興味･関心、
感覚の援助

【概要】遊びや生活を通して、子供は身近な自然や数量・図形、科学に関する様々な事象や物事と出会って
いる。子供が主体的に関わることで、親しみや興味・関心を抱き、感覚が磨かれたり豊かになったりする。
その中で、子供は事象や物事の特性や仕組み等に気付き、考えたり、調べたり、試したり、確かめたりする
ようになる。

子供の身近な自然や数量･図形、科学への
興味･関心や感覚、考え方を育み促してい
る内容

【評価の観点】この項目では、保育者が子供の自然や数量・図形、科学への気付きや興味・関心を捉えてい
るか、子供が興味・関心や感覚を持って取り組めるように働きかけたり、環境構成を工夫したりしているか
に焦点を当てる。さらに、子供の気付きを広げたり深めたりするような体験を用意しているか、科学的な見
方や考え方を広げるような援助をしているか等にも着目する。

Ⅷ　思考し探究するプロセスの援助

【概要】子供は生活や遊びの中で身近な環境と出会い、ある事象や物事やイメージの世界等へ興味・関心を
持つようになる。その環境に主体的に関わることを通して、子供はいろいろ考えながら作ったり、繰り返し
試したり、調べて工夫したりする。また、遊びや活動を振り返ることで、気付きや考えを深めたり広げたり
して探究するようになる。

子供が考えながら作ったり調べたりし
て、探究しようとすることを支え広げて
いく内容

【評価の観点】この項目では、子供が興味を持って主体的に関わる姿を、保育者が丁寧に捉えているか、適
切に援助しながら子供が探究していくプロセスを見届けているか、必要に応じて周りの子供に共有して広げ
ているか等に着目する。

Ⅸ 協同や課題解決に向かうプロセス
の援助

【概要】子供たちは、生活や遊びの中で困ったことや難しいことに出会ったとき、自分たちでなんとかしよ
うとして様々な意見を出し合ったり、更に知りたい、もっと面白くしたいと考えたりしながら、友達と一緒
に取り組むようになる。次第に実現したいことが明確になり、友達と目的を共有して、課題を解決するため
に自分たちで協力して考えたり工夫したりするようになる。

子供たちが協同して取り組み、課題を解
決しようとすることを支えていく内容

【評価の観点】この項目では、保育者が子供たちの興味・関心の持ち方やその違いを捉えているか、一人一
人の思いや考えに沿って色々試すことができる環境を整えているかに焦点を当てる。また、子供たちが課題
に感じていることを共有し、それぞれの発想や方法を認め合い、最後まで諦めずに取り組めるような援助や
指導計画であるか等にも着目する。

表１　スケール項目「概要と評価の観点」一覧
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表１である。各指標と解説案の詳細は、国立教育政策研究所（2023b）の第２巻第２部第３章を
参照いただきたい。
　質評価スケール案は、SSTEWの指標を中心に、ECERS-3、ECERS-Eの指標を参考にして作成
したスケールであるが、日本の幼児教育・保育の文化や文脈に沿った質評価スケールを作成する
ため、幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領（以下、幼稚
園教育要領等とする）の五領域（健康、人間関係、環境、言葉、表現）や「幼児期の終わりまで
に育ってほしい姿」（五領域のねらい及び内容に基づく活動全体を通して資質・能力が育まれて
いる幼児の具体的な姿であり、健康な心と体、自立心、協同性等の 10の姿で示される）等も参
考にして、幾つかの指標を新規に追加し、文言を加筆修正している。
なお、質評価スケール案は、研究目的で利用可能な質評価スケールであることを目指している
が、保育現場で活用する場合は、評定自体を目的とするよりも、研修の場で保育実践を捉えたり
振り返ったりするための観点の一つとして提示し、この項目の指標をきっかけとして保育実践に
ついて語り合い、保育実践の改善や向上に寄与することを目指して作成されている。
まず日本の保育実践の特徴の一つとして取り上げられるのは、幼稚園教育要領等に示される「環
境を通して行う」教育と、子供の「主体的な活動」「遊びを通しての総合的な指導」である。保
育者自らも重要な環境の一つであり、子供とともに遊ぶことを通して子供理解を深めることが重
視されている（古賀, 2023）。また、一人一人の子供に寄り添い、「見守り」「待つ」（中坪, 2018；
内海, 2019）ことも日本の特徴とされている。子供が興味・関心をもって主体的に遊ぶ姿を見守り、
一緒にわくわくして楽しんだり、必要に応じて環境を再構成したり、困っていることを聞きなが
ら解決方法を考えたりする等の「適切な援助」を行うことは、「環境を通して行う」教育や子供
の「主体的な活動」を尊重する保育者の関わりと捉えられる。そこで、「Ⅲ　子供の主体的な遊
びや活動の援助」に関する項目・指標、「Ⅳ　好奇心を育む環境構成」に関わる項目・指標を設
定した。項目Ⅳは主に領域「環境」と関連する。
さらに、子供たちが友達と一緒に主体的に遊びや活動に取り組み、協力して課題を解決してい
く「Ⅸ　協同や課題解決に向かうプロセスの援助」に関わる項目・指標を設定した。主に領域「人
間関係」や幼児期の終わりまでに育ってほしい姿の「協同性」と関連している。
もう一つの日本の保育実践の特徴としては、子供の様々な感情に寄り添い、温かで応答的・受
容的な「社会情緒的な援助」が挙げられる。OECD国際幼児教育・保育従事者調査（2019/2020）
では、日本の保育者が社会情緒的な関わりを大切にしている結果が示されている。そこで、子供
の「Ⅱ　社会情緒的な育ちを促す援助」に関わる項目・指標を設定した。主に領域「人間関係」
や幼児期の終わりまでに育ってほしい姿の「道徳性・規範意識の芽生え」と関連する。
一方、日本での評定や質に関わる調査で課題とされることの多い内容が、「数量図形、科学」「思
考、探究」「言語」（淀川・髙橋, 2016；埋橋, 2017；OECD, 2019/2020）である。そのため、保育
者がより意識を向けるきっかけとなるように取り上げることとした。様々な「学びの芽生え」を
促す援助として、「Ⅵ　言語的な表現の援助」、「Ⅶ　数量・図形や科学への興味・関心、感覚の
援助」、「Ⅷ　思考し探究するプロセスの援助」に関わる項目・指標を設定した。それぞれ主に領
域「言葉」「表現」「環境」、幼児期の終わりまでに育ってほしい姿の「言葉による伝え合い」「自
然との関わり・生命尊重」「数量や図形、標識や文字などへの関心・感覚」「思考力の芽生え」「自
立心」と関連している。
なお、子供が園生活を安心・安定して過ごすための基盤となる基本項目として、「Ⅰ　健康と
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安全への配慮と指導」に関わる項目・指標と、「Ⅴ　人とのコミュニケーションや言葉の援助」
に関わる項目・指標を取り上げた。主に領域「健康」「言葉」、幼児期の終わりまでに育ってほし
い姿の「健康な心と身体」「言葉による伝え合い」と関連する。また、項目Ⅴには、帰国子女や
外国籍などの特別な配慮を必要とする幼児への指導に関わる指標を用意した。

５．　幼児教育における保育実践の質評価スケール案の特徴と各項目の指標例

（１）幼児教育における保育実践の質評価スケール案の特徴
　質評価スケール案の手順や特徴は、以下の通りである。
１）３～５歳児の一つの対象クラス（グループ）での保育実践を対象として、子供が行き来でき
る室内・戸外の全ての場所で、研修を受けた調査者が複数で、約３～４時間の保育観察と保育者
へのインタビューを通して評定することを想定したスケールである。SSTEWや ECERS-3の指標
等を参考に９項目 112指標で構成され、項目ごとに「概要・評価の観点」を示し、その後に指標
ごとの解説案を付けている。幾つかの指標には、理解を促すための事例も示している。各項目の
指標ごとに YESか NOをチェックして、各自で評定した後、評定者間の協議で確認・修正する。
更に保育者のインタビューを経て、評点を確定する。
２）保育者と子供のやりとり、子供同士のやりとり、教材・遊具等との関わり等から捉える「プ
ロセスの質」を重視したスケールである。一日の限られた日程ではあるが、実際の保育実践を、
項目や指標の観点を踏まえながら観察することで、ふだんの保育観察とは異なる見方や考え方等
を知る機会となる。
３）各項目を「１：要改善」「３：まあまあ良い」「５：良い」「７：非常に良い」の７段階で評
定するが、「評定１」レベルの指標は設けていない。一方、ECERS-3 や SSTEW等の海外の質評
価スケールでは、各項目を「１：不適切」「３：最低限」「５：よい」「７：とてもよい」の７段
階で評定し、「評定１」レベルの指標が設定されており、その指標に一つでも YESがつくと「１：
不適切」になる。最低基準を表す大事な指標であるが、日本では保育者だけでなく評定者にとっ
ても負担感の大きい（チェックしにくい）指標であるため、質評価スケール案では、「評定１」
レベルの指標をなくし、「評定３」レベルの指標から始めることにした。ただし、「評定３」レベ
ルの指標のうち、YESが半分未満の場合は「１：要改善」と評定する。
４）日本の幼児教育・保育の文化や文脈に沿った質評価スケールとなるように考慮し、特に「子
供の主体的な関わり」、「社会情緒的な育ち」、「学びの芽生え」に着目した。ただし、幼稚園教育
要領等の五領域の内容を踏まえているが、全ての領域のねらいや内容を網羅した項目・指標には
なっていない。例えば、領域「健康」の運動に関する内容、領域「表現」の絵画や製作、歌以外
の音楽に関する内容、領域「環境」の文字・標識に関する内容等は取り上げられていない。また、
地域との連携、小学校との連携・接続、子育ての支援等は、保育観察が中心の質評価スケールで
あるため、触れられていない。

（２）各項目の指標例
次に、各項目の指標について、幼稚園教育要領等の五領域や「幼児期の終わりまでに育ってほ
しい姿」等を参考に作成した結果、質評価スケール案へ新規に追加した指標を、各項目から一、
二例ずつ取り上げる。
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１）項目Ⅰ「７－２　保育者は、子供自らが健康や衛生に関心を持ち、進んで生活の場を整える
ように援助や環境構成をしている。」
　【幼稚園教育要領】領域「健康」の内容（８）「幼稚園における生活の仕方を知り、自分たちで
生活の場を整えながら見通しを持って行動する。」を参考に、子供が主体的に行動している姿を
表すため、「進んで」を加筆した。
２）項目Ⅱ「５－４　保育者は、子供たちが互いに思いを主張し、自分とは異なる意見があるこ
とを知る機会を大事にしている。いざこざになった場合、少しずつ折り合いをつけられるように
支えながら、自らの気持ちを言葉に表すように促している。」
　【幼稚園教育要領】領域「人間関係」の内容（６）「自分の思ったことを相手に伝え、相手の思っ
ていることに気付く。」、内容の取扱い（５）「集団の生活を通して、幼児が人との関わりを深め、
規範意識の芽生えが培われることを考慮し、幼児が教師との信頼関係に支えられて自己を発揮す
る中で、互いに思いを主張し、折り合いをつける体験をし、きまりの必要性などに気付き、自分
の気持ちを調整する力が育つようにすること。」を参考にして作成した。いざこざを通して、子
供が自分とは異なる相手の思いを知り、折り合いをつけられるように支える援助に着目した。
３）項目Ⅲ「７－２　保育者は、子供が主体的に遊ぶことを促したり支えたりするため、保育記
録を取って実践を振り返り、他の保育者と語り合って共有し、次の指導計画に生かしている。
★＊ 1」　　（注．＊１ 星印★は、必要に応じてインタビューで確認する指標を表す。）
　【幼稚園教育要領】第１章 総則　第４－４ 幼児理解に基づいた評価の実施（１）「指導の過程
を振り返りながら幼児の理解を進め、幼児一人一人のよさや可能性などを把握し、指導の改善に
生かすようにすること。」を参考に、主体的な遊びを促す保育を実践し、保育記録を取って実践
を振り返り、更に他の保育者との語り合いを通して幼児理解を深め、次の指導計画に生かす、保
育実践のプロセスを取り上げた。
４）項目Ⅳ「７－４　保育者は、保護者に対し、現在のクラス（グループ）の遊びや活動の写真
や保育ドキュメンテーションを、デジタル機器等を活用して共有するなどして、保護者参加を促
している。★」
【幼稚園教育要領】第１章　総則　第６幼稚園運営上の留意事項２「家庭との連携に当たっては、
保護者との情報交換の機会を設けたり、保護者と幼児との活動の機会を設けたりなどすることを
通じて、保護者の幼児期の教育に関する理解が深まるよう配慮するものとする。」を参考に、保
護者への写真や保育ドキュメンテーションの共有、ICTの活用等を加えて作成した。
５）項目Ⅴ「５－５　保育者は、子供が自分の思いを伝えて、周囲の仲間から認められていると
感じられるような機会を設けて、子供が自信を持てるように援助している。」
　【幼稚園教育要領】領域「人間関係」内容の取扱い（２）「一人一人を生かした集団を形成しな
がら人と関わる力を育てていくようにすること。その際、集団の生活の中で、幼児が自己を発揮
し教師や他の幼児に認められる体験をし、自分の良さや特徴に気付き、自信をもって行動できる
ようにすること。」を参考に、子供が思いを伝え、認められる機会を重視して作成した。
６）項目Ⅵ「３－４　保育者は、クラス（グループ）で絵本等の読み聞かせを一緒に楽しむ時間
を設けている。」「７－１　保育者は、絵本等を活用して、一人一人の子供の言葉の発達を促すよ
うに足場かけをし、言葉に対する感覚やリズムの楽しさを伝え、新しい言葉や豊かな表現を使用
するモデルを示している。」
　【幼稚園教育要領】領域「言葉」内容（９）「絵本や物語などに親しみ、興味をもって聞き、想
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像する楽しさを味わう。」、内容の取扱い（４）「幼児が生活の中で、言葉の響きやリズム、新し
い言葉や表現などに触れ、これらを使う楽しさを味わえるようにすること。その際、絵本や物語
に親しんだり、言葉遊びなどをしたりすることを通して、言葉が豊かになるようにすること。」
を参考にした。３－４は、絵本の読み聞かせの大切さを改めて確認するために加えた指標である。
７）項目Ⅶ「７－２　保育者は、子供が数量・図形や科学に関わる考え方を用いて粘り強く取り
組み、工夫や試行錯誤をして、他の子供と協力する姿を見守ったり、ヒントを示したりしている。」
　【幼稚園教育要領】領域「環境」内容（８）「身近なものや遊具に興味を持って関わり、自分な
りに比べたり、関連付けたりしながら考えたり、試したりして工夫して遊ぶ。」、幼児期の終わり
までに育ってほしい姿（２）自立心「身近な環境に主体的に関わり様々な活動を楽しむ中で、し
なければならないことを自覚し、自分の力で行うために考えたり、工夫したりしながら、諦めず
にやり遂げることで達成感を味わい、自信をもって行動するようになる。」を参考にしつつ、更
に展開して他児と協力する姿を加えた内容とした。
８）項目Ⅷ「７－５　保育者は、子供が思考のプロセスを自覚できるように言葉で表現し、子供
が自ら計画して見通しをもって実行したり、他の子供と協力して進めたり、活動を振り返って次
へつなげたりすることを援助している。★」
　【幼稚園教育要領】第１章 総則　第４-３ 指導計画の作成上の留意事項（４）「幼児が次の活
動への期待や意欲をもつことができるよう、幼児の実態を踏まえながら、教師や他の幼児と共に
遊びや生活の中で見通しをもったり、振り返ったりするよう工夫すること。」を参考にしたが、
子供が主体的に遊びや活動を計画し実行するために思考し探究する姿を、保育者が子供の思考の
プロセスを言語化する等して支える援助について取り上げた。
９）項目Ⅸ「３－２　保育者は、子供たちの中で課題となっていることをそれぞれがどう捉えて
いるのか、思いや考えを言葉にしたり、聞き合ったりすることを手助けしている。」、「７－１　
保育者は、みんなで一緒に活動するとき、最後までやり遂げようと熱心に取り組む姿等を、クラ
ス（グループ）で話題に取り上げて認めたり、自分たちの力で行うことの充実感をクラス（グルー
プ）で共有したりしている。」
　【幼稚園教育要領】領域「人間関係」内容の取扱い（３）「幼児が互いに関わりを深め、協同し
て遊ぶようになるため、自ら行動する力を育てるようにするとともに、他の幼児と試行錯誤しな
がら活動を展開する楽しさや共通の目的が実現する喜びを味わうことができるようにするこ
と。」、幼児期の終わりまでに育ってほしい姿（３）協同性「友達と関わる中で、互いの思いや考
えなどを共有し、共通の目的の実現に向けて、考えたり、工夫したり、協力したりし、充実感を
もってやり遂げるようになる。」を参考に作成し、クラス（グループ）で共有する姿を加えた指
標である。

以上のように、各項目の指標には、海外の質評価スケールに加え、幼稚園教育要領等の内容を
参考に、日本の幼児教育・保育の文化・文脈に合わせた指標が追加されている。特に評定７や後
半の項目Ⅶ、Ⅷ、Ⅸには高度な内容も含まれるが、新たな観点、今後目指したい観点として提示
したものである。
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６．　幼児教育における保育実践の質評価スケール案の今後の課題

（１）今後の課題：質評価スケール案について
質評価スケール案に関する課題としては、以下の点が挙げられる。
１）各指標の文章が長く、一項目の指標数も多いため、読み手に負担感がある。指標の内容が読
み取りやすくなるように、今後も指標の文言等の改善や簡略化の検討が求められる。
２）質評価スケール案の項目や指標についてよりよく理解するために、具体的な事例等での解説
が必要である。
３）五領域のうち、今回十分に取り上げることができなかった領域「健康」や「表現」に関する
項目・指標の検討が、今後求められる。
４）評定する際、評定３、５、７のレベルそれぞれの評定判断に多少の違いがある。例えば、評
定３は一部観察されたら YES、評定５は複数挙げた例の幾つかが観察されたら YES、評定７は
複数挙げた例が全て観察されたら YESのような違いがある。また、評定３の指標は、多様な園
での評定を考慮し、比較的容易に該当する指標となるように検討が必要である。
５）発達や時期に応じた保育実践の質評価の難しさがある。特に後半の高度な内容に関わる項目
ⅦⅧⅨについて、年齢や時期によって、評定５や７の指標が難しいものが含まれている。また、
年齢が上がり、別の活動に発展する等して観察されなくなる場合もある。そのため、観察して評
定する際の検討や評定者間の共通理解が必要になる。基本的には、３歳児なり、４歳児なり、５
歳児なりの姿と援助について考え、必要に応じてインタビュー等で今までの状況等を補うことが
求められる。
６）保育者へのインタビューで確認する指標が多いため、評定者の協議の際に内容を吟味して精
選する必要がある。
７）本研究では２名の評定者間の信頼性（κ =.93）は確認されているが、質評価スケール案の
調査数が５クラスと限られているため、更に多様な園で実施して調査数を増やし、妥当性（基準
関連妥当性や内的整合性）について確認することが求められる。
以上の課題について、今後も質評価スケール案の実施を積み重ねて検証しつつ、他の様々な質
評価スケールや評価方法と共存し、その選択肢の一つとして活用されるように、理解と改善を図っ
ていきたい。

（２）今後の課題：質評価スケール案の実施上の留意点について
質評価スケール案の実施上の課題や留意点としては、以下の点が挙げられる。
１）調査協力園には、調査期間中の、ふだんに近い日程の都合の良い日を依頼したが、行事前後
や悪天候等と重なり、日常とは言えない状況での調査実施となった園も見られた。そのような特
別な状況も保育者や子供たちにとって大切な生活の一部ではあるが、今後の調査では、特に行事
前後で自由に遊ぶ時間が余りないような日程は避けたいことを明確に伝える必要がある。また、
可能であれば、時期を置いて二回実施することによって、園やクラス（グループ）の様子を把握
しやすくなり、前回からの変容を確認できるかもしれない。
２）質評価スケール案の評点を提示することは、数値化の分かりやすさと同時に、その評定に至
るまでの様々な背景（評定者によって観察された事例の照合、根拠となる事例の読みとり、協議
における評定者の様々な意見、保育観察とインタビュー内容との比較等）が抜け落ち、保育実践
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の良さや課題の改善に向けた観点の提示等が伝わりにくくなる難しさがあるため、配慮が必要で
ある。また、評点を利用して、安易に序列化することは決して行ってはならない。質評価スケー
ルの実施の際は、基本的に評点は伝えずに、当日の実践で良かった点と、課題を改善する方向性
等をコメントとして伝えることが望ましいと考える。
３）質評価スケール案に限らないが、質評価スケールの結果は、限られた時間内で観察された事
例を、脱文脈化された指標と対応させつつ、検討・協議しながら評定したものである。当日観察
された様々な子供の姿や保育者の関わり等を十分には拾えないことも生じるため、複数での共同
観察を推奨したい。共同観察を行うことで、協議の際も多視点からの意見や読みとりを交わして
評定を検討することが可能である。また、保育者へのインタビューや意見交換を通して、観察以
前の子供の様子や遊びの展開を捉えたり、環境構成や援助の意図等を確認したりすることで、評
定結果の信頼性を高めることができる。評定者は、当日の保育全体を捉えることの難しさや限界
を踏まえつつ、保育者との意見交換では、スケール項目以外で気付いた点もコメントに加えたり、
感想メモ等を事後に取りまとめて渡したりする等して、何かしらのフィードバックを行うように
する工夫が大切である。
４）質評価スケール案を実施するためには、項目や指標の内容を理解して観察・評定するための
研修が求められる。例えば、幼児教育アドバイザー・ミドルリーダーや養成校教員等を対象とし
た質評価スケール案の実習研修や、幼児教育アドバイザー・ミドルリーダー等が園で質評価スケー
ル案を活用するための研修、研究利用を目的とした質評価スケール案の研修等が考えられる。今
後は、研修講師の確保や、評定者の研修内容の検討、本来の評定とは異なる形での研修実施方法
の検討等が必要である。

表２　保育実践の事例を用いた研修例

１）まず個人で、質評価スケール案の項目Ⅰ～項目Ⅸの「概要と評価の観点」を読み、各項目
　　で焦点を当てている子供の姿と保育者の援助を理解する。

２）各項目の指標に全て目を通した後、研修事例
＊2
 を何度か読む。

３）関連する項目２、３を決めて取り上げ、その指標と解説を再読しながら、指標３－１から
　　順に、Yes/Noのチェックをする。必要に応じて研修事例を読み直す。

４）全て評定した後、評定結果を他の評定者と突き合わせ、各指標について様々な見方を出し
　　合って協議し、評定を決めていく。

【留意点】

　＊他の評定者と評定結果が異なる場合、なぜそう評定したかを語り合う。

　＊評定での迷い、必要と感じた追加情報など、曖昧さが残った点を協議する。

　＊項目について実際に観察で評定する際、どんな場面を見落としてはならないかを考え合う。

５）可能であれば、Noにチェックした指標について、どのように改善すると、子供にとって、

　　よりふさわしい保育となるか、実践へのアドバイスも考える。

注．＊２　�古賀（2023）を参照。研修事例の代わりに、保育実践のビデオ映像、自園の保育を撮影したビデオを用いて評定・
協議することも可能である。
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７．　終わりに：幼児教育における保育実践の質評価スケール案の活用に向けて

前に述べたように、質評価スケール案は、研究目的で利用可能であることを目指しつつ、保育
現場で活用する際は評定のみが目的ではなく、研修の場で保育実践を捉えたり振り返ったりする
ための観点の一つとして提示したいと考えている。例えば、園内研修であれば、関心のある一項
目を選択し、その項目の指標をもとに保育実践について語り合い、保育実践の改善や向上に活か
せることを目指している。その他にも、質評価スケール案を活用して、保育実践の事例やビデオ
映像を評定し、総合的に保育をみる視点を鍛える研修等も考えられるだろう（表２）。質評価ス
ケール案の実施や研修が、ふだんとは異なる新たな観点から保育実践を捉え、他の評定者や保育
者と協議することを通して、幼児理解や保育理解を深め、今後のよりよい保育実践や保育支援を
目指すきっかけとなることを願っている。
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＊　教育政策・評価研究部　総括研究官

平成 30 〜令和４年度プロジェクト研究
「教育の効果に関する調査研究」概要

妹尾　渉＊

本プロジェクト研究の目的は、①教育効果に関する国内外の先行研究の整理を行うこと、②既
存の国内外のデータを活用した教育効果に関する実証研究の蓄積を試みること、そして③教育効
果の測定に有効とされる「縦断調査」を “試行” し、教育に焦点をあてた縦断調査の国内での実
行可能性について検討すること、であった。
平成 27（2015）年に前身となるプロジェクト研究「教育の効果に関する調査研究（平成 27～

29年度）」を立ち上げ、国内外の既存データをもとに実証研究を行う「教育効果班」と就学前教
育の効果を縦断調査の試行により検証する「縦断調査班」の二つのグループを設置して研究が進
められ、以降、継続プロジェクトとなる本研究「同名（平成 30～令和４年度）」まで調査研究が
行われた。
「教育効果班」では、国内外の既存データの分析により教育効果に関する実証研究を進め、得
られた成果を「ディスカッションペーパー」として当研究所の HPに計８本公表した。また、「縦
断調査班」では、初年度の平成 27年度に縦断調査の制度設計・実査準備を行い、平成 28（2016）
～令和２（2020）年度まで未就学児の保護者を対象に試行調査「子供の成長に関する調査」を協
力いただいた７自治体と全国のWebモニターを対象に実施した。また、平成 29（2017）年度か
ら令和元（2019）年度までは、幼稚園・保育所・認定こども園を対象とした調査も併せて実施し、
調査最終年となる令和２年（2020）年度には小学１年生になった調査対象児童に「学び調査」と
して小学１年生で習得している学習内容について、国語と算数の２教科で調査を実施した。なお、
平成 31年 3月には、平成 28・29年度の縦断調査の結果データと上記の８本のディスカッション
ペーパーを所収した「第一次報告書」をいわば「経過的な報告」として公表した。
今回の特集では、令和５年３月に公表された「最終報告書」より、未就学児を小学１年生まで
追跡した縦断調査により得られたデータを利用した実証研究２編を紹介したい。なお、各論文に
は、最終報告書より修正が加えられている。
まず、１本目となる眞田論文「幼児期の子どもの母親の育児ストレスは変化するのか―縦断デー
タによる検討―」では、幼児期の子どもを持つ母親を対象とした３年間４時点にわたる縦断デー
タを利用することで、育児ストレスの安定性、絶対的一貫性について検証している。幼児期の急
速に発達する子どもを育てる中で感じる日々のストレスも、子どもの年齢とともに変わりうるこ
とは想像に難くない。この論考では、そのような育児ストレス尺度の経年的な比較可能性につい
て検討している。
次に、２本目の卯月論文「就学前から小学校１年時の発達と学習に及ぼす世帯所得の影響：デー
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タ分析と政策への示唆」では、就学前から小学校１年時にかけての発達と学習に及ぼす世帯所得
の影響と、低所得世帯の子どもが経験している不利の特徴について検証している。子どものいる
世帯への所得保障が子どもの発達と学習機会の向上の有効な手段になりうるか、という観点から
議論を深めるための論考となっている。
本プロジェクト研究の「最終報告書」には、ここでは紹介できなかった縦断調査のデータを利
用した外４編の実証研究も収められている。是非、手に取って笑覧いただければ幸いである。

①「教育の効果に関する調査研究（平成 27～ 29年度）」「第一次報告書」
https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf_digest_h29/rep201903-013_all.pdf

②「教育の効果に関する調査研究（平成 30～令和４年度）」「最終報告書」
https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf_seika/r05/r050425-01_honbun.pdf
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＊　東京大学大学院教育学研究科博士課程／日本学術振興会特別研究員 DC2

幼児期の子どもの母親の育児ストレスは変化するのか

― 縦断データによる検討 ―
Does parenting stress in mothers of toddlers and preschoolers change?

A longitudinal study

眞田　英弥＊

SANADA Hideya

Abstract
Does parenting stress among mothers of toddlers and preschoolers change? Although changes 

in parenting stress have been examined in other countries, longitudinal studies in Japan are scarce. 
In this study, we investigated changes in parenting stress over time among mothers of toddlers 
and preschoolers in Japan using large longitudinal datasets covering four time points over a 
three-year period from ages 2–3 years to 5–6 years. Parenting stress was categorized into three 
factors (namely, Parental Distress, Difficult Child, and Spouse), and changes in the mean of each 
factor and total score were examined. High correlations were observed between years, indicating 
minimal change in the relative rank order of the study participants over time. In terms of absolute 
values, latent curve models revealed no significant slopes for Spouse and small negative slopes 
for Parental Distress, Difficult Child, and the total score. Furthermore, before these analyses, we 
demonstrated that parenting stress could be measured in the same manner across years (longitudinal 
measurement equivalence/invariance), confirming that comparisons between years were possible.
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１．はじめに

　子育ては、極めて幸福な経験であると同時に、多種多様なストレスを経験させるものでもある。
育児に関するストレスは、育児ストレスと呼ばれ、これまでにも研究されてきた。しかし、育児
ストレス自体の変化や一貫性を検討したものは少なく、また、子どもの年齢と育児ストレスとの
関連についても、未だ明らかになっていない部分は多い（Crnic & Coburn, 2019）。そこで、本研
究では、幼児期の子どもを持つ母親を対象とした３年間４時点にわたる縦断データを用いて、育
児ストレスの変化、一貫性を検討することを目的とする。
ただし、変化や一貫性には様々な種類が考えられる。Bornstein et al. （2017）は、典型的には相
関が強いことで示されるように、集団内での相対的な順位が変動しないことを安定性と呼び、典
型的には t検定が有意にならないことで示されるように、集団レベルの平均値が変動しないこと
を連続性と呼んだ。ただし、連続性をこのように定義すると、例えば縦断研究で頻繁に用いられ
る潜在曲線モデルのように、個人レベルの変化の平均をみる場合には、連続性を直接検討してい
るわけではないということになる（Bornstein et al., 2017）。安定性が相対的な順位の変化を問題
にしている一方で、連続性が絶対的な値の変化を問題にしていることに着目し、連続性の代わり
に、本研究では、より広く、絶対的な値が変化しないことを絶対的一貫性と呼ぶこととする。し
たがって、本研究では、育児ストレスの安定性及び絶対的一貫性の検討を行う。

１．１．育児ストレスはいかに測定されるか
　育児ストレスはいかにして測定されるのだろうか。本邦においては、Abidin （1983）の Parent-
ing Stress Indexを、奈良間他（1999）が翻訳し、修正や項目選択の上、妥当性、信頼性を検証し
た日本語版 PSIストレスインデックスが開発され、用いられている。本尺度は、親を喜ばせる反
応が少ないなど、子どもの特徴に関するストレスと、親役割によって生じる規制など、親自身に
関するストレスの２つの側面に分かれ、それぞれ７因子、８因子から成る。ただし、項目数が
78項目に及ぶため、回答者に負担がある。そこで、容易に実施可能なように、荒木他（2005）
によって、短縮版である日本語版 PSI育児ストレスインデックスショートフォーム（以下、PSI-
SF日本語版と略記）が開発された。PSI-SF日本語版は、子どもの特徴に関するストレス、親自
身に関するストレスの２因子から成り、19項目であるため、研究、実践において負荷が軽く、
多くの研究において実際に用いられてきている（e.g., 浅野他, 2011; Tokunaga et al., 2019; 津田他, 
2012）。しかし、PSI-SF日本語版は、主として横断研究や介入研究に用いられており、育児スト
レスが子どもを育てていく中でどのように変遷していくのか、あるいは、子どもの年齢が異なる
中でどのような違いが見られるのかということに関しては、未だ検討が不十分である。

１．２．育児ストレスの安定性と絶対的一貫性
　幼児期における育児ストレスの縦断調査に関しては、諸外国に目を向ければ、これまで、 Wil-
liford et al. （2007）が、米国において、PSI-SFの総点が、経年に伴い減少傾向にあることを、２歳、
４歳、５歳の子どもの保護者に対する縦断データを用いて示している。また、Chang & Fine （2007）
は、同様に米国において、子どもが生後 14か月、24か月、36か月のときの貧困家庭の母親を対
象とした縦断データに対し、潜在曲線混合モデルと呼ばれる手法を用いて、経年変化を幾つかの
グループに分類している。すなわち、PSI-SFの得点が、向上するグループ（全体の 10％）、高い
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まま維持するグループ（全体の７％）、減少するグループ（全体の 83％）に分かれることを示した。
なお、PSI-SFの安定性はこの３期間において 0.5を超える相関を維持していた。PSI-SF以外の尺
度を用いているものに関しても、Crnic, Gaze, Hoffman （2005）が米国において、子どもが３歳か
ら５歳の間に同様に育児ストレスが高い安定性を示すことを示しているほか、Han & Lee （2018）
も育児ストレスが韓国において、子どもが３～４歳から５～６歳に至るまでの間である程度の安
定性（0.5前後の相関）を維持し、得点が経年に伴い減少傾向であることを示している。以上の
ように、幼児期においては、概して育児ストレスは安定している一方で、減少傾向にあることが
示されてきている。しかし、本邦においては未だ幼児期の安定性、絶対的一貫性の検討は不十分
である。
　とはいえ、本邦においてもある程度の蓄積は存在する。これまでに縦断調査において PSI-SF
日本語版を用いたものとして、出生後２か月、４か月、６か月段階の母親を対象として PSI-SF
日本語版のデータを取得したMaehara et al. （2017）が挙げられるが、その得点自体の経年変化に
ついては、研究関心とは異なる点であり、統計的な検討はなされていない。ただし、記述統計量
を見る限り、親自身に関するストレスは、子どもが２か月の際の 20点、４か月の 19.4点、６か
月の 19.8点と、最大でも 0.6点程度の差しかない。標準偏差が６点程度であることを踏まえると、
小さな変化である。一方、子どもの特徴に関するストレスは子どもが２か月の際の 18点から、
４か月の 17点、６か月の 17.1点と、２か月から４か月の際に１点の低下が見られる。標準偏差
が５点程度であることを踏まえれば、変化は小さい。したがって、乳児期の４か月間の変化に関
しては、厳密な検討こそされていないものの、小さいことがうかがい知れる。ただし、４か月と
いう期間では変化は小さいかもしれないが、年単位で見ると大きいということはありうる。
　より長期間の検討をしている園田他（2016）は、短縮版でない PSI日本語版を用いて、子ども
が１歳６か月の時点と、その２年後の２時点で変化を検討している。対応のあるｔ検定を用いた
分析によれば、下位尺度を除けば、親自身に関するストレスにおいても、子どもの特徴に関する
ストレスにおいても、また２つの側面を合わせた総点においても、有意差は見られなかったとい
う。また、横断調査ではあるが、兼松他（2015）においても同様に、下位尺度を除けば、０歳、
１歳、２・３歳の間に、いずれの側面においても、総点においても、有意差が見られないという
結果が報告されている。
　さらに、Hatakeyama et al. （2022）は、１歳半と２歳半の子どもを持つ母親７万名以上を対象と
した縦断調査において、PSI-SF日本語版を用いている。ただし、この研究では、従来の親自身
に関するストレスと子どもの特徴に関するストレスのような２因子モデルではなく、３因子モデ
ルに基づいた検討を行っている。というのも、探索的因子分析と確認的因子分析により PSI-SF
日本語版の因子を再検討した結果、３因子の方がデータに適合していることが示されたからであ
る。３因子とは、親の苦悩（Parental Distress）、むずかしい子ども（Difficult Child）、配偶者（spouse）
の３因子からなる。統計的な検定はなされていないものの、１歳半の段階と２歳半の段階で、す
なわち乳児期から幼児期のはじめにかけて、因子得点は、例えばむずかしい子どもが 16.448か
ら 16.530（標準偏差は順に 4.572、4.756）に変化しているように、全体的に方向性としては増加
傾向にあるものの、ほとんど変わっていないといってよい。また、年度間の相関も、各因子 0.623
～ 0.733と高いことが示されている。
　したがって、これらの結果は、数こそ少ないものの、PSI-SF日本語版によって測定される育
児ストレスが、比較的安定しており、一定程度の絶対的一貫性があることを示唆している。しか
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し、それぞれの研究には、サンプルサイズが小さい、観測期間が短い、観測時点が少ないなどそ
れぞれに限界がある。そこで、本研究では、観測期間をより広く、かつ観測時点を多く見ること
で、変化の軌跡を検討できるように、２歳～３歳の子どもが５歳～６歳に至るまでの３年間４時
点の大規模縦断データを用いた検討を行う。

１．３．育児ストレスの縦断的測定等価性
　育児ストレスの絶対的一貫性を検討するには、前提として、PSI-SF日本語版が、２歳～３歳
の子どもの保護者を対象としたときと、５歳～６歳の子どもの保護者を対象としたときで、同じ
構成概念を測定できている必要がある。実は、このような問題関心は、従来、殊に文化比較の文
脈で、統計学との関わりを持ちながら、盛んに議論されてきた。すなわち、欧米で開発された尺
度が、翻訳されて他文化で用いられていることが多いものの、果たしてそのような尺度が同じ構
成概念を同じように測れているのだろうか、という問題関心である。このような議論の中核とな
る概念が、測定等価性（measurement equivalence）あるいは測定不変性（measurement invariance）
と呼ばれる概念である（e.g., 田崎, 2008; Van de Vijver & Leung, 2021）。測定等価性には様々なレ
ベルがあるが、これらが満たされない場合、構成概念間の平均値の比較をすることの妥当性が、
統計学的な意味では担保されなくなってしまう。そのため、PSI（SF等改訂版も含む）においても、
香港とタイ間での測定等価性を検討した Gao & Lee （2021）や、オマーン、カタール、サウジア
ラビアの 3か国間での測定等価性を検討した Emam et al. （2022）など、近年実際に重視され始め
ている。ただし、このような比較に関する問題は文化に限ったものではなく、性別などについて
も同様の問題が指摘されており、父母間での測定等価性も同様に検討され始めている（e.g., Luo 
et al., 2021; Piskernik et al., 2019）。
さらに、文化比較や性別のような場合のみならず、本研究のように経年変化を検討する際にも、
年度間の測定等価性が問題になってくる（e.g., Boom, 2015; Mackinnon, Curtis, & OʼConnor, 2022; 
Williford, Calkins, & Keane, 2007）。というのも、子どもの年齢ごとに育児ストレスの様相が変化
している可能性が否定できないからである。したがって、本研究では、年度間の縦断的測定等価
性を検討することとする。

１．４．本研究
　以上より、本研究では、まず、子どもの年齢ごとに、記述統計量と尺度の信頼性を示す。次に、
年度ごとの確認的因子分析の結果を示した上で、十分なあてはまりがみられれば、次に、年度間
の縦断的測定等価性が成り立つか否かを、検討する。最後に、縦断的測定等価性がみられれば、
育児ストレスが数年間の間にどのような安定性、絶対的一貫性を示すのかを、相関と構造方程式
モデリングを用いた潜在曲線モデルにより検討する。
なお、紙幅の都合上、本研究では母親のデータに限定して報告する。また、これらの分析を実
施する際、子どもと同居している母親と別居している母親ではストレス構造が異なる可能性があ
るため、本研究では子どもと同居している母親のデータに限定することとする。

２．方法

　本研究では、2016年度～ 2019年度までの期間に、「教育の効果に関する調査研究」（国立教育
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政策研究所）において７自治体を対象として取得したデータを用いた。調査の手続等詳細につい
ては、「教育の効果に関する調査研究」報告書第１部第１章を参照してほしい。本研究においては、
各年度において、PSI-SF日本語版に一項目でも回答した母親のうち、子どもと同居している母
親の回答を分析対象とした。不適切な回答（択一式の設問で、選択肢を２つ選んでいるものなど）
は、その設問のみ欠損値とした。本研究で分析に用いた、子どもと同居している母親は、2016
年が 4525名（男児 2,286名；女児 2,239名）、2017年が 3,855名（男児 1,960名；女児 1,895名）、
2018年が 3,046名（男児 1,534名；女児 1,511名；無回答１名）、2019年が 2,915名（男児 1,473名；
女児 1442名）であった。このうち、４年間回答した参加者が 1488名、３年間が 1111名、２年
間が 1417名、１年間が 2222名であった。なお、子どもの年齢は、2016年度が２～３歳、2017
年度が３～４歳、2018年度が４～５歳、2019年度が５～６歳に対応する（2013年 4月 2日～
2014年 4月 1日生まれの子どもの保護者が対象である）。

２．１．変数
　以下の１つの尺度を分析に用いた。

PSI育児ストレスインデックスショートフォーム日本語版（PSI-SF日本語版）Abidin （1983）
が作成した PSIの日本語短縮版（荒木他, 2005; 兼松他, 2015）を用いた。ただし、「教育の効果に
関する調査研究」は母親に限定した調査ではないため、一部の項目に修正を加えた。具体的には、
兼松他（2015）が父親を対象とした際に行った修正（子どもを産むことに関する表現を、子ども
が生まれたことに関する表現に変更）をした上で、「妻」や「夫」を「パートナー」に修正して
用いた。回答は、「まったく違う」から「まったくそのとおり」までの５件法で回答を求めた。

PSI-SF日本語版は、元来、子どもが元気すぎて回答者が疲れるか否かなど９項目からなる子ど
もの特徴に関するストレス因子と、子どもを産んでからやりたいことができているか否かなど
１０項目からなる親自身に関するストレス因子の２因子から構成されている。しかし、先述のよ
うに、その後の研究で、確認的因子分析により PSI-SF日本語版の因子を再検討した結果、２因
子モデルより、３因子モデルの方がデータに適合していることが示されている（Hatakeyama et 
al., 2022）。３因子とは、親の苦悩、むずかしい子ども、配偶者であった。PSI-SF日本語版にお
ける従来の因子との関連では、まず、親の苦悩が親自身に関するストレスに対応する。ただし、
配偶者項目が除かれ、２項目からなる独立の因子となっている。最後に、むずかしい子どもが子
どもの特徴に関するストレスに対応するが、データへの適合度を向上させるために２項目が削除
されている。本研究では、より妥当性の高い Hatakeyama et al. （2022）の３因子に基づいて検討
を行う。

３．結果と考察

分析においては、R 4.2.1（R Core Team, 2022）を利用し、α係数は psychパッケージ（Revelle, 
2022）、縦断的測定等価性、潜在曲線モデルの分析には lavaanパッケージ（Rosseel, 2012）を用
いた。また、欠損値は完全情報最尤法によって処理した（確認的因子分析、縦断的測定等価性、
潜在曲線モデル）。

49

幼児期の子どもの母親の育児ストレスは変化するのか



３．１．PSI-SF 日本語版の記述統計量、信頼性、妥当性の確認
　まず、PSI-SF日本語版の記述統計量とα係数を表１に示す。
　α係数は概ね 0.8を超えており、十分な信頼性が確認されたと言える。
　次に、因子構造を検討するために、確認的因子分析を実施する。Hatakeyama et al. （2022）を参
考に、適合度指標としては、standardized root mean square residual（SRMR）、adjusted goodness of 
fit index（AGFI）、robust root mean square error of approximation（RMSEA）、robust comparative fit 
index（CFI）、robust non-normed fit index（NNFI）を用いた。基準については、Hatakeyama et al. （2022）
と Van de Vijver & Leung （2021）を参考に、SRMR、RMSEAが 0.08未満、AGFI、CFI、NNFIが 0.9
以上という基準を用いた。
ロバスト最尤法による確認的因子分析を、年度ごとに行った結果の適合度指標を表２に、因子
負荷を表３に示す。項目番号は兼松他（2015）と同様であるが、著作権の関係で具体的な項目内
容は省略した。
　潜在変数間の相関は、2016年～ 2019年の順に、親の苦悩とむずかしい子どもが、0.575/0.606/ 

表１：PSI-SF 日本語版の記述統計量とα係数表 1：PSI-SF 日本語版の記述統計量と α係数 
因子 年度 n 平均（SD） α 

親の苦悩 

2016 4,514 2.17（0.63） 0.81 
2017 3,848 2.11（0.62） 0.82 
2018 3,039 2.10（0.62） 0.82 
2019 2,906 2.09（0.62） 0.82 

むずかしい子ども 

2016 4,509 2.48（0.67） 0.77 
2017 3,843 2.41（0.69） 0.79 
2018 3,030 2.33（0.69） 0.80 
2019 2,903 2.30（0.69） 0.81 

配偶者 

2016 4,516 2.42（1.10） 0.80 
2017 3,842 2.36（1.08） 0.81 
2018 3,029 2.40（1.10） 0.82 
2019 2,909 2.40（1.11） 0.82 

総点 

2016 4,492 2.32（0.56） 0.85 
2017 3,824 2.26（0.57） 0.86 
2018 3,009 2.23（0.57） 0.87 
2019 2,892 2.21（0.57） 0.87 

 
表２：３因子モデルによる確認的因子分析の年度ごとの適合度指標表 2：3 因子モデルによる確認的因子分析の年度ごとの適合度指標 

年度 SRMR AGFI CFI NNFI RMSEA 

2016 0.048 0.976 0.898 0.881 0.067 
2017 0.048 0.973 0.900 0.882 0.069 
2018 0.047 0.971 0.898 0.881 0.070 
2019 0.047 0.972 0.910 0.895 0.067 

 
50



0.633/0.602、親の苦悩と配偶者が 0.526/0.537/0.521/0.508、むずかしい子どもと配偶者が 0.297/0.333/ 
0.332/0.313であった。
　適合度指標は、AGFIは 0.9以上、SRMR、RMSEAは 0.08未満であった。CFI、NNFIについ
ては、基準よりやや悪い値が散見されるものの、概ね許容範囲であると言える。

３．２．縦断的測定等価性の検討
　年度ごとに確認的因子分析を実施した結果、許容可能な適合度であるという結果が得られた。
しかし、年度間、つまり、２～３歳、３～４歳、４～５歳、５～６歳のときの得点を比較するに
は、縦断的測定等価性が成立している必要性がある。そこで、３因子モデルに対し、順に制約を
強くした、構造方程式モデリングによる縦断的測定等価性の検討を行う。各モデルの潜在変数の
分散は１に固定し、同一の観測変数については、年度間で残差の共分散を仮定し、更に同一の観
測変数における残差の共分散には、年度間の等値制約を課した（Mackinnon, Curtis, & OʼConnor, 
2022）。検討したモデルは以下の３つのモデルである。平均値を比較するためには、スカラー等
価モデルが成立していることが必要である（Van de Vijver & Leung, 2021）。

構造等価モデル　各年度で因子と観測変数の構造が等しいが、パラメーターには等値制約を課
さないモデル

メトリック等価モデル　各年度で因子と観測変数の構造が等しく、因子負荷に等値制約を課す
モデル

スカラー等価モデル　各年度で因子と観測変数の構造が等しく、因子負荷と項目の切片に等値

表３：３因子モデルによる確認的因子分析の因子負荷表 3：3 因子モデルによる確認的因子分析の因子負荷 
因子 項目番号 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 

親の苦悩 

1 0.444 0.424 0.410 0.429 
2 0.493 0.454 0.450 0.454 
12 0.654 0.649 0.686 0.683 
13 0.621 0.598 0.606 0.624 
14 0.443 0.488 0.488 0.488 
17 0.612 0.629 0.606 0.590 
18 0.554 0.555 0.538 0.538 
19 0.754 0.756 0.736 0.729 

むずかしい子ども 

3 0.377 0.390 0.419 0.426 
4 0.542 0.598 0.617 0.642 
6 0.600 0.630 0.553 0.559 
8 0.657 0.671 0.738 0.743 
9 0.708 0.737 0.696 0.718 
10 0.809 0.827 0.851 0.848 
11 0.437 0.482 0.452 0.452 

配偶者 
15 0.938 0.917 0.978 0.973 
16 1.037 1.037 1.027 1.054 
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制約を課すモデル
　分析の手順としては、まず構造等価モデルを検討し、構造等価性が成立している場合には、次
に、メトリック等価モデルに対して分析を実施した。メトリック等価モデルと構造等価モデルの
CFI値の差（Δ CFI）が 0.01以下であれば、メトリック等価性が成立していると判断した（Cheung 
& Rensvold, 2002）。メトリック等価性が成立している場合には、同様に、スカラー等価モデルを
検討し、メトリック等価モデルとスカラー等価モデルのΔ CFIが 0.01以下であれば、スカラー
等価性が成立していると判断した（Cheung & Rensvold, 2002）。
以上の手続に従って、縦断的測定等価性の検討を行うために、ロバスト最尤法による構造方程
式モデリングを実施した（Mackinnon, Curtis, & OʼConnor, 2022）。各モデルの適合度指標を表４に
示す。

表４：３因子モデルによる縦断的測定等価性の検討表 4：3 因子モデルによる縦断的測定等価性の検討 
適合度指標 構造等価 メトリック等価 スカラー等価 

SRMR 0.043 0.045 0.046 
AGFI 0.962 0.962 0.959 
CFI 0.939 0.939 0.931 

NNFI 0.935 0.936 0.929 
RMSEA 0.024 0.023 0.025 

AIC 574025.39976 574064.59791 574994.48462 
BIC 575959.32483 575654.86383 576241.09137 

 

構造等価モデルのあてはまりはよく、構造等価性は成立していると判断した。続いて、構造等
価モデルとメトリック等価モデルのΔ CFIは、0.01より小さく、メトリック等価性も成立して
いると判断した。さらに、スカラー等価モデルとメトリック等価モデルのΔ CFIも 0.01より小
さいため、スカラー等価性も成立していると判断した。

３．３．年度間の安定性と絶対的一貫性の検討
　以上より、PSI-SF日本語版のスコアは、各年度で比較可能であることが示された。したがって、
本節では、PSI-SF日本語版のスコアがどの程度安定しているのか、絶対的一貫性があるのかを
検討する。まず、相関を示す。異なる時点間での相関は、安定性を示し、相対的な順位の変化の
程度を表す。相関が１に近いほど変化しないことを示す。表５に、親の苦悩、むずかしい子ども

表５：親の苦悩（右上側）とむずかしい子ども（左下側）の年度間相関表 5：親の苦悩（右上側）とむずかしい子ども（左下側）の年度間相関 

 2016 2017 2018 2019 

2016  0.738*** 0.697*** 0.648*** 
2017 0.681***  0.738*** 0.696*** 
2018 0.635*** 0.697***  0.754*** 
2019 0.562*** 0.668*** 0.744***  

* p ＜ .05, ** p ＜ .01, *** p ＜ .001 
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の年度間の相関を示す。対角線より右上側が親の苦悩、対角線より左下側がむずかしい子どもを
表す。次に、表６に、配偶者、総点の年度間相関を示す。対角線より右上側が配偶者、対角線よ
り左下側が総点を示す。
　３因子、総点ともに、３年が経過しても、相関の値は大きく、順位は大きく変動していないこ
とが示された。ここで、相関の大きさを解釈するに当たり、必ずしも同様の尺度を用いているわ
けではないため、留意は必要であるものの、諸外国の先行研究における相関の値と比較したい。
Williford et al. （2007）の場合、２歳段階と４歳段階、２歳段階と５歳段階、４歳段階と５歳段階
の相関は、0.60、0.52、0.70であった。Han & Lee （2018）では、３～４歳段階と４～５歳段階、
３～４歳段階と５～６歳段階、４～５歳段階と５～６歳段階の相関が 0.62、0.55、0.60であった。
Chang & Fine （2007）の場合は、月齢が 14か月と 24か月、14か月と 36か月、24か月と 36か月
の相関が、0.61、0.54、0.59であった。したがって、本研究における相関の値は、諸外国の値と
比較しても、大きな値であった。
ただし、これは順位が変動していないということを示しているのみで、得点自体に変化がない
ことを表しているわけではない。例えば、２時点間で全員１点ずつ上昇した場合、相関は１であ
るが（相対的な順位は変わらない）、得点は上昇している。このような絶対的一貫性を検討する
ために、本研究では構造方程式モデリングを用いた潜在曲線モデルによる分析を行う。潜在曲線
モデルでは、2016年度の回答の平均的な値を表す切片と、そこから毎年、平均的にどの程度変
化するのかを表す傾きを推定する。加えて、切片や傾きの平均値のみならず、そこにどの程度の
分散が見られるのか、すなわち、ベースラインの個人差、経年変化の程度の個人差を検討するこ
とが可能になるため、本研究では潜在曲線モデルを用いて分析を行うこととする。加えて、切片
と傾きとの間の相関も検討する。これは、例えば、正の相関がみられる場合、切片が高いほど、
毎年増加する程度も大きいといったことを意味する。
まず、分析で用いるモデルを図１に示す。図１みられるように、本研究では切片と傾きを潜在
変数とし、各年度の親の苦悩、むずかしい子ども、配偶者、総点の平均値を観測変数とした。分
析は、親の苦悩、むずかしい子ども、配偶者、総点のそれぞれに対して実施した。図１のモデル
に基づき、ロバスト最尤法によって分析を行った結果の適合度指標を表７に示す。また、平均と
分散、共分散の値を表８に示す。
　適合度指標は、いずれも十分な値であり、あてはまりは良かったと言える。傾きの値、すなわ
ち経年変化に関しては、親の苦悩、むずかしい子ども、総点は減少傾向にあることが示された。
一方で配偶者に関しては有意な差は見られなかった。ただし、減少傾向にあるといっても、最大
でもむずかしい子どもの場合の、３年間で 0.162程度の減少である。分散に関しては、切片の値、
すなわちベースラインの値には一定程度の分散があり、個人差がある程度見られることが分かっ

表６：配偶者（右上側）と総点（左下側）の年度間相関表 6：配偶者（右上側）と総点（左下側）の年度間相関 

 2016 2017 2018 2019 

2016  0.731*** 0.672*** 0.658*** 
2017 0.764***  0.720*** 0.707*** 
2018 0.719*** 0.773***  0.761*** 
2019 0.662*** 0.736*** 0.795***  

* p ＜ .05, ** p ＜ .01, *** p ＜ .001 
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た。特に、配偶者に関しては、項目数が少ないこともあり、分散が他の項目の３倍程度であった。
一方で傾きの分散は小さく、傾きの個人差が小さいことが分かった。切片と傾きの共分散はいず
れも負の値であった。これは、ベースラインが高いほど、傾きが小さい、すなわち経年に伴いス
トレスが減少する程度が大きいことを示している。

表８：潜在曲線モデルの推定値表 8：潜在曲線モデルの推定値 

種別 
n 切片

（SE） 
切片の 

分散（SE） 
傾き

（SE） 
傾きの 

分散（SE） 
共分散

（SE） 

親の苦悩 
6,227 2.150***

（0.008） 
0.309*** 
（0.009） 

-0.021***
（0.003） 

0.012*** 
（0.002） 

-0.018***
（0.003） 

むずかしい子ども 
6,227 2.472*** 

（0.009） 
0.337***
（0.010） 

-0.054***
（0.004） 

0.021***
（0.002） 

-0.023***
（0.004） 

配偶者 
6,222 2.385***

（0.014） 
0.914***
（0.025） 

0.011
（0.005） 

0.037***
（0.005） 

-0.038***
（0.009） 

総点 
6,203 2.310***

（0.007） 
0.258***
（0.007） 

-0.031***
（0.003） 

0.012***
（0.001） 

-0.014***
（0.002） 

* p ＜ .05, ** p ＜ .01, *** p ＜ .001 

 

図 1：潜在曲線モデル 図１：潜在曲線モデル

表７：潜在曲線モデルの適合度指標表 7：潜在曲線モデルの適合度指標 
種別 N SRMR AGFI CFI NNFI RMSEA 

親の苦悩 6,227 0.012 0.999 0.999 0.998 0.018 
むずかしい子ども 6,227 0.017 0.999 0.996 0.996 0.026 

配偶者 6,222 0.008 0.996 0.999 0.999 0.016 
総点 6,203 0.018 0.999 0.997 0.996 0.028 
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ここで、傾きの値を解釈するに当たり、先行研究における傾きの値と比較したい。先行研究で
は、傾きが減少傾向にあることが報告されていたが、本研究の値は、それらの値と比較するとど
の程度の大きさであるのだろうか。比較するに当たり、問題は、用いている尺度が異なり、尺度
ごとに単位が異なるため、単純な比較が難しいことにある。そこで、参考までに、以下の数式を
用いて、これらの尺度における得点の１標準偏差あたりの変化量を著者が計算したものを示す。
分子の slopeは潜在曲線（混合）モデルによって推定された傾きを表し、分母の Tは観測時点数、
ntは t番目の観測時点におけるサンプルサイズ、Stは t番目の観測時点における育児ストレスに
関する尺度の標準偏差を表す。

slope

�
Σt=1

T
(nt − 1)St2

Σt=1

T
(nt − 1)

 

　本研究であれば、親の苦悩については、分子の傾きが－0.021であり、分母部分が 0.623とな
るため、－0.034となる。むずかしい子どもが－0.079、配偶者が 0.010、総点が－0.055であった。
一方で、一年の間に、Williford et al. （2007）の場合、－0.107であり、Han & Lee （2018）では、 
－0.322であった。Chang & Fine （2007）の場合は、向上するグループが 0.731、高いまま維持す
るグループが－0.146、減少するグループが－0.233であった。ただし、Chang & Fine （2007）に
ついては、本来であればグループごとに尺度の分散を計算するべきであろうが、全体の分散しか
報告されていなかったため、計算においては全体の分散を利用し、また、時間の単位が 10か月
であったため、ここでは 1.2倍した値を報告している。以上より、諸外国の値と比べると本研究
の値が特に小さいことが伺える。これらの差が、文化によるのか、対象サンプルによるのか、尺
度の違いによるのかは不明であり、今後の検討が必要であろう。ただし、先行研究には回答のバ
イアスが考慮されていない面があったということも要因として大きいのかもしれない。唯一本研
究と近い値を取っているWilliford et al. （2007）の研究を除けば、そのほかの研究は、すべての観
測時点に回答があった回答者のデータのみを用いて分析している。すなわち、すべての観測時点
に回答できるような人を対象とした分析になっているため、これらの結果は過大に推定したもの
となっているのかもしれない。いずれにせよ、本研究の値が、Williford et al. （2007）と比べても
小さい値になっていることは注目に値する。

４．総合考察

　本研究では、子どもが２～３歳から５～６歳に至る３年間４時点の縦断調査データを用いて、
子どもと同居している母親の育児ストレスの性質を検討した。その結果、まずα係数により、各
年度のデータの信頼性が確認され、また確認的因子分析の結果から、３因子モデルの妥当性が示
された。続いて、年度間の育児ストレスが比較可能なものなのかを検討するために縦断的測定等
価性を検討した結果、スカラー等価性が満たされることが明らかになった。したがって、年度間
で得点がどの程度安定性があり、絶対的一貫性があるのかを調べるために、相関と潜在曲線モデ
ルによる分析を行った。その結果、３年が経過しても相関は高い値を維持しており、育児ストレ
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スの順位の変動は小さいことが示唆された。さらに、潜在曲線モデルにより、ベースラインの個
人差はあるものの、経年に伴う変化は小さく、その個人差も小さいことが分かった。切片と傾き
の共分散はいずれも負であり、切片が高いほど、経年に伴う減少の程度が大きい、あるいは増加
の程度が小さいということが示された。
本研究では、PSI-SF日本語版の一部項目の文言を修正している。また、PSI-SF日本語版の妥
当性・信頼性の検証を行った荒木他（2005）が、１歳６か月健診受診予定児の母親を対象として
検証しているため、特に幼児期における妥当性については留意すべき点もある。ただし、奈良間
他（1999）が、短縮版でない、日本語版 PSIストレスインデックスを検証した際には、生後３か
月から 47か月の子どもの母親を対象として妥当性、信頼性を検証しており、また、PSI-SF日本
語版は既に幼児期を対象とした先行研究でも用いられている（e.g., 兼松他, 2015）。加えて、本研
究の結果、PSI-SF日本語版の因子構造が、子どもが２～３歳から５～６歳に至るまで変化しな
いことが示されたことを踏まえれば、尺度の使用に関して大きな問題はないと考えられる。
また、本調査は母親のみならず、父親やその他親族も含めて回答を得ている。しかし、紙幅の
都合上、本研究では母親の結果のみしか報告することがかなわなかった。父親の結果も含めた分
析については、今後別稿にて検討予定である。
さらに、PSI-SF日本語版の因子構造自体は変化せずとも、PSI-SF日本語版に捉え切れていな
い部分が変化している可能性は存在する。例えば、５歳になれば子どもの就学が目前に迫り、就
学関連の不安やストレスが生じる可能性がある。したがって、そのような子どもの年齢に特有な
育児ストレスを補足的に捉えられるような尺度の開発が今後、重要となってくるだろう。
　加えて、本研究では、家族構成を統制していない。したがって、兄弟姉妹のいる家庭が多いこ
とを踏まえると、２～３歳から５～６歳の間の変化のみを扱えているとは限らないという批判も
あるかもしれない。しかし、「教育の効果に関する調査研究」報告書第２部第１章の補論２で示
しているように、一人っこを対象とした場合にも、概ね本研究の結果が再現されていることから、
やはり幼児期においては育児ストレスは安定性があり、かつ一定程度の絶対的一貫性があると言
えよう。
　本研究では、子どもが２～３歳から５～６歳に至る間の育児ストレスは、測定等価性があり、
安定的であり、若干の減少を経ながらも絶対的一貫性があることが示された。今後は、本研究の
知見を踏まえた上で、本邦においても諸外国の先行研究（e.g., Crnic, Gaze, Hoffman, 2005; Han & 
Lee, 2018; Williford et al., 2007）と同様に、育児ストレスの安定性、絶対的一貫性が、例えば子ど
もの成長に対してどのような影響を及ぼすのか、子ども、母親のメンタルヘルスに対していかな
る影響を及ぼすのか、あるいは逆に、それらが育児ストレスにどのような影響を及ぼすのかといっ
た、変数間の関連について、パーソナリティ要因や環境要因、家族構造も含めながら、統合的に
その意味を明らかにしていくことが必要不可欠であろう。
また、ストレスと育児の関係には、本研究が対象としている育児ストレス（parenting stress）
のみならず、ストレスのかかった状態での育児（stressed parenting）も存在する（Crnic & Coburn, 
2019）。すなわち、育児に関わらない一般的なストレスが、育児に影響を与えるということは十
分に想定され得る。こうした一般的なストレスと、本研究の育児ストレスとの関係を理論的に整
理した上で、育児ストレスの安定性、絶対的一貫性の背後にいかなるメカニズムが存在するのか
を問うこともまた、期待されるものである。育児ストレスに安定性があり、かつ絶対的一貫性が
あるということは、苦境にある人は、数年後も変わらず苦境にあり続けるということである。そ
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のような人々がどのようにして変化するのかということだけでなく、なぜその状況であり続ける
のか、そうした安定性、絶対的一貫性の背後にあるメカニズムを解明することを通して、苦境に
ある人々に対して効果のある、そして効果の持続する介入への道が拓けることを願うばかりであ
る。

付記
本稿は、国立教育政策研究所「教育の効果に関する調査研究」最終報告書第二部第一章の内容
を基に、加筆修正して掲載したものである。本稿の執筆に際し、「教育の効果に関する調査研究」
のプロジェクトメンバーの方々、国立教育政策研究所紀要編集委員会および匿名の査読者の方々
に御指導、御助言いただいた。ここに記して、感謝申し上げる。

【引用文献】
Abidin, R. R. (1983) Parenting stress index manual (1st ed.). Pediatric Psychology Press. 

Boom, J. (2015). A new visualization and conceptualization of categorical longitudinal development: measurement 

invariance and change. Frontiers in Psychology, 6, 289.

Bornstein, M. H., Putnick, D. L., & Esposito, G. (2017). Continuity and stability in development, Child Development Per-

spectives, 11 (2), 113-119.

荒木暁子・兼松百合子・横沢せい子・荒屋敷亮子・相墨生恵・藤島京子 （2005）．育児ストレスショートフォー
ムの開発に関する研究 64 (3), 408-416.

浅野みどり・古澤亜矢子・大橋幸美・吉田久美子・門間晶子・山本真美 （2011）．自閉症スペクトラム障害の幼
児をもつ母親の育児ストレス，子どもの行動特徴，家族機能，QOLの現状とその関連 家族看護学研究 16 (3), 

157-168.

Chang, Y., & Fine, M. A. (2007). Modeling parenting stress trajectories among low-income young mothers across the childʼs 

second and third years: Factors accounting for stability and change. Journal of Family Psychology, 21 (4), 584-594.

Cheung, G. W., & Rensvold, R. B. (2002). Evaluating goodness-of-fit indexes for testing measurement invariance. Structur-

al equation modeling, 9 (2), 233-255.

Crnic, K. A., & Coburn, S. S. (2019). Stress and parenting. In Bornstein, M. H. (Eds.), Handbook of parenting. Vol. 4. (pp. 

421-448). Routledge.

Crnic, K. A., Gaze, C., & Hoffman, C. (2005). Cumulative parenting stress across the preschool period: Relations to mater-

nal parenting and child behaviour at age 5. Infant and Child Development, 14 (2), 117-132.

Emam, M. M., Al-Hendawi, M., & Ali, D. G. (2022). Stress in families of children with disabilities: An examination of the 

parenting stress index-short form (PSI-SF) in three Arab countries, International Journal of Mental Health.

Gao, X., & Lee, K. (2021). Factorial structure and cross-cultural invariance of the Parenting Stress Index-Short Form in 

Hong Kong and Thailand, Frontiers in Psychology, 12, 661972.

Han, J. W., & Lee, H. (2018). Effects of parenting stress and controlling parenting attitudes on problem behaviors of pre-

school children: latent growth model analysis. Journal of Korean Academy of Nursing, 48 (1), 109-121.

Hatakeyama, T., Matsumura, K., Tsuchida, A., Inadera, H., & The Japan Environment and Childrenʼs Study (JECS) Group. 

(2022). Factor structure of the Parenting Stress Index-Short Form used in the Japan environment and childrenʼs study. 

Scientific Reports, 12 (1), 19123.

兼松百合子・浅野みどり・荒木暁子・荒屋敷亮子・市原真穂・大橋幸美・佐藤奈保・白畑範子・奈良間美保・

57

幼児期の子どもの母親の育児ストレスは変化するのか



廣瀬幸美・古田恵香・丸光惠・山口知香枝（2015）．PSI 育児ストレスインデックス 手引 2訂版 雇用問題

研究会

Luo, J., Wang, M. C., Gao, Y., Zeng, H., Yang, W., Chen, W., Zhao, S., & Qi, S. (2021). Refining the parenting stress index–

short form (PSI-SF) in Chinese parents. Assessment, 28  (2), 551-566.

Mackinnon, S., Curtis, R., & OʼConnor, R. (2022). A Tutorial in longitudinal measurement invariance and cross-lagged pan-

el models Using lavaan. Meta-Psychology, 6.

Maehara, K., Mori, E., Iwata, H., Sakajo, A., Aoki, K., & Morita, A. (2017). Postpartum maternal function and parenting 

stress: Comparison by feeding methods. International Journal of Nursing Practice, 23 (S1), e12549.

奈良間美保・兼松百合子・荒木暁子・丸光惠・中村伸枝・武田淳子・白畑範子・工藤美子（1999）．日本語版
Parenting Stress Index (PSI)の信頼性・妥当性の検討 小児保健研究 58 (5), 610-616.

Piskernik, B., Supper, B., & Ahnert, L. (2019). Measurement invariance analysis of the Parental Stress Index. European 

Journal of Psychological Assessment, 35 (6), 771-778.

R Core Team (2022). R: A language and environment for statistical computing. R Foundation for Statistical Computing,  

Vienna, Austria. https://www.R-project.org/.

Revelle, W. (2022). psych: Procedures for personality and psychological research. Northwestern University, Evanston,  

Illinois, USA. https://CRAN.R-project.org/package=psych Version = 2.2.5.

Rosseel, Y. (2012). lavaan: An R Package for Structural Equation Modeling. Journal of Statistical Software, 48 (2), 1-36.

園田和子・武井修治・松成裕子（2016）．幼児をもつ母親の育児ストレスに関する縦断的研究 ―１歳６か月児

とその２年後の母親の育児ストレスの変化について― 小児保健研究 75 (1), 34~39.

田崎勝也 (2008). 社会科学のための文化比較の方法：等価性と DIF分析 ナカニシヤ出版

Tokunaga, A., Iwanaga, R., Yamanishi, Y., Higashionna, T., Tanaka, K., Nakane, H., & Tanaka, G. (2019). Relationship be-

tween parenting stress and childrenʼs behavioral characteristics in Japan. Pediatrics International, 61, 652-657.

津田芳見・田中美沙・高原光恵・橋本俊顕．（2012）．高機能広汎性発達障害幼児とその親へのペアレントトレー

ニングによる効果の検討 小児保健研究 71 (1), 17-23.

Van de Vijver, F. J. R., & Leung, K. (2021). Methods and data analysis for cross-cultural research (2nd ed.). Cambridge 

University Press.

Widaman, K. F., Ferrer, E., & Conger, R. D. (2010). Factorial invariance within longitudinal structural equation models: 

Measuring the same construct across time. Child development perspectives, 4 (1), 10-18.

Williford, A. P., Calkins, S. D., & Keane, S. P. (2007). Predicting change in parenting stress across early childhood: Child 

and maternal factors. Journal of abnormal child psychology, 35 (2), 251-263.

58



＊　初等中等教育研究部　総括研究官

就学前から小学校 1 年時の発達と学習に及ぼす世帯所得の影響：

データ分析と政策への示唆
Impacts of Household Income on Development and Learning for Children from 

Preschool through First Grade: Data Analysis and Policy Implications

卯月　由佳＊

UZUKI Yuka

Abstract
This study investigates the impacts of household income on the development and learning of 

children from preschool through first grade and the nature of the disadvantages experienced by 
children from low-income households using data collected from the Child Development Study 
conducted annually by the National Institute for Educational Policy Research from 2016 to 2020. 
Among the variables measuring household socioeconomic backgrounds, it focuses on household 
income with a view to examine the possibility that equalizing income distribution contributes to 
equalizing opportunities in development and learning for children. 

  By simultaneously accounting for the effects of household income and parental education, an 
earlier report by the author showed associations between household income and learning outcomes 
(parent-reported performance in Japanese and arithmetic) in the first grade for some municipalities 
participating in the study, while parental education was more consistently associated with these 
learning outcomes for a greater number of municipalities. This paper selectively highlights 
the findings for Municipality G, where household income during preschool years exhibited 
a statistically significant association with learning outcomes in the first grade, compared to 
Municipality F, where no such association was observed. Subsequently, it examines the different 
shapes of the developmental trajectories of verbal skills from preschool through first grade by 
household income group for the two municipalities. The results reveal that the developmental rate 
in verbal skills between the ages of four and five is slower for those from low-income households 
than for those from higher-income households in Municipality G, which is less prominent in 
Municipality F. The disadvantage of growing up in a low-income household seems unlikely to be 
overcome by the time of first grade in Municipality G. Finally, the paper discusses how to consider 
the necessity of a more equal income distribution with respect to more equality in opportunities 
for childrenʼs development and learning and suggests relevant social policy implications.
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１．研究の背景と課題

１－１．研究の背景
子どもの特性や興味関心の多様性あるいは親の生活や育児の多様性により、子どもの発達と学
習に多様性が生まれることは不思議ではない。その中で、特別な発達支援の必要な子どもに向け
て支援の機会を公的に整備する意義については比較的論争が少ないだろう。他方で、特別な発達
支援を要するとは判断されない大多数の子どもたちの発達と学習に家庭の社会経済的背景1によ
る差異が生じている実態については、個々の家庭の自由に任せるか努力に委ねるべきだという考
え方や、子どもをありのままに受け入れるべきだという考え方との間で葛藤が生じ、公的に対応
する必要があるか、どのように対応するかをめぐる論争の余地が生じている。
公的に対応する必要があることは、次の理由により説明できると考えられる。家庭の社会経済
的背景には生活や人生の様々な機会の享受において有利な背景と不利な背景があり、社会全体の
社会経済的な不平等が大きいほど、有利な背景の下で育つ子どもと不利な背景の下で育つ子ども
の間で機会の不平等が大きくなることが想定される2。子どもが家庭の社会経済的背景を変化さ
せることが不可能なのは明確であり3、また子どもにとって発達と学習の機会は重要である。そ
のため、子どもの発達と学習が家庭の社会経済的背景により異なることは、機会の不平等という
不正義の問題として扱う必要がある。
こうした想定の下、社会政策による社会経済的な不平等の縮小は、子どもの福利状態の向上に
加え、子どもの発達と学習の機会の平等化に向けても必要だと示唆され、この必要性についてデー
タを根拠に示すことが研究課題となる。しかし、現在の子どもの発達に間に合うようにその不平
等を十分に縮小することや、縮小できたとしても、従来存在した不平等の影響が直ちに弱まるこ
とを期待するのは難しいことも懸念される。そのため、社会経済的に不利な家庭で育つ子どもが
どのようなタイミングでどのような発達と学習における不利を経験しているかを明らかにし、そ
の不利をより直接的に緩和するための教育政策を含む社会政策の立案に向けて知見を得ることも
研究課題となる。
本稿は、就学前から小学校１年時にかけての発達と学習に及ぼす家庭の社会経済的背景の影響
のうち、親の学歴の影響と区別した世帯所得の影響を分析し、特に低所得世帯の不利について理
解することを試みる。家庭の社会経済的背景による子どもの発達と学習に関する様々な不平等が
就学前から始まっていることは松岡（2019）が示しているが、日本では世帯所得の影響について
十分に明らかになっているとは言えない。世帯所得の影響に着目するのは、所得分布の平等化が

1　 家庭の社会経済的背景とは、親の学歴、職業、所得などの影響による価値観、行動様式、あるいは資源の保有状況
など、子どもの成育環境を形成する家庭由来の社会経済的な要因を包括して指す概念である。

2　 このことは、例えば所得の不平等が大きい国ほど所得の世代間連鎖（親と子の成人期の所得の相関、すなわちより
高い所得を得る機会の不平等）を表すグレート・ギャッツビー・カーブ（Corak, 2013）により示唆される。また、
世代間連鎖は両親からの遺伝的特徴の継承により生じている部分もあるが、世代間連鎖の強さに見られる国ごとの
差異は、遺伝的特徴の継承以外のメカニズムの強さに差異があるため生じていると考えられる。日本は OECD
（Organisation for Economic Co-operation and Development）諸国の中で親の学歴（家庭の社会経済的背景）と子の学
歴（成人期の所得と相関）の関連が比較的強い国の１つであり（Jerrim and McMillan, 2015）、社会経済的な状態の
世代間連鎖には遺伝以外に重視すべきメカニズムがあると考えられる。

3　 親の現状には過去の人生の様々な意思決定の結果が反映していると想定されるが、そうした親の意思決定も出身家
庭の社会経済的背景、個人や家庭を超えた社会構造に影響を受けてきたと考えられる。各個人が自らの人生をどの
程度コントロールできたかについて事実レベルで検証するのはほぼ不可能だが、社会経済的に不平等な構造の下で
現在の不利な経験が過去の不利な経験と関連していることが集合的に明らかになるならば、機会の不平等という不
正義があると捉えられる（Burchardt, 2009）。つまり、家庭の社会経済的背景による子どもの成育環境の不平等は、
子どもにとってのみならず、親にとっても自らの責任を問われるのが不合理な部分が多分にある。
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子どもの発達と学習の機会の平等化をもたらす可能性について、言い換えれば、子どものいる世
帯への所得保障が子どもの発達と学習の機会の向上にとって有効な手段にもなり得るか検討する
ためである。また、子どもの発達と学習に対する世帯所得の影響が地域環境や地方自治体の施策
により緩和し得るか否かという視点からも検討するため、上述の分析を自治体ごとに行う。さら
に、これらの分析から得られる知見に基づき、子どもの発達と学習の機会の向上と平等化を促進
するための社会政策への示唆について考察する。

１－２．先行研究
先述のとおり、日本において家庭の社会経済的背景による子どもの発達と学習に関する様々な
不平等が就学前から始まっていることは既に知られている。松岡（2019）は、社会経済的地位の
高い親には未就学の子どもに対して良好な発達と学習習慣の形成を促す働きかけを行う傾向があ
り、またその子どもの発達が比較的望ましい状態であることを示している。大卒の親は、例えば
絵本の読み聞かせや言葉での理由の説明など、言語発達を促す「意図的な養育」を行う傾向があ
る。教育研究では家庭の社会経済的背景（あるいは地位）を、親の学歴、職業、所得などを合成
した単一の変数により、社会的要素と経済的要素を包括した概念として測定することが多い（数
実, 2017）。松岡（2019）もこの包括的な社会経済的地位を捉えるため、世帯所得との相関を前提
に親学歴を代理指標として用いている。
一方で、教育政策にとどまらない社会政策への示唆を引き出すことを目指した貧困の世代間連
鎖に関する研究は、そのメカニズムについて、世帯所得の影響を説明する経済的モデルと、親の
学歴など世帯の社会的・文化的な特徴や状態の影響を説明する社会的モデルを区別し、いずれも
有力な説明を提示している4（Corcoran and Adams, 1997; Mayer, 1997; 卯月, 2015）。親の学歴の高
さは上述の松岡（2019）も示す家庭の知的・文化的な環境や養育行動に関連し、所得の高さは高
額な教育支出（おもちゃ、絵本、習い事などへの支出を含む）と良好な生活水準やストレスの少
ない安定した家族関係に関連し、親の学歴と所得はそれぞれ子どもの発達と学習を促す要因にな
ると考えられる（Cooper and Stewart, 2021）。こうした関心の下、親の学歴の影響を考慮した後も、
世帯所得により測定される相対的貧困が、小学校６年時と中学校３年時の子どもの学力（国語と
算数・数学の学力調査結果）に影響を与える可能性を示した研究がある（卯月・末冨, 2015）。し
かし、こうした研究課題について、日本では小学校低学年や就学前の状況はほとんどわかってい
ない。
それに対し、海外では子どもの発達と学習に見られる世帯所得の影響を検討する上で、どの時
点の世帯所得の影響が大きいか、また低所得（貧困）を一時的に経験することと繰り返し又は長
期的に経験すること5の影響の差異についても検討されている（Duncan and Brooks-Gunn, 1997; 
Ermisch et al., 2001; National Institute of Child Health and Human Development Early Child Care Re-

4　 近年、海外では教育研究でも社会経済的背景の多元性に着目し、子どもの発達に対する親の学歴、職業、所得など
のそれぞれ独立した効果を推定する研究が行われており、そうすることにより社会経済的背景の全体的な効果の過
小推定と個々の背景の過大推定を回避できると指摘されている（Schoon et al., 2021）。

5　 世帯所得（特に生活水準を比較的よく反映すると考えられる等価可処分世帯所得）は、世帯メンバーの就業状態の
変化（失業や退職、就職、労働時間の増減など）や世帯規模の変化（子どもの誕生や親の離別など）により変動す
ることが知られている。ただし、世帯所得の変動の幅は全体的に必ずしも大きいものではなく、世帯所得が相対的
に低いほど低所得（貧困）に陥る、あるいはとどまるリスクが高く、世帯所得が相対的に高いほどそのリスクは低
いことも示されている（Hills, 2014）。日本の有子世帯の所得変動についても同じように言えることは、「子どもの
成長に関する調査」及び「21世紀出生児縦断調査」（厚生労働省）のデータを基に卯月（2023）で確認している。
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search Network, 2005）。着目するアウトカムにより世帯所得の影響は様々であり手短に要約する
のは困難だが、分析結果からは就学時に比べて就学前の低所得のダメージが大きいことが示され
ている。ただし、認知的スキルの発達にとって０－３歳といった低年齢時よりは４－９歳の低所
得の影響が大きいことも報告されている。また、一時的な低所得の経験もダメージをもたらす場
合があるが、長期的な低所得の経験はより大きなダメージをもたらすことも報告されている。こ
のことから、日本でも類似の分析を進め、世帯所得の影響についてより詳しく把握すべきだと考
えられる。こうして得られる知見には、社会政策の立案にとって後述の意義がある。

１－３．研究課題
　以上の背景及び先行研究を踏まえ、本稿は就学前から小学校１年時にかけての発達と学習に及
ぼす、親の学歴の影響を考慮した後も残る世帯所得の影響と、それにより低所得世帯の子どもが
経験している不利の特徴について、国立教育政策研究所が実施した「子どもの成長に関する調査」
のデータを用いて検討する。具体的には、第１に、小学校１年時の学習アウトカムに及ぼす就学
前から小学校１年時にかけての複数時点の世帯所得の影響について自治体ごとに分析する。５年
間の縦断調査データでは低所得を経験した期間の長さに関する検討は困難だと考えられたため、
その検討は今後の課題とする。第２に、学習アウトカムと世帯所得の関連が見られた自治体では、
低所得世帯の子どもの就学前から小学校１年時にかけての発達にどのような特徴が見られるかを
探索的・記述的に明らかにする。
子どもの発達と学習に対する世帯所得の影響についての分析は、社会政策の立案に向けて次の
示唆を導く。世帯所得の影響が明らかになれば、子どもの発達と学習の機会の向上や平等化を目
的とした、子どものいる世帯への所得保障やその影響を緩和するための政策介入が有効となる可
能性が示唆される。さらに、低所得を経験する時点の影響についての分析結果は、所得保障や政
策介入のタイミングに優先順位を付けるための根拠となり得る。
逆に、世帯所得の影響や特定の時点における世帯所得の影響が明確にならない場合、分析対象
とした発達と学習の機会の向上と平等化という目的にとっては、子どものいる世帯への所得保障
やその影響を緩和するための政策介入が必ずしも有効とはならないことが示唆される。ただし、
このことから子どもの生活の質を確保するための所得保障の意義が否定されるわけではない。社
会政策の目的を人々の福利状態（生活の質の高さ、wellbeing）と行為主体性（生活や人生につい
て主体的に意思決定する自由、agency）6を共に追求することと捉え、本稿の分析結果の政策への
示唆について最後に考察する。

２．研究方法

２－１．データと変数
（1）データと分析対象サンプル
本稿は、国立教育政策研究所が 2016年度から 2020年度にかけて実施した「子どもの成長に関
する調査」のデータを用いる。調査対象は 2013年 4月 2日から 2014年 4月 1日生まれで、2016
年時点で調査対象の７自治体のいずれかに住民登録のある、原則として全ての子ども（G自治体

6　 これらの福利状態と行為主体性の概念は Sen（1999）に依拠している。
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のみ、市内の一部の地区に暮らす子ども）で、回答者はその保護者である。調査の詳細について
は国立教育政策研究所（2023）の第１部第１章を参照してほしい。本稿は、このうち F自治体
と G自治体のデータを自治体ごとに分析した結果を報告する。これらの２自治体は、就学前か
ら小学校１年時の世帯所得の平均値と国語又は算数の出来具合との関連が示される点で共通する
が、後ほど示すように、F自治体では７歳時の世帯所得の関連のみが見られるのに対し、G自治
体では就学前の世帯所得の関連も見られるという差異がある。そのため F自治体と G自治体の
分析結果を比較することにより、就学前の世帯所得が小学校１年時の学習アウトカムと関連する
自治体に暮らす低所得世帯の子どもが、就学前から小学校１年時にかけて経験している発達の不
利の特徴について検討することができる7。
分析対象となる学年コーホートは、新型コロナウイルス感染症対策としての学校の全国一斉臨
時休業の最中に小学校に入学した。そのため、小学校１年時の学習アウトカム及びそれと世帯所
得の関連については他の学年コーホートに対する一般化は難しい可能性もある。しかし少なくと
も、全体的に困難な境遇の下で小学校に入学した世代についての記録として意義がある。また、
このコーホートの就学前の時期は 2019年度までであり、2019年度調査を実施した 2020年 1月
から 3月の時期は多少コロナ禍の影響を受けている点に留意が必要だが、就学前の大部分はコロ
ナ流行期より前の状況として一般化可能性を有する。
本稿の分析対象となるサンプルは、後述の世帯所得変数の基になる回答（３歳時又は４歳時の
少なくともいずれか一方の世帯所得の回答、５歳時又は６歳時の少なくともいずれか一方の世帯
所得の回答、７歳時の世帯所得の回答）が全てそろい、そのほかの分析に使用する変数がそろっ
た回答者である。なお、本稿では調査対象の年齢を 2016年度は３歳、2017年度は４歳、2018年
度は５歳、2019年度は６歳、2020年度は７歳（小１）と表記する。調査時点に誕生日を迎えて
いない場合の実際の年齢は、表記の年齢マイナス１歳である。

（2）被説明変数
本稿の分析で用いる被説明変数の１つは小学校１年時の学習アウトカムであり、７歳（小１）
時の各教科の出来具合に関する変数で把握する。2020年度保護者調査の「お子様は、次の教科
がどのくらいできますか」という質問について、国語、算数、生活、音楽、図画工作、体育の教
科ごとに「よくできる」「ふつう」「いますこし」の選択肢から１つ選んだ回答のうち、国語と算
数についての回答を用いる。「よくできる」に３、「ふつう」に２、「いますこし」に１の値を割
り当てる。2020年度の「子どもの成長に関する調査」では子どもを対象に国語と算数の「学び
調査」（小学校１年生の教育課程に基づくテスト）も実施したが、回答者数の関係でサンプルサ
イズが減少するため、上述の保護者回答を用いる。なお、国語と算数の両方で保護者回答と「学
び調査」の採点結果には統計的に有意な関連があることを確認した8。

7　 世帯所得と学習アウトカムとの関連が見られる自治体と、調査対象のいずれの時点でもその関連が見られない自治
体を比較する方法もあり得るが、F自治体と G自治体は７自治体の中でもサンプルサイズが比較的大きい点で分析
が行いやすいこともあり、本稿では F自治体と G自治体の比較を行う。

8　 「学び調査」の国語あるいは算数の合計得点を被説明変数、保護者回答の国語あるいは算数の出来具合を説明変数
とする最小二乗法モデルをそれぞれ推定した結果、いずれの教科でも「ふつう」を基準としたときの「いますこし」
と「よくできる」の係数の推定値の p値は 0.05より小さかったことから、このように判断した。具体的には、国
語の合計得点（平均値 27.1、標準偏差 5.9）は、国語の出来具合が「ふつう」の子どもに比べ、「いますこし」の子
どもは 5.2（標準誤差 0.5）点低く、「よくできる」子どもは 2.3（標準誤差 0.3）点高かった。算数の合計得点（平
均値 32.2、標準偏差 4.8）は、算数の出来具合が「ふつう」の子どもに比べ、「いますこし」の子どもは 4.6（標準
誤差 0.5）点低く、「よくできる」子どもは 1.1（標準誤差 0.2）点高かった。これらの推定には調査対象の全自治体
の回答者をプールしたサンプルを用い、サンプルサイズは国語で 1757、算数で 1758であった。
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もう１つの被説明変数は就学前から小学校１年時にかけての発達であり、本稿は学習指導要領
で「学習の基盤となる資質・能力」の１つとされる言語能力に着目し、３歳から７歳（小１）時
の言葉の発達についての項目を取り上げる。2016年度から 2020年度保護者調査の「あなたのお
子様の現在の発達について教えてください」という質問で、「ひらがなを声に出して読める」な
どの項目ついて、「あてはまらない」「まああてはまる」「あてはまる」の選択肢から１つ選んだ
回答を用いる。３歳時から７歳時の５回にわたり尋ねた項目と、年齢により天井効果が見られた
ため差し替えた項目がある。分析に使用する具体的な項目は分析結果の報告の際に示す。回答の
「あてはまらない」に１、「まああてはまる」に２、「あてはまる」に３の値を割り当てる。

（3）説明変数及び統制変数
説明変数である世帯所得（３－４歳時、５－６歳時、７歳時、３－７歳時の４変数）について
は、世帯の生活水準をよりよく反映する変数を用いるため、世帯規模で調整した可処分世帯所得
の変数を使用する。全ての年度の調査で家族全体の過去１年の世帯収入（税込み年収）について、
「100万円未満」…「400万円以上 500万円未満」…「1500万円以上」等の選択肢から、当ては
まるものを選択する形式で回答を求めている。この回答を基に、まず各回答の真ん中の値を割当
て（「400万円以上 500万円未満」の場合は 450万円）、1500万円以上の場合は別途回答される具
体的な数値（具体的な数値が不明の場合は 1500万円と仮定）を代入し、連続変数に変換した。
その連続変数の値に、国民生活基礎調査に基づいて世帯所得の階級ごとに算出する「平均所得に
対する平均可処分所得の割合」をかけ、可処分世帯所得を推計した（詳細は卯月（2023）を参照）。
それを調査で尋ねた同居家族の人数（本人と父親、母親、兄弟姉妹の人数のみ加算、2019年度
と 2020年度調査では単身赴任中の父親又は母親も加算）に基づく世帯規模の平方根で割り、各
年度の等価可処分世帯所得の変数を作成した。
これを用い、３－４歳時等価可処分世帯所得、５－６歳時等価可処分世帯所得、７歳時等価可
処分世帯所得、３－７歳時等価可処分世帯所得の変数を作成する。３－４歳時等価可処分世帯所
得については３歳時及び４歳時の等価可処分世帯所得の平均値、あるいはいずれか一方のみしか
回答がない場合はその一方の数値のみを用いる。５－６歳時等価可処分世帯所得も同様である。
３－７歳時等価可処分世帯所得は３歳時から７歳時の等価可処分世帯所得の平均値である。表１
に各世帯所得変数の基本統計量を示す。

表１　各自治体の等価可処分世帯所得の分布

出典：国立教育政策研究所「子どもの成長に関する調査」のデータを基に筆者作成。
注：世帯所得（等価可処分世帯所得）の単位は万円。

64



統制変数は以下のとおりである。まず親学歴について、父親又は母親の少なくとも一方の最終
学歴が大学又は大学院である場合を１（大卒世帯）、そのほかの場合（非大卒世帯）を０とする
大卒世帯ダミー変数を用いる。日本では若年時に一度学校を離れた後、再び学校に戻り、より高
い学歴を取得するケースは極めて少ないが、５回の調査のうち一度でも大卒世帯に該当する場合
には全ての年度について大卒世帯に分類する。そのほか、保護者の回答による子どもの性別と、
保護者の回答による子どもの誕生月（2014年 4月 1日生まれは 3月に分類）を用いる。

２－２．分析方法
　第１節で述べたとおり、第１の分析課題は小学校１年時の学習のアウトカムに対する就学前か
ら小学校１年時にかけての複数時点の世帯所得の影響を推定することである。被説明変数として
用いるのは教科の出来具合に関する３値の順序尺度変数であるため、順序ロジットモデルを推定
する。海外の先行研究では、複数時点の世帯所得変数を同時に投入して回帰モデルを推定するこ
とが多いが、本稿の分析ではサンプルサイズが小さく、また複数時点の世帯所得変数間で多重共
線性が生じている場合もあるため、３－４歳時、５－６歳時、７歳時の各時点の世帯所得変数を
個別に投入したモデルを推定する。そのほか、３－７歳時の全期間の平均所得の変数を用いたモ
デルも推定する。全てのモデルで大卒世帯ダミーを用い、親学歴の影響を考慮した上で世帯所得
の関連が見られるか検討する。また、全てのモデルで統制変数として、子どもの発達に影響を与
え得る性別と誕生月の変数を用いる。
第２の分析課題には、就学前から小学校１年時の発達状態について３値の順序尺度変数を用い
る。まず、その変数を被説明変数とし、３－４歳時の等価可処分世帯所得四分位グループ、大卒
世帯ダミー、子どもの性別と誕生月を説明変数及び統制変数として用いる順序ロジットモデルを
推定する。そのモデルを用い、各年齢で各項目について「あてはまる」という回答の割合を、大
卒世帯・非大卒世帯、男子・女子のグループ別に、３－４歳時の等価可処分所得に基づく自治体
別の四分位グループごとに推定する。その推定値を折れ線グラフの形式で表示し、どの年齢での
発達において世帯所得の関連が大きいか読み取る。「子どもの成長に関する調査」は各年度に子
どもの誕生月にかかわらず同時期に実施している関係で（初年度のみ前半と後半に分けた）、各
グループの発達に関する観測値の統計量には誕生月の構成割合の差異も反映すると考えられる。
この差異の影響を除去するため、上述のように観測値ではなく推定値を用いることにした。

３．分析結果

３－１．学習アウトカムと複数時点の世帯所得との関連
F自治体と G自治体のそれぞれについて、小学校１年時の国語と算数の出来具合（保護者回答）
と、３－４歳時、５－６歳時、７歳時、３－７歳時の世帯所得の関連について、親学歴（大卒世
帯ダミー）の影響を統制した上でそれぞれ推定した結果を表２に示す。F自治体と G自治体以外
の調査対象自治体に関する分析結果（卯月, 2023）も踏まえ、主な知見は次のとおりである。
５％水準で統計的に有意にゼロより大きい係数に着目すると、第１に、小学校１年時の学習ア
ウトカムと３－７歳時の全期間の世帯所得の平均値の関連が見られたのは、F自治体の国語の出
来具合と G自治体の算数の出来具合である。G自治体では算数の出来具合と、分析した全ての
時点の世帯所得の関連が示された。３－７歳時の全期間の世帯所得の平均値が小学校１年時の学
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習アウトカムと統計的に有意な関連を持つ自治体は、そのほかには見られなかった。第２に、特
定の時点の世帯所得と小学校１年時の学習アウトカムの関連について明らかになった自治体もあ
り、F自治体では７歳時の世帯所得が、G自治体では３－４歳時の世帯所得が、それぞれ国語の
出来具合と関連している。第３に、第１と第２の分析結果を合わせると、就学前の世帯所得と小
学校１年時の学習アウトカムの関連が示されたのは G自治体のみである。第４に、F自治体と G
自治体では国語と算数の両方の出来具合に親学歴が正の関連を持つ。そのほかに３自治体で同様
の分析結果が得られた。
以上をまとめると、世帯所得と親学歴の影響を同時に検討した場合、一部の自治体では国語か
算数の少なくとも一部の教科について、世帯所得と小学校１年時の学習アウトカムの間に関連が
見られ、低所得世帯の子どもが発達と学習において不利を経験していることが示された。しかし、
より多くの自治体では、世帯所得よりも親学歴が小学校１年時の学習アウトカムと統計的に有意
に関連していることが明らかとなった。

表２　�７歳（小１）時の国語と算数の出来具合（保護者による評価）と各年齢時の等価可処分世
帯所得の関連

出典：国立教育政策研究所「子どもの成長に関する調査」のデータを基に筆者作成。
注：�国語について「よくできる（3）」「ふつう（2）」「いますこし（1）」の３値をアウトカムとする順序尺度変数を被説明変

数とした順序ロジットモデルの推定結果。説明変数として、Model1 では３－４歳時世帯所得、Model2 では５－６歳時
世帯所得、Model3 では７歳時世帯所得、Model4 では３－７歳時を通じた世帯所得の平均（単位は百万円）を、全ての
モデルで大卒世帯ダミーを使用。また、全てのモデルで子どもの性別と誕生月を統制済み。太字は５% 水準で統計的に
有意な係数。
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３－２．低所得世帯の子どもの発達の追跡
ここからは、F自治体と G自治体における低所得世帯の子どもたちの、就学前から小学校１年
時にかけての発達の状態について把握することを試みる。両自治体ともに３－７歳時世帯所得の
関連が見られたとはいえ、F自治体では７歳時の世帯所得のみの関連が見られ、G自治体では就
学前と７歳児の世帯所得の関連が両方とも見られた。G自治体で７歳時の学習アウトカムと就学
前の世帯所得の関連が見られるのは、就学前の発達に世帯所得が影響を及ぼしているためだと考
えられる。そこで、その影響がないと見られる F自治体との比較を通じ、G自治体の低所得世帯
の子どもが、就学前から小学校１年時にかけて経験している発達の不利の特徴を検討する。
図１は F自治体について、３歳時から７歳（小１）時にかけて「ひらがなを声に出して読める」
割合（「あてはまる」と回答した割合、以下同様）の変化（推定値）が、３－４歳時世帯所得に
基づく四分位グループごとにどのように異なるか、親学歴・性別グループ別に、非大卒世帯の男
子、非大卒世帯の女子、大卒世帯の男子、非大卒世帯の女子について示したグラフである。誕生
月の影響も統制済みである。図２は、G自治体について同様のグラフを示している。全体的な傾
向としては、両自治体ともに３歳時には全ての親学歴・性別グループの全ての世帯所得グループ

図１　「ひらがなを声に出して読める」割合の変化（Ｆ自治体の推定値）
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出典：国立教育政策研究所「子どもの成長に関する調査」のデータを基に筆者作成。
注：世帯所得四分位グループは３－４歳時世帯所得に基づき自治体別に分類。
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においてひらがなを読める子どもの割合はごく少数であったが、多くの親学歴・性別グループ及
び世帯所得グループで４歳から５歳にかけてその割合は急激に増加し、小学校入学後の７歳時に
はほぼ 100%の子どもがひらがなを読めるようになっていることがわかる。
図１と図２からは、非大卒世帯の男子において、低所得世帯で育つ場合に４歳から５歳にかけ
ての発達が特に緩やかであることが読み取れる。その傾向は F自治体よりも G自治体で一層顕
著である。仮説にとどまるが、このことが G自治体の子どもの小学校１年時の学習アウトカム
と就学前の世帯所得の関連を生じさせている可能性がある。小学校入学後はほぼ全ての子どもた
ちがひらがなを読めるようになるため、ひらがなを読む能力それ自体に関して長期的に家庭の社
会経済的背景による差を心配する必要はないだろう。しかし、就学前にひらがなが読めるように
なるか否かが、例えばその時期における絵本や図鑑の内容の理解の差などを通じて多面的な発達
の差に派生している可能性がある。また、小学校入学後にひらがなを読めるようになるために努
力を要する場合と、既にひらがなが読める状態でさらに新しいことを学べる場合では、小学校入
学後の学習でも差が生じる可能性がある。そのため、就学前にひらがなを読めるようになるか否
かという発達の差には留意すべき部分もあると考えられる。
次に、言葉の発達に関するそのほかの２項目「絵本のお話やその日にあった出来事について、

図２　「ひらがなを声に出して読める」割合の変化（Ｇ自治体の推定値）
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出典：国立教育政策研究所「子どもの成長に関する調査」のデータを基に筆者作成。
注：世帯所得四分位グループは３－４歳時世帯所得に基づき自治体別に分類。
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簡単な説明ができる」「自分の言葉で順序をたてて、相手にわかるように話せる」について、「あ
てはまる」割合の変化に着目する。７歳時点で「あてはまる」割合は、前者が７割弱、後者が５
割弱であり個人差が見られる。ただし、前者については年齢が上がるにつれて、恐らく期待水準
が高まることにより保護者の評価が下がっている。後者は４歳時以降に質問した項目である。
以下、ひらがなを読めるようになる発達がほかの親学歴・性別グループに比べて平均的に緩や
かな、非大卒世帯の男子の各年齢における発達の状態を示す。ここでは情報の集約のため特に非
大卒世帯の男子の分析結果のみを取り上げるが、各自治体でほかの親学歴・性別グループの子ど
もたちにも同様のことがあてはまる。
図３の F自治体のグラフを見ると、「絵本のお話やその日にあった出来事について、簡単な説
明ができる」割合は、第１四分位グループで３歳時から小学校入学後の７歳時にかけて一貫して
相対的に低いが、第２四分位グループは高く、世帯所得とは単純な線形関係にはないようである。
また、７歳時にはその差が縮小している。「自分の言葉で順序をたてて、相手にわかるように話

図３　非大卒世帯・男子の発達の状態
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出典：国立教育政策研究所「子どもの成長に関する調査」のデータを基に筆者作成。
注：世帯所得四分位グループは３－４歳時世帯所得に基づき自治体別に分類。
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せる」か否かについては、一貫して低所得世帯の子どもの不利が継続しているが、世帯所得グルー
プによる差は小さい。F自治体では就学前から小学校入学後の７歳時にかけて世帯所得と言葉の
発達の関連が年齢とともに強まる傾向は見られない。
それに対して図３の G自治体では、就学前から小学校入学後の７歳時にかけて「自分の言葉
で順序をたてて、相手にわかるように話せる」割合の世帯所得グループ間の差が広がっている。
第１四分位グループのみで不利が見られるわけではないが、世帯所得の高い２グループと低い２
グループの差は明白である。自治体によっては小学校入学後に縮小可能になっている発達の差が
拡大傾向にある点は、政策により対応可能な課題を示唆すると考えられる。「絵本のお話やその
日にあった出来事について、簡単な説明ができる」割合は、F自治体と異なり３歳時にはほとん
ど世帯所得による差が見られなかったが、４歳時から６歳時にかけて第１四分位グループの不利
が明らかである。ただし、小学校１年時にはその差がやや縮小している。

４．知見のまとめと政策への示唆

本稿は、第１に、小学校１年時の子どもの学習アウトカム（保護者回答による国語と算数の出
来具合）に対する就学前から小学校１年時にかけての複数時点の世帯所得の影響について、親学
歴の影響を統制した上で分析した。ここでは特に小学校１年時の学習アウトカムと３－７歳時の
全期間の世帯所得の平均値が関連を持つ点で共通する F自治体と G自治体に関する分析結果を
報告したが、そのほかの調査対象自治体に関する分析結果（卯月, 2023）も踏まえると、一部の
自治体では国語か算数の少なくとも一部の教科について、子どもの学習アウトカムと世帯所得の
関連が明らかとなった。どの時点の世帯所得が小学校１年時の学習アウトカムに関連するかに着
目すると、F自治体では７歳時の世帯所得の関連のみが見られ、G自治体ではそれに加えて就学
前の世帯所得の関連も見られた。
第２に、小学校１年時の学習アウトカムと就学前の世帯所得の関連が見られた G自治体と、
その関連が見られなかった F自治体を比較し、G自治体の低所得世帯の子どもが就学前から小学
校１年時にかけて経験している発達の不利の特徴を検討した。その結果、G自治体では、低所得
世帯の子どもにおいて４歳時から５歳時にかけての言葉の発達（「ひらがなを声に出して読める」
割合）が緩やかで、小学校入学後の７歳時にも必ずしも挽回できていない（「自分の言葉で順序
をたてて、相手にわかるように話せる」において不利が拡大している）ことが示された。
世帯所得を高める親の能力が子どもに継承され、それが子どもの学習アウトカムの向上に寄与
している場合、本稿の分析における世帯所得の係数は過大推定されている可能性も残されるため、
本稿ではそれが因果的効果というより関連を示すものとして報告してきた。しかし、そのような
能力の学習アウトカムに対する影響には自治体による差がないと仮定すれば、世帯所得と学習ア
ウトカムの関連が見られた自治体については、少なくとも部分的に世帯所得の影響（因果的効果）
が生じている可能性がある。日本では子どもの発達と学習に及ぼす世帯所得の影響に地域差があ
ると考えられることは、全国学力・学習状況調査のデータを用いて小学校６年時と中学校３年時
の学力と世帯所得の関連の有無や強さが地域により異なることを示した卯月・末冨（2015）の知
見からも示唆される。
以上より、就学前又は／及び小学校入学後の７歳時の世帯所得が、親の学歴の影響を統制した
上でも子どもの学習アウトカムに関連することが示された自治体では、所得分布の不平等の縮小
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が子どもの発達と学習の機会の平等化にとっても必要だと考えられる。また、それらの自治体で
は、子どものいる世帯への所得保障がそうした機会の向上の有効な手段となる可能性がある。他
方で、世帯所得が子どもの発達と学習に及ぼす影響の地域差からは、地域環境や地方自治体の施
策次第で世帯所得の影響が緩和され得ることも示唆される。もしも先ほど述べた仮定が誤りで、
親から継承された能力の学習アウトカムへの影響が自治体により異なるのだとすれば、その影響
が地域環境や地方自治体の施策次第で緩和され得るということだろう。
本稿及び卯月（2023）の分析結果から、調査対象の多くの自治体で、世帯所得を統制した上で
も親学歴が子どもの発達と学習に関連していることが改めて示された。低所得が要因となる不利
は所得保障により改善が見込まれる部分もあるのに対し、親学歴が相対的に低いことによる不利
を親学歴の上昇により改善しようとすることは、親の生活や人生における福利状態の向上や行為
主体性の尊重を阻害し得るため妥当とは言えない。そこで、親学歴が子どもの発達と学習に影響
するメカニズムを詳しく分析し、そのメカニズムのうち、政策介入が可能かつ妥当な部分につい
て政策介入を検討する必要がある。「子どもの成長に関する調査」では育児に関わる親の状態や
行動に関する様々なデータも収集したため、今後、それらを活用してメカニズムの分析に取り組
む余地がある。
ただし、そうした分析から子どもの発達と学習にネガティブな影響をもたらすメカニズムが家
庭の中に見つかるとしても、親の行動（例えば絵本の読み聞かせの習慣）に変化を促すのではな
く、意義ある活動（例えば絵本の読み聞かせやそのほかの言葉に親しむ活動）の機会を公共の幼
児教育・保育で保障する方法があり得る。データに基づく知見とともに、子どもと親の両方の福
利状態と行為主体性の観点からの政策介入の妥当性に関する議論を蓄積することも重要である。
最後に念のため補足すると、親の学歴を統制した場合に世帯所得と子どもの発達と学習の関連
が見られない自治体でも、子どものいる世帯への所得保障が不要というわけではない。また、子
どもの発達と学習に対する世帯所得の影響を緩和し得る施策を実行できるからといって、やはり
世帯への所得保障を省略できるわけではない。所得保障が子どもの発達と学習の機会の向上と平
等化の手段となるか否かにかかわらず、低所得のため子どもの福利状態の実現が困難になってい
る世帯への所得保障は必要である。また、幼児教育・保育においても、必ずしも発達や学習を目
的としない、楽しさや安らぎといった子どもの福利状態の実現が重要である。これに対し、「社
会的投資」の文脈で子どもを将来の経済的・社会的利益をもたらす投資の対象とみなす考え方
（Esping-Andersen et al., 2002; Morel et al. eds., 2012）が影響力を増した場合に、直接的な所得保障
よりも親の就労促進や幼児教育・保育が「社会的投資」の一環として重視され、子どもの現在の
福利状態が軽視されることが懸念される（Lister, 2006）。低所得世帯の子どもの学習や発達にお
ける不利の克服を目指す際には、上述の懸念が伴う「社会的投資」の考え方と混同することなく、
人々の福利状態と行為主体性を共に追求するという観点から、教育政策を含む社会政策を検討し
ていくべきだろう。

付記
　本稿に貴重なコメントをくださった、国立教育政策研究所「教育の効果に関する調査研究」
プロジェクトメンバー、国立教育政策研究所紀要編集委員会及び匿名の査読者の方々に感謝申
し上げる。また、本稿は JSPS科研費 JP22K02058の助成を受けた研究成果の一部でもある。本
稿における解釈や誤謬の責任は筆者のみが負う。
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＊　高等教育研究部長

令和２〜４年度プロジェクト研究
「高校生の高等教育進学動向に関する調査研究」概要

濱中　義隆＊

令和 2年 4月から開始された「高等教育の修学支援新制度」（以下「新制度」と略す）により、
住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯から高等教育機関（大学、短期大学、高等専門学校、専
門学校）に進学する学生に対し、授業料・入学金の減免と、給付型奨学金による支援が本格的に
実施されることとなった。「大学等における修学の支援に関する法律」では、法律施行から４年
経過後に「所要の見直し」を規定しており、「新制度」の導入によって、世帯収入が特に低い家
計からの進学をどれくらい促進し、高等教育の機会均等に貢献したかについての検証が求められ
ている。
いっぽう、「新制度」の対象外となる中間所得層においても高等教育費の家計負担が軽いとは
言い難く、そうした世帯に対する経済的支援策をどのように設計するかは、次の政策課題として
残されている。
これらの課題に対応するためには、高校生等の進路選択並びに教育費を負担する保護者の進学
期待や学費負担に対する意識等と、世帯収入や保護者の職業・学歴等の社会的経済的地位（SES）
との関連を、信頼できる全国データに基づいて詳細に分析することが求められる。
そこで国立教育政策研究所高等教育研究部では、「新制度」の対象初年度となる令和元年度の
高校卒業予定者の保護者を対象とする全国調査（全日制高校 350校の任意の２学級を無作為抽出、
有効回答 2,817）を、同年 12月に文部科学省高等教育局学生・留学生課と共同で実施した。同調
査のデータ分析並びに同様の調査を継続的に実施するために調査方法や質問項目等を精査するこ
とを目的として、令和２年度から３か年にわたるプロジェクト研究として組織化した。
研究期間の前半においては、上記の「令和元年度調査」の分析を中心に行い、令和３年 12月
に『第一次報告書』として成果を公表した。『第一次報告書』では、家庭の経済状況、家族構成
（きょうだい数）、保護者の学歴や子どもに対する教育期待などが、どの程度、大学進学／非進学
に影響を及ぼしているかに関する計量分析はもちろんのこと、家計所得が文系・理系の進路選択
に及ぼす影響、奨学金の進学促進効果、保護者の教育費負担意識の変化、母子世帯の子どもの学
校生活と進路選択など、高校生の進路選択と教育費負担について様々なトピックを取り上げて詳
細な分析結果を報告している。
令和３年度には、「新制度」の導入から２年が経過し、制度の周知がある程度進んだこと等を
勘案して、２回目の「高校生の進路に関する保護者調査」を実施した。１回目の調査の経験を踏
まえて、対象を全国の全日制高校 700校における任意の１学級に変更するとともに（有効回答
4930）、質問項目の追加・修正等を行った。令和３年度調査の分析結果は、令和５年３月に『第
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二次報告書』として公表した。『第二次報告書』においては、家庭の経済状況と大学・高等教育
進学の関係、奨学金の受給状況、保護者の教育費負担に対する意識等について、１回目の調査時
からの変化を明らかにしたほか、『第一次報告書』における分析結果の「追試」を含めた様々な
研究成果を収録している。
このたびの紀要の特集では、このうち２篇の論文を紹介したい。１本目の朴澤論文「大学進学
率の地域差はどこに生じるか ― 高校生の受験する大学入試に着目して ―」では、高校生の居住
地域を大都市圏、大都市圏の周辺部（地方Ａ）、その他の地方（地方Ｂ）の３つに分類するとと 

もに、実際に受験する（した）入学者選抜の方法並びに国公立大学と私立大学との間の併願の有
無等をもとに設定した「受験パターン」とその規定要因の地域による違いを明らかにする。進学
先の選択メカニズムが大都市圏と地方で異なることを示すことにより、大学進学率の地域間格差
の生成メカニズムに迫ろうとするものである。
２本目の日下田論文「強い資金制約のもとで回避される理系進路選択 ― 大学進学予定（希望）
かつ低所得層のサンプルに操作変数法を適用した因果推論 ―」では、低所得世帯の高校生が学費・
生活費負担の大きさ故に、理工系への進学の回避が生じているか否かを検討している。低所得層
出身者は、より多くの学費・生活費を要する「私立大学への自宅外進学を避ける」が故に、進学
先の選択肢が狭まり、結果的に「理工系を選択しにくい」と想定される（仮説１）。しかし、「理
工系への進学を希望」する場合、学費・生活費を抑えるため国公立や自宅通学が望ましいがゆえ
に「私立・自宅外進学を避ける」という因果関係（仮説２）も考えられ、両者が併存する場合「理
工系への進学」と「私立・自宅外通学」との相関関係が見かけ上ゼロになってしまう。同論文で
はこの問題を解決するために操作変数法と呼ばれる統計分析法を用いて仮説１が成立することを
論じる。
両論文とも大規模個票データの特性を活かした計量的分析が行われており、得られた知見につ
いての政策的インプリケーションも明確に述べられている。是非とも御一読いただければ幸いで
ある。

なお、本プロジェクト研究報告書は、QR コード又は以下の URL からアクセスして御覧いた
だきたい。
①高校生の高等教育進学動向に関する調査研究　第一次報告書
　https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf_seika/r03/r040121-01_honbun.pdf

②高校生の高等教育進学動向に関する調査研究　第二次報告書
https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf_seika/r05/r050425-07_honbun.pdf
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＊　高等教育研究部　総括研究官

大学進学率の地域差はどこに生じるか

― 高校生の受験する大学入試に着目して ―
A Consideration on the Relationship between Regional Differences in College 

Enrollment Rates and Entrance Examinations Taken by High School Seniors

朴澤　泰男＊

HOZAWA Yasuo

Abstract
The regional distribution of college enrollment rates by prefecture exhibits a concentric three-

tiered structure, with the highest rates in the three largest metropolitan areas and generally lower 
rates in relatively distant areas. To understand the background of these regional differences in 
the rate of students proceeding to higher education from the perspective of differences in college 
entrance examinations taken by high school students, we analyzed survey data obtained from 
high school seniorsʼ parents. We examined whether regional differences exist in the decisions to 
proceed to higher education through the so-called “entrance examinations by December” among 
the comprehensive and school-recommended selections, and how prospective studentsʼ patterns of 
taking entrance examinations differ across regions. The following points were clarified by cross-
tabulation and multinomial logistic regression analysis, using three regional divisions of Japan 
as a whole divided into “Three Largest Metropolitan Areas” (Tokyo, Keihanshin, and Aichi-ken), 
“Region A” (North Kanto, Hokuriku, Koshinetsu, Tokai, East Kinki, Chugoku, and Shikoku), and 
“Region B” (Hokkaido, Tohoku, Kyushu, and Okinawa). First, no regional differences exist in 
college matriculation decisions based on “entrance examinations by December.” Second, when 
students decide the university wherein they will enroll by the end of December, more students in 
the three largest metropolitan areas proceed to private universities than those in Region A, and 
more students in Region A proceed to private universities than those in Region B. Third, while the 
largest number of students in all three regions plan to take entrance examinations after January at 
both national/public and private universities, most students in the three largest metropolitan areas 
take examinations only at private universities, whereas those in Region B are more likely to take 
examinations only at national or public universities.
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１．研究の背景と目的

本稿では、高校生の受験する大学入試の違いという観点から、大学進学率の地域差が生じる
背景を理解するために、高校３年生の保護者に対する質問紙調査データを分析する。総合型・学
校推薦型選抜の中でも、いわゆる「年内入試」による進学決定に地域差があるか、年明けに一般
選抜等の受験を予定する人の大学受験パターンは地域間でどう異なるかを検討したい1。なお、
本稿の「地域」は、出身高校所在地のことを指す。

2023年 9月 25日、中央教育審議会には「急速な少子化が進行する中での将来社会を見据えた
高等教育の在り方について」諮問がなされた。「今後の高等教育全体の適正な規模も視野に入れ
ながら、地域における質の高い高等教育へのアクセスを確保するための抜本的な構造改革の在り
方」などについて検討が重ねられている。
地域における高等教育へのアクセスの問題を考える上で、最も基本的な指標は大学進学率2だ

が（過年度卒を含む値。短期大学を除く。以下同じ）、その値を出身高校の所在地県別に見ると、
近年は３大都市圏で最も高く、より遠方になるほど概ね低くなっていく、同心円状の３層構造の
地域分布となっている（朴澤 2016など）。
この３層構造を、試みに「大都市圏」（東京圏、京阪神、愛知県の１都２府５県）、「地方 A」（北
関東、北陸、甲信越、東海、東近畿、中国、四国の 24県）、「地方 B」（北海道、東北、九州・沖
縄の 15道県）の３類型で捉えてみよう3。2023年度の大学進学率は大都市圏（63.1％）より地方

1　 本稿の一部（特に５節）には朴澤（2023）を改稿した記述が含まれる。また、表４～５は同論文の受験パターンの
分析に、説明変数を２つ追加した結果である。

2　  18歳人口（３年前の中学校又は義務教育学校卒業者数。中等教育学校前期課程修了も含む）で出身高校所在地県
別の大学入学者数を除した値。

3　  地方（39道県）の Aと Bの区別は、基本的には大都市圏からの距離に基づくが、近隣県の進路選択パターンには
互いに一定の類似性が見られることを踏まえ、本文に記載した地域ブロック（四国、東北など）を複数組み合わせ
て Aと Bを構成することにした。各類型内の違いも小さくないが、詳しい検討は他日を期したい。

12.2
8.6

15.2
14.9

45.5
54.5

37.8
31.8
64.3

73.4
59.6

52.4
58.4

66.8
54.0

47.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

全体

大都市圏

地方A
地方B
全体

大都市圏

地方A
地方B
全体

大都市圏

地方A
地方B

男
子

女
子

大
学
進
学
率

大
学
入
学
志
願
率

(%)
国公立大学進学率 私立大学進学率 大学進学志願率

大
学
進
学
率

大
学
入
学
志
願
率

男
子

女
子

(63.1)
(53.0)

(57.7)

(46.7)

図１　2023 年度の大学進学率と大学入学志願率（出身高校所在地別）
（注）『学校基本調査』より作成。進学率の「全体」には「その他」出身者を含む。
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A（53.0％）の方が、また、地方 Aより地方 B（46.7％）の方が低い。この地域差は、高等学校・
中等教育学校後期課程（全日制・定時制）卒業者の大学入学志願率4を男女別に計算しても、同
様に見られる（図１）。
　このように、大学進学率全体には地域差があるとしても、「質の高い高等教育」への進学率の
地域差は相対的に小さいならば、そのことの方が重要という判断はありうる。では「質の高い」
とは、どのような状態として捉えることができるのか。
　まず思いつくのは、大学を幾つかに分け、機関タイプ別（例：設置者別、入学難易度別など）
の進学率を算出する方法である。例えば、2015年度『学校基本調査』の調査票情報（個票）から、
入学難易度の高い（朝日新聞出版『2016 年度 大学ランキング』に掲載された河合塾の学部等別
偏差値で 55以上の）大学（特に私立）への進学率を算出すると、大都市圏より地方 A、地方 A
より地方 Bの方が低くなる（朴澤 2024a）。2015年「社会階層と社会移動全国調査」（SSM調査）
でも、大都市圏より地方 A出身の方が、また地方 Aより地方 B出身の方が、出身階層などを統
制しても難易度の高い「有名大学」に進学する傾向は弱いという（上山 2021）。
　しかし、文部科学省「全国学力・学習状況調査」で測られる公立小学校６年生の学力（2008
年度「算数 B」平均正答率）は、３地域間の差が大きくない（朴澤 2024a, p. 230）。また、経済
的理由から、「本来の学力」で入学できたはずの大学より低い難易度の大学に進学する場合があ
ることを示唆する研究もある。例えば、「地方国立大学」に進学した男性で、学力面で難関国公
私立大学も狙えた「地方の若者のなかには、家計の制約から生活費の高い３大都市圏への進学が
制約されている者が一定数いる可能性が否定できない」（平沢 2021, p. 153）という。別の研究も、
高学力でも家計所得の低い高校生は、難関国公私立大学に入りにくいことを明らかにしている（藤
村 2022, 第 2章）。
　よって、機関タイプ別の進学（率）に着目する方法は、相対的に「質の高い」と見なされにく
い大学に、学力の比較的高い生徒も進学する事実を見逃す難点がある。
　では、それに代わる方法はあるのか。一つの視点として、大学教育の「質」を学習者の側から
捉えることが可能だろう。機関タイプを問わず、シンプルに学生が十分な時間を学習に費やし、
満足な成績を収めていれば、一定の質が確保されたとも見なせよう。
　ここで重要となるのが、入学者選抜の方法である5。藤村（2022）によれば、大学生の授業外
学習時間は、高校３年生時点の学習時間が長いほど長いという（第 6章）。その高３の学習時間
は１学期から２学期にかけて、一般入試の受験を（真剣に）志向する度合いが高まると、ふだん
（平日）と定期テスト期間中の両方とも増加するのに対し、AO入試志向や指定校推薦志向が影
響するのは定期テスト期間中の学習時間に限られ、ふだん（平日）の学習時間には無関係とされ
る6（山村・濱中・立脇 2019, 第 3章）。一方、私立大学の人文・社会系では、推薦入試で入学し
た学生ほど成績「優」の割合が低く、これは特に入学難易度の低い大学に当てはまる（藤村
2022, 第 6章）。
これらを踏まえると、大学入学者の半分が一般選抜を経ていない現在（リベルタス・コンサ

4　 卒業者数で大学入学志願者数を除した値。
5　  本稿では、先行研究を紹介する文脈や、分析に用いた調査の調査票での表記に言及する際には、「一般入試」や「AO
入試」、「推薦入試」の語も用いる。

6　  首都圏の公立高校（進学中堅校６校）で行われたパネル調査に基づく結果で、高１の３学期から高３の２学期にか
けて校内成績が上昇すると、指定校推薦への志向が高まることも報告されている（山村・濱中・立脇 2019, 第５章）。
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ルティング 2023、p. 23）、あくまで日本の大学生全体を捉えた場合に
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

、入学後の学習時間や成績
と関連があるという限りにおいて、選抜方法の違いから「質」にアプローチすることには一定の
意義が認められよう。ただし、個別大学での追跡調査を中心に、AO・推薦入試による入学者は
成績が一般入試とも大きく変わらないことや、成績以外の様々な資質・能力が高いことを示す研
究は少なくない（木村 2021）。「年内入試」（小川 2017など）とも呼ばれるように、早期の入学
者確保を狙うあまり、一部の大学で学力選抜の面に力点が置かれにくくなる状況があれば、そこ
に課題があろう7。
　再び図１を見れば、地域間の大学進学率の差は、主に私立大学進学の多寡によって生じている
が、これは、主に「年内入試」で生じているのだろうか。もっとも、「選抜方法別の大学進学率」
を地域別に計算することは難しい。そこで本稿では、入学者選抜の方法ごとに、つまり「年内入
試」による大学進学の決定者（以下「早期決定者」）と、年明けの受験予定者（以下「受験予定者」。
一般選抜に加え、大学入学共通テストを課す総合型・学校推薦型選抜8も含まれる）に分け、保
護者を通して見た高校生の進路を分析する。
　具体的な分析課題は、次の３点である9。第一に、大都市圏の方が地方 A・Bよりも早期決定
者は多いのか。第二に、早期決定者のうち私立大学進学は、やはり大都市圏で多いのか。第三に、
受験予定者の受験する学校の種類も、大都市圏ほど私立大学が多いなどの違いはあるか。このう
ち第一と第二の課題は、４節で高校卒業後の進路の分析を通して検討し、第三の課題は５節で大
学受験パターン（国公立大学と私立大学の併願、私立大学のみ受験、国公立大学のみ受験など）
を分析することで検討する10。いずれも、高校所在地とのクロス集計を行った上で、多項ロジス
ティック回帰分析を行う。

２．先行研究の検討

（1）入学者選抜の方法
　本稿の着目する出身地域は、様々な家庭背景の一つと言えるが、もともと選抜方法と家庭背景
の関係を分析した研究はそれほど多くない中で、最も代表的な中村（2011）の研究は、高校生調
査（2006年 3月の確定進路）の分析から、父親の教育年数が短いほど（学力試験でなく）推薦
入学を利用する傾向があるものの、大学入学難易度を同時に考慮した場合、独立した効果は見ら
れなくなることなどを明らかにした。
また、全日制高校２年生とその母親に対する調査を分析した遠藤（2021）は、「恵まれた社会

7　 総合型・学校推薦型選抜で確保されるのは、一般選抜のように幅広い教科・単元を満遍なく問う「従来の」学力と
異なり、「より狭義の、自大学の（各学部・学科の―引用者）学問分野についていくのに十分な学力」（木村 2024, p. 
33）とされる。

8　  2022年度入試の総合型選抜では、大学入学共通テストを利用しない選抜区分が国立大学 57.9％、公立大学 86.6％、
私立大学 99.4％で、学校推薦型選抜ではそれぞれ 48.5％、71.7％、99.3％であった（リベルタス・コンサルティン
グ 2023, p. 39）。

9　  2019年度「高校生の進路に関する保護者調査」を分析すると、大都市圏と地方（39道県）の間で、文系（文理双
方にわたる複合分野を含む）と理系の選択（大学進学希望）には有意差がないため（朴澤 2021）、本稿では文理を
区別していない。

10　  受験予定者の７割以上は国公立大学が第一希望で（４節を参照）、第一希望を分析しても実態に迫りにくいため、
受験パターンを分析する。実際、藤村（2022）の高校生調査の分析によれば、大学進学希望者のうち、第一志望
を私立とする人は５割にとどまるものの、もともと国公立志望だった人が、入試を経て最終的に私学に進学した
ために、実際に大学進学が決まった人は８割超が私立大学であった（第２章）。
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経済的条件にある者（世帯年収や蔵書数などで―引用者）や高い学力を有する者（中３時成績や
高校ランクの面で―引用者）が非進学よりも推薦入試等、推薦入試等よりも一般入試を利用しや
すくなっていた」（pp. 63-64）ことを指摘する。
一方、小林（2023）は大学生協を置く大学で 2020年に行われた「学生生活実態調査」から、

国立大学在学者の世帯年収を選抜方法別に集計している。小林（2023）の報告する図の相対度数
からセル度数を推計して作成したクロス表（選抜方法と世帯年収）に独立性の検定（自由度３の
χ2検定）を行った結果、入学難易度の高い大規模総合大学（A群）や、地方の中・大規模な総
合大学（B群）では有意な関連がないが、小規模・単科型の大学群（C群）では、世帯年収が低
いほど「推薦・AO入試」が多かった。
国公立大学でも私立大学でも、基本的に入学難易度が低くなるほど、一般入試・学力試験以

外の選抜による入学が多いこと（中村 2011。河合塾『Guideline』2023年 2/3月号, pp. 40-41をも
参照）も踏まえれば、むしろ大学進学率の低い地方 B出身者の方が「年内入試」による進学は
多い可能性がある。一方、難易度の高い大学の中には、規模の大きな大学が多いとすれば、大都
市圏出身者の方が年内決定は多い可能性も考えられる。

（2）大学受験パターン
先述した意味での大学受験パターンを分析した研究も多いとは言えない。その中で、本稿の

直接的な先行研究に相当するのは、「高校生将来調査」を基に、現役での「進学志願パターン」
を分析した吉本（1984）の研究である。少し詳しく紹介したい。

1980年秋の「高校生将来調査」（全国の高校３年生が対象）の回答者に行われた追跡調査（82
年度末）は、高校卒業時に入学願書を出した学校を複数回答で尋ねており、多い順に、私立４年
制大学（39.4％）、国公立４年制大学（31.7％）、短期大学（15.3％）、専門・専修学校（11.9％）
という結果で、「どの学校にも入学願書は出さなかった」が 30.8％であった（日本青少年研究所・
青少年更生福祉センター編 1984, p. 395）。
　「進学志願パターン」は、この４種の学校への志願有無から作成した類型である。（1）国公立
大学と私立大学の併願（18.8％）、（2）私立大学のみ（15.4％）、（3）国公立大学のみ（9.7％）、（4）
短期大学のみ（8.0％）、（5）専門・専修学校のみ（7.7％）が多かった（p. 72）。これを、高 3時
点の進路希望別に見ると、国公立大学希望だった人のうち、最も多いのは（1）の 53.7％で、次
に（3）の 30.4％となっている。私立大学希望だった人は、（2）の 68.9％が最も多く、（1）の
12.5％が二番目である。また、（1）の中では、82.5％が国公立大学を第一希望としていた（吉本
1984, p. 73）。
吉本（1984）は地域差の分析を目的とした研究ではないが、「高校生将来調査」から約 40年

を経た現在、「大学受験パターン」には地域差が見られるのだろうか。
　先述の通り、難易度の高い私立大学の多くが大都市圏に偏在する以上、地方の学力の高い生徒
が国公立大学の併願先として「見合う」と考えるのは、東京圏や京阪神にある、したがって下宿
等の費用が高くつく私立大学となりやすく、そのことがむしろ、国公立大学だけを受験する行動
を生じさせる可能性は十分に考えられる（詳細は、朴澤 2023の付論を参照）。先の上山（2021）
によれば、難易度の高い「有名大学」への進学が、中学校３年生時の成績に左右される度合いは、
地方 Aより地方 Bの方が高いという。地方 Bからの難関（有名）大学進学は、比較的学力の高
い場合に限られることから、私立大学受験が少なく、国公立大学のみ受験する場合も多い可能性
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が示唆される。

３．分析に用いるデータ

分析に用いるのは、文部科学省・国立教育政策研究所の 2021年度「高校生の進路に関する保
護者調査」のデータである。同調査は 2021年 12月に全日制高校（中等教育学校後期課程を含む）
３年生の保護者を対象に行われた。全国から、在籍生徒数を考慮して 700校を抽出し、各校で
40名程度に調査協力依頼を配布してウェブ上の調査票に御回答いただいた。有効回答数は 4,930
件である（濱中編 2023）。調査に御協力くださった保護者の皆様に、この場をお借りして、改め
て深く感謝申し上げたい。
　本稿では、高校３年生の子の性別を「答えたくない」人、世帯年収の無回答や非該当（父母の
両方が「いない（離別や死別など）」場合で、児童養護施設等入所者等と考えられる）を除いた 4,809
件（男子 2,074件、女子 2,735件）を分析に用いる（その理由は朴澤（2023）注 4を参照）。この
サンプルは、2021年度『学校基本調査』の「学年別生徒数」に比べ、女子や地方 Aの生徒がや
や多い。また、結果の解釈に当たっては、保護者に尋ねた進路希望が、本人に尋ねる場合より国
公立大学を第一志望とする比率が高くなるなどの特徴（藤村 2022）にも留意する必要がある。

４．「年内入試」による大学進学決定に地域差はあるか――高校卒業後の進路の分析

　まず、高校卒業後の進路（12月時点での状況）を高校所在地別に検討する（図２）。「進学先
が決まっている（AO・推薦入試などに合格）」という場合については、進学先を国公立大学、私
立大学（外国の大学を含む）、短期大学（短大）・専門学校（その他の学校を含む）の３つに区別
し、更に「進学予定（これから受験する）」、「就職・その他・まだ考えていない」を分けて集計
している。
図２によれば、全体では、男女とも「これから受験する」人が最も多い。この受験予定者の
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図２　高校卒業後の進路（男女別、高校所在地別）
（注）「男子」・「女子」は高校３年生の子の性別（以下の全図表において同じ）。
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中で、最も希望する進学先が短大・専門学校等なのは、男子 1.2％、女子 2.9％にとどまる一方、
国公立大学（男子 71.1％、女子 71.9％）、私立大学（男子 27.8％、女子 25.2％）が多い（朴澤
2023, 図 4-8）。つまり、ほとんどは大学が第一希望だから、図２の「国公立大学に決定」、「私立
大学に決定」、「これから受験する」の合計は、概ね図１の大学入学志願率に対応する値とみなせ
よう。
その地域間の大学入学志願率の差は、図２からは、「これから受験する」比率の地域差によっ

て生じているようにも見えるが、果たしてそうか。また、12月時点で大学進学が決定した人の
中では、大都市圏で私立が多く、地方 Bで国公立が多いが（図２）、これは単に世帯年収の地域
差（大都市圏で高く、地方 Bで低い）が反映した結果にすぎないのか。
　この２点を確かめるために多項ロジスティック回帰分析を行って、他の説明変数を統制した上
でもなお地域間に進路の違いが見られるかどうかを検討する。
使用する変数の記述統計は、表１の「全体」に示す通りである。被説明変数の高校卒業後の

進路は「国公立大学に決定」、「私立大学に決定」、「これから受験する」、「短大・専門・就職等」

表１　多項ロジスティック回帰分析に用いる変数の記述統計

高校卒業後の進路

国公立大学に決定 .031 .174 .057 .232
私立大学に決定 .260 .439 .256 .436
これから受験する .490 .500 .454 .498
短大・専門・就職等 .219 .414 .234 .423

受験パターン

国公私立併願 .547 .498 .570 .495
私立大学のみ .236 .425 .205 .404
国公立大のみ .176 .381 .135 .342
短大等も受験 .040 .197 .089 .285
世帯年収（850万円以上） .326 .469 .344 .475 .424 .494 .425 .495
世帯年収（550～850万円） .318 .466 .308 .462 .307 .462 .304 .460
世帯年収（550万円未満） .355 .479 .348 .477 .269 .444 .271 .445
子ども数（2人以下） .671 .470 .679 .467
子ども数（3人以上） .329 .470 .321 .467
中3成績（高位） .536 .499 .631 .483 .753 .432 .799 .401
中3成績（中低位） .464 .499 .369 .483 .247 .432 .201 .401
高3成績（高位） .555 .497 .637 .481 .527 .500 .616 .486
高3成績（中低位） .445 .497 .363 .481 .473 .500 .384 .486
高校の学科（普通科等） .759 .428 .850 .357 .966 .182 .982 .132
高校の学科（専門・総合） .241 .428 .150 .357 .034 .182 .018 .132
高校設置者（国立・私立） .274 .446 .245 .430 .238 .426 .204 .403
高校設置者（公立） .726 .446 .755 .430 .762 .426 .796 .403
高校所在地（大都市圏） .388 .487 .374 .484 .481 .500 .396 .489
高校所在地（地方A） .390 .488 .399 .490 .338 .473 .391 .488
高校所在地（地方B） .223 .416 .227 .419 .181 .385 .214 .410

女子（n=1,241）

平均 SD

全体 これから受験する

平均 SD

男子（n=2,074） 女子（n=2,735）

平均 SD 平均 SD

男子（n=1,016）

注：太字は基準カテゴリ。説明変数は、括弧内を 1、他を 0 とするダミー変数。
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の４カテゴリにまとめた上で、「私立大学に決定」を基準とした。
説明変数には高校所在地（基準は地方 A）の他、世帯年収11（基準は 550～ 850万円未満）、

子ども数（基準は２人以下）、中学校３年生のときの成績（中３成績）12（基準は中低位）、高校
３年生の１学期の成績（高３成績）（基準は中低位）、高校の学科13（基準は普通科等）、高校設
置者（基準は公立）を全てダミー変数として用いた。
分析結果は表２（男子）と表３（女子）に示す通りである。まず「これから受験する」に着

目すれば、男女とも他の変数を統制すると、高校所在地と有意な関連がなかった。つまり大学進
学希望率（志願率）の地域差が、受験予定者の比率の地域差から生じるとは言えない。「国公立
大学に決定」と「私立大学に決定」を統合したカテゴリを基準にしても同様だ 14（図表は省略）。よっ
て早期決定者の比率にも地域差は見られない。
　次に「国公立大学に決定」の選択を検討する。他の変数を統制すれば、男女とも大都市圏より
地方 Aの方が、そして地方 Aより地方 Bの方が（ただし女子は 10％水準）、「国公立大学に決定」
は多い（つまり「私立大学に決定」が少ない）（表２、表３）。
なお、「短大・専門・就職等」の選択にも地域差があり、男女とも地方 Aより地方 Bの方が「私

立大学に決定」に比べ、「短大・専門・就職等」となりやすい（表２、表３）。

11　 家族全体の税込み年間世帯収入（自営は売上高から必要経費を差し引いた営業利益）を、「850万円以上」、「550
～ 850万円未満」、「550万円未満」の３類型にまとめた。図表は省略するが、世帯年収には高校所在地による有
意差がある。例えば、男子の場合（χ2(4)＝ 46.5、p＜ .001）、「850万円以上」の比率は大都市圏が 40.4％、地方
Ａは 30.1％、地方Ｂは 23.6％であった（女子はそれぞれ 41.6％、33.0％、24.8％）。

12　  「上のほう」と「中の上」とを「高位」に、「中くらい」、「中の下」、「下のほう」の 3つを「中低位」に統合した。
高３成績も同様である。

13　  「普通科」と「その他の専門学科（理数・体育・音楽・美術・英語など）」を「普通科等」、「職業に関する専門学
科（農業・工業・商業・水産・家庭・看護・福祉など）」と「総合学科」を「専門・総合」にまとめた。

14　  実は、高校所在地の２変数だけを投入しても、ほとんど地域差は見られない（男子については 10％水準で、早期
決定者は大都市圏より地方Ａの方が多い）。

表２　高校卒業後の進路の多項ロジスティック回帰分析（男子）

男子

説明変数

世帯年収（850万円以上） .349 .332 .454 ** .155 -.300 .199
世帯年収（550万円未満） .136 .315 -.133 .148 .319 * .157
子ども数（3人以上） -.198 .306 -.341 * .135 .309 + .171
中3成績（高位） .986 ** .300 1.501 *** .150 -.501 ** .165
高3成績（高位） .072 .280 -.565 *** .158 -.557 *** .166
高校の学科（専門・総合） -.792 * .322 -2.266 *** .280 1.370 *** .213
高校設置者（国立・私立） -.472 .306 -.873 *** .221 -.296 .242
高校所在地（大都市圏） -1.065 ** .387 .214 .210 -.472 + .244
高校所在地（地方B） .625 * .300 .275 .307 .565 * .226
定数 -2.284 *** .371 .514 * .217 -.472 + .244

対数擬似尤度=-1776.282, Waldカイ二乗値（df ）=457.3 (27), 有意確率　< .001

McFadden's R 2=.249, ケース数=2,074

国公立大学に決定 これから受験する 短大・専門・就職等

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

注：�+p  ＜ .10  *p ＜ .05  **p ＜ .01  ***p ＜ .001.　基準カテゴリは「私立大学に決定」。標準誤差は、高校をク
ラスターとした頑健標準誤差（表３～５も同様）。
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他の説明変数も、男女に共通する効果を検討しよう。まず、「国公立大学に決定」については、
中３成績が高位ほど多くなっている。次に、「これから受験する」は、中３成績の高位者ほど、
高３成績の中低位者ほど、専門学科・総合学科より普通科等の方が、そして国立・私立より公立
高校の方が多い。一方、「短大・専門・就職等」は年収の低い世帯や子ども数３人以上の世帯で、
また中３成績や高３成績の中低位者ほど、そして普通科等より専門学科・総合学科の方が多かっ
た（表２、表３）。
以上の分析結果から判断すると、「年内入試」による大学進学決定の比率には地域差が見られ

ない。一方、早期決定者の中では、私立大学への進学は、大都市圏の方が地方 Aより、地方 A
の方が地方 Bより多い。

５．年明けに受験予定の学校の種類には地域差があるか――大学受験パターンの分析

　次に、受験予定者の受験する学校の種類について検討する。
前節で述べたように、受験予定者の最も希望する進学先は国公立大学が最多だが、受験機会

は限られており、希望を果たせない場合も多いだろう。ならば、むしろ重要なのは私立大学も受
験するかという問題だ。図表は略すが、「これから受験する」2,257人のうち、私立大学を「受験
する」人の比率は（男女計。全体で 80.9％）、大都市圏（91.3％）、地方 A（78.6％）、地方 B（62.6％）
の間に明確な地域差がある15。
以上を踏まえ、国公立大学だけでなく私立大学「も」受けるのか、私立大学「のみ」受ける

15　 χ2 (4)＝ 170.2、p＜ .001。なお、私立大学の受験予定を被説明変数として（「分からない」が基準）、図４～５と
同じ変数で多項ロジスティック回帰分析を行うと（結果は省略）、男女とも、「分からない」と「受験する」との
間には有意な地域差があるが、「受験しない」との間には見られない。一方、３地域の国公立大学受験率の分布は、
受験予定者のうち、国公立大学が第一希望の比率（朴澤 2023, 図 4-8。ただし男女別）とほぼ同様だった。

表３　高校卒業後の進路の多項ロジスティック回帰分析（女子）

女子

説明変数

世帯年収（850万円以上） .152 .260 .191 .127 -.730 *** .161
世帯年収（550万円未満） .099 .226 -.066 .124 .424 ** .135
子ども数（3人以上） .127 .187 -.089 .120 .337 ** .116
中3成績（高位） .585 ** .217 .896 *** .138 -.757 *** .138
高3成績（高位） .199 .219 -.435 *** .116 -.479 *** .132
高校の学科（専門・総合） .101 .253 -2.051 *** .293 1.242 *** .171
高校設置者（国立・私立） -.443 .319 -.670 ** .206 -.325 .204
高校所在地（大都市圏） -1.116 *** .292 -.211 .214 -.227 .183
高校所在地（地方B） .446 + .259 .134 .255 .525 ** .203
定数 -1.837 *** .357 .572 * .224 .183 .202

対数擬似尤度=-2795.625, Waldカイ二乗値（df ）=560.1 (27), 有意確率　< .001

McFadden's R 2=.155, ケース数=2,735

国公立大学に決定 これから受験する 短大・専門・就職等

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

注：��+p  ＜ .10  *p ＜ .05  **p ＜ .01  ***p ＜ .001.　基準カテゴリは「私立大学に決定」。
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のか、それとも国公立大学だけか、といった問題を詳しく検討するため、「大学受験パターン」
の分析を行う。具体的には、国公立大学、私立大学、公立短大、私立短大、国公立専門学校、私
立専門学校、その他（公共職業能力開発施設など）の７種類の受験予定（受験する、受験しない、
分からないの３択）を組み合わせ、「国公立大学と私立大学の併願」、「私立大学のみ受験」、「国
公立大学のみ受験」、「短期大学等も受験」の４類型の変数を作成した。なお、「分からない」は、
受験しない扱いとした16。
図３で大学受験パターンの集計結果を見ると、全体では男女とも「国公私立併願」が最も多く、

過半数を占める（男子 54.7％、女子 57.0％）。次が「私立大学のみ」であり（男子 23.6％、女子
20.5％）、「国公立大のみ」（男子 17.6％、女子 13.5％）、「短大等も受験」（男子 4.0％、女子 8.9％）
と続いている。（「国公私立併願」と「私立大学のみ」の合計は、２段落前で述べた私立大学受験
率をやや下回る程度の値になる。）
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図３　受験予定者の大学受験パターン（男女別、高校所在地別）
（注）朴澤（2023）, 図 4-10 を再掲。

受験パターンには地域差があり、「国公私立併願」は地方 Aで特に多い（男子 60.9％、女子
62.1％）。一方、「私立大学のみ」は大都市圏では３分の１を占める（男子 33.7％、女子 34.4％）。「国
公立大のみ」は地方 Bで多く（男子 38.6％、女子 26.0％）、大都市圏で少ない（男子 10.0％、女
子 4.1％）。「短大等も受験」も地方 Bで多く（男子 7.6％、女子 14.3％）、大都市圏は、特に男子
が大変少ない（男子 1.4％、女子 5.7％）（図３）。
次に、多項ロジスティック回帰分析を行う。被説明変数の受験パターンは「国公私立併願」

を基準カテゴリとした。説明変数は、進路の分析（表２～３）で使用したものと基本的に同じだ
が、子ども数は受験パターンとの関連が弱いため割愛した。
　用いる変数の記述統計は表１（右側）に示したが、「これから受験する」人（男子 1,016件、
女子 1,241件）に限った結果、全体と比べ、世帯年収は 850万円以上が多く、550万円未満が少

16　  「分からない」を「受験する」扱いにした場合、単純集計では「国公私立併願」と「短大等も受験」の比率が増え
る。図３と同様のクロス集計では、やはり有意な差が認められ、多項ロジスティック回帰分析を行っても、概ね
表４～５と同様の結果になる。
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ない（550～ 850万円未満の比率は全体と同程度）。中３成績は高位が多く、中低位が少なくなる。
高３成績は、むしろ高位がやや少なく、中低位がやや多い。高校の学科は普通科等が多くなり、
専門・総合は少ない。高校設置者は、国立・私立がやや少なく、公立がやや多い。高校所在地は、
男子は大都市圏が多くなり、地方 Aや地方 Bがやや少なくなっている（女子については全体と
同様の分布）。
分析結果を表４（男子）・表５（女子）に示した。２つの表から、男女とも他の変数を統制し

ても、地方 Aより大都市圏の方が「国公私立併願」に比べ、「私立大学のみ」は多いことが分かる。
（高校所在地の基準を地方Bに変えても、男女とも大都市圏の方が有意に「私立大学のみ」は多い。）
また、地方 Aより地方 Bの方が、「国公私立併願」に比べ「国公立大のみ」が多い。（高校所在

表４　大学受験パターンの多項ロジスティック回帰分析（男子）

男子

説明変数

世帯年収（850万円以上） -.122 .203 .130 .238 -.364 .455
世帯年収（550万円未満） .323 .221 .035 .221 .676 + .381
中3成績（高位） -1.049 *** .215 .659 * .264 -1.262 ** .386
高3成績（高位） -.642 ** .197 .366 + .205 -.833 * .350
高校の学科（専門・総合） 1.076 * .546 -.134 .683 1.996 *** .592
高校設置者（国立・私立） .319 .276 -.003 .299 .414 .437
高校所在地（大都市圏） .968 *** .257 -.475 .352 -1.055 * .458
高校所在地（地方B） -.216 .370 1.211 *** .325 .339 .435
定数 -.494 .312 -2.105 *** .349 -1.551 *** .457

対数擬似尤度=-989.434, Waldカイ二乗値（df ）=171.5 (24), 有意確率　< .001

McFadden's R 2=.120, ケース数=1,016

係数 標準誤差 係数 標準誤差

私立大学のみ 国公立大のみ 短大等も受験

係数 標準誤差

注：�+p  ＜ .10  *p ＜ .05  **p ＜ .01  ***p ＜ .001.　基準カテゴリは「国公私立併願」。

表５　大学受験パターンの多項ロジスティック回帰分析（女子）

女子

説明変数

世帯年収（850万円以上） -.181 .183 .209 .234 -.177 .269
世帯年収（550万円未満） -.007 .183 .562 * .238 .501 * .245
中3成績（高位） -.726 *** .201 .092 .268 -1.054 *** .269
高3成績（高位） -.615 *** .180 .212 .216 -.816 *** .219
高校の学科（専門・総合） .115 .671 .462 .902 2.580 *** .600
高校設置者（国立・私立） .467 + .274 -.691 + .402 .155 .360
高校所在地（大都市圏） 1.160 *** .246 -1.272 *** .351 -.450 .317
高校所在地（地方B） .043 .362 .597 * .266 .644 * .290
定数 -.744 ** .264 -1.702 *** .369 -.852 * .354

対数擬似尤度=-1255.129, Waldカイ二乗値（df ）=227.1 (24), 有意確率　< .001

McFadden's R 2=.107, ケース数=1,241

係数 標準誤差 係数 標準誤差

私立大学のみ 国公立大のみ 短大等も受験

係数 標準誤差

注：�+p  ＜ .10  *p ＜ .05  **p ＜ .01  ***p ＜ .001.　基準カテゴリは「国公私立併願」。
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地の基準を大都市圏に変えても、男女とも、地方 Bの方が有意に「国公立大のみ」は多くなる。）
女子の場合、「国公立大のみ」の選択に対し大都市圏ダミーの係数が有意にマイナスだから、

大都市圏女子は地方 Aに比べ、「国公立大のみ」より「国公私立併願」を選びやすいことを意味
する（表５）。（高校所在地の基準カテゴリを地方 Bに変えても、大都市圏の女子は「国公立大
のみ」より「国公私立併願」を選びやすいことになる。）
なお、「短大等も受験」の選択に関しては、男子は大都市圏ダミーがマイナスで、女子は地方

Bがプラスでそれぞれ有意であった。大都市圏の男子は地方 Aに比べ、「短大等も受験」より「国
公私立併願」を選びやすく（地方 Bを基準にしても同様）、地方 Bの女子は地方 Aに比べて、「国
公私立併願」より「短大等も受験」を選びやすい（大都市圏を基準にしても同様）ということを
意味する（表４、表５）。
他の説明変数の効果も検討する。まず「私立大学のみ」については、中３成績や高３成績の

中低位者ほど、また、男子は普通科等より専門学科・総合学科の方が多い。次に、「国公立大のみ」
は、男子は中３成績や高３成績の高位者ほど多い一方（高３成績は 10％水準）、女子はどちらの
成績も無関係であった。女子の「国公立大のみ」は、年収の低い世帯でも多い。一方、「短大等
も受験」は、年収の低い世帯、中３成績や高３成績の中低位者ほど、また普通科等より専門学科・
総合学科の方が多かった（表４、表５）。
以上、大学受験パターンを検討すると、「国公立大学と私立大学の併願」が３地域とも最も多

い一方、世帯年収や中３成績を一定にしても、大都市圏では「私立大学のみ受験」も多く、地方
Bでは「国公立大学のみ受験」も多いことが明らかになった。特に地方 Bに着目すれば、大学
進学希望者が「国公立大学に合格しそうな人」にやや偏ることが、地域の進学率全体が低いこと
の背景となる可能性も考えられよう。

６．まとめと考察

　本稿では、高校生の受験する大学入試の違いという観点から、地域（出身高校所在地）による
大学進学率の差が生じる背景を理解するために、高校３年生の保護者に対する質問紙調査データ
の分析を行った。総合型・学校推薦型選抜の中でも、いわゆる「年内入試」による大学進学決定
に地域差はあるのか、年明けの一般選抜等受験予定者の大学受験パターンは地域間でどう異なる
かについて、クロス集計及び多項ロジスティック回帰分析による検討を試みた。
その結果、次の３点が明らかになった。第一に、「年内入試」による大学進学決定には地域差

が見られない。第二に、年内に進学先が決まる場合（早期決定者）、大都市圏の方が地方 Aより、
地方 Aの方が地方 Bより私立大学進学が多い。第三に、年明けに受験を予定する場合（受験予
定者）、３地域とも「国公立大学と私立大学の併願」が最も多い一方、大都市圏では「私立大学
のみ」受験する場合が多いのに対して、地方 Bでは「国公立大のみ」の受験が特に多い。
なぜ、世帯年収や成績を一定にしても、こうした地域差が見られるのか。最後に考察してお

きたい。まずは想定される進学費用の違いが重要と考えられる。学費と生活費を合計すると、大
都市圏出身者にとっての私立大学への自宅通学と、地方出身者が下宿等で国公立大学に進学する
場合の費用は、概ね同等となるから（小林 2008）、進学費用を抑えようと行動した結果が、最も
多い進学先の地域差に現れていると理解できよう。
　実際、本稿の用いた調査では、大学進学希望の有無が世帯年収に左右される傾向は、（男子のみ）
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大都市圏より地方 Bの方が強いこと、言い換えれば、大都市圏は地方 Bに比べ、世帯年収によ
らず大学進学を希望する傾向にあることが明らかになっている（朴澤 2024a）。また、大都市圏
や地方 Aより、地方 Bの方が、世帯年収を一定にしても給付型奨学金に応募している（朴澤
2024c）。これらのことは、特に地方 Bにおいて、想定される進学費用がより大きいことを示唆
する。

2015年の SSM調査を分析した平沢（2021）によれば、「地方国立大学」（旧帝大等の 14校を
除く国立大学）卒業者は、男女とも進学時に離家した者の比率が６割と多く、「３大都市圏以外
では、同一県内でも下宿しないと通学できない地域が多いから」、「県内出身といっても、自宅通
学者がかならずしも多いわけではない」という（pp. 151-152）。
　この傾向は、本稿の調査にも現れている。すなわち、大学進学希望者（早期決定者と受験予定
者の男女合計）の最も希望する進学先の所在地と通学形態を集計すると（図４）、国公立大学希
望者の場合、地方 A出身の 21.3％、地方 B出身の 24.9％が県内の大学に下宿等（「自宅から」以
外）での通学を希望する。「県外下宿等」も合わせれば、いずれも６割以上は下宿等を視野に入
れていることになる。規模の大きな国立大学は、県庁所在地のみに立地する県も少なくないこと
が背景にあると見られる。
　一方、図４の私立大学希望者で注目されるのが地方 Aである。「県内自宅」と「県外自宅」の
合計は 46.4％であり、国公立大学希望者の値（32.8％）に比べ高い。大都市圏ではこの傾向が更
に顕著だが（それぞれの値は 88.6％、68.2％）、地方 Bは、余り大きな違いとは言えない（41.4％、
36.7％）。地方 Aの私立大学希望者では、県外への自宅通学希望（17.2％）が多いことが注目さ
れる17。北関東や東海、東近畿などの県の特徴が反映された結果かもしれない。
　もっとも、私立大学希望者の中では、地方 Aと Bの間に自宅通学希望率（図４の帯グラフの
太線部分）の大きな差は見られないから、両地域間の私立大学進学率の差を（図１）、進学費用
の違いだけで説明することは難しい。進学行動の誘因という観点も重要と考えられる。実際、大

17　 地方 A出身者は、大都市圏や地方 Bの出身者よりも、他県の高等教育機関に進学する傾向があるが（上山 2021）、
中には自宅通学も少なくない可能性があろう。
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図４　大学進学希望者の最も希望する進学先の所在地と通学形態（高校所在地別）
（注）早期決定者と、受験予定者（うち、最も希望する進学先が大学）の合計。
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学教育投資の私的内部収益率（男子、2010年度）を出身県別に推計すると、教育投資のリスク（予
想収益率の分布の標準偏差）が高い県ほど、大学進学率は低い（朴澤 2024b）。この標準偏差は
大都市圏 1.4、地方 Aが 1.7、地方 Bは 3.5となり（2010年度の男子の 18歳人口で加重平均）、
地方 Aと Bの間の違いも大きい。
　以上、本稿が示したのは「私立大学進学の多寡による大学進学率・志願率の地域差」が、主に
「年内入試」で生じているわけではないこと、選抜方法によらず、大都市圏（や地方 A）の私立
大学進学は多いことであった。入学後の学習時間や成績にネガティブに働く限りにおいて、一部
の大学の「年内入試」に課題があるとの想定に立った場合、「質の高い高等教育」への進学率の
地域差に関しては相対的に小さいかと言えば、そうした議論は成り立たない。もっとも、大学教
育の「質」を学習者の側から捉えると言っても、本稿の試みは一つの視点を示したにすぎない。
更に検討を深めることが必要とされよう。

【参考文献】
上山浩次郎，2021，「教育機会の地域間格差と地域移動」中村高康・三輪哲・石田浩編『人生初期の階層構造』

東京大学出版会，pp. 101-115.

遠藤優太，2021，「推薦入試・AO入試の利用に対する文化資本の影響」『京都社会学年報』第 29号，pp. 49-69.

小川洋，2017，『消えゆく「限界大学」――私立大学定員割れの構造』白水社。

木村拓也，2024，「大学入試の未来像――年内入試はどこまで進み，学力選抜はどうなるのか？」『月刊高校教育』

第 57巻第 2号，pp. 30-33.

木村治生，2021，「推薦入試・AO入試の効果に関するレビュー研究――『個別大学の追跡調査』と『複数高校・

大学を対象とした調査』の結果に注目して」『大学入試研究ジャーナル』第 31号，pp. 167-174.

小林元気，2023，「国立大学における推薦・AO入試の拡大は誰に門戸を開いたのか――社会階層とジェンダー

に着目して」『日本高校教育学会年報』第 30号，pp. 28-37.

小林雅之，2008，『進学格差――深刻化する教育費負担』筑摩書房。

中村高康，2011，『大衆化とメリトクラシー――教育選抜をめぐる試験と推薦のパラドクス』東京大学出版会。

日本青少年研究所・青少年更生福祉センター編，1984，『学校教育とその効果――第 2回高校生将来調査（追

跡調査）』日本青少年研究所。

濱中義隆編，2023，『高校生の高等教育進学動向に関する調査研究　第二次報告書』国立教育政策研究所。

平沢和司，2021，「地方国立大学卒業生の出身と到達」有田伸・数土直紀・白波瀬佐和子編『人生後期の階層構造』

東京大学出版会，pp. 145-160.

藤村正司，2022，『データから読む高等教育の構造――日本型システムのゆくえ』玉川大学出版部。

朴澤泰男，2016，『高等教育機会の地域格差――地方における高校生の大学進学行動』東信堂。
朴澤泰男，2021，「大学の専攻分野選択と家計所得との関係について――文系と理系の進学希望に関する分析」
濱中義隆編『高校生の高等教育進学動向に関する調査研究　第一次報告書』国立教育政策研究所，pp. 143-

162.

朴澤泰男，2023，「大学の受験パターンと出身地域との関係について」濱中義隆編『高校生の高等教育進学動向

に関する調査研究　第二次報告書』国立教育政策研究所，pp. 93-126.

朴澤泰男，2024a，「少子社会日本における高等教育へのアクセス――大学進学・選択行動の地域的差異から考
える」『名古屋高等教育研究』第 24号，pp. 223-242.

朴澤泰男，2024b，「出身地域別に見た大学教育投資収益率――地域移動をともなう就職・進学行動に着目して」

90



『大学論集』第 57集，pp. 1-16.

朴澤泰男，2024c，「高校生の高等教育進学時の奨学金利用――世帯年収と学業成績による差異に着目して」小

林雅之編著『教育機会と学生への経済的支援制度に関する実証研究――効果検証と課題』広島大学高等教

育研究開発センター，pp. 29-38.

山村滋・濱中淳子・立脇洋介，2019，『大学入試改革は高校生の学習行動を変えるか――首都圏 10校パネル

調査による実証分析』ミネルヴァ書房。

吉本圭一，1984，「進学希望とその実現プロセス」日本青少年研究所・青少年更生福祉センター編『学校教育と

その効果――第 2回高校生将来調査（追跡調査）』日本青少年研究所，pp. 67-116.

リベルタス・コンサルティング，2023，『大学入学者選抜の実態の把握及び分析等に関する調査研究　調査報告書』

令和 4年度先導的大学改革推進委託事業報告書。

91

大学進学率の地域差はどこに生じるか





＊　大正大学エンロールメント・マネジメント研究所　専任講師

強い資金制約のもとで回避される理系進路選択

― 大学進学予定（希望）かつ低所得層の

サンプルに操作変数法を適用した因果推論 ―
Difficulties in Selecting a Science Course for High School Students Owing to Strong 

Financial Constraints: Causal Inference Based on a Method of Instrumental Variables 

Using a Sample of Low-Income Groups Expecting to Attend University

日下田　岳史＊

HIGETA Takeshi

Abstract
This study examines the relationship between the choices of avoiding “leaving home to attend 

a private university” and entering a department of science, engineering, or agriculture, using 
a sample of third-year high school students who expect to attend university and whose family 
income is less than 4 million yen per year. The data used in the analysis were obtained from a 
questionnaire survey of parents of third-year high school students administered in December 2021 
as part of the National Institute for Educational Policy Researchʼs “Research on Trends in High 
School Studentsʼ University Enrollment” project.

The analysis reveals that low-income university applicants who avoid the “leaving home to 
attend a private university” option are likely to apply to majors other than science, engineering, or 
agriculture. This finding was obtained using the instrumental variable method wherein a dummy 
variable identifying rural high school students was employed as the instrumental variable.

Current student aid policies offering tuition discounts and scholarships do not fully address 
low-income studentsʼ concerns regarding being able to afford the cost of higher education. 
When students are forced to leave home to enroll in university, the cost of housing is an actual 
educational expense. However, it is almost impossible for scholarships to cover these educational 
expenses fully. Students are forced to reduce the total cost of higher education as much as 
possible. Therefore, they avoid the option of “leaving home to attend a private university” option, 
which requires higher tuition fees and additional expenses, such as housing costs, and apply to 
departments with relatively low tuition fees.

According to this studyʼs findings, we need to continue monitoring the enrollment trends among 
students from low-income families. From FY2024 onwards, middle-class students enrolled 
in science, engineering, and agricultural fields will also be eligible for tuition reductions and 
scholarships. Even as policy attention shifts to the middle class, paying less attention to low-
income students, who still face financial constraints, is undesirable.
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１．本稿の狙い

本稿は、強い資金制約に直面しつつも大学進学を予定（希望）している高３生が、理工農系の
学部・学科を選びづらくなる様子を、多変量解析によって描き出すものである。具体的には、大
学進学予定（希望）の高３生のうち低所得層の人の場合、「国公立大学に進学するか、私立大学
に進学するか」という選択と、「自宅から大学に進学するか、自宅外から大学に進学するか」と
いう選択が、進学予定（希望）の専攻分野の種類に対して因果的効果を及ぼしているということ
を、操作変数法で実証する。なお、理工農系の学部・学科は、医学部医学科をはじめとする医療・
保健系の学部・学科を含まない1。
周知のように日本の私立大学の授業料は、国公立大学の授業料に比べて高い。自宅外から大学
に通学するような場合は、アパート代などをはじめとする追加的費用も必要になってくる2。そ
して、理工農系の学部・学科への進学は一般に、費用がかさむ。私立大学の場合、理工農系の学
部・学科と人文社会系の学部・学科では授業料が異なっていて、理工農系の授業料の方が高いこ
とが一般的である3。国立大学の場合は授業料の標準額が法令4により定められており、標準的な
授業料は各学部間で共通であるというように見えるかもしれない。そのこと自体は間違いではな
いが、理工農系進学者は大学院進学者が比較的多いということを踏まえれば、見方が変わってく
る。国公立大学に進学するとしても進学先の学部・学科が理工農系であるとすれば、人文社会系
の学部・学科に進学するよりも、大学院に在学する分だけ授業料が更にかかってくる可能性があ
るし、学部卒業と同時に就職していれば獲得できたはずの賃金の放棄、すなわち機会費用の発生
も見逃せない。つまり理工農系の学部・学科に進学するということは、進学先が国公立大学であっ
たとしても私立大学であったとしても、進学費用が一層かさむことになる選択なのである。
そうは言っても、高い進学費用に見合うだけの便益が卒業後に得られるとしたら、話は変わっ
てくるかもしれない。しかしながら、理工農系の学部・学科を卒業しても、人文社会系の卒業生
より高い賃金が期待できるとは限らない5。これではいっそう、理工農系進学にかかる費用は割
に合わないものに思えてくるとしてもおかしくない。資金制約が強い低所得層であればなおさら

1　 理工農系に医療・保健系を含めないことにしたのは、次の二つの理由による。第一に、医療・保健系への進学費用
の水準は理工農系と異なることがあるため、理工農系と同列に扱うのは慎重を期する必要がある。第二に、2.1や 2.2
で述べるように理工農系に進学する学生を対象とする支援政策が打ち出されていることを踏まえて、本稿から導か
れる知見の政策的含意が明確なものになるためには、理工農系の学科に医療・保健系の学科を含めない方がよいと
考えられる。

2　 大学進学に伴って追加的に生じるアパート代や日々の食費などの費用は、大学に進学しなかったとしても生じうる
ものであるから、進学費用には含めないという考え方もある。しかし、自宅から通学できる範囲内に進学を希望す
る大学が無い人や、そもそも大学自体が地元に無い人にとって、アパート代などの費用は、大学進学を果たすため
にはどうしても必要となる経費である。本稿はこうした立場に基づいて、アパート代などの費用を進学費用に含め
ている。

3　 日本学生支援機構『令和 2年度学生生活調査報告』p.42によれば、私立大学の文法政経商系の学生の授業料とその
他の学校納付金の支出額の合計は 970,000円（=853,400+116,600）であるのに対して、私立大学の理工系の学生の
支出額の合計は 1,282,400円（=1,165,600+116,800）である。私立大学の農系の額は、私立大学の理工系と概ね同じ
である。

4　 国立大学等の授業料その他の費用に関する省令。

5　 山本・安井・織田（2015）によれば、男性の場合、理工系出身者と文系出身者との間に有意な年収格差は認められ
ず、有意に年収が高いのは医歯薬学系出身者であるという。これらの知見は、武内（2021）によってもおおむね支
持されている（ただし武内（2021）は、男性の農学系出身者は人文系出身者よりも有意に年収が低いということを
報告している）。女性の場合は、理工系出身者と文系出身者の年収に違いがあるのかどうか見解が分かれているよ
うである。つまり、理工系出身者の方が年収が高いという定説がある訳ではない。
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である。
これらのことを踏まえると、資金制約の影響が強いけれども大学進学を予定（希望）している
人は、進学費用をできるだけ抑制できる学部・学科を進路として選択する、という仮説が浮かび
上がる。本稿は、世帯年収が 400万円未満のサンプルを用いて、仮説の検証を行っていく。
本稿の構成は次の通りである。２節では先行研究を確認し、近年の政策に見る本稿の意義を論
じる。３節において、実証可能な操作仮説を提示する。４節では実証分析を行い、最後の５節に
おいて、得られた知見に基づく議論を行う。

２．本稿の位置づけ

２. １　先行研究
ここでは、家庭の経済力と理系進学の有無との関係を論じた実証研究について、若干の整理を
行う。理工農系は授業料が高く、卒業後の賃金が高いとは限らないということを念頭に置くと、
理工農系に進学するかどうかという選択と家庭の経済力との間に、プラスの相関が見られたとし
てもおかしくない。プラスの相関とは、家庭の経済力が高い人ほど理工農系への進学を選択しや
すく、家庭の経済力が低い人ほど理工農系への進学を選択しづらいという傾向を意味している。
このようなプラスの相関関係の有無を実証的に確認することは、学術的な関心事であると同時
に、政策研究として重要な意味を持つように思われる（日下田 2024）。2020年度から始まった高
等教育の修学支援新制度は、授業料等の減免と給付型奨学金の支給を、世帯年収 380万円程度
までの学生を対象に行うものであるが、2024年度から、対象が多子世帯の中間層と理工農系に
進学する中間層に拡大される予定である（文部科学省ウェブサイト「奨学金事業の充実」https://
www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shougakukin/main.htm）。もし先述のようなプラスの相関があると
すれば、理工農系に進学する学生を対象とする支援施策の充実は、教育機会の均等化の推進とい
う観点から、重要な意味を持つということになる。
それでは先行研究はどのような実証的な知見を蓄積してきたかというと、相関の符号条件は一
致していないという（朴澤 2021）。田中（2017）によれば、父親の所得は子どもの大学進学自体
を促進するが、所得の影響を受けて進学を決めた子どもは、理系学部以外を選択する傾向があり
そうであるという。要するに家庭の経済力と理系学部の選択との間にはマイナスの相関があると
いうことである。マイナスの相関は、授業料が私立大学よりも低い国立大学に理系学部の定員が
多いという事実を反映している（朴澤 2021）という可能性がある。家庭の経済力が低い人ほど
授業料が相対的に安価な国立大学の理系学部に進学するという傾向は、確かにありそうではある。
しかし、理系学部に進学するということは、大学院への進学可能性が視野に入ってくるというこ
とでもある。大学院進学にかかる授業料はもちろん、機会費用は、無視できない金額になってく
るはずである。資金制約が強い人は、私立大学が多い文系学部に進学するという可能性も無くは
ない。
他方、国立教育政策研究所プロジェクト研究（研究代表　濱中義隆）『高校生の高等教育進学
動向に関する調査研究　第一次報告書』において朴澤（2021）は、最も年収の少ない世帯ほど理
系進学を希望しないという傾向を指摘している。家庭の経済力と理系学部の選択との間にはプラ
スの相関があるということになる。符号条件が先行研究とは異なる理由として、朴澤（2021）は、
決定進路を分析するのか、志望進路を分析するのかという違いを挙げている。国公立理系を第一
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志望とする人の中で、進学資金を用意できる人は、私立理系を併願する人が一定数含まれるため、
家庭の経済力と理系学部の選択との間にプラスの相関が現れるという。
日下田（2024）は、高校１年生が２年生に進級する時点で文理別コース選択を行う場合が多い
ことに注目して、高２進級時のコース選択の規定要因を検討している。その結果、家庭の経済力
と理系コース選択との間にはプラスの相関があるということが確認されたという。ここでいう「理
系コース」には、医学部や歯学部、薬学部等の志願者が含まれるということに留意が必要である。
理工農系は文系よりも授業料が高いが、医歯薬系は更に高い。家庭の経済力との間にプラスの相
関が現れるのは、不思議なことではないだろう。
このように先行研究は様々な知見を蓄積してきているが、本稿の特徴は、資金制約が強いなが
らも（具体的には世帯年収 400万円未満を指す）大学進学を予定（希望）しているサンプルに注
目するところにある。そうしたサンプルの中で、理工農系への進学を規定する要因を探ろうとす
るのである。資金制約が強いながらも大学進学を予定（希望）しているサンプルに注目するのは、
近年の学生支援政策が、既に述べたように、理工農系に進学する中間層を対象に据えようとして
いることと関係している。続く２.２では、給付型奨学金の対象者層拡大政策に見る本稿の意義
を説明する。

２. ２　給付型奨学金の対象者層拡大政策に見る本稿の意義
内閣総理大臣を議長とする教育未来創造会議は、2022年 5月 10日に、「我が国の未来をけん
引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）」をまとめた。この第一次提言の内容は多
岐に渡るが、本稿の狙いに直接的に関連する部分を抽出・要約すると次のようになる。すなわち、
「理工系や農学系等の分野の学部においてデジタル、グリーン等の成長分野をけん引する高度専
門人材を育成し、質・量の両面から世界をリードすることを目指す」ためには、「高等学校段階
の理系離れ」（特に女性）と「諸外国に比べて低い理工系への入学者」（理系分野に関心を持つ高
校生の少なさに加えて、そもそも大学側の理工系の収容定員が少ないという問題も含む）を解決
する必要がある、という意味合いのことが謳われている。そして、高等教育の修学支援新制度が
対象としていない中間所得層に対する支援を改善するとして、負担軽減の必要性の高い多子世帯
はもとより、理工農系で学ぶ学生に対する支援を重視する姿勢が打ち出されている。
その後、同年 12月 12日、文部科学省の有識者会議が、教育未来創造会議の提言に沿う形で、
給付型奨学金の対象者を中間層に拡大する旨の報告書を了承した6。そして、２.１で述べたよう
に、2024度から、対象層が多子世帯の中間層と理工農系に進学する中間層に拡大される。
中間層に、給付型奨学金を必要としている人は少なからず存在するものと推測される。このた
め、支給対象者を中間層に拡大すること自体は、重要かもしれない。ただし、今後の政策上の関
心が中間層に移ることによって、低所得層の進学動向に対する関心が薄れることがあってはなら
ない。低所得層に対する支援が既に制度化されているということは事実であるが、低所得層にお
ける教育機会に関する問題は、これからも検証されていく必要がある。低所得層で大学進学を予
定（希望）している人たちは、高等教育の修学支援新制度によって資金制約からある程度解放さ
れて、自身の能力や興味・関心に応じて進学先の学部・学科を選べるようになっているのだろう
か。高等教育の修学支援新制度の対象者層拡大という新たな政策が実行に移されようとしている

6　 東京新聞ウェブサイト（2022年 12月 12日　https://www.tokyo-np.co.jp/article/219425）を参照。
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この時機を捉えて、低所得層で大学進学を予定（希望）している人たちの進学動向、とりわけ文
理選択の動向を詳らかにしておくことは、これまでの政策を評価7して、これから実行されよう
としている政策の意味を明らかにするのに役立つと考えられる。

３．操作仮説

３節では、以下の図１に従いながら、データで実証できる操作仮説について説明していく。
いまから提示する操作仮説は、大学進学を予定（希望）している低所得層について当てはまる
であろう予想である。中高所得層や、大学進学以外の進路をとる人たちは、仮説の射程に含まれ
ていない。このことについてあらかじめ断っておきたい。
なお、低所得層とは、１節で少し触れているが改めて操作的に定義しておくと、大学進学を予
定（希望）している高３生の家族全体の世帯収入が年収 400万円未満のケースを指すものとする。
低所得層の高３生は、大学に進学するに当たり、資金制約の強さという問題に直面する。すな
わち、進学費用を如何に工面するかという問題である。一つの方法は、給付型奨学金に申し込む
ことである。貸与型奨学金を申し込むという方法もあるが、低所得層はローン回避傾向を持つ（小
林編 2012, pp.401-407）という可能性は捨てきれない。給付型奨学金への申込みが最善の選択で
あろう。
しかし幾つかの問題がある。第一に、給付型奨学金の対象者に選ばれたとしても、すべての進
学費用を賄うことはできない。自宅から通える範囲に大学がない場合、この問題は深刻である。
返済不要の奨学金が給付され、入学金や授業料が減額ないし免除されるとしても、アパート代や
日々の食費までは賄えない。家庭の収入が低い人ほど、本人のアルバイトでこれを賄わざるを得

7　 高等教育の修学支援新制度が依拠する法律は、「大学等における修学の支援に関する法律」である。同法の附則第
3条は、「政府は、この法律の施行後四年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、この法律の
規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に応じて所要の見直しを行うものとする。」と規
定している。要するに政策評価を行い、その結果に応じて制度の見直しを図ることが織り込まれていると言える。

図１　操作仮説を表した図
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ないという可能性が考えられる。
第二に、給付型奨学金の受給が決定したとしても、在学中は一定の成績要件を満たし続けない
ことには給付が打ち切られる可能性が残る。政府の立場で考えれば、奨学生が勉学に勤しむこと
を期待するからこそ在学中に一定の成績要件を課したのであろうが、成績要件は、大学進学を控
えた高３生の立場で考えれば、不安材料であるかもしれない。例えば、アパート代や日々の食費
などを賄うべく本人がアルバイトをせざるを得ない場合を想像すると良いだろう。アルバイトと
勉学の両立可能性を正確に見通すことは、ほぼ不可能ではあるまいか。これは高３生にとって大
きな不安材料だろう。当該の高３生が家族で初めて大学に進学するような場合は特に不安が大き
いと思われる。高校側から特段の情報提供でもない限り、大学生活に関する知識や情報が他の人
に比べて不足していてもおかしくない。
このように、現行の制度を所与とする限り、高３生やその家族の側からすれば、進学費用を如
何に工面するかという問題が完全に解決するということはなく、資金制約の強さからくる資金調
達面の不安が残り続けるということになる8。高等教育の修学支援新制度の開始によって奨学制
度が充実してきたことは確かであるが、進路選択を控えた低所得層の高３生の不安が完全に消え
る訳ではない。このため低所得層は、残り続ける不安を自らの手でできるだけコントロールする
べく、進学費用をできるだけ抑えることを念頭に置くようになると考えることができる。
それでは、進学費用を自らの手で抑えたい高３生やその家族は、どのような進路選択を行うで
あろうか。第一に考えられるのは、「私立大学に自宅外から通学する」という選択肢を避けるこ
とであろう。この選択肢が、もっとも高額な進学費用を必要とするからである。これを避けて、
自宅から通うか自宅外から通うかどうかはともかく国公立大学を志望するか、自宅から通うこと
を前提に私立大学を志望するか、という選択肢を選ぶであろう。そしてその選択肢の範囲の中で
志望する学部・学科を決めるに当たり、第二に考えられるのが、進学費用が比較的高額な理工農
系の学部・学科は避けることである。つまり進学費用を自らの手でできるだけ抑えることを念頭
に置いた進路選択とは、「『私立大学に自宅外通学する』という選択肢を回避する→理工農系以外
の学部・学科に進学する」というものになる。この進路選択の構図が、本稿が検証するべき操作
仮説（大学進学を予定（希望）している低所得層に注目した資金制約仮説）に他ならない。
ここで、「『私立大学に自宅外通学』回避ダミー」9と「理工農系の学部・学科に進学予定（希望）

ダミー」との相関係数を計測すると、どのような値を取るだろうか。前者が１をとる人は後者が
０をとる人が多いであろうからマイナスの相関が見られる、と考えてよいだろうか。恐らく、マ
イナスの相関関係は計測されないのではないか。なぜなら、これまで議論してきたような「『私
立大学に自宅外通学する』という選択肢を回避する→理工農系以外の学部・学科に進学する」と
いう因果の方向とは逆の因果もありうるからである。私立大学に進学するのか、自宅外から通学
するのかという選択に先立って、どのような学部・学科に進学するのかを決める人がいるという
ことも、考慮しなくてはならない。「『理工農系の学部・学科に進学する』と先に決めた人は、人

8　 オーストラリアが導入したような、いわゆる出世払型奨学金は、卒業後に所得に応じた支払を求めるものであり、
在学中は学生個人に授業料負担を求めないものであるから、本稿が指摘している低所得層の不安を一層軽減するの
に資する仕組みだと言えるかもしれない。教育未来創造会議（2022）は、いわゆる出世払型奨学金制度を大学院段
階において導入するよう提言している。裏を返せば、学部段階での導入は提言されていないことに留意しておく必
要がある。

9　 このダミー変数が 1をとる人は、「私立大学に自宅外通学する」という選択肢を回避した人を指している。0をと
る人は、「私立大学に自宅外通学する」という選択肢を選んだ人を指している。
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文社会系の学部・学科に進学するよりも費用がかさんでしまうため、進学費用をできるだけ抑制
するべく、『私立大学に自宅外通学する』という選択肢を回避する」であろう。先に述べた逆の
因果とはこの関係のことであり、予想される符号条件はプラスである。したがって、「『私立大学
に自宅外通学』回避ダミー」と「理工農系の学部・学科に進学予定（希望）ダミー」との間の相
関係数を計測すると、前者から後者に至るマイナスの因果的効果と、後者から前者に至るプラス
の因果的効果が打ち消し合って、ゼロに近い値（統計的に有意ではない値）をとるものと予想さ
れる10。
本稿が検証するべき操作仮説は、「『私立大学に自宅外通学する』という選択肢を回避する→理
工農系以外の学部・学科に進学する」というマイナスの因果的効果である。この、マイナスの因
果的効果は、どのようにすれば検出できるだろうか。
女性ダミーや中３成績をコントロールした回帰分析によって当該の因果的効果を検出したいと
考えるが、通常の最小２乗法（線形確率モデル）だけでは、検出は不可能である11。同時決定バ
イアスが存在するからである。この問題を解決するべく、操作変数法を利用する12。操作変数の
詳細は、４.２で説明する。

４．実証分析

４. １　データ
本稿が分析に利用するデータは、国立教育政策研究所プロジェクト研究「高校生の高等教育進
学動向に関する調査研究（令和 2～ 4年度）」の一環として 2021年 12月に実施された、高３生
の保護者を対象とする質問紙調査から得られたデータである。ここでは、大学進学を予定（希望）
している高３生の家族全体の世帯収入が年収 400万円未満のケースに分析対象を限定の上、利用
する変数（表１）と記述統計量（表２）を示す13。
記述統計量（表２）を見ていると、中３成績が上方に偏っているのではないかという気がして
くるかもしれない。しかし、分析対象に就職者や短大・専門学校進学者は含まれていないという
ことを踏まえると、中３成績が特段に偏っていると考える必要はないだろう。中３成績が高い人
ほど大学進学を予定（希望）する人が多いという傾向があるということはよく知られている。そ
うした傾向が存在する以上、大学進学予定（希望）者だけを抽出したサンプルにおいて中３成績
が高い人が多いのは自然なことである。つまり、中３成績の高さは、母集団とサンプルとの間に

10　 ４.１で説明するデータに基づく当該の相関係数の測定値は、r = .05（n = 600, p = .21）である。
11　 従属変数がダミー変数の場合は、ロジスティック回帰分析によって仮説検証を行うことが定石である。しかし、
本稿は操作変数法による因果推定を行うことから、ロジスティック回帰分析の代わりに線形確率モデル（最小 2
乗法）を用いることを想定した記述をしている。

12　 同時決定バイアスや操作変数法に関する説明は、森田（2014）や山本（2015）を参照されたい。検証しようとし
ている仮説を表す回帰モデル上の独立変数を、操作変数に回帰させたときに、F値が 10以上かどうかが、操作変
数法を使用する妥当性を知る上で一つの目安となる（森田 2014）。F値が 10以上であれば、当該 2変数間の相関
が弱いとは言えないと主張できる。

13　 質問紙調査における母集団は、2022年 3月に卒業を予定している、全国の全日制高校・中等教育学校後期課程の
3年生の、保護者である。保護者に対して、子どもである高 3生の進路や家庭の経済的状況等が、質問されている。
サンプルは、700校を第一次標本として抽出し、抽出した各校に、1校あたり 40人の生徒に調査への協力依頼状
を配付するよう依頼する、という手順に則り抽出されている。計画サンプルサイズは 27,894、有効回答数は 4,930、
有効回答率は 17.7%である（国立教育政策研究所プロジェクト研究（研究代表　濱中義隆）、2023）。調査の詳細
や単純集計表は、『高校生の高等教育進学動向に関する調査研究 第二次報告書』https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_
seika/pdf_seika/r05/r050425-07_honbun.pdfを参照されたい。

99

強い資金制約のもとで回避される理系進路選択



特段のズレが生じているということを意味するものではない。観測されている変数だけでサンプ
ルの偏りをすべて評価できるわけではないが、一定の参考にはなると思われる。

４. ２　操作変数としての地方出身ダミー
本稿が操作変数として活用できると考える変数は、地方出身ダミーである。地方出身ダミーは、
東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）又は京阪神圏（京都府、大阪府、兵庫県）の高校
の人が０をとり、その他の道県の高校の人が１をとる変数である。
地方出身ダミーは、操作変数として満たすべき二つの条件を満たしていると本稿は判断してい
る。まず第１の条件、すなわち操作変数は独立変数と強く相関するという条件であるが、「私立
大学に自宅外通学」回避ダミーを、地方出身ダミーを含むすべての外生変数に回帰させたとこ 
ろ14、弱操作変数の検定についての F値は、17.03であった（4.3の表４を参照されたい）。F値が
10以上であるので、当該２変数間の相関が弱いとは言えない。
次いで第２の条件、すなわち操作変数は従属変数に対して直接的な影響を及ぼさないという条
件について検討する。地方出身ダミーは、「理工農系の学部・学科」に進学するかどうかに対して、
影響を及ぼすだろうか。地方出身ダミーが、高３の生徒本人の何らかの特性のうち、「理工農系
の学部・学科」に進学するか否かという選択に影響しそうな特性を反映しているのか否かが、判

14　 各回帰係数と標準誤差の推計結果は次の通り（数値は左から順に、回帰係数と標準誤差を指す）。地方出身ダミー：
－.12, .03、女性ダミー：02, .03、中 3成績：.04, .01、定数項：.79, .05。自由度調整済み決定係数は、.04であった。

表２　記述統計量
（分析対象は， 世帯収入400万円未満の大学進学予定 （希望） 者に限る）

度数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

理工農系の学部・学科に進学予定 （希望） ダミー 600 .21 （略） 0 1

「私立大学に自宅外通学」 回避ダミー 600 .87 （略） 0 1

女性ダミー 600 .52 （略） 0 1

中3成績 600 3.82 1.13 1 5

地方出身ダミー 600 .71 （略） 0 1

表１　分析に利用する変数一覧
（分析対象は， 世帯収入400万円未満の大学進学予定 （希望） 者に限る）

従属変数 理工農系の学部 ・学科に進学予定 （希望） ダミー

（医療 ・保健系の学部 ・学科は含まない）

独立変数（内生変数） 「私立大学に自宅外通学」 回避ダミー

（注 9を参照のこと）

統制変数（外生変数） 女性ダミー

中3成績

（5段階の尺度で， 成績が高い人ほど大きな値をとる）

操作変数 地方出身ダミー

（ダミー変数の定義と， このダミー変数が操作変数としての条件を満たす理由は， 4.2 の通り）
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断の鍵になると思われる。地方出身ダミーが高３生の何らかの特徴を反映しており、その特徴が
従属変数に反映しているとすれば、操作変数としてふさわしくないということになる。ここでは
四つの観点を挙げて、地方出身ダミーの、操作変数としての適切性について検討する。
第一に、地方出身者の方が理系教科への選好度が高いとしよう。すると、地方出身ダミーは、
理系教科への選好度という高３生本人の特性を幾らか反映した指標であるということになる。そ
のような地方出身ダミーは、進路選択に影響を及ぼすはずだ。理系教科への選好度が高い高３生
ほど、「理工農系の学部・学科」に進学する人が多い傾向があると考えられるからだ。よって、
この場合、地方出身ダミーが操作変数として満たすべき第２の条件を備えているとは主張できな
い。しかし、地方出身者の方が理系教科への選好度が高いとか低いとかいった傾向がありうるこ
とを信じる根拠は、いまのところ見つからない。
第二に、理系教科の得意度も進路選択に影響しそうであるが、地方出身者の方が理系教科が得
意だとか不得意だとかいった傾向が必ず存在するとは言えない。理系教科の得意度を意味する地
方ダミーが「理工農系の学部・学科」への進学に影響を及ぼすという主張は、難しい。
第三に、地方出身ダミーは、家族全体の世帯収入を反映しているかもしれない。資金制約の程
度は、「理工農系の学部・学科」への進学に影響を及ぼすはずである。すると、家族全体の世帯
収入をある程度反映するところの地方出身ダミーは、進路選択に影響を及ぼすということになり、
操作変数として満たすべき第２の条件を備えているということにはならない。しかし、本稿はサ
ンプルを家族全体の世帯収入の水準別に分けて分析を行うため、地方出身ダミーが資金制約の程
度を反映していると強く主張することはできないはずである。
第四に、地方出身者の方が国公立大学進学志向が強く、収容力が大きい「理工農系の学部・学
科」に進学しやすいという関係があるかもしれない。しかし、こうした関係は、操作変数→独立
変数→従属変数という３変数の連関に含まれている。なぜなら、独立変数である「私立大学に自
宅外通学」回避ダミーには、国公立大学に進学するか否かという高３生の選択が、ある程度反映
されているからである。先述のような関係が、地方出身ダミーの操作変数としての適切性を損な
う訳ではない。
このように、「理工農系の学部・学科」に進学するかどうかという選択に対して地方出身ダミー
は直接的な影響を及ぼさないという仮定は、それほど不自然なものではない。よって本稿は、操
作変数として満たすべき二つの条件を備えた地方出身ダミーを操作変数として活用することにす
る。

４. ３　操作変数法（２段階最小２乗法）による推計結果
「私立大学に自宅外通学」回避ダミーを独立変数とし、理工農系の学部・学科に進学予定（希望）
ダミーを従属変数とする回帰分析を行い、推計方法別に結果をまとめた。最小２乗法による推計
結果が表３、操作変数法による推計結果が表４である。
はじめに表３と表４の共通点を確認しておきたい。統制変数である女性ダミーはマイナス、中
３成績はプラスとなっており、いずれも統計的に有意である。低所得層の大学進学予定（希望）
者の場合、他の条件が一定のとき、女性は理工農系の学部・学科に進学する人が少ないという傾
向があり、中３成績が高い人ほど理工農系の学部・学科に進学する人が多いという傾向があると
言える。
次に確認しておきたいのが、表３と表４の違いである。独立変数である「私立大学に自宅外通
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学」回避ダミーの回帰係数は、表３においてはほぼゼロ、表４においてはマイナスで有意となっ
ている。この違いは、操作変数法がうまく機能した結果として受け止めてよいだろうか。
４.２で述べたように弱操作変数の検定結果に問題はなく、操作変数は独立変数と強く相関す

るという条件を満たしていないと判断する必要はない。弱操作変数の検定に加えて、表４に示し
たハウスマン検定の結果にも触れておきたい。
ハウスマン検定に係る帰無仮説は、「表３における最小２乗法による推定は、一致性を持つ」
というものである。ハウスマン検定から有意な結果が得られず、帰無仮説が棄却されない場合、

表３　線形確率モデル（最小 2 乗法）による推定結果（n = 600）
従属変数　理工農系の学部・学科に進学予定（希望）ダミー

回帰係数 標準誤差

「私立大学に自宅外通学」
回避ダミー

.06 .05

女性ダミー －.25 .03 ***

中3成績 .03 .01 *

定数項 .16 .07 *

adj R2 .09

F値 21.31 ***

*5%水準で有意  **1%水準で有意  ***0.1%水準で有意

表４　操作変数法（2 段階最小 2 乗法）による推定結果（n = 600）

従属変数　理工農系の学部・学科に進学予定（希望）ダミー

操作変数　地方出身ダミー

回帰係数 標準誤差

「私立大学に自宅外通学」
回避ダミー

－.70 .34 *

女性ダミー －.24 .04 ***

中3成績 .06 .02 **

定数項 .70 .25 **

adj R2 .01

F値 15.89 ***

ハウスマン検定（χ2(1)値） 7.54 **

弱操作変数の検定（F値） 17.03

*5%水準で有意  **1%水準で有意  ***0.1%水準で有意
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操作変数法を利用した推計は必要なくなる。では実際の検定結果はどうであったかと言えば、表
４にあるように、1%水準で有意であった。
このように、ハウスマン検定と弱操作変数の検定の結果から、操作変数法はうまく機能したと
判断できる。したがって、表３・表４の間に見られる「私立大学に自宅外通学」回避ダミーの回
帰係数の違いは、操作変数法が適切に機能した結果であると解釈することができる。
ここで改めて図１を見返してほしい。「私立大学に自宅外通学」回避ダミーの回帰係数が、表
３においてはほぼゼロ、表４においてはマイナスで有意という推定結果は、図１が示す操作仮説
の通りとなっている。逆因果（符号条件はプラス）が取り除かれない場合、注目している因果関
係（符号条件はマイナス）が打ち消されてしまう。操作変数法を適用しないと回帰係数の推定値
がほぼゼロになるのは、正にこのためだと考えられる。そして操作変数法を適用することによっ
て、注目している正味の因果関係を抽出することができた。操作変数法のもとで得られた有意に
マイナスという回帰係数の推定結果は、正味の因果関係を表すものに他ならない。低所得層の大
学進学予定（希望）者の場合、他の条件が一定のとき、「私立大学に自宅外通学する」という選
択を回避することが、理工農系以外の学部・学科への進学に結びついていると言える。

４. ４　資金制約の強さについての操作的定義を変更した場合の分析結果
本稿は、世帯年収 400万円未満の場合に資金制約が強いものと見なしてこれまで分析を行い、
仮説を支持する実証的知見を得た。しかし、資金制約の強さについての操作的定義を変更すると
分析結果が変わってしまうようでは、心もとない。
そこで、世帯年収が 200万円未満のサンプル、250万円未満のサンプル、300万円未満のサン

プル、…、を取り出して、４.３と同様の分析を行ってみた。その結果を、表５にまとめた。なお、
いずれのサンプルも世帯年収に関わらず、大学進学予定（希望）者のみによって構成されている。
サンプルの世帯年収が 400万円未満の場合を基準に、回帰係数の符号条件と有意確率の変化に
注目していきたい。
はじめに、「400万円未満」という定義を徐々に厳しくする場合の、回帰係数の符号条件と有
意確率の変化を見てみたい。定義を厳しくするのに従い、サンプルに含まれる人たちの資金制約
は一層強くなっていく。したがって、推定結果は大きく変わらないということが期待される。い
ずれのサンプルでも一貫しているのは、最小２乗法による推定結果は有意でないこと、操作変数

表５　資金制約の強さについての操作的定義を変更した場合の分析結果

サンプルの

世帯年収
n

操作変数法 （2段階最小2乗法） 線形確率モデル （最小2乗法）

「私立大学に自宅外

通学」 回避ダミーの

回帰係数

有意確率

「私立大学に自宅外

通学」 回避ダミーの

回帰係数

有意確率

650万円未満 1455 － .07 .70 .08 .01
550万円未満 1079 － .20 .34 .08 .04
450万円未満 758 － .64 .03 .05 .29
400万円未満 600 － .70 .04 .06 .20
350万円未満 472 － .49 .10 .06 .28
300万円未満 358 － .61 .10 .03 .69
250万円未満 260 － .44 .24 .06 .38
200万円未満 149 － .51 .22 .09 .32

※いずれのサンプルも，大学進学予定（希望）者のみによって構成されている。
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法による推定結果はマイナスであるということである。ただし操作変数法の場合、検定の結果が
異なってくる。世帯年収が 250万円未満の場合、及び 200万円未満の場合、有意確率はかなり大
きい。これには、サンプルサイズが小さくなることが影響しているかもしれない。世帯年収が
350万円未満の場合、及び 300万円未満の場合、有意確率は、10%をほんのわずかに超える水準
となっている。検定上の厳密さを多少失うことが許容されるならば、世帯年収を「400万円未満」
から「350万円未満」「300万円未満」に変更したとしても、同様の推定結果が得られたと言って
よい。
次に、「400万円未満」という定義を徐々に緩める場合を見てみる。定義を緩めるのに従い、
サンプルに含まれる人たちの資金制約は弱まっていく。ゆえに、定義を緩めるに応じて推定結果
は変わっていくと予想される。世帯年収が 450万円未満の場合、操作変数法及び最小２乗法のい
ずれを見ても、推定結果は世帯年収が 400万円未満の場合と比べてほとんど変わらない。しかし、
世帯年収が 550万円未満の場合と 650万円未満の場合、操作変数法による推定値の絶対値が小さ
くなる。検定の結果は、有意でない。最小２乗法による推定結果は、有意にプラスとなる。これ
らの推定結果は、「定義を緩めるに応じて推定結果は変わっていく」という予想を裏付けるもの
となっている。
以上の分析結果は、次の２点にまとめることができる。第一に、資金制約の強さに関する定義を、
世帯年収「400万円未満」から、「300万円未満」「350万円未満」「450万円未満」に変更したと
しても、得られる知見に大きな違いはないと判断できる。第二に、資金制約の強さに関する定義
を世帯年収「450万円未満」よりも緩めていくと、推定結果に変化が生じるということが分かった。

５．結論

５. １　分析結果のまとめ
本稿は、大学進学を予定（希望）し、かつ、資金制約が強い（家族全体の世帯収入が年収 400

万円未満）サンプルを対象に、「私立大学に自宅外通学する」という選択と、理工農系の学部・
学科に進学するという選択との間に見られる関係を検討した。
低所得層の高３生のうち大学進学を予定（希望）している人は、高等教育の修学支援新制度が
あるとはいえ、進学費用をできるだけ抑制するような進路選択を行いたいという誘因の影響を受
けている。このため低所得層の高３生は、「『私立大学に自宅外通学する』という選択肢を除外し、
選びうる選択肢の中から、進学先の学部・学科を選択する」という順序関係に則って進路選択を
行っているであろうと予想できる。進路として高３生が選択する学部・学科は、進学費用が比較
的低廉な人文社会系が多くなると思われる。つまり、「『私立大学に自宅外通学する』という選択
肢を回避する人は、理工農系の学部・学科には進学しない」という因果関係を、仮説として導く
ことができる。
他方で、両変数間には逆の因果関係がありうるということも想定しておく必要がある。理工農
系の学部・学科への進学を先に決断し、その決断を前提に進学費用を抑制するべく、「私立大学
に自宅外通学する」という選択肢を外すという順序関係に則って進路選択を行う人もいるはずで
ある。
このような逆因果は、同時決定バイアスを生み出す。この問題を回避するべく、地方出身ダミー
を操作変数として用いる回帰分析を行った。女性ダミーと中３成績をコントロールしている。
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分析の結果、「私立大学に自宅外通学する」という選択を回避するという、低所得層の大学進
学予定（希望）者の判断が、理工農系の学部・学科以外の進路に本人を誘導していくという、仮
説通りの因果関係が存在するということが明らかになった。
また、資金制約の強さを示す世帯収入に関する操作的定義を、世帯年収「400万円未満」とい
う元の定義から「300万円未満」「350万円未満」「450万円未満」という定義に変更しても、得
られる知見に大きな違いはないことが分かった。世帯年収「450万円未満」という定義を緩めて
いくと、分析結果に変化が現れるということも明らかになった。

５. ２　議論
分析から得られた知見にはどのような意味があるのだろうか。政策評価や政策形成に対する示
唆は何かという政策研究的見地から、若干ではあるが論じる。
大学進学を予定（希望）している高３生は、低所得であったとしても、高等教育の修学支援新
制度を活用すれば、家計に重すぎる負担をかけることなく、大学進学を果たすことができるのか
もしれない15。しかし、単に大学に進学すれば良いというものではないということは、衆目の一
致するところであろう。希望する学部・学科に、本人の能力や興味・関心に応じて、本人の生ま
れに左右されることなく進学できることが重要である。
５.１で述べたように、「私立大学に自宅外通学する」という選択を回避するという、低所得層
の大学進学予定（希望）者の判断が、理工農系の学部・学科以外の進路に本人を誘導していく。
強い資金制約に直面している高３生が「私立大学に自宅外通学する」という選択を回避するの
は、高等教育の修学支援新制度があるとしても、自宅を離れて進学する場合に必要なアパート代
や日々の食費などが非常に重い負担になっているからである。アパート代などの費用は大学に進
学しなかったとしても必要になりうるものだから、教育の機会均等を目的とした政策による支援
の対象としては馴染まないという考え方もあるだろう。しかしその非常に重い負担が結果として
高３生の学部・学科選択の幅を狭め、理工農系の学部・学科への進学を難しくしている。
こうした現状を改善し、目標に近づくためには、本人の能力や興味・関心に応じて学びたいこ
とが学べるようになるための条件整備を一層進めていくことが必要である。本稿の知見は、高等
教育の修学支援新制度が従来対象としている低所得層への支援の幅を更に広げることが、理工農
系の分野を学びたい人への支援に繋がりうることを示唆している。具体的に言えば、進学に際し
て必要となるアパート代などを、低所得層向け支援の対象に含めるのかどうかという議論が待た
れる。高等教育の修学支援新制度の対象層が 2024年度から理工農系に進学する中間層に拡大す
るのを受けて、今後、中間層の進学動向の変化に注目が集まるということが予想される。それだ
けに、低所得層が今なお直面している困難が政策上の盲点に入ることのないよう、留意するべき
である。
このような議論は、高等教育の修学支援新制度が求める政策評価の一部になるであろうし、教
育未来創造会議が提言している理工農系学生への支援の在り方を具体化するための参考材料にな
るだろう。それゆえに一層、本稿が残した今後の課題を乗り越えるための研究の蓄積が求められ
る。

15　 この一文は本稿が実証した知見に関する記述ではなく、推測的に述べているものである。
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５. ３　今後の課題
本稿を締め括るに当たり、残された研究上の課題を二つ挙げておく。
第一に、本稿は、大学進学以外の進路を予定（希望）している高３生について分析していない。
大学に行くのか行かないのか、行くとすればどのような専攻の学部・学科に進学するのか。この
ような２段階からなる進路選択に対して資金制約がどのような影響を及ぼすかというテーマにつ
いて、本稿は言及できていない。
第二に、中間層の高３生が進学費用を抑制しながら進路を選択しているという仮説の検証が必
要である。中間層にとって、進学費用は重い負担ではないということでは全くない。子どもが高
校を卒業するまでに貯蓄に励み、大学進学以降は貯蓄を取り崩すという姿が、日本の家計の平均
的な姿である16。中間層にとって、進学費用が軽い負担であるというはずがない。進学費用の経
済的負担感は、家庭の所得水準に応じて、重いのか、非常に重いのか、といった違いがある。そ
の違いに応じて、進学費用を抑制するための進路選択の仕方が異なってくるかもしれない。こう
した仮説の検証は、政策形成に示唆を与えることが期待されるという意味でも、学術的にも、重
要な課題である。
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学校の自律性と教育行政の学校支援に関する考察

― ギデンズのエージェンシー概念に注目して ―
A Study on School Autonomy and Support by Educational Administration for Schools: 

Focusing on the Concept of Agency by Giddens

千々布　敏弥＊

CHICHIBU Toshiya

Abstract
This study aims to elucidate the significance and nature of the educational administrationʼs 

support for schools using the concept of agency. Previous studies have presented a mixture of 
negative and positive views on the nature of school support through educational administration. 
Fullan asserted that neither top-down nor bottom-up measures are effective and identified 
leadership, internal accountability, and positive pressure as requirements for successful 
educational reform.

The Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD) defines agency as “the 
ability to set oneʼs own goals, reflect on them, and act responsibly in order to effect change.” Prior 
studies on agency include those that discuss it in the context of individual identity acquisition, 
such as Banduraʼs studies, and those that discuss it in the context of the relationship between social 
structures and individuals, such as Giddensʼ studies. However, the OECD definition—considered 
to be strongly influenced by Bandura—has a weak structural perspective. Giddens believes that 
human action and social structure recursively circulate (structural duality) and that agency and 
structure should be considered integral, not dualistic. Fullanʼs perspective is compatible with 
the framework of the recursive transformation of structure by agency proposed by Giddens, and 
positioning Fullanʼs concept of positive pressure as an impetus for the recursive transformation 
of structure seems possible. That is, we believe that the educational administrationʼs support for 
schools functions effectively as a positive pressure when teacher agency is respected and that 
when teachers demonstrate agency, we observe a situation wherein they recursively transform the 
organizational structure surrounding them.

This study examines the above hypothesis through a case study of M Elementary School in the 
Kinki region, where the principal, Mr. Y, respected the teacher groupʼs autonomy based on grade 
level, but the Balkan Peninsula culture resulted in the lack of a collaborative structure. This can 
be interpreted as a structural transformation whereby positive pressure from the school board and 
principal increased teacher group collaboration by adopting a strategy of aligning the content of 
the band studyʼs implementation while respecting each teacherʼs agency.
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１．はじめに

学校の自律性は教育の本来的性格から学校経営の自主性・自律性を当然の原理として求められ
るとするもの（吉本 1984; 堀内 1985; 大脇 1992）、特別権力関係論や単層重層構造論と絡めて議
論するものなどがあり（高野 1980: pp335-349; 中留 1984: pp303-306）、特に 1998年の地方分権を
目指す中央教育審議会答申で「学校の自主性・自律性の確立」が謳われて以降、行政上の課題と
しても学校の自主性・自律性が意識されるようになっている（小島 2007; 堀内 2009; 中留 2010）。
浜田（2007）は、学校の自律性を実現するために、権限付与などの条件整備に加え、校長のリー
ダーシップと学校の統治モデルの視点を提案している。浜田の問題意識は制度改革に伴う「自立
（independence）」の拡大に対して「自律（autonomy）」が不十分となっているところにある。本稿
は、浜田の問題意識を拡大し、エージェンシーの視点を加えることが学校の自律性実現に結びつ
くと考えている。
エージェンシーに関する先行研究は、バンデューラ（2001, 2006）など個人のアイデンティティ
獲得の文脈で論じるもの、ギデンズ（1979, 1984）など社会的構造と個人の関係性の文脈で論じ
るものが挙げられる。OECDは「変化を起こすために、自分で目標を設定し、振り返り、責任を
持って行動する能力」と定義している（白井, 2020）ことに、溝上（2020, pp92-105）はバンデュー
ラの影響を強く受けていると解釈している。
教師エージェンシーに関する先行研究（Biesta & Tedder, 2007; Priestry, 2015; Durrant, 2020）の
多くはエミルバイエルとミッシー（1998: pp970-971）による「行為者が問題のある状況に、反復
的要素や投射的要素、実践的評価的要素の相互作用を通じながら、構造的環境を再生産したり変
容させたりすること」というエージェンシーの定義に従っている。反復的要素とは過去の思考や
行動の積み重ねであり、行為者がアイデンティティをもって相互作用するものである。投射的要
素とは行為者が未来の可能な行動を創造的に生み出すことである。実践的評価的要素とは現在進
行中の状況に対応して行為者が代替可能な行動の中から実践的な判断を下すことである。エー
ジェンシーは行為者が問題のある状況に対してそれまで積み重ねられてきた過去の思考様式を基
盤にし、将来的な志向性を考慮しながら、現実の状況に実践的に対応している状況のことと解釈
できる。ビースタとテダー（2007）は、ホームレスを支援する慈善団体で働く人物と工業地帯に
住む母親のインタビューから、それまでの人生経験と将来的な志向、現在直面している問題の相
互関連によって、自分の人生をコントロールしようとする意欲（エミルバイエルとミッシーの定
義に従えばエージェンシーの投射的要素）の現れ方が異なることを描いている。プリストリー
ら（2015）はスコットランドのカリキュラム改革に取り組んだ３校の教師６名のインタビューか
ら、教師の信念、語り、同僚関係の中に、個々の教師の過去の体験、将来への志向性、学校の構
造の影響を受けて異なる種類のエージェンシー（自律的であったり、他律的であったりするよう
な）が現れることを示している。デュラント（2020: pp84-92）はイギリスの２つの学校の教師６
名にインタビューし、社会構造の異なる２つの学校で、自らの望む結果を達成するための環境を
構築するために教師がエージェンシーを発揮して与えられた環境を変容していることと、管理職
によって環境変容の機会が拡大されたり縮小されたりしていることを示した。エミルバイエルと
ミッシー（1998）はギデンズ論を取り入れながらエージェンシーの三要素を論じているが、ギデ
ンズの構造の再帰性の視点が弱くなっている。
ギデンズは行為主体者（エージェント）である人間と社会構造が影響を及ぼし合って変革が
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行われていく関係に注目している。行為主体者である人間の意識（エージェンシー）は社会構
造の影響を受け、構造を再帰的に再構成している（Giddens, 1979=1989: 翻訳 p5, 75）。ギデンズ
はエージェンシーと構造は二元論的に捉えるべきものでなく一体的に捉えるべきと考えている
（Giddens, 1979=1989: 翻訳 pp74-79; Giddens,1984=2015: 翻訳 pp52-56）。構造の影響を受けながら
エージェンシーを働かせて構造を再構成することを、再帰性とギデンズは称している。
ギデンズの再帰性概念を使用した先行研究として、河井（2016）による教授学習パラダイムの
転換を再帰性概念で説明しているもの、中村（2007）による再帰性概念を活用して知覚や感性を
含めた文化的再帰性、市場の再帰性、地球環境や IT空間の再帰的変容について考察しているも
のなどがある。本稿はギデンズのエージェンシー論から学校の組織文化の再帰的変容を分析する
ことを意図している。
ギデンズのエージェンシーによる構造の再帰的変容という視点は、先行研究における信念の変
容概念と合致する。秋田喜代美（2009）はクラークとホリングワース（2002）の信念転換モデル
を引用しながら、他者から助言された内容を自分の中で問い直し、問題や行為を再解釈し、自分
でデザインした対処法を実践してポジティブな子どもの反応を得たときに、信念の転換が起きる
と分析した。秋田による信念転換モデルは、変化が斬新的にしか生起し得ないとする、本稿にお
ける構造の再帰的変容と軌を一にする。また、エージェンシーによる構造の再帰的変容という
視点は、支援的リーダーシップ（露口, 2008: pp45-51）やサーバントリーダーシップ（Greenleaf, 
2002）とも重なる。さらにはシャイン（1999）のプロセス・コンサルテーションなどのコーチン
グ理論にも重なるであろう。
本稿がギデンズのエージェンシー論に注目する理由は、教育行政の学校支援の在り方に関する
先行研究の対立状況が関わっている。加治佐（1998: pp258-261）は、全国の市町村教育委員会と
その所轄学校を対象にした調査から、教育委員会が熱心に指導助言を行うことが学校の特色ある
教育課程編成や学校の組織文化を阻害している可能性のあることを示している。子安（2021）と
勝野（2016）は、教育委員会が作成する授業スタンダードが教育の画一化を推進すると批判して
いる。一方で教育委員会の指導行政にポジティブな見解を示す先行研究もある。内山（2018） は
授業スタンダードを作成した２自治体の事例調査を元に、教員の裁量が発揮できるとともに，ス
タンダードを組織的に用いることによって一定の方向性の基に効果的に活用できる可能性を示し
ている。千々布（2011, 2021: pp202-207）は、教育委員会が計画的に学校訪問指導を行っている
場合の方が学校の授業研究水準が高まる傾向があることを指摘している。
教育行政の学校支援の在り方について、フラン（1994）はトップダウン施策もボトムアップ施
策もいずれも有効でないと結論づけている。学校に権限をゆだねる施策を採用した自治体にお
ける学校の変容を調査した先行研究をレビューし、それらの学校で指導方針や教師の協働に変
化が見られなかったり、カリキュラムの改善も見られなかったりしたと結論づけている。無論、
トップダウン施策に有効なものが見られないのは既に多くの先行研究が示しているところである
（Hargreaves & Shirley, 2012; Adamson et al., 2016; Darling-Hammond, et al., 2017など）。フラン（2007: 
p44）は成功する教育改革の要件としてリーダーシップと内部説明責任、ポジティブ・プレッシャー
を掲げた。学校の人的資源には多くの課題があり、校長は継続的にリーダーシップを示す必要が
ある（ibid: p59）。内部説明責任とは、外部説明責任が学校のステイクホルダーに学校の情報を
開示し、納得を導くものであるのに対し、教職員が学校の方針に納得するように説明することを
意味している（ibid: p60）。ポジティブ・プレッシャーとは、教師にやみくもな危機感や意味の
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ない圧力、懲罰的圧力、同調圧力、競争意識を与えるネガティブ・プレッシャーでなく、教師
にやる気を起こさせ、システム全体の改善に取り組ませるような働きかけである（ibid: p60-61; 
Fullan, 2010）。
ハーグリーブスとシャーレー（2012, pp8-11）は教育改革の流れを４段階に分けた。第１段階
は公教育の量的拡大期。第２段階は新自由主義による教育改革期。第３段階はスタンダードによ
る公教育の水準上昇を目指した時期、第４段階が学校の自律性を尊重する時期である。ハーグリー
ブスらはエージェンシーの語は使用せず、自律性（autonomy）の語を使用しているが、文脈的に
本稿のエージェンシーと重なる。つまり、フランのポジティブ・プレッシャーとハーグリーブス
らの第４の道は教師のエージェンシーを尊重したものと解釈できる。
フラン及びハーグリーブスらの視点は、ギデンズが提唱したエージェンシーによる構造の再帰
的変容の枠組みと親和的で、構造の再帰的変容を促す契機としてフランのポジティブ・プレッ
シャーを位置づけることが可能と考えられる。すなわち、教育行政の学校支援がポジティブ・プ
レッシャーとして有効に機能するのは教師のエージェンシーが尊重されたときで、その場合に教
師が自分たちを取り巻く組織構造を再帰的に変容させる状況が見られると考える。これが本稿の
研究仮説となる。

図１　エージェンシーによる構造の再帰的変容とポジティブ・プレッシャーの関係仮説

２．方法

本稿は上記仮説を近畿圏の中核市（M市）におけるM小学校を対象とした事例調査で検証する。
M市教育委員会は小学校約 40校、中学校約 20校を所轄している。M市教育委員会は、2018年
度より市独自の学力調査を開始し、2019年度より市の学校訪問体制の変更と帯学習施策に取り
組むこととなった。それらの取り組み前後におけるM市の全国学力調査における平均正答率（国
語、算数・数学）は、2018年に全国平均の 95％程度であったが、2021年に全国平均程度（99％）
まで上昇している。
市独自の学力調査は、項目反応理論に依拠した民間業者テストを活用し、低学力階層の割合を
減少させることを目標として、学校ごとに階層別児童生徒数の割合を伝えている。市独自の学力
調査によって、学年ごと、クラスごとの平均点も算出されている。

M市教育委員会は 2019年度から市の学校訪問体制を変更した。それ以前より計画的な訪問を
実施していたが、その回数と訪問指導主事数を増やした。訪問に当たっては校長に学力向上に焦
点化した学校経営計画の提出を求め、その学力向上策が実施できているかどうかという観点で学
校を訪問して指導するようにした。学校経営に関する指導を行うため、退職校長を首席指導主事
として雇用し（X首席指導主事）、現職教師から異動してきた指導主事と一緒に学校を訪問する
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ようにした。同一校の訪問に当たっては、首席指導主事と指導主事は同一人物が訪問することと
し、学校の変容を把握することに努めている。そのような体制で訪問することにより、X首席指
導主事と指導主事が交流する機会が増え、指導主事の力量向上にもつながっているとのことであ
る。

M市教育委員会は、毎日 10分から 15分の短時間に実施する基礎学力の向上等を目的とした
学習を「帯学習」と称して小中学校に実施を求めていた。チーム訪問の際はその実施状況も確認
しているが、帯学習の実施方法は各学校にゆだねる方針となっている。

M市は学校訪問体制を学校経営に焦点化した訪問に変えると同時に、授業改善支援の体制も
変更した。X首席指導主事は計画的な学校訪問のほか学校の要請に応じて市内の学校を訪問し、
希望する教師の授業を１時間参観して放課後に指導するようにした。計画訪問は学校全体を指導
するために、基本的に校内の授業をすべて首席指導主事と指導主事が参観するために１つの授業
を参観する時間は数分になるが、X首席指導主事単独の個別訪問では１時間の授業をすべて参観
して教師に指導している。首席指導主事は授業参観後の休憩時間にアドバイスするか、いったん
教育委員会に戻り、放課後再び訪問して授業者にアドバイスするようにしている。
本考察の対象とするM小学校は、M市教育委員会が上記の施策で学校を指導するようになっ
て以降、ポジティブに変容した学校の一つである。M小学校は 2018年に Y校長が新任校長とし
て赴任した。Y校長によると、M小学校はM市内の中でも地域性が恵まれており、児童の多く
が塾に通って学力が高く、保護者とトラブルになることも余りないとのことである。しかし、そ
のような恵まれた環境ゆえに、教師が授業改善への意欲に欠ける状況が赴任時に見られたそう
である。Y校長が「学校が変わった」と実感できるようになったのは３年目の 2020年度であり、
その年に全国学力調査も市実施の学力調査も平均点が上昇している。

Y校長をはじめとする、M小学校の関係者へのインタビューは 2021年 10月から 2022年 1月
にかけて実施した。まず Y校長に対面インタビューし（10月 28日）、次いでＡ教頭、Ｂ教諭（2019
年度研究主任、2020・2021年度教務主任）、Ｃ教諭に対面インタビューした（11月 25日）。更に
M小学校から教育委員会に異動していたＤ指導主事（2019年度教務主任、2020年度研究主任、
2021年度指導主事）とＥ指導主事（2019年度学力向上主任、2020・2021年度指導主事）にオン
ラインでインタビューした（Ｄ指導主事 12月 22日、Ｅ指導主事 12月 27日）。加えて市教育委
員会 X首席指導主事にも対面インタビューして同校への指導内容を確認した（12月 22日）。最
後にY校長にオンラインでインタビューして各関係者の聴取内容を確認した（2022年 1月 29日）。
所要時間は 1時間～ 2時間である。インタビュー内容を ICレコーダに録音し、テキスト化して
インタビュー対象者に確認をとった。

3．結果

３－１　帯学習実施内容の変容
M小学校における帯学習の実施状況は 2019年度から 2020年度にかけて改善されている。M

小学校での 2019年度における帯学習の実施状況は、Ａ教頭によると次のような状況であった。

「恥ずかしながら、2019年度のときは、朝の帯学習も、ちょっとなかなかばらばらなことを
していたこともあります。恥ずかしいところですけども、そういうところで、我々もちょっと、
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私なんかもよく把握をしてなかったので。」
2020年度に指導主事としてM小学校を訪問したＥ指導主事は、帯学習について「結構統一し
てやっていました」と語っている。2019年度と 2020年度の違いはどこにあったのかを尋ねると、
2019年度末の校内協議の様子が回答された。当時M小学校の学力向上主任であったＥ指導主事
によると、2019年度の段階では、帯学習は１週間のうち計算を２日、音読を１日実施すること
とし、残り２日は各学級の判断で実施していたのだが、チーム訪問で帯学習の実施内容が揃って
いないことを指摘されたことを受け、その年度末に次の話合いを行っている。

「研究主任がＢ先生で、研究推進委員会が帯学習をやって、でも、学力向上委員会もやって
と何かすみ分けができてなかったので、学力向上委員会に帯学習を任せてくださいというのを
ちょっとお伝えしました。（学力向上委員会では）国語の授業で新しい漢字をやっていると 45
分丸々授業として使えないという話になりまして、でも、漢字をしっかりする時間をどこかで
取れないかと考えて帯学習に漢字を入れて、そこできっちりと押さえようという方向になって
から私は異動になりました。」

Ｅ教諭が学力向上主任として、それまで多様な内容で行われていた帯学習の内容を国語に統一
する方針付けを行った。Ａ教頭はそれでも 2020年度１学期におけるチーム訪問で帯学習の指摘
が続いたと語っている。

「同じ漢字をやっていても、漢字ドリルでやってたり、プリントでやってたりする。実はク
ラスごとにちょっと違ったり、学年に任せてたところもあったので。指導内容はそれほど新出
漢字のことで変わらないと思うんですけれども、やはり、そういうところも揃えていこうねと
いう話は、今年度また改めて１学期のチーム訪問のときに言われましたので、２学期は、ほぼ
揃っていたと思うんです。」

2020年度に研究主任から教務主任となったＢ教諭は、１学期のチーム訪問における帯学習に
関する指摘を受けて、対策を考えた。

「それぞれの学年でやっていることを取りあえずみんな知りましょうってことで、一つのデー
タに、今月はこれとこれとこれをやりました、今月はこれとこれをやりましたっていうのを、
何か表にしたものを、ほかの学年も見れるようにしてもらいました。全く一緒にしましょうと
いう話にはならなかったんですけど、こういうのがいいよねっていうアイデアをたくさん増や
したっていう感じですね。」

2021年度から指導主事として転出したＤ指導主事は、帯学習の体制が整った以外にも「2020
年あたりで大きく動いたかな」と語っている。動いた内容を尋ねると、「帯学習に関する意識
であったりとか、学力に関する意識とか研究に関する意識とかというのは、すごく高まってい
たんじゃないかなとは思います」とのことだった。
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３－２　帯学習実施体制検討過程における校長の姿勢
帯学習に関する以上のインタビューを通して、誰も Y校長に言及していない。その点を Y校

長に確認したところ、教育委員会の指導を受けて帯学習の内容を国語に統一する方針付けを行っ
た 2019年度末の会議について、次のように語っていた。

「その会議にはいませんでした。いると威圧感があるでしょう。そして、私が言っているか
らというのは嫌じゃないですか。Eさんが主任なので、Eさんがみんなの意見を聞きながら、
『じゃあこうしましょう』とまとめた方がやる気につながるかなと思いました。」

Y校長は時に X首席指導主事に反発することもあったとのことであるが、2020年１学期の訪
問時の帯学習に関する指導には従っている。その点を尋ねたら、次の回答であった。

「教育委員会から教育長代行として学校訪問があるので、それを聞かないのは駄目だという
のはみんなに分かってもらいたい。だけど、M小のことを知っているのは校長じゃなく担任
であるから、M小の自分のクラスの子供にとって効果があるものはしていこうという話をし
ました。やれと言われたら絶対みんな嫌々やるので。」

Y校長は教師集団に意思決定をゆだねながらも、学校の課題を意識して次のようなリーダー
シップを発揮していた。

「M小の学力は本当はもっと上のはずなんです。先生たちが頑張らなくてもそこそこ点数が
取れる子供たちだから駄目なんだと思ったんです。M小の子どもたちは『自分で考えてごら
ん』ということが一番できない。お母さんの言うとおりとか、先生の言うとおり、これはでき
ます。でも、昔で言う B問題、活用型の力が子供たちにまだついてないんです。その活用型
の力をつけてほしいというのはずっと言っていました。」

学年主任について「昔だったら、『こういくわよ』って言ったらみんなついていくような、そ
んな時代ではもうないので、『どう思う』『何がしたい』って聞ける主任さんをつくらなければい
けない」と考えた校内人事と主任への指導を行ったとのことである。
帯学習を巡るM小学校の 2019年から 2020年にかけての検討状況が、学力向上委員会や学年
会の協議にゆだねる、すなわち、教師集団のエージェンシーを信頼して任せる校長のリーダーシッ
プが浮かび上がってくる。

３－３　学年会の構造
2020年度は第１学年の学年体制を一新している。前年度にこの学年が荒れたため、それまで
第１学年を担任したことのない教師ばかりが配置されることになった。第１学年の主任を命じ
られたのはＣ教諭である。M小学校に赴任した 2019年度は第４学年を担任していたが、翌 2020
年度に第１学年の担任兼主任となった。Ｃ教諭は当時のことを次のように語っている。

「私、本当に昨年初めて学年主任を任されて、学年主任ってじゃあ一体どういう役割で、ど
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うするのがよいのかって自分もよく分からない状態ですし、こうかなって自分で思ったことを
やるしかない。あとは、先輩の先生方たくさんいらっしゃるので教えていただいたりとかして
やりましたけれども、１年間を振り返ったときに、その役割がしっかり果たせたかというと、
あんまりそうではなかったなとすごく思ってます。」

結果として、Ｃ教諭が主任となった 2020年度は市教育委員会が実施する学力調査で第１学年
の下位層の児童の割合が大幅に減少することになった。その要因としてＣ教諭が語っているのは、
学年会の体制である。

「学年会は、この学校は毎週金曜日で、特に変わった用事がなければ毎週金曜日の３時頃に
は学年会を持ってました。やっぱりこの日にすると決まってた方がちゃんと用意してしゃべれ
ますし、放課後の時間もやっぱり先生方すごく貴重ですから、本当に授業の準備ですとかいろ
んなことがあるわけで、そうなったときに、いつ始まるか分からない学年会ってすごくやりづ
らい人もいると思うんですね。（学年会の内容は）授業の進度の話だったり、それから、単元
前のものがあったりした場合は、その次の単元について、どのような計画でやるかですかとか、
特に国語とかが多かったですけど。研究科目なので。それから、国語では１学期に１単元か２
単元、重点単元を設定してるんですけれども、その単元についての話ですとか行事の話も、ほ
とんど皆さんが一般的にされるような打合せの内容だったかなと思います。」

以上のＣ教諭の語りに、M小学校では従来から学年会が定期的に開催されていたことと、会
議の内容が授業に関連するものであったことがわかる。しかし、その体制によって 2019年度に
おける帯学習の実施内容は揃っていなかった。帯学習の実施状況の変容のみを目的としたとき、
学年会を中心にした教師集団に任せるM小学校の構造を変える選択肢もあったはずだが、M小
学校では教師集団の判断を尊重する構造を維持しながら帯学習の実施内容が変容されている。

３－４　X 首席指導主事の M 小学校への支援
Ｃ教諭を含めた第１学年の教師は、教育委員会の X首席指導主事に個別指導を受けていた。
そのことについて C教諭は次のように語っている。

「授業そのものの組立てというよりも、その授業自体の在り方、全体的な指導が多かったよ
うに思います。単元づくりがどうとか学習効果を高めるためにどうとか、そういう教科の踏み
込んだ話というよりかは、一般的にこのように授業を進めるといいよね、という話が多かった
ように思います。」

X首席指導主事は授業を参観して個別具体的な指導を行うよりも大きな原則を伝えて授業者が
自らの考えで授業を改善することを促していた。この方針は Y校長の指導方針と重なっており、
Ｃ教諭は初めて担任する低学年の指導方法を素早く身につけていったと思われる。

X首席指導主事の指導力について、Ｅ指導主事は次のように語っている。

「一緒に回らせていただいて、やっぱり X先生の立場ってすごい大きいなと思います。校長
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経験をされているので、私たちが言いにくいこともずばっと言われるので。」

Ｃ教諭に対する指導について X首席指導主事に尋ねたところ、「すごくできている先生だった
ので、子どもとのコミュニケーション、先生がちょっと出すぎとかいうことを言わせてもらって
いたと思う」とのことであった。「できている人とできていない人との指導の仕方は違う。スキ
ルがない先生にはスキルを教えていかないといけない」とのことで、教師の力量に応じた指導を
行っているとのことである。

X首席指導主事の指導を受けて Y校長の変容はなかったのか、Ｄ指導主事に尋ねると、次の
回答だった。

「やっぱりちゃんとやろうよというような意識が強くなってきていたんじゃないかなと思い
ます。Y先生は、結構こう、教師を現場寄りで見ていて、先生も忙しいよね、しんどいから難
しいと思うという状況から、やっぱちゃんとしようというふうに少しずつ言葉かけや内容が転
換していったんじゃないかなと思います。」

この D指導主事の語りを Y校長は否定している。「X先生に言われたからそうしたわけではな
い」「市教委が考える帯学習の取り方は、M小学校の子どもたちはクリアしている。M小学校の
子どもは自分で考えることができていないのが問題」と語っている。Y校長が X首席指導主事
に指導されたとおりに学校を変えるのでなく、それを契機に独自の学校改革に取り組んだことが、
本事例の特徴的なところである。

４．考察

以上のインタビュー結果から、M小学校の変容が帯学習を巡る教育委員会の支援とそれを受
けた校内の検討体制を通じてであることが浮かび上がってくる。Y校長は学年会を基盤とした教
師集団のエージェンシーを尊重していたが、そのために 2019年度における帯学習の実施内容は
教室によってばらばらであった。2019年度末に学力向上主任である E教諭のミドルリーダーシッ
プによって帯学習の教科を国語に統一するという意志決定はなされても、国語のどのような内容
を帯学習で行うかは教師ごとの判断にゆだねられていた。2020年１学期の教育委員会の学校訪
問でその指摘を受けた Y校長は、教育委員会の指導にそのまま従うのでなく、そのことへの対
応も教師集団（学年会）にゆだねている。

Y校長は教師集団の意思決定を尊重する方針であったが、そのことだけであれば教師集団は
個々ばらばらに実践し、学校全体の価値を追求することを避けたりする弧業化の状態に陥ったり
（Hargreaves, 1994, pp163-185）、同一地域内で複数集団が緩いつながりの元で地位や覇権を争って
独立分割されたバルカン諸国のように、教師は校内で独立分割された集団のみに帰属意識を持っ
て他の集団に敵対意識を持つようになり、校内はグループごとの絶縁状態に陥っていく（ibid, 
pp186-211; Hargreaves & Fullan, 2012=2022: 翻訳 pp250-253）。M小学校における 2019年度の帯学
習の実施状況は、バルカン状態にあったと言える。2019年度と 2020年度１学期の教育委員会訪
問は、そのような学校の状況に対するポジティブ・プレッシャーになったと解釈できる。X首席
指導主事の指導に対して Y校長は時に反発することもあったが、帯学習の指導については「やっ
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ぱりちゃんとやろうよというような意識が強くなってきていた」とのことである。Y校長は教育
委員会のポジティブ・プレッシャーを受け入れながらも、教師集団の意思決定を尊重する姿勢を
変えなかったことが本事例のポイントとなる。

2020年の１学期に X首席指導主事を中心とする教育委員会訪問によって、帯学習の実施状況
に関する改めての指摘を受け、その年研究主任から教務主任となっていた B教諭を中心に対策
を検討した。帯学習の内容を揃えるために B教諭が考えた方策は、学年会や学力向上委員会等
で協議してルールを設定することでなく、それぞれが実施した内容を一覧表に記入する作業を通
じて実施内容を統一する方向に向かわせる戦略であった。これは、帯学習に関する各教師のエー
ジェンシーを尊重しながら教師の帯学習に関する考え方（構造）の漸進的な変容を意図したもの
と言える。この過程において、学年会を基盤とした教師集団の構造は再帰的に徐々に変化していっ
たと解釈できる。
以上の考察を最初の図１の仮説に当てはめると図２のようになる。
M小学校における所与の構造とは、学年会を基盤とした教師集団の自律性を尊重しながらも、
バルカン的文化によって協働体制が不徹底であった。それが教育委員会及び校長のポジティブ・
プレッシャーを受けて、各教師のエージェンシーを尊重しながら帯学習の実施内容を揃える戦略
をとることで、教師集団の協働性が高まるという構造変容につながったと解釈できる。

図２　M 小学校における構造の再帰的変容とポジティブ・プレッシャーの関係

X首席指導主事は教育委員会としての訪問以外に個別に教員を指導していた。C教諭に対する
指導は記述のとおりであるが、他の学校からも希望する教員に対して C教諭に対する指導と同
様の指導を行っている。指導を受けながら「次の予約してもいいですか」という教員もいたとの
ことであり、要請は多かったらしい。X首席指導主事は卓越した指導力を持っていたが、学校に
よっては X首席指導主事の指導を積極的に受けない学校もあった。そのような学校に対しては、
指導を無理強いすることなく、希望する学校と教員に対する指導を続けていたそうである。その
X首席指導主事の指導姿勢は学校と教師のエージェンシーを尊重するものであるものの、M小
学校のようにポジティブ・プレッシャーになり得ない学校もあったとのことである。
本事例は、学校の自律性と教育行政の学校支援の新たな関係を示してくれる。先行研究の多く
は学校の自律性と教育行政の学校支援は対立構造にあると見なしているが、本事例は教育委員会
のポジティブ・プレッシャーによって学校の自律性が増大している。そこには教育委員会と校長
の教師エージェンシーを尊重した姿勢が影響している。ポジティブ・プレッシャーと教師エージェ
ンシー、学校の構造の相互作用関係を本事例考察は描き出している。
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ギデンズのエージェンシー論による構造の再帰的変容という視点は、教師や学校の保守性や変
わりにくさ（Lortie, 2002）と学校の自主性・自律性の必要性を説明するものであるが、学校が短
期間に変容する事例 （佐藤, 2018など）のメカニズムを説明しきれるものではない。アーチャー
（1995 =2007, 翻訳 pp143-149）はギデンズが構造とエージェンシーを一体化して捉えすぎている
と批判しており（中村, 2014）、組織の変化におけるエージェンシーと構造の関係はギデンズ論以
外の視点も必要となるであろう。本稿では教育委員会の計画訪問をフランのポジティブ・プレッ
シャーの視点で分析したが、組織文化を変容させるリーダーシップを構造の再帰的変容の視点で
分析することも可能と思われる。
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＊　国立教育政策研究所フェロー・文部科学省

学校外に拡張する『社会性と感情の学習』

― 中国的アプローチについて
Application of “Social and Emotional Learning （SEL）” in China: 

Features of the Chinese Approach

新井　聡＊

ARAI Satoshi

Abstract
This essay focuses on the historical and latest trends in Social and Emotional Learning (SEL) in 

China. Arguably, these trends have two currents—namely, “Qinggan Jiaoyu （情感教育）,” which 
is a created concept under the movement against examination-oriented study in the 1980s; and a 
translated SEL called “Shehui Qinggan Xuexi （社会情感学）,” which has been introduced from the 
U.S., U.K., and UNICEF through the education reforms promoted by the Ministry of Educaion 
since the 2010s. Basically, the general education approach in China is somewhat similar to SEL 
as the aim of education described in Chinese Education Law Article 5 is to “train constructors 
and successors of socialist,” and it orients the whole development of human abilities defined by 
the following five elements: morality, intelligence, physique, aesthetic, and diligence. Therefore, 
national curricula and key competencies in China reflect SEL-like content and approaches, and 
several subjects—such as moral, physical, and aesthetic education—relate to SEL to a certain 
extent. Furthermore, political activities in schools, such as young pioneers and communist leagues, 
practice SEL-like activities. However, we should focus on the fact that the theory of such SEL 
practices in China differs from that in the U.S. and other countries. It depends on the national aim 
of education and has been operating not only inside but also outside schools, for example, families 
and education-related industries. The Family Education Law, published in 2021, is a significant 
example of promoting SEL outside school. In other words, SEL in China functions as a tool to 
change the social recognition of education. Finally, this essay highlights the need to learn from 
SELʼs application in China.
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はじめに

本稿は、「社会性と感情の学習」における中国的アプローチについて報告する。1980年代の受
験偏重教育の反省として、子供の幸福な教育と成長を目指して開始された中国の「社会性と感情
の学習」は、ソビエト連邦の倫理学1の応用や 2010年代の国際連合児童基金（United Nations 
Childrenʼs Fund: UNICEF）による SEL（Social and Emotional Learning）の導入などに基づいて、国
内独自の解釈により普及していく過程で「社会性と感情の学習」に通じるアプローチ（以下、「SEL
的教育」という。）をとっていった。それら活動の結果、ナショナル・カリキュラムや各種法令
の中に「社会性と感情の学習」のエッセンスが含まれることとなった。社会的トレンドとなって
いた受験を重視した知識偏重型教育を見直すために発展した SEL的教育は、学校風土の改善だ
けでなく、それらの背景にあって、学校外に存在する家庭・社会の認識や風潮を変化させようと
するアプローチをとっている。「教育基本法」の目標において「個人の価値を尊重して、その能
力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養う」とする個々人の自立的発達を重視する
我が国の教育と異なり、社会主義に基づいて社会の安定性を第一に重視する中国では、「社会性
と感情の学習」は学校という枠組みから外れ、社会の文化的認識を変える手段として利用されて
おり、「社会的ウェルビーイング」の確立を目指している。本稿は、「社会性と感情の学習」の中
国的なアプローチを報告し、そこから我が国への示唆を提示する。

１．中国における「社会性と感情の学習」の特徴
中国において「社会性と感情の学習」に通じる教育が開始された端緒は、文化大革命が終了し
た 1978年以降に急速に高まった高等教育進学熱を背景とした、受験偏重教育の拡大に対する反
省にある。当時は、教育予算・教育資源の双方が限られた中で多くの者が高等教育入学者選抜試
験である全国統一入学試験の受験を希望したため、初等中等教育段階で受験に対応した教育を実
施することが歓迎された。同時に、少ない教育資源を特定の学校に集中させることで優秀な人材
を育成しようとする政策により、学校間格差が拡大し、人材と資源が集中した優秀校は受験にも
強い学校として、優秀校に入学するための受験競争が初等中等教育段階から発生した。小学校低
学年から過大な量の宿題が出され、児童・生徒が深夜まで宿題をこなさなければならないなど、
子供の心身に悪影響を与える教育が実施されたが、保護者の中にはそれらを歓迎する者もいるな
ど、知識偏重の暗記型の教育を受け入れる社会的な風潮が教育の方向性に大きな影響を与えてい
た。このような 1980年代の教育の方向性に対して、情緒や感情の発達が道徳に及ぼす作用を研
究した旧ソ連倫理学を応用した「情感教育」を北京師範大学の朱小蔓教授は 1990年代に提唱し、
認知面と感情面双方の発達を促す教育を推進した2。この教育は、学校内で児童・生徒の身体、
知力、道徳、審美、精神的発達の全てを注視するものであり、1990年代から政府が推進した児童・
生徒の全面的能力の発達を促すための「資質教育」につながっている3。90年代以降では、受験
を重視した知識偏重型教育からの脱却を目指す教育部は、2011年改正の「思想品徳」課程基準

1　 朱小蔓、丁錦宏、2015「情感教育的理論発展与実践歴程」『蘇州大学学報（教育科学版）』2015年第 4期、pp.70-
80。本論文内で朱は影響を受けたソビエト連邦の倫理学として、チタレンコの個人の感覚と感情の道徳への作用を
上げており、次の文献を示している「A. И . 吉塔連柯， 石遠 1986 “情感在道徳中的作用和感覚論原則在倫理学中的
作用”哲学譯叢」。

2　 朱＆丁 2015

3　 中国教育報「朱小蔓：歳月如歌」2020年 8月 19日（http://www.jyb.cn/rmtzgjyb/202008/t20200819_352090.html）。
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において「情感、態度、価値観」を中心的内容として既存の教育方針の転換を図るとともに、
2010年代には UNICEFと共同で SELのプロジェクトを実施して校長研修や学校風土の改善など
を行い、リーダーシップや学校エコシステムの方向性を子供の社会性と感情の発達に向けるなど、
「情感教育」をルーツとした「資質教育」や「思想品徳」課程に UNICEFが推進する SELを融合
させた形で「SEL的教育」を推進した4。
大学受験を目指す知識偏重型教育や、それらを後押しする社会的風潮、また、受験を重視する
保護者や社会的要請によって発生した教育の地域間・学校間格差などの教育状況の反省から教育
改革の一環として導入された SEL的教育は 1990年代以降の学校教育のあらゆる側面に埋め込ま
れるようになった。日本の学習指導要領に相当する初等・前期中等教育段階を対象とする「義務
教育課程基準」では「道徳と法治」「総合実践活動」「労働教育」「体育」　「芸術（美育）」5など
の教科に、後期中等教育段階の「高級中学課程基準」（第 10～ 12学年）では「思想政治」、「総
合実践活動」、「学校が独自に開発した課程」などの教科に現実社会と関連した道徳教育とともに
公民の基本的な義務・権利及び個人の発達と社会生活に結び付く教育や社会での労働生産やコ
ミュニティでの活動などを重視した SEL的要素を見ることができる6。例えば、2022年に改正さ
れた「義務教育課程基準」では幼小接続等の各教育段階における連続性を考慮し、特に小学校か
ら初級中学段階で認知、感情、社会性の面で各学年を通じた連続性と発展性のある学習目標を提
供するとし、同年改正の「道徳と法治」では、品性、家庭及びコミュニティでの社会性の獲得、
職業道徳、法治観念の獲得などを学習目標としている。また、2016年に生涯にわたる発達及び
社会発展の需要に適応するために身に付けるべき品格と能力を表した中国版キー・コンピテン
シーが公表される7とともに、児童・生徒の全面的な発達状況を評価する手段として「総合資質
評価」が導入され、思想品徳、学力、心身の健康、芸術的素養、社会的実践の５つの項目につい
て小学校入学時から継続して発達状況をモニタリングし、評価結果をプロファイリング化してい
る8。
近年においては、北京師範大学、教育部直轄の教育政策研究機関である中国教育科学研究院な
どが、SELの観点に基づく研究を実施しており、北京師範大学の研究グループは、経済発展の遅
れた西部地域で発生している保護者が都市部に働きに出て子供だけが農村部で居住する留守児童
の社会感情的スキル（Social and Emotional Skills：SES）を非留守児童と比較し、留守児童の SES
が非留守児童に比べて劣位の傾向にあり、それが算数の成績や算数の学習に対する積極性に影響
していることを明らかにしている9。また、中国教育科学研究院は、北京市、広東省広州市、浙
江省寧波市の３つの地域の第２、４、６学年児童の SESを測定し、各年齢段階における特性を
明らかにするとともに、各学年における SESの発達レベルに合わせた学習の必要性と、女子の

4　 国際連合児童基金ウェブサイト「社会情感学習資源」（https://www.unicef.cn/documents/sel-resources）2020年 12月
28日。

5　 新井聡 2021「中国における『社会性と情動の学習』とその活用、及び新型コロナウイルス感染症による学校教育
の変化と取組について」国立教育政策研究所『「社会情緒的（非認知）能力の発達と環境に関する研究：教育と学
校改善への活用可能性の視点から」（学校改善チーム）中間報告書（米国・中国調査）』令和 3年度プロジェクト研
究報告書，pp.169-170。

6　 新井 2021，pp.162-165。
7　 新井 2021，pp.165-167。
8　 新井 2021，pp.172-173／文部科学省 2022『諸外国の教育動向 2021年度版』，明石書店，pp.211-213。
9　 王燁暉、辛濤、楊朝兮等 2021「社会情感能力対西部児童的影響」『中国教育学刊』2021年第 11期，pp.26-31。
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方が男子と比べて SESの獲得レベルが高いことから、男女間での格差を是正する教育の必要性
を述べている10。さらに、2022年には華東師範大学に SELを専門に研究する機関として、「社会・
情感能力研究センター」が設置され、教育部と連携した理論研究・実践研究を行う11とともに、
蘇州市における社会感情的スキル（Social and Emotional Skills：SES）の測定と OECD「生徒の学
習到達度調査」（PISA）の調査指標と関連させた分析などが行われるなど、SELと学力の伸長と
の関係や児童・生徒のウェルビーイングの確立に向けた SESの獲得等に関する研究が行われて
いる12。
なお、中国の「社会性と感情の学習」に関する国内の先行研究としては新井（2021）や文部科
学省（2022）がある。前者においては、非認知能力の発達に基づく学校改善に焦点を当てて、中
国国内の「社会性と感情の学習」の起源から教育改革への応用までの歴史的経緯を報告し、後者
においては、近年実施されている「社会性と感情の学習」に関連した政策や取組を報告したもの
である。特に前者では、中国における SELの歴史的経緯を 1980年代に始まる「情感教育」から
2010年代以降に UNICEF等との共同プロジェクトで普及した SELまで整理し、総合的な発達支
援や人間形成的な側面に関する教育について，法的根拠や教育課程といった制度的枠組みのみな
らず，近年の政策動向についても報告することで、日本の生徒指導，又は，米国の「社会性と情
動の学習」に相当する中国の教育実践について総合的に紹介した。各種教育法令や課程基準、中
国版キー・コンピテンシー、教育評価、教育データ収集などのあらゆる教育活動に発達段階に応
じた社会活動への参加等による社会性の獲得や道徳教育に基づく個人の発達と法律概念の理解な
どの SEL的要素が埋め込まれて各種学校活動の中で実践されている点において我が国との相似
を指摘し、我が国と同様の教育を志向している点を明らかにした。
本稿は主に、新井（2021）の研究の基礎の上に、社会主義体制下での中国の「社会性と感情の
学習」の実践が政策的に普及していく過程から発生する我が国との差異について理論的アプロー
チの基礎を仮説的に提供するものであり、各種報告を元に理論化を試みようとする点に本稿の新
規性が存在する。

２．中国の教育と SEL との親和性
社会主義体制の中国において社会の維持を重視する観点から、各種法令の中に社会性や感情面
の発達を目的とする道徳教育や、礼節や規範の獲得を目指す教育などの要素を含んだ条項が存在
する13。「中華人民共和国憲法」（1982年制定、2018年改正）では、「国家は理想教育、道徳教育、
文化教育、紀律及び法制教育の普及（下線著者、以下同）を通じ、（中略）社会主義精神文明の
建設を強化する」（第 24条）、「国家は青年、少年、児童が品徳、知力、体質等の方面で全面的に
発達するよう育成する」（第 46条）と規定し、各種教育を通じての子供の資質の全面的発達を規
定している。「中華人民共和国教育法」（1995年制定、2021年改正）では、同様に「徳、智、体、
美、労働の全面において発達した社会主義建設者及び後継者を育成しなければならない」（第 5

10　  陳琴 2021「小学児童社会情感能力的差異性表徴及因応対策」『中国教育学刊』2021年第 11期，pp.32-38。
11　 華東師範大学社会与情感能力研究中心簡介　2022年 1月 16日（http://www.fair.ecnu.edu.cn//html/web/zuixindongt

ai/1547113173440614401.html）
12　 袁振国等　2021、「中国青少年社会与情感能力 発展水平報告」·『華東師範大学学報（教育科学版）』2021年第 9期，

pp.1-32（http://www.fair.ecnu.edu.cn/html/web/yanjiuchengguo/1564202677338984449.html）
13　 新井 2021，pp.161-162。
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条）、「教育は徳を重んじ人を育てることを堅持し，教育を受ける者に対し社会主義の中心的価値
観に関する教育を強化し，教育を受ける者の社会責任感，革新的精神及び実践的能力を強化しな
ければならない」（第 6条）のように社会主義の建設者、後継者を育成するため、資質の総体的
な発達を促しており、「中華人民共和国義務教育法」（1986年制定、2006年改正）でも、「義務教
育は（中略）適齢の児童、少年の品徳、知力、体質等を全面的に発達させ、理想、道徳、文化、
紀律のある社会主義の建設者及び後継者を育成するための基礎を形作る」（第 3条）と、同様の
内容が規定されている。
このように中国の教育の目的が「社会主義の建設者及び後継者を育成するため」であり、子供
の資質の全面的な発達を目指す点から、認知的側面だけでなく、徳・美・労働観のような社会性
や感情の発達を促す SEL的教育は、中国の教育に非常に親和性を持っていた可能性がある。た
だし、ここで求められる資質は、我が国などが目指す「教育基本法」目標である個人の価値の尊
重（第 2条 2項）・自他の敬愛と協力（同 3項）よりも、社会の一体性の維持を重視したもので
ある。したがって、中国の SELは CASELの①自己への気づき（Self-Awareness）、②他者への気
づき（Social-Awareness）14、③自己のコントロール（Self-Management）、④対人関係（Relationship 
Skills）、⑤責任ある意思決定（Responsible Decision-Making）の５要素に基づく学習15とは異なる
意図を持っているかもしれない。

３．2020 年代以降の政策からみる SEL 的教育の学校外への拡張
「社会主義の建設者及び後継者を育成」するという観点での徳・知・体・美・労働の全面的発
達を志向する SEL的要素が、学校教育の制度全般に普及していく過程とともに、2020年代には、
それが学校外へと拡張する現象が現れている。それらは、①「中華人民共和国家庭教育促進法」
の制定16、②児童・生徒の宿題の負担及び学校外教育訓練の負担軽減（「双減」）の導入17、③「法
治教育」の推進と「法治副校長」の配置強化18、④児童・生徒・学生の心理健康管理事業の強 
化19、⑤学校・家庭・社会の３者が協同で子供の教育を行う体制作り20、の５つの政策によって
現れている。これらの政策は、従前の思想品徳教育、法治教育、心理健康教育の強化や改善とも
受け取れるが、他方で、子供の社会活動の社会化や、個々の子供のウェルビーイング重視、法に
基づく社会の公正性に関する教育など、教育思想上の転換が行われている。以下、各政策につい
て報告する。

14　  Social-Awarenessは通常に訳せば「社会意識」となり、対人関係としての他者だけでなく、社会とのかかわりが含
まれると解釈でき、社会主義を実践する中国において Social-Awarenessが自明のこととして教育活動に包含され
ると考えられるかもしれないが、「社会主義建設者及び後継者の育成」を目的とする教育政策の下で、「社会意識」
はマルクス主義における唯物史観の観点から、生産様式によって規定される意識とされ、多様性の理解や自己と
他者の感覚を曖昧にしたまま実践される可能性がある。（参考：宇文利　2009「改革開放与社会主義和諧社会意識
形態的構建」北京大学学報 (哲学社会科学版 )、Vol.46 No.1 pp.77-84 （http://ccj.pku.edu.cn/Article/info?aid=271011697）　
2024年 4月 1日閲覧。

15　 CASEL “What is the CASEL Framework?”（https://casel.org/fundamentals-of-sel/what-is-the-casel-framework/） accessed on 
12/03/24./小泉令三 2016「社会性と情動の学習（SEL）の実施と持続に向けて－アンカーポイント植え込み法の適
用－」『教育心理学年報』第 55集，p.204。

16　 新井聡 2022「『家庭教育促進法』の制定」文部科学省『諸外国の教育動向 2021年度版』，明石書店，pp.188-190。
17　 文部科学省 2022，pp.196-198。
18　 新井 2021，pp,168-169／文部科学省 2022，pp.223-224。
19　 文部科学省 2022，pp.203-204。
20　 中華人民共和国教育部ウェブサイト「教育部等十三部門発布『関於健全学校家庭社会協同育人機制的意見』」「全
面構建協同育人新格局」2023年 1月 19日（http://www.moe.gov.cn/srcsite/A06/s3325/202301/t20230119_1039746.html）
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①　「中華人民共和国家庭教育促進法」の制定
2021年10月23日に第13回全国人民代表大会常務委員会第３回会議において可決・成立した「中
華人民共和国家庭教育促進法」21（資料１参照）は、今までプライベートな領域であった「しつけ」
などの家庭内での子供への教育活動を公共のものとして社会化する動きとして捉えられる。同法
は、6章 55条から成り、家庭教育において、中華民族共同体意識や国や故郷を思いやる気持ち、
良好な社会的道徳を育成すること、親子が寄り添うことや父母双方がそれぞれの特性や価値観を
発揮して子供と交流することなど、家庭教育の主要な内容や方式を規定するとともに、適切な養
育ができない保護者や不良行為を働いた子供の保護者に対して訓戒を与えることなどを定めてい
る。
社会経済の発展とともに、両親が都市部に出稼ぎに出て、農村部に子供だけが残されて祖父母
等の親族と居住する「留守児童」が保護者の管理が届かなかったために傷害事件に巻き込まれる
事案や、家庭教育の意識の低さから家庭内暴力を教育と混同する保護者の存在、家庭教育を支援
する機関の質の低さなどが、社会問題としてメディア等に長年取り上げられていた。伝統的に家
訓などにより個々の家庭ごとに実施されていた家庭教育を、法治や社会主義の中心的な価値観に
基づいて再編して社会的なものにしなければ解決は困難と政府によって判断され、今回の「家庭
教育促進法」の制定に至った。
同法では、家庭教育の良好な実施には、学校の指導と支援が不可欠であるとして、学校を保護
者にとって最も身近な教育専門機関、教師を最も身近な専門家と位置づけ、保護者に「正確な」
教育の価値観や科学的な教育方法を学習させることを求め、学校と家庭の両者が共同して教育事
業を行うことを求めている。同法の条文を見ると「家庭教育を重視する優良な伝統を発揮し、社
会が家庭、家庭教育、家風を重視することを引き出し、家庭の幸福及び社会の調和、徳・智・体・
美・労働の全面的な資質が発達した社会主義の建設者及び後継者を育成する」（第 1条）とあり、
社会として家庭の幸福及び社会の調和を目指す点からウェルビーイングや社会性に関する教育を
家庭にもとめるものであるとともに、教育法等で規定される全面的な資質の発達した社会主義の
建設者及び後継者の育成も求めている。また、「学校は家庭教育及び指導に関するサービスを業
務計画や教師の業務内容に含む。」（第 39条）、「学校は家庭教育の指導と実践を定期的に組織する」
（第 40条）との条文から、学校が家庭教育において主導的立場をとり、各家庭に働きかけること
で政府の求める教育の価値観を社会的に普及させることを狙っている。

②　児童・生徒の宿題の負担及び学校外教育訓練の負担軽減（「双減」）の導入
2021年 7月に公表された「義務教育段階の児童・生徒の宿題の負担及び学校外教育訓練の負

担を更に軽減することに関する意見」22（以下、「双減」という。）は、児童・生徒の心身の健全
な育成を促すため、宿題の負担や塾等での学習負担を軽減するための政策的意見である。同意見
では、合理的な宿題の実施、放課後活動の充実、近年急速に発展した塾等の学校外教育訓練機関
における教育内容の審査や非営利事業化、授業の質の向上による児童・生徒が学校内で学習を完
結させることの推進などを示しており、学習の効率化や、塾等の規制による児童・生徒の学習負

21　  中華人民共和国教育部ウェブサイト 2021「中华人民共和国家庭教育促进法」（http://www.moe.gov.cn/jyb_sjzl/sjzl_
zcfg/zcfg_qtxgfl/202110/t20211025_574749.html）2021年 10月 23日。

22　 国務院（内閣）や教育部等が制定する行政法規には「条例」「規程」「規則」などがあるが、「意見」「決定」「通知」
もこうした法令に準じる拘束力を持つ。
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担とともに家庭の教育費負担の軽減などを目指している。大学入学者選抜試験である全国統一入
学試験の点数が入学の合否に大きくかかわり、その点数だけでほぼ出願先が決定し、進学する大
学及びその後のキャリアの方向性が影響をうける中国では、保護者が子供に早期から学校で学習
する以上の教育を受けさせたり、経済発展が進んだ都市部を中心に、保護者の要望に応えて教師
が過大な量の宿題を児童・生徒に課したりすることが、児童・生徒の心身の健全な発達を阻害し
ていると問題になっていた23。また、一大産業と化している塾等の学校外教育訓練機関は、幼児
期から小学校段階の教育や外国語教育を行うなど政府の課程基準の範囲や子供の発達段階に対応
しない教育の提供などを行うとともに、過当競争に陥った同産業界が保護者に対して塾に通わな
いと学習面で他の児童の後れをとるなどの広告・宣伝を展開して保護者の「焦り」を誘導するな
ど、保護者の教育観に悪影響を及ぼしていた。このような社会状況が児童・生徒の心身の健全な
発達に悪影響を及ぼしていると中国共産党中央委員会及び国務院（内閣）は判断したため、「双減」
を制定した。「双減」は、宿題の規制及び放課後活動の拡充を通じて、学校における学力偏重か
ら児童・生徒の全面的な資質の発達及び学校におけるウェルビーイングの確立を目指すとともに、
受験を重視する保護者の価値観を変化させ、塾等の学校外教育訓練機関を統制することを目的と
しており、SEL的価値観を社会に広めることを目論んでいる。「双減」の実施とともに、学校に
おける放課後活動の充実として外部専門人材やコミュニティの人材を招いたクラブ活動の充実、
教師による積極的なクラブ活動実施・参加やデジタル教材等によるスマート化された宿題の提供
などが行われており、学習負担の軽減だけでなく、学習のデジタル化・効率化や児童・生徒の社
会性の伸長を目指す生涯学習的要素を含んだ教育の実施などにより、慣習的な学習行為の改変も
目指されている。

③　「法治教育」の推進と「法治副校長」の配置強化
法令を遵守し、犯罪を防止することを目的とした「法治教育」の強化と、「法治教育」を学校
内で専門に実施する人材としての「法治副校長」の配置強化が行われている。1999年に制定され、
2020年に改正された「未成年者犯罪予防法」では、「国、社会、学校及び家庭は、未成年者に対
して社会主義の中心となる価値観の教育を強化し、犯罪を予防する教育を展開し、未成年者の法
治観念を増強し、未成年者に遵法精神と違法な犯罪を防止する意識を身につけさせ、自己をコン
トロールする能力を向上させる。」（第 15条）と規定しており、社会性の獲得に法治教育を学校
や家庭で行うことを推進している。
法治教育の推進に当たっては、2000年代前半から学校及びその周辺地域の治安や規律への関

与、青少年の遵法意識の育成、青少年の違法行為や犯罪の予防等を目的として各地の政治法制部
門が学校に法律や制度などを教育する「法治教育」などを行う非常勤の「法治副校長」を派遣す
るなどの活動が行われていた。「法治副校長」は、人民法院、人民検察院、公安機関などの推薦
あるいは任命により、教育行政機関あるいは学校が任用し、非常勤の副校長として学校で「法治
教育」、児童・生徒の保護、安全管理、犯罪予防、法に基づく管理などを行う人員であり、学校
外の法的機関の専門家が、学校内で発生する各種問題行動の予防のための教育活動や問題が発生
したときの法的解決をサポートする人員である。そのため、法治副校長の主な業務は、①担当す

23　  中華人民共和国教育部ウェブサイト 2021年「堅決貫徹中央決策部署 深入推進 “ 双減 ” 工作――教育部有関負責
人就《関於進一歩減軽義務教育階段学生作業負担和校外培訓負担的意見》答記者問」（http://www.moe.gov.cn/jyb_
xwfb/s271/202107/t20210724_546567.html）2021年 7月 24日。
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る学校での毎年 4授業時間以上の「法治教育」の実施や「法治教育」計画の策定、②学生保護委
員会の運営、いじめ対策の実施、未成年者の保護、③未成年者の犯罪予防、不良行為をする児童・
生徒への指導、④学校及び周辺地域の安全管理、⑤不良行為をする児童・生徒に対する法に基づ
く指導、⑥校則等の学校内の規則を制定することへの補助、教師、児童・生徒からの申立ての受
領、⑦学校が履行する法令関連へのその他業務に関する指導・助言、などであり、児童・生徒に
法治の観点からの社会性を獲得する教育をサポートしている。2020年までは、資質の伴わない
人材の派遣や非常勤であるため業務に積極性が見られない人材が派遣されるなどしていたため
に、2020年 12月に中国共産党中央委員会が公表した「法治社会建設実施綱要（2020～ 2025年）」
で、「法治副校長」制度の改善を求めて、また 2021年 6月に施行された「未成年者犯罪予防法」
では、第 18条において学校は司法及び公安・検察機関、法学教育やその他法律関連の機関から
推薦された「法治副校長」や法治教育を行う指導員を任用することが定められていた。これらか
ら、教育部は 2021年 12月、「法治副校長」の任用と管理に関する規則を制定し、制度の強化を図っ
た。

④　児童・生徒・学生の心理健康管理事業の強化
また、2021年 7月に、教育部は「児童・生徒・学生の心理健康管理事業を強化することに関

する通知」（資料２参照）を公表し、子供が学校において心理健康課程を学習し、多様な生命を
尊ぶ教育やレジリエンスを獲得するための教育を実施している。
同通知が公表された背景には、高等教育入学者選抜試験の結果がその後のキャリアに大きく影
響する社会で、児童・生徒に学習負担によるうつ病等への対策や精神的ストレスのケアが長年の
課題となってきたことによる。また、2020年初頭から拡大した新型コロナウイルス感染症によ
る学校の一時的閉鎖に伴う児童・生徒の心理的状況の悪化等が懸念されていた。2017年以降では、
初級中学や高級中学段階で心理学を専攻した者が教師資格を取得する例が増加し、2020年の新
型コロナウイルス感染症拡大期以降は、特に各地で心理カウンセリングを専門とする教師（原語：
心理教師）の任用が増加した。しかし、他の教科に比べると、スクールカウンセラーの定員を確
保している地域は少なく、学校に配置する数は十分ではなかった。また、教育部等が 2019年に
公表した「健康中国行動――児童・青少年心理健康行動アクションプラン（2019～ 2022年）」
では、各地の教育行政機関が、心理健康教育を国が義務付けた教師研修の一部に含めるとしたが、
これらは教師が心理健康教育の一般的知識を獲得することを目的としたもので、専門性に乏し
かった。そのため、各地において児童・生徒・学生の心理健康教育の促進と心理的健康の維持・
増進を行うために「児童・生徒・学生の心理健康管理事業を強化することに関する通知」を公表
した。
同通知では、第 1条で、「児童・生徒・学生が挫折や困難に理性的に対応できるような心理健
康課程の構築を強化し、高等教育機関では本科及び専科の学生に対して、２単位（32～ 36授業
時間）に相当する心理健康に関する必修の課程を設ける。初等中等教育機関では、学校が独自に
設置する課程の中に心理健康教育を含め、多様な生命を尊ぶ教育や挫折等に負けないレジリエン
トな教育を行う。」（下線筆者、以下同）と定めており、学校教育の課程を通じて児童・生徒がレ
ジリエンスの獲得を目指している。第 2条では「体育、美育、労働教育及び学校風土の重要な作
用を発揮させ、全方位的に児童・生徒・学生の心理健康の発達を促進して、積極的な心理を養う。」
として学校風土の作用等を通じた児童・生徒の社会性や感情の発達を促すことを学校に求めてい
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る。また第 4条では「学校教育、家庭教育、社会教育が連携して児童・生徒・学生の心理的健康
に対する知識の普及を行うとともに、家庭や親子関係、家庭の教育方針等に基づくストレスの緩
和や健康的な成長をもたらす社会環境を醸成する。」としており、学校・家庭・社会の３者の連
携した教育を実践することで子供に社会性の獲得や感情面での発達を全方位的に行うことを求め
ている。
同通知に対応して、北京市教育委員会は 2021年 10月に「児童・生徒の心理健康管理事業を強
化することに関する通知」を公表し、「挫折や困難に打ち勝つための心理健康教育の強化」「心理
健康教育及び思想品徳教育の一体化や体育・美育・労働教育及び学校文化の相互作用による全方
位的な児童・生徒の心理健康の発達促進」「学校・家庭・社会が力を合わせて児童・生徒の健康
的な成長を促進する社会環境を醸成」などを進めている。

⑤　学校・家庭・社会の３者が協同で子供の教育を行う体制作り
さらに、2023年 1月には、教育部や中国共産党中央委員会宣伝部などが、学校・家庭・社会

の３者が協同で子供の教育を行う体制作りに関する「意見」24を制定している。そこでは、学校
が指導を行い、家庭が責任を持ち、社会がサポートする３者協同の体制を 2035年までに構築す
るとしている。
これは、塾等の民間の教育訓練機関による過重な学習を課すことや学校が過大な量の宿題を課
すことの２つを規制する「双減」政策や保護者の教育の責任を明確にした「家庭教育促進法」を
学校・家庭・社会の３者で具体的に進めるため、学校が認知的・非認知的能力の双方を含んだ包
括的な教育の進め方を家庭や社会に指導し、家庭における教育実践の責任の明確化や社会が全般
的に学校によって提供される教育をサポートする体制を作り上げるために制定されており、学校、
家庭、社会の３者に次のような取組を行うことを示している。同意見の主な内容は、次のとおり
である。
○ 　学校は、児童・生徒の思想・情緒、学業、生活、心身の発達の面で保護者とコミュニケーショ
ンをとり、毎学期２回以上の家庭教育指導活動を実施するとともに、社会実践教育拠点や社会
教育資源のリストを作り、社会実践教育を行う課程を社会と連携して開発する。
○ 　保護者は、家庭教育に主体的な責任を持ち、子供の健康的な発達のために良好な家庭環境を
構築し、学校が組織する家庭教育の指導や学校・家庭間の交流活動に積極的に参加し、余暇等
を利用して子供が社会体験や自然とふれあう機会を持つようにして子供の資質を向上させる。
○ 　社会は子供の育成をサポートして家庭教育の指導をコミュニティ内における重要な公共サー
ビスとして提供し、各種教育拠点や体育館・運動場などは幼児・児童・生徒に無償あるいは優
待の費用で開放し、各公共・民間機関等は子供向けの各種文化的プログラムを提供し、青少年
の成長を支える健全な社会・文化及びインターネット環境を形成する。
また、以上の３者の取組について、中国共産党委員会の指導部や政府は学校・家庭・社会の３
者が協同して子供の教育を行う体制作りを、重大な政治的任務と捉えて高等教育機関や科学研究
機関、専門団体等が理論や実践方法を研究することを推進し、成功事例等を広報することで科学
的な教育理念や家庭教育の方法を普及させて、体制作りのための良好な雰囲気を醸成するとして

24　 国務院（内閣）や教育部等が制定する行政法規には「条例」「規程」「規則」などがあるが、「意見」「決定」「通知」
もこうした法令に準じる拘束力を持つ。
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おり、中国共産党指導下での社会全体の取組として、教育実践を進めようとしている。

４．社会主義体制における「社会性と感情の学習」
以上から、中国における「社会性と感情の学習」では、学校内における教育プログラムだけで
なく、家庭教育、「双減」、法治教育、心理健康教育など学校外の家庭や社会を包含したアプロー
チをとっている。これは小泉（2016）が指摘するような学校をアンカーポイント（「人間とその
環境との相互交流を促進するような人間－環境システム内の要素」）とした地域社会の形成とい
うアンカーポイント埋め込み法に基づくアメリカ型 SEL25ではなく、教育法に記された教育の根
本的な目標が「社会主義の建設者及び後継者の育成」であり、それに基づく社会の安定性、一体
性を作り出す教育プログラムとして「社会性と感情の学習」を利用する意図によるものといえる。
つまり、それは法令上の教育目標を遵守するための SELの応用であり、個人よりも社会を念頭
にしたアプローチである。
「社会性と感情の学習」の導入において考慮すべきことは、社会的背景や文化によって、異な
る社会性や感情の獲得に至る可能性である。
社会主義体制の国において、個人よりも社会の持続可能性を前提として SELを導入するため、

SEL的教育は「社会性」の獲得という観点で法治教育や道徳教育を推進する際のツールや、「留
守児童」や社会経済的背景が困難な子供、少数民族などの多様な存在に対して「社会性」を教育
するツールとなりうる。他方で、社会主義体制の中での SEL的教育は基本的に社会を主体とし
ており、個人を主体としていないため、自己と他者の関係性の構築能力やコミュニケーション能
力の獲得において独特の形態をとるかもしれない。
社会歴史的背景から 80年代以降維持されている受験を重視した知識偏重型教育を歓迎する保
護者や社会の風潮若しくは「文化」を改変し、SEL的教育を重視した形で改正された「中華人民
共和国教育法」第 5条に規定された「徳、智、体、美、労働の全面における発達」の項目に合致
した社会的行為を身に着けさせることが 21世紀に生きる世代を育成し、社会主義体制の持続性
を高めることにつながる。したがって、教育部は課程基準、キー・コンピテンシーの開発による
学校教育の改善だけでなく、家庭教育促進法の制定、法治教育、心理健康教育等を通じ、さらに
学校・家庭・社会の３者が協同で子どもを育成する体制を構築することを通じて、SEL的教育を
駆動させ、それを文化化していくことで、社会主義の建設者・後継者を持続的に再生産する社会
を構築していく。その際、このプロセスは、中国共産党指導下で行われ、個々人の社会的な実践
に基づかない可能性がある。

終わりに

本稿では、中国において、「社会性と感情の学習」が特徴的なアプローチをとって教育政策に
導入されている状況を紹介した。それは「社会性や感情の学習」が、学校風土や校内のウェルビー
イングを高める校内のプログラムとして実施されるだけでなく、家庭や社会といった学校外の対
象を指導するためのツールとして応用されている点である。このアプローチは、教育の根本的な
目的が「社会主義の建設者及び後継者の育成」であり、「社会性と感情」が、他者への気づきや
他者への配慮を想定しての自立性の獲得よりも、全体的な社会の安定性をもたらす人々の資質の

25　 小泉 2016。

134



育成に重点が置かれているからである。ただ、このアプローチは自己と他者の境界性を曖昧にし
て、他者を想定しての対話力や社会性を育めるのか疑問が残る。

（本稿の内容は、筆者の個人的見解であり文部科学省を代表するものではない。）

135

学校外に拡張する『社会性と感情の学習』



＜資料１＞

「中華人民共和国家庭教育促進法」（抄訳）＜中国＞

以下は、2021年 10月 23日第 13回全国人民代表大会常務委員会第 31次会議で成立した「中華人民共和国家
庭教育促進法」の抄訳である。

「中華人民共和国家庭教育促進法」

目録
第 1 章　総則
第 2 章　家庭の責任
第 3 章　国の支援
第 4 章　社会との協同
第 5 章　法律上の責任の所在
第 6 章　附則

第 1 章　総則
第 1条　中華民族が家庭教育を重視する優良な伝統を発揮し、社会が家庭、家庭教育、家風を重視することを

引き出し、家庭の幸福及び社会の調和、徳・智・体・美・労働の全面的な資質が発達した社会主義の建
設者及び後継者を育成するために本法を制定した。

第 2条　本法の言うところの家庭教育は、父母あるいは後見人が未成年者の全ての側面における健康な成長を
促すため、未成年者に対して実施する道徳・品徳、健康・資質、生活・技能、文化・教養、行為・習慣
等の方面の育成、指導、影響である。

第 3条　（略）。
第 4条　未成年者の父母及び後見人が家庭教育を実施する責任を負い、国と社会は家庭教育のために指導・支援・

サービスを提供する。
第 5条　家庭教育を実施する上で、▽未成年者の心身の発達と個人の差異を尊重、▽未成年者の人格・尊厳を

尊重、未成年者のプライベートと個人情報の保護、未成年者の合法的な権益の保障、▽家庭教育の特徴
を遵守し、科学的な家庭教育の理念と方法を実施、▽家庭教育・学校教育・社会教育の緊密な結合・協調、
▽実際の状況と合わせた活発で多様な措置を実施、の 5点を重視する。

第 6～ 10条　各レベルの人民政府は家庭教育事業を指導し、家庭・学校・社会が協同して人材育成を行うメカ
ニズムを形成するとともに、人民法院、人民検察院、労働組合、中国共産主義青年団、企業や事業単位、
などの社会組織や個人などは家庭教育の発展を支援する。

第 11～ 13条　（略）。

第 2 章　家庭の責任
第 14，15条　父母あるいは後見人は、家庭を 1つの教室と捉え、教師を通じて責任感を持って家庭教育に対し

て主体的な責任を負い、正しい思想、方法、行為を以て未成年者の良好な思想、品行、習慣を育成し、
未成年者の健康的な成長のために良好な家庭環境を作り出す。

第 16条　父母あるいは後見人は、未成年者の道徳・人格の育成、良好な学習習慣、心身の健康、正確な労働観
などに留意して家庭教育を行う（第 16条）。

第 17～ 19条　父母あるいは後見人は、未成年者の生理、心理、知力の発達状況に応じ家庭の各種業務への参
加や意見を発表する権利を尊重し、正確な家庭教育の理念や知識を把握し、学校、幼稚園、コミュニティ
などと連携して家庭教育の能力を高めるとともに、未成年者の健康的な成長を促す。

第 20、21条　（略）。
第 22条　未成年者の父母あるいは後見人は、合理的に未成年者の学習、休息、娯楽、スポーツの時間を配分し、

過重な学習負担を避け、インターネットに耽溺することを予防する。
第 23条　未成年者の父母あるいは後見人は、性別、身体的状況、知力によって未成年者を差別してはならず、

家庭内暴力、脅迫、誘惑、教唆、黙認、未成年者を利用しての法令及び社会道徳に違反した活動に従事
させてはならない。
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第 3 章　国の支援
第 24条　国務院（内閣）の家庭教育に関連する組織は、全国レベルの家庭教育の指導大綱［注 1］を改正・公

布する。
第 25条　省レベル以上の人民政府は、家庭教育の情報化サービスを提供するプラットフォームを構築し、公益

的な保護者学校やインターネット課程や、オンライン家庭教育指導サービスを提供する。
第 26条　県レベル以上の地方人民政府は、監督・管理を強化し、義務教育段階の児童・生徒の宿題及び塾等の

学校外教育訓練機関の負担を減らし、学校及び家庭と連携して学校教育と家庭教育の相互の協力を推進
する。

第 27、28条　県レベル以上の地方人民政府は、家庭教育を指導する専門の人員をそろえるとともに、家庭教育
指導機関を設置する。同機関は所轄内のコミュニティの保護者学校や学校の保護者学校等を指導すると
ともに、家庭教育の研究・研修・サービスの開発を行う。

第 29条　家庭教育指導機関は家庭教育の実施が困難な家庭の具体的な状況に応じて関連部門と協力して効果的
なサービスを提供する。

第 30条　区レベルの行政区画を持つ地級市、県、郷レベルの人民政府は両親が出稼ぎに出た未成年者や家庭の
状況が困難な未成年者の家庭を登録し、生活、起業・就職の支援等を行うとともに、それら家庭の父母
や後見人に対して家庭教育を実施できる環境を整える。

第 31条　家庭教育指導機関が実施する活動では営利を目的とした教育訓練を施してはならない。
第 32～ 34条　（略）。
第 35条　中華全国女性連合会［注 2］は中華民族の家庭の美徳を掲げ、良好な家風の樹立などで力を発揮し、

家庭教育の知識の普及や家庭教育指導機関、コミュニティの保護者学校の構築等の多種多様な方法で家
庭教育の実践的活動を行い、家庭教育の指導的サービスを提供する。

第 36条　自然人、法人、非法人組織は非営利の家庭教育サービス機関を設置することができ、県レベル以上の
人民政府は、それに対して補助金の支給、奨励、委託等の支援措置を行う。

第 37条　国家機関、企業・事業単位、その他社会組織などは、職員が家庭教育の活動に参加することを支援する。

第 4 章　社会との協同
第 38条　居民委員会や村民委員会はコミュニティ内に保護者学校や家庭教育指導サービス拠点を設置する。
第 39、40条　学校及び幼稚園は家庭教育指導サービスを事業計画や教師の研修内容に含めるとともに保護者学

校を設置し、家庭教育指導サービスや関連する活動を展開する。
第 41、42条　（略）。
第 43条　学校が児童・生徒の深刻な校規違反を発見した場合は、制止・指導を行うとともに、父母あるいは後

見人に告知し、並びに父母あるいは後見人に同問題に関連した家庭教育の指導を行う。また、児童・生
徒が不良行為をした場合は、法令に基づいて処理する。

第 44、45条　（略）。
第 46条　社会教育施設等は毎年定期的に家庭教育関連の活動を実施するとともに、各種メディアは正確な家庭

教育の知識を宣伝する。
第 47条　（略）。

第 5 章　法律上の責任の所在
第 48条　居民委員会、村民委員会、中華全国女性連合会、父母あるいは後見人の所属する企業や事業単位、学

校及び幼稚園等の未成年者と関わる事業単位は、父母あるいは後見人が家庭教育の責任を拒絶、不履行、
あるいは他の後見人の家庭教育の実施を妨害したことを把握した場合に、批判や教育、勧告、制止を行い、
必要なときに家庭教育の指導を受けることを督促する。

第 49条　公安機関、人民検察院、人民法院等は、未成年者の厳重な不良行為や犯罪行為を見出したとき、ある
いは、父母あるいは後見人が家庭教育を不正確に実施し、未成年者の合法的な権益を侵害した場合に、
状況に応じて父母あるいは後見人に訓戒を与えるとともに家庭教育の指導を受けること命じる。

第 50～ 52条　家庭教育事業の職責を有する政府部門や機関、家庭教育指導機関、学校、幼稚園、保育園等が
家庭教育に関する職責を果たさないときは、期限を決めて改善が要求され、状況が深刻な場合は、直接
の責任のある人員が処分される。また、家庭教育指導機関に至っては営業の停止及び営業許可や登録の
取り消しが行われる。

第 53条　父母あるいは後見人が、家庭教育を実施している中で暴力を用いた場合は、「中華人民共和国未成年
者保護法」「中華人民共和国反家庭内暴力法」等の法令によって責任を追及する。

第 54条　（略）。
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第 6 章　附則
第 55条　本法は 2022年 1月 1日に施行する。

注 1： 2010年に制定され、2019年に改正された「全国家庭教育指導大綱」は家庭教育の実践や家庭教育を指導
する機関の指導内容、新婚夫婦や妊婦、未成年の子供を持つ保護者に対する詳細な指導指針を示したもの。

注 2： 1949年に成立した中華全国女性連合会は、中国共産党や政府と連携し、女性の権益保護や男女共同参画、
家庭教育等を実施するため、女性及び子供に関する調査・研究、業務指導、政府に対する諮問、各種研修
等を行っている。

［教育部ウェブサイト「中華人民共和国家庭教育促進法」2021年 10月 25日（http://www.moe.gov.cn/）］
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＜資料２＞

「児童・生徒・学生の心理健康管理事業を強化することに関する通知」（要約）＜中国＞

　以下は、2021年 7月 7日に教育部が公表した「児童・生徒・学生の心理健康管理事業を強化することに関す
る通知」の要約である。

「児童・生徒・学生の心理健康管理事業を強化することに関する通知」

１．基本となる管理を強化し、全方位的に児童・生徒・学生の心理健康資質を向上させる。
①　児童・生徒・学生が挫折や困難に理性的に対応できるような心理健康課程の構築を強化し、高等教育機
関では本科及び専科の学生に対して、2単位（32～ 36授業時間）に相当する心理健康に関する必修の課
程を設ける。初等中等教育機関では、学校が独自に設置する課程の中に心理健康教育を含め、多様な生命
を尊ぶ教育や挫折等に負けないレジリエントな教育を行う。

②　体育、美育、労働教育及び学校風土の重要な作用を発揮させ、全方位的に児童・生徒・学生の心理健康
の発達を促進して、積極的な心理を養う。

③　学習、就職、家庭の経済状況、友人関係、恋愛、集団生活などの面で発生する各種ストレスに対して、
個別指導及び個別相談、就職支援、奨学金、集団指導などの方法で対処する。

④　学校教育、家庭教育、社会教育が連携して児童・生徒・学生の心理的健康に対する知識の普及を行うと
ともに、家庭や親子関係、家庭の教育方針等に基づくストレスの緩和や健康的な成長をもたらす社会環境
を醸成する。

２．過程の管理を強化し、早期に発見された能力や日常的なカウンセリング・指導レベルを高める。
⑤　中国の児童・生徒・学生の特徴に沿った心理測定表を開発し、定期的に心理的健康に関する測定を行う。
児童・生徒に対しては毎年 1回心理的健康に関する測定を行い、その結果は生涯にわたる心理成長プロファ
イルに収められるとともに、高等教育機関では新入生に対して適時に心理的健康に関する測定を行う。

⑥　高等教育機関では、大学－学院・学部－学級－宿舎・個人の各レベルで警戒を行い、学級では心理委員、
学生の共産党組織の幹部、宿舎の室長などによって、学生の重大な変化や挫折などによる異常の有無を確
認し、教員補助員や学級担任は毎月学生宿舎を訪問し、学院・学部は定期的に学生の心理異常について状
況を検討し、危険性を有する学生について支援を行う。児童・生徒については、教師と保護者は密接に連
携して子供を支援する。

⑦　高等教育機関は心理カウンセリングサービスプラットフォームを強化し、心理発達指導室、積極的な心
理体験センター、団体活動室、総合資質訓練室などを設置して、実践的な心理相談等を行う。県レベルの
教育行政機関は児童・生徒の心理指導センターを設置し、オンライン・オフラインの多様な形式でカウン
セリングを行う。

３．結果の管理を強化し、心理的に危機となる事件への対応処置能力を向上させる。
⑧　学校と家庭が協力をして、入学時に鬱症状などの心理的に問題のある児童・生徒・学生を特定し、学校
内外で専門の人員による判定を行ったのち、保護者と連携する。

⑨　教育行政機関及び全教育段階の学校は専門の精神衛生医療機関と協力する。
⑩　学校内で突発的な事件が発生した後の精神的な緩和ケア実施するとともに、事件後にネット上に悪意あ
るコメント等を書き込む者に対しては、中国共産党中央ネットワーク安全・情報化委員会や公安等の部門
と協力して対処する。

４．総合的な支援体制を強化する。
⑪　高等教育機関では学生 4,000人に 1人の割合もしくは各校 2名以上の形式で心理健康に関する専門の教
師を配置する。新任の指導者や大学院生指導者は心理健康教育に関する研修を受けるとともに、3年に 1
度の心理健康に関する研修を受けさせる。初等中等教育機関では、各校は少なくとも 1名以上の専門の心
理健康教育教師を配置し、県レベルの教育研究機関には心理教育研究員を配置する。

⑫　高等教育機関は心理健康教育及びカウンセリングに必要な場所と設備を確保し、県レベルの教育行政機
関は、児童・生徒心理指導センターに専門の場所と設備を設置する。初等中等教育機関では心理指導室の
設置を強化し、年度予算の心理健康教育予算を確保する。

［教育部ウェブサイト「教育部弁公庁加強学生心理健康管理工作的通知」2021年 7月 12日（http://www.moe.gov.cn/）］

（受理日：令和６年１月 18日）
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＊　教育政策・評価研究部　総括研究官

教育委員会から見た義務教育学校の実態と評価
Actual Status and Evaluation of Compulsory Education Schools from 

the Perspective of Board of Education

宮﨑　悟＊

MIYAZAKI Satoru

Abstract
This study presents an overview of the actual status and evaluation of compulsory education 

schools from the perspective of boards of education based on a questionnaire survey targeting 
municipal boards of education in Japan that have established compulsory education schools in 
their jurisdictions.

The survey results reveal that in 63.0% of these areas, unified elementary and lower secondary 
school education has been provided before the establishment of compulsory education schools. 
Compulsory education schools were found to be usually built on past experiences within a unified 
education system. Compulsory education schools can employ a special curriculum to implement 
unified elementary and lower secondary school education at the discretion of the schoolʼs 
establisher; this can be considered the systemʼs greatest advantage. However, in reality, the special 
curriculum is used in only 35.6% of the areas, though numerous areas that have adopted the 
special curriculum have expressed the advantage of being able to utilize it.

The survey results indicate that the main reason for establishing compulsory schools is the 
expectation of quality educational measures. However, overall, expectations for the new unified 
organization of compulsory education schools are observed in various aspects, including the 
revitalization of schools and differentiation of instruction content. 

Regarding the greatest advantage of establishing compulsory education schools, numerous 
respondents indicated an increased awareness of unified education among teachers and staff, but 
the responses differed according to area-specific circumstances. However, overall, the respondents 
experienced various advantages of the establishment of compulsory education schools, such as 
improved connections between teachers and staff and among students.

Regarding the disadvantages of establishing compulsory education schools, specific answers 
were elicited from only 45.2% of the areas, suggesting that, overall, several respondents did not 
experience enough disadvantages to answer specifically. Problems related to school management, 
awareness of teachers and staff, and increased workload of teachers were predominantly 
highlighted as specific disadvantages; however, several of these issues are also frequently 
indicated in unified elementary and lower secondary schools integrated with facilities that are not 
compulsory education schools.
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１．はじめに

近年各地に広がっている小中一貫教育は広島県呉市で 2000（平成 12）年度に始まり、2015（平
成 27）年の学校教育法改正により制度化された。これに伴い、新たな学校種として従来の小学
校と中学校の組織を一体化した義務教育学校が 2016（平成 28）年度から設置可能となった1。こ
の際、従来の小・中学校に並ぶ新たな学校種として義務教育学校が位置づけられているため、義
務教育学校を設置するかについては設置者の判断に委ねられている。
文部科学省「学校基本調査」で公立の義務教育学校数を確認すると、最初の 2016（平成 28）
年度には 22校（全て公立）であったが、2023（令和５）年度には 201校（その他国立５校・私
立１校）となっており、今後も義務教育学校は増加傾向が見込まれる。ただ、同年度における公
立小学校数が 18,669校、公立中学校数が 9,095校であることを踏まえると、現状の公立学校に関
しては既存の小・中学校が主流であり、義務教育学校は限定的な存在となっている。
本稿を執筆した 2023年度は義務教育学校が設置可能となってから９年目であることから、最
も早く設置した学校では（小学校ではなく）義務教育学校に入学した子が卒業する完成年度を迎
え、義務教育学校に対する一定の評価が定まってきた時期と考えられる。そこで、本稿では義務
教育学校を設置している市区町村教育委員会から見た義務教育学校の実態と評価を明らかにし
て、従来の小・中学校から義務教育学校への転換によって生じた変化について考察したい。
小中一貫教育を対象とした学術的研究が増えつつある中で、制度化後の義務教育学校やその母
体となったと考えられる施設一体型の小中一貫教育校を対象に含めた研究も幾つか見られる。
星野（2023）では、つくば市における義務教育学校の施設整備について財政面から検討してお
り、義務教育学校の新規建設事業が実施された年には、市の歳出総額に占める教育費の割合や小
中学校費に占める建設費の割合が高い水準になることなどを示している。西川（2022）では、義
務教育学校を２校設置する広島県 A市の教職員を対象に小中一貫教育に対する意識調査を実施
した結果から、教職員の小中一貫教育の成果と課題に対する意識には学校種、教員経験年数、同
一市経験年数が大きく影響していることを明らかにしている。また、梅原・都築・山本編著（2021）
では、2013年度から 2019年度にかけて小中一貫教育校に通う児童生徒への調査結果の分析結果
から、児童生徒の発達の側面を中心に小中一貫教育による課題が様々な形で生じていることを提
示している。さらに、国立教育政策研究所編（2019）では、制度化後に様々な形で小中一貫教育
に取り組む 13市区町村の事例を基に、教育委員会と学校の視点から制度化された小中一貫教育
（義務教育学校及び小中一貫型小・中学校）導入によるメリットとデメリットを考察している。
以上のように、児童生徒や教職員、学校施設、学校制度という様々な視点から、制度化以降の
小中一貫教育や義務教育学校に関する研究が蓄積されてきている。本稿では国立教育政策研究所
編（2019）で議論されてきた研究関心を引き継ぎ、特に教育委員会の視点から義務教育学校には
どのようなメリット・デメリットが見られているのかを考えたい。国立教育政策研究所編（2019）
では限られた制度化直後の地域事例を基にしたものであるが、本稿では義務教育学校を設置する
市区町村教育委員会の全てを対象に実施した質問紙調査の回答結果を紹介することを通じて、よ
り幅広く俯瞰的に教育委員会から見た義務教育学校の実態と評価を明らかにする。

1　 小中一貫教育の制度化により、義務教育学校に準じる小中一貫型小・中学校（併設型小・中学校及び連携型小・中学校）
も同時に設置可能となった。しかし、本稿の研究対象を義務教育学校に焦点化するために、小中一貫型小・中学校
は本研究の対象外として、以降の節でも記載を割愛した。
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２．質問紙調査の概要

本稿で紹介する義務教育学校を設置する市区町村教育委員会を対象とした質問紙調査の概要に
ついて表１にまとめた。今回の調査では、義務教育学校の設置理由のような施策面から見た背景
を明らかにすることが大きな狙いであるため、義務教育学校そのものではなく、設置する教育委
員会を調査対象とした。また、義務教育学校設置によるメリットやデメリットについても尋ねる
観点から、設置後１年以上経過した地域に限定して、調査実施の前年度となる 2021年度以前か
ら義務教育学校を設置していた全ての地域（105市区町村）を調査対象として調査票を郵送した。

表１　質問紙調査の概要
調査名称 義務教育学校における小中一貫教育に関する調査
調査時期 2023年１月～２月
調査対象 2021年度以前から義務教育学校を設置していた 105市区町村教育委員会（全数）
調査方法 義務教育学校担当部署宛てに調査票を郵送して、郵送又はメールにより回答を収集

主な
調査内容

・義務教育学校の背景（義務教育学校の設置理由・設置前の小中一貫教育の状況）
・義務教育学校での教育課程の特例や小中一貫教育に関する取組の実施状況
・義務教育学校設置によるメリット
・義務教育学校設置によるデメリット

回答状況 73市区町村から回答（回答率：69.5％）
出所：筆者作成

今回の調査では 73市区町村からの回答が得られており、回答率は 69.5％となった。次節以降
での結果を見る際の参考として表２に地域特性別2の回答率を示した。公立義務教育学校の最初
の設置年3を2016～2018年と2019～2021年に分けたが、両者に回答率に違いはほぼ見られなかっ
た。一方で、人口規模別に見ると、都市部ほど回答率が高くなる傾向が見られた。

表２　地域特性別回答率

2016～ 2019～ 5万以上

2018年 2021年 20万未満

送付数 105 58 47 48 33 24

回答数 73 40 33 28 24 21

回答率 69.5% 69.0% 70.2% 58.3% 72.7% 87.5%

5万未満 20万以上
全体

最初の設置年 人口規模

出所：表１で示した調査を基に筆者作成

2　 最初の設置年は文部科学省「学校基本調査」、人口規模は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯
数調査（令和５年１月１日現在）」による。

3　 複数の義務教育学校がある地域で、全ての義務教育学校が一斉に設置される事例もあれば、異なる年に義務教育学
校が設置される事例もあるため、本稿では域内最初の設置年を基準とした。
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３．義務教育学校設置地域における小中一貫教育

義務教育学校の状況を見る前に、それぞれの地域における小中一貫教育の状況について、調査
結果から見ることにしたい。

３．１　義務教育学校設置以前における小中一貫教育の実施状況
義務教育学校は小中一貫教育を実施することが前提の学校種であるが、実際の事例を見ると、
義務教育学校の設置と同時に小中一貫教育を開始した地域もあれば、それまでの小中一貫教育の
実践経験を重ねた上で義務教育学校を設置した地域もある。そこで、義務教育学校設置以前にお
ける小中一貫教育の実施状況について尋ねた結果を表３に示した。なお、ここでの小中連携・一
貫教育の定義については、文部科学省による下記の定義を調査票に示した上で質問している。

小中連携教育： 小・中学校段階の教員が互いに情報交換や交流を行うことを通じて、小学校
教育から中学校教育への円滑な接続を目指す様々な教育。

小中一貫教育： 小中連携教育のうち、小・中学校段階の教員が目指す子供像を共有し、９年
間を通じた教育課程を編成し、系統的な教育を目指す教育。

表３　義務教育学校設置以前の小中一貫教育の実施状

2016～ 2019～ 5万以上

(回答数) (割合) 2018年 2021年 20万未満

小中一貫教育を実施 46 63.0% 80.0% 42.4% 39.3% 75.0% 81.0%

小中連携教育を実施 20 27.4% 17.5% 39.4% 35.7% 25.0% 19.0%

いずれも実施なし 7 9.6% 2.5% 18.2% 25.0% 0.0% 0.0%
回答市区町村数 73 100.0% 40 33 28 24 21

全体
最初の設置年 人口規模

5万未満 20万以上

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：紙幅の都合上、地域属性別での回答数は割愛した。

全体としては、義務教育学校の設置以前から小中一貫教育を実施していた地域が 63.0％と過半
数を占めており、続いて小中連携教育を実施していた地域が 27.4％、いずれも実施していなかっ
た地域が 9.6％となった。このことから、以前からの小中一貫教育の実践経験を基に義務教育学
校を設置する地域が主流であったことが指摘できる。このような傾向は、比較的早期から義務教
育学校を設置していた地域4や人口規模の大きな地域ほど強く見られた。新しい学校種である義
務教育学校は、最初の３年間は小中一貫教育の実践経験のある都市部を中心に広がり、その後は
新たに小中一貫教育を開始する地域や小規模地域にも広がっていったことがうかがえる。

３．２　小中一貫教育の実施目的
次節で義務教育学校の設置目的を示す前に、ここでは各地域における小中一貫教育の実施目的
について尋ねた結果を見ることにしたい。この際、これまでの文部科学省初等中等教育局（2015）

4　 国立教育政策研究所編（2019）p.23でも、2017年度に制度化した小中一貫教育に新規移行した地域の大半が小中
一貫教育や小中連携教育を以前から実施していたことが示されている。
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で示された「小中一貫教育等についての実態調査」での項目などにおける調査項目を参考にして
用意した選択肢の中から、最重視する項目について単一回答、該当する全項目について複数回答
を得た。
全体での集計結果を示した図１を見てみよう。最重視する目的でも該当する全項目でも、幅広
い選択肢項目が回答されており、地域によってその目的は多様化していたと指摘できる。
最重視する目的として最も多かったのは「教職員の意識改革」（31.5％）で、「特色ある学校づ
くり」（21.9％）や「学校間連携等の強化」（11.0％）が続いており、教職員や学校組織に関する
目的を重視する地域が多い傾向が見えてきた。小中一貫教育を実施する際には教職員の意識を変
えることが特に重要という認識が各地域で強く持たれてやすくなっていたと考えられる。
さらに、最重視する目的として「学習指導面の中１ギャップ対応」（9.6％）が４番目、「生徒
指導面の中１ギャップ対応」（8.2％）が５番目に多く挙げられたように、小・中接続期の児童生
徒に生じやすい「中１ギャップ」と呼ばれる課題への対応を重視する地域も一定数見られた。
一方、該当する全項目に関する結果に目を移しても多様な選択肢が選ばれており、ここでも「教
職員の意識改革」（91.8％）が最も高い割合で、次いで「学習指導面の中１ギャップ対応」（89.0％）、
「生徒指導面の中１ギャップ対応」（87.7％）が続き、教職員の側面に加えて児童生徒の側面も一
貫教育の目的として多く挙げられた。この調査では、全 12項目の中で平均 8.08項目選ばれてい
たように、各地域において多様な項目が幅広く選択されていたことから、それぞれの地域で多角
的な目的で小中一貫教育を実施していると考えられる。
続いて、最重視する実施目的についてより細かく地域属性別5に示した表４を見てみよう。「教
職員の意識改革」は人口５万未満を除く全ての地域属性で最も大きな割合となっており、基本的

5　 これ以降での地域属性は最初の設置年と人口規模に加えて、表３に示した義務教育学校設置以前の状況別でも示す
が、回答数の関係で（連携教育実施の有無に関係なく）一貫教育実施の有無で分けた２群で見ることにした。

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
図１　小中一貫教育の実施目的（全体）
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には幅広い地域属性で教職員の意識改革が最重視されることが分かった。
「教職員の意識改革」以外の項目についてはどうだろうか。義務教育学校の最初の設置年に関
する属性別では、2016～ 2018年に設置した地域では「学校間連携等の強化」が相対的に高く、
2019～ 2021年に設置した地域では「特色ある学校づくり」が相対的に高くなっており、最初の
設置年の時期によって異なる傾向が見られた。
また、人口規模別に比較すると、「特色ある学校づくり」の割合が小規模地域になるほど高く、
特に人口５万未満の地域では「教職員の意識改革」（28.6％）を超えて 32.1％と最も高い割合となっ
た。人口が少ない地域では少子化が進みやすく、小中一貫教育導入や義務教育学校設置を通じて
地域の学校を特色化し、より良い教育を提供しようとする意識が高まりやすいと考えられる。
さらに、設置以前の状況の属性別に見ると、一貫教育を実施していた地域では「学校間連携等
の強化」が相対的に高く、一貫教育を実施していなかった地域では「特色ある学校づくり」が相
対的に高くなっていた。義務教育学校の設置と同時に小中一貫教育を導入した地域では、新たな
学校種による特色ある学校づくりを進めたいという意図が見えてきた。

４．義務教育学校での小中一貫教育に関する取組状況

一般的に、小中一貫教育を実施する際には、教員が小・中学校間で乗り入れ授業をしたり、学
級担任制が一般的な小学校において主に一部教科での教科担任制を実施したりする取組が見られ
る。また、市区町村独自予算で教員を加配する事例も多く見られる。さらに、小中一貫教育を実
施するための教育課程の特例については、一般的には文部科学省への個別申請と大臣承認が必要
となるが、義務教育学校に関してはこれらの申請・承認は不要で設置者の判断で特例を活用でき
る。そこで、これらの小中一貫教育に関する様々な取組について、義務教育学校での導入状況を
見ることにしよう。

表４　小中一貫教育の実施目的（最重視するもの）（地域属性別）

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：紙幅の都合上、地域属性別での回答数は割愛した。

2016～ 2019～ 5万以上 一貫教育 一貫教育

(回答数) (割合) 2018年 2021年 20万未満 実施あり 実施なし

生徒指導面の中1ギャップ対応 6 8.2% 10.0% 6.1% 10.7% 12.5% 0.0% 6.5% 11.1%

学習指導面の中1ギャップ対応 7 9.6% 12.5% 6.1% 10.7% 16.7% 0.0% 8.7% 11.1%

異学年交流の促進 1 1.4% 0.0% 3.0% 3.6% 0.0% 0.0% 2.2% 0.0%

教員の指導力向上 1 1.4% 2.5% 0.0% 0.0% 4.2% 0.0% 2.2% 0.0%

教職員の意識改革 23 31.5% 30.0% 33.3% 28.6% 25.0% 42.9% 28.3% 37.0%

学校間連携等の強化 8 11.0% 17.5% 3.0% 7.1% 12.5% 14.3% 15.2% 3.7%

保護者との関係強化 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

地域との連携強化 1 1.4% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 4.8% 2.2% 0.0%

特色ある学校づくり 16 21.9% 17.5% 27.3% 32.1% 20.8% 9.5% 19.6% 25.9%

教委方針への重点化 3 4.1% 2.5% 6.1% 0.0% 4.2% 9.5% 6.5% 0.0%

小規模校の学校存続 2 2.7% 2.5% 3.0% 0.0% 0.0% 9.5% 4.3% 0.0%

その他 5 6.8% 5.0% 9.1% 7.1% 4.2% 9.5% 4.3% 11.1%
回答市区町村数 73 100.0% 40 33 28 24 21 46 27

最初の設置年 人口規模 設置以前の状況

5万未満 20万以上

全体
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４．１　一般的な小中一貫教育に関する取組の実施状況
義務教育学校における一般的な小中一貫教育に関する取組の実施状況を表５にまとめた。まず、
前期・後期課程（小・中学校に相当）間の乗り入れ授業でも、前期課程（小学校に相当）での教
科担任制でも 98.6％となり、１地域を除くほぼ全ての地域で導入されており、これらの取組に関
しては高い導入率と考えても良いだろう。
一方で、市区町村費による教員加配等については約半数の 49.3％の地域で導入されていた。地
域属性別の加配等の導入率に 10ポイント程度の差が見られたものを中心に指摘すると、設置年
別では５万以上 20万未満の中規模自治体では 37.5％と他のグループよりは低くなった反面、20
万以上の大規模自治体では 61.9％と高くなっていた。また、義務教育学校設置以前から一貫教育
を実施していた地域では 54.3％とやや高く、実施していなかった地域では 40.7％と低くなってい
た。各地域での施策や学校に対する考え方や財政状況がこのような差に表れたと考えられる。

表５　義務教育学校での一般的な小中一貫教育に関する取組の実施状況

2016～ 2019～ 5万以上 一貫教育 一貫教育

(回答数) (割合) 2018年 2021年 20万未満 実施あり 実施なし

課程間の乗り入れ授業 72 98.6% 97.5% 100.0% 96.4% 100.0% 100.0% 97.8% 100.0%

前期課程の教科担任制 72 98.6% 97.5% 100.0% 96.4% 100.0% 100.0% 100.0% 96.3%

市区町村費加配等 36 49.3% 47.5% 51.5% 50.0% 37.5% 61.9% 54.3% 40.7%

回答市区町村数 73 100.0% 40 33 28 24 21 46 27

最初の設置年

20万以上5万未満

設置以前の状況
全体

人口規模

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：紙幅の都合上、地域属性別での回答数は割愛した。

４．２　教育課程の特例の活用状況
義務教育学校が受けられる教育課程の特例の内容は次の２種類がある6。

①小中一貫教育のための独自教科の設定（表中では「独自教科」と略す）
②指導内容の課程間・学年段階間での入替え（表中では「指導内容入替え」と略す）

前者は地域に関する学習や英語を中心とした外国語教育、キャリア教育等の地域・学校におい
て重点化したい指導内容を学校内での教科として設定するものである。一方、後者は多くの場合
において中学校課程の指導内容を小学校課程に前倒しして指導するなど、学習指導要領で定めら
れた課程・学年段階の指導内容を前倒し・後送りするものである。これらの特例によって教育課
程編成上の裁量度は上がるため、教育内容の特色化につなげやすいと考えられる。
義務教育学校に適用される法令規則は小・中学校のものがそのまま準用されるため、教員配置
人数や学習指導要領等で定められた基本的な教育内容は一般的な小・中学校とは原則的に変わら
ない。ただ、義務教育学校ではこれらの教育課程の特例は設置者の判断で活用できるため、制度
的な面では義務教育学校を設置することによる最大のメリットとして挙げることができる。
それでは、どの程度の地域の義務教育学校で教育課程の特例を実際に活用していたのかを見る
ために、調査時点（2022年度）における各地域での状況について表６に示した。

6　  「義務教育学校並びに中学校併設型小学校及び小学校併設型中学校の教育課程の基準の特例を定める件」（平成 28
年文部科学省告示第 55号）による。
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全体では 35.6％の地域で教育課程の特例が活用されており、約３分の１にとどまることが分
かった。2016～ 2018年に最初に設置した地域や人口規模 20万人以上の地域、義務教育学校設
置前から小中一貫教育を実施していた地域では、相対的に特例の活用率が高くなっていた。義務
教育学校では一般的な小・中学校の学習指導要領の教育内容を基本とした９年間を通した教育課
程を編成され、実情的には指導要領の範囲内での創意工夫も可能である。また、学習指導要領を
超えた特例的な教育課程を編成する際には、学校や教育委員会において様々な準備が必要となり
大きな負担も生じるため、教育課程の特例を活用する地域が少なくなっていたと考えられる。

表６　義務教育学校での教育課程特例の調査時点（2022 年度）における活用状況

2016～ 2019～ 5万以上 一貫教育 一貫教育

(回答数) (割合) 2018年 2021年 20万未満 実施あり 実施なし

47 64.4% 55.0% 75.8% 67.9% 66.7% 57.1% 58.7% 74.1%

26 35.6% 45.0% 24.2% 32.1% 33.3% 42.9% 41.3% 25.9%

独自教科のみ 16 21.9% 22.5% 21.2% 21.4% 25.0% 19.0% 21.7% 22.2%

指導内容入替えのみ 4 5.5% 10.0% 0.0% 3.6% 4.2% 9.5% 6.5% 3.7%
独自教科＋指導内容入替え 6 8.2% 12.5% 3.0% 7.1% 4.2% 14.3% 13.0% 0.0%

回答市区町村数 73 100.0% 40 33 28 24 21 46 27

最初の設置年 人口規模

(

内

訳

)

教育課程特例の活用なし

教育課程特例の活用あり

全体
設置以前の状況

5万未満 20万以上

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：紙幅の都合上、地域属性別での回答数は割愛した。

活用している教育課程の特例の内容に目を移そう。「独自教科のみ」は全体で 21.9％となり、
特例を活用している地域の多くは独自教科のみで設置されており、地域属性別に見てもこの割合
に大きな違いは見られなかった。
一方で、「指導内容入替えのみ」や「独自教科＋指導内容入替え」では、特例を活用している
属性の地域（2016～ 2018年に最初に設置した地域や人口規模 20万以上の地域、義務教育学校
設置前から小中一貫教育を実施していた地域）で相対的に高い割合となった。教育課程の特例を
活用することが多い地域においては、２種類の特例を併用したり、指導内容の課程間・学年段階
間の入替えに絞ったりする形で、特色化した教育課程を編成していることが見えてきた。古くか
ら小中一貫教育に取り組む地域では、指導内容の課程間・学年段階間の入替えを中心に、教育課
程の特例を活用して、より教育課程に結び付いた形での小中一貫教育が展開されていたと考える
のが妥当であろう。
残念ながら、調査での質問項目数の関係で、具体的な独自教科の内容や指導内容の入替え状況
は調査できなかったため、より詳細な内容までは明らかにできないが、義務教育学校に関する制
度面での最大のメリットとも言える教育課程の特例に関する全体的な特徴が見えてきた。

５．義務教育学校の設置理由

義務教育学校は新たな学校種であるため、既存の小・中学校という枠組みから移行する形で義
務教育学校が設置されることになる。既存の小・中学校を設置し続けるという考え方もある中で、
義務教育学校を設置した理由について見ることにしたい。今回の調査から見えた義務教育学校の
設置理由を図２に示した。ここでも、国立教育政策研究所編（2019）に示された事例の中で挙げ
られたものや筆者が義務教育学校に対する聞き取り調査で得た情報を参考にして設定した選択肢
の中から、最重視した理由について単一回答、該当する全理由について複数回答を得た。
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全体的には、最重視した理由でも全理由でも、３節で見た小中一貫教育の実施目的よりも幅広
く多様な選択肢が回答されており、義務教育学校の設置理由は地域の事情に応じて多様化してい
た。
最重視した理由について見ると、「モデル校としての位置付け」（17.8％）やそれに続く「教委
の一貫教育推進姿勢の明確化」、「規模適正化による施設一体化」、「指導要領内での教育特色化」（い
ずれも 12.3％）が多く選択されていた。今回は義務教育学校を設置する地域の教育委員会が調査
対象であることから、主に小中一貫教育を新しい形で実施していることをアピールしたいという
教育施策的な側面が最重視されやすくなっていたと考えられる。
規模適正化による学校統廃合と（主に施設一体型校舎新設により導入される）小中一貫教育の
関係性については様々な意見があるが、児童生徒数減少による学校規模適正化による学校統廃合
を目的に施設一体化した義務教育学校（制度化以前に小・中学校として校舎が新設されて義務教
育学校に移行した場合も含む）の設置も、実態として一定数見られている。ただ、「過疎地域で
の学校存続」を最重視した理由として挙げた地域も 4.1％と少数ながらあり、義務教育学校設置
によって学校を特色化することで地域に学校を残そうとする動きも限定的だが見られている7。
教育課程の特例によらない学習指導要領内での教育内容の特色化に対する期待も高くなってい
た。前節で見たように約３分の２の地域では教育課程の特例を活用していなかったことから、指
導要領の範囲内で創意工夫しながら特色化したより良い教育を目指す地域が多いことがうかがえ
る。
一方で、義務教育学校設置の全理由を見ると、施策的側面の選択肢が多く選ばれていた最重視
した理由での傾向とは異なり、「組織一体化による学校活性化」（79.5％）や「組織一体化による

7　 教育内容を特色化した義務教育学校が小規模特認校として学校区外の希望する児童生徒を受け入れる事例も国立教
育政策研究所編（2019）で紹介されている。

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
図２　義務教育学校の設置理由（全体）
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教職員意識改革」（74.0％）のような学校組織の一体化で生じる効果への期待が多く挙げられて
いた。
この質問項目では全 15項目の選択肢を用意した中で平均 8.25項目が選ばれており、各地域に
おいて義務教育学校を設置した理由は多岐にわたっていた。今回の調査対象は教育委員会である
ため、教育施策に関係する項目への期待が中心になっていたが、全体的には義務教育学校という
新たな一体化した学校組織への期待感は様々な側面に広がっていたと考えられる。
次に、地域属性別に義務教育学校設置の最重視した理由を集計した結果である表７を見ると、
地域属性によって回答割合の傾向が異なっていた。先述の全体的な傾向と類似した回答傾向にあ
る地域属性もあったが、例えば、最初の義務教育学校設置年が 2019～ 2021年の地域では「規模
適正化による施設一体化」（18.2％）が、人口規模５万未満の地域では「組織一体化による学校
活性化」（21.4％）が最も多く回答されているように、最重視した理由は地域事情により大きく
異なる傾向が見られた。

６．義務教育学校設置によるメリット（成果）

これまでに地域によって小中一貫教育の目的や義務教育学校の設置理由は多様化していること
が見えてきた。義務教育学校を設置した地域では、義務教育学校設置によるメリット（義務教育
学校特有の成果）をどのような側面で感じているのであろうか。このことを確認するため、過去
に筆者が義務教育学校に対する聞き取り調査8で得た情報を参考にして設定した選択肢の中から、
最大のメリットについて単一回答、感じているメリット全項目について複数回答を得ており、こ
の結果を図３として示した。

8　 小中一貫教育の制度化以降に義務教育学校や教育委員会を対象として、筆者が断続的に行った聞き取り調査の内容
によるもので、一部は国立教育政策研究所編（2019）に含まれている。

表７　義務教育学校の設置理由（最重視した理由）

2016～ 2019～ 5万以上 一貫教育 一貫教育

(回答数) (割合) 2018年 2021年 20万未満 実施あり 実施なし

教委の一貫教育推進姿勢の明確化 9 12.3% 15.0% 9.1% 17.9% 4.2% 14.3% 13.0% 11.1%

施設的事情による施設一体化 4 5.5% 5.0% 6.1% 3.6% 8.3% 4.8% 6.5% 3.7%

規模適正化による施設一体化 9 12.3% 7.5% 18.2% 7.1% 12.5% 19.0% 13.0% 11.1%

モデル校としての位置付け 13 17.8% 22.5% 12.1% 3.6% 25.0% 28.6% 19.6% 14.8%

教育課程特例を活用した特色化 8 11.0% 15.0% 6.1% 14.3% 8.3% 9.5% 15.2% 3.7%

指導要領内での特色化 9 12.3% 15.0% 9.1% 14.3% 16.7% 4.8% 8.7% 18.5%

児童生徒情報の丁寧な引継 1 1.4% 0.0% 3.0% 0.0% 4.2% 0.0% 2.2% 0.0%

教員配置面の環境整備 2 2.7% 0.0% 6.1% 3.6% 4.2% 0.0% 0.0% 7.4%

組織一体化による教職員意識改革 2 2.7% 2.5% 3.0% 3.6% 0.0% 4.8% 4.3% 0.0%

組織一体化による学校活性化 6 8.2% 7.5% 9.1% 21.4% 0.0% 0.0% 4.3% 14.8%

保護者との関係強化 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

地域との関係強化 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

過疎地域での学校存続 3 4.1% 2.5% 6.1% 3.6% 4.2% 4.8% 6.5% 0.0%

新たな学校種への期待 4 5.5% 2.5% 9.1% 3.6% 8.3% 4.8% 2.2% 11.1%

その他 3 4.1% 5.0% 3.0% 3.6% 4.2% 4.8% 4.3% 3.7%
回答市区町村数 73 100.0% 40 33 28 24 21 46 27

5万未満 20万以上

全体
設置以前の状況最初の設置年 人口規模

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：紙幅の都合上、地域属性別での回答数は割愛した。
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なお、この前提として義務教育学校設置による総合的なメリットを感じているかについても別
に尋ねたが、全地域で肯定的な回答（「大いに見られている」が 64.4％、「やや見られている」が
35.6％）が得られていた。この質問項目でも、「特にメリットはない」という選択肢を用意した
ものの、それを回答した地域はなかったことから、各地域で何らかのメリットが感じられていた
と言えよう。
最大のメリットとした挙げられた点から見ると、一番多くの地域で挙げられていたのは「教職
員の一貫教育への意識向上」（38.4％）で、他の項目と比較しても際立っていた。さらに、「教育
課程特例を活用した教育特色化」（17.8％）と「指導要領内での教育特色化」（9.6％）といった教
育内容の特色化に関する項目が続き、「生徒指導面での中１ギャップ解消」と「学習指導面での
中１ギャップ解消」（共に 8.2％）のようないわゆる小中接続期に生じやすい課題への対応に関す
る項目が続いた。また、その他の項目を最大のメリットとして挙げる地域もあり、地域特有の事
情に応じて感じる最大のメリットは異なることが見えてきた。
メリットとして該当する全項目について見ると、「教職員の一貫教育への意識向上」（95.9％）
を筆頭に、教職員間のつながりに関する項目や児童生徒のつながりに関する項目が多くなってい
た。小・中学校が義務教育学校という一つの組織にまとまることで、児童生徒や教職員のつなが
りが強まるメリットを実感しやすいことも見出された。また、メリットに関する選択肢 17項目
のうち、平均 11.49項目が選ばれていたことから、各地域で様々なメリットが感じられていたと
言えよう。
次に、地域属性別に最大のメリットとして挙げられた項目を見た表８を見てみよう。
どの地域属性でも、「教職員の一貫教育への意識向上」が最も高い割合となっており、幅広い
地域で教職員の意識に関するメリットが感じられていた。

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：「特にメリットがない」という選択肢もあったが、該当がなかったため割愛した。

図３　義務教育学校設置によるメリット（全体）

153

教育委員会から見た義務教育学校の実態と評価



興味深いのは「教員配置面の環境整備」という項目への回答割合が地域属性によって大きく異
なる点である。この割合は、最初の設置年が 2019～ 2021年の地域、人口規模５万未満の地域、
義務教育学校設置前に一貫教育を実施していなかった地域において相対的に高くなっていた。こ
れらの多くが義務教育学校設置と同時に小中一貫教育を導入した地域であり、課程間の乗り入れ
授業や前期課程（小学校課程）での教科担任制も始めた地域が多いと考えられる。より専門的な
教科指導ができるなどの成果も指摘される乗り入れ授業や前期課程での教科担任制が義務教育学
校ではやりやすくなるため、義務教育学校設置の大きなメリットとして感じられることが多かっ
たと考えられる。
また、「教育課程特例を活用した特色化」も地域属性によって大きな違いが見られる。表６で
特例の導入状況を見た際に、2016～ 2018年に最初に設置した地域や人口規模 20万人以上の地
域で、相対的に特例の活用率が高くなった。しかし、この最大のメリットとしての回答割合では、
2019～ 2021年に最初に設置した地域や人口規模５万未満の地域で相対的に高く、活用状況とは
傾向が異なった。
それでは、実際に教育課程の特例を活用していた地域において、どの程度、教育課程に関する
メリットを感じていたかを見るため、これらの関係性を表９にまとめた。
特例を活用していた地域の 46.2％で「教育課程特例を活用した特色化」を最大のメリットを感
じており、88.5％でメリットを感じているという結果になった。参考として示した「指導要領内
での特色化」の回答状況（最大のメリットが 3.8％、感じるメリットが 34.6％）よりも高く、教
育課程の特例を活用している地域では、特例活用によるメリットを感じていたと言える。なお、
特例を活用していない地域において「教育課程特例を活用した特色化」を回答した地域もあるが、
調査時点では特例を活用していなくても将来的な期待などを込めて回答したものと考えられる。

表８　義務教育学校設置によるメリット（最大のもの）

2016～ 2019～ 5万以上 一貫教育 一貫教育

(回答数) (割合) 2018年 2021年 20万未満 実施あり 実施なし

生徒指導面の中1ギャップ解消 6 8.2% 7.5% 9.1% 3.6% 8.3% 14.3% 8.7% 7.4%

学習指導面の中1ギャップ解消 6 8.2% 10.0% 6.1% 7.1% 12.5% 4.8% 8.7% 7.4%

異学年交流機会の増加 3 4.1% 5.0% 3.0% 0.0% 8.3% 4.8% 6.5% 0.0%

児童生徒情報の引継・共有 1 1.4% 0.0% 3.0% 3.6% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7%

教員の指導力向上 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

教職員の一貫教育への意識向上 28 38.4% 42.5% 33.3% 35.7% 29.2% 52.4% 39.1% 37.0%

教職員間の相互理解 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

教職員が連携した取組等の増加 2 2.7% 5.0% 0.0% 3.6% 0.0% 4.8% 2.2% 3.7%

教育課程特例を活用した特色化 13 17.8% 15.0% 21.2% 25.0% 16.7% 9.5% 21.7% 11.1%

指導要領内での特色化 7 9.6% 10.0% 9.1% 7.1% 12.5% 9.5% 8.7% 11.1%

保護者との関係強化 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

地域との関係強化 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

教員配置面の環境整備 5 6.8% 2.5% 12.1% 14.3% 4.2% 0.0% 2.2% 14.8%

小規模校の学校存続 1 1.4% 2.5% 0.0% 0.0% 4.2% 0.0% 0.0% 3.7%

教委方針への重点化 1 1.4% 0.0% 3.0% 0.0% 4.2% 0.0% 2.2% 0.0%

教委姿勢の周知 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

回答市区町村数 73 100.0% 40 33 28 24 21 46 27

全体
設置以前の状況

5万未満 20万以上

最初の設置年 人口規模

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：紙幅の都合上、地域属性別での回答数は割愛した。
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７．義務教育学校設置によるデメリット（課題）

最後に、義務教育学校設置によるデメリット（義務教育学校設置特有の課題）についても考え
ることにしたい。国立教育政策研究所編（2019）では、事例をまとめる形で義務教育学校設置の
ような制度化移行によるデメリットについて考察しているが、これまでの質問項目のように選択
肢として提示できるほど多くの項目は見られていない。そこで、このデメリットについて尋ねる
質問項目に限り、地域を特定して回答内容を公開しない条件で自由記述での回答を求めることに
した。
この質問項目への回答状況を表 10にまとめたが、具体的にデメリットに関する記載があった
のは 45.2％にとどまった。無記入の地域も 38.4％見られており、煩雑さで回答を避けた可能性も
あるが、特にデメリットが見られないという内容を記述した地域が多い属性ほど無回答割合も高
く、全体的には具体的な形でデメリットを感じていない地域が多かったと考えられる。
また、地域属性別に見ると、比較的早期から義務教育学校を設置していた地域や人口規模が比
較的大きな地域、設置以前から小中一貫教育を実施していた地域で、相対的に多く具体的なデメ
リットが回答されており、取組の継続期間に応じてデメリットも見えてきやすいと考えられる。

デメリットに関する具体的な回答内容を、含まれた要素を集計する形で表 11にまとめた。
最も多く指摘されたデメリットは「学校運営に関する課題」（39.4％）であり、例えば、学年
段階で異なる授業時程や特別教室等の施設利用の割り振り、会議・打合せ時間の設定、学校行事
の設定等によって生じる課題が指摘されていた。このようなデメリットは、義務教育学校ではな
い施設一体型の小中一貫教育校でもしばしば指摘されているが、義務教育学校においてもデメ

表 10　義務教育学校設置によるデメリットの回答状況

2016～ 2019～ 5万以上 一貫教育 一貫教育

(回答数) (割合) 2018年 2021年 20万未満 実施あり 実施なし

無記入 28 38.4% 35.0% 42.4% 46.4% 29.2% 38.1% 32.6% 48.1%

特に見られない 12 16.4% 10.0% 24.2% 25.0% 12.5% 9.5% 10.9% 25.9%

具体的記載あり 33 45.2% 55.0% 33.3% 28.6% 58.3% 52.4% 56.5% 25.9%

回答市区町村数 73 100.0% 40 33 28 24 21 46 27

最初の設置年 人口規模

5万未満 20万以上

設置以前の状況
全体

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：紙幅の都合上、地域属性別での回答数は割愛した。

表９　教育課程特例の活用状況と教育課程関係のメリットとの関係性

(回答数) (割合) (回答数) (割合)

教育課程特例を 最大 12 46.2% 1 2.1%
活用した特色化 該当 23 88.5% 6 12.8%
指導要領内 最大 1 3.8% 6 12.8%
での特色化 該当 9 34.6% 36 76.6%

26 100.0% 47 100.0%該当市区町村数

教育課程関連のメリット
活用あり 活用なし
教育課程特例の活用状況

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：特例の活用状況は調査時点（2022 年度）のものである。
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リットとして認識されていたと考えられる。
これに続いて多く指摘されたデメリットは「教職員意識に関する課題」（36.4％）で、前節で
義務教育学校によるメリットとして教職員の意識改革が多く指摘されていた反面、デメリットと
しても多く指摘されていた。小・中学校では文化の違いが根深く、教員の意識を変えることに時
間を要することや、教員間連携の難しさなどの問題があり、デメリットとして認識されていると
考えられる。また、「教員の負担増加」（24.2％）に関するデメリットも比較的多く指摘されていた。
学校教員の多忙さが社会的な問題となる中、一般の小・中学校よりも会議や校内行事が増加しや
すく、教員に様々な負担が生じていたことが考えられる。
具体的なデメリットの記載をした地域が 33地域と少なく、より少数となる地域属性別に見る
とそれぞれの傾向はつかみにくいが、上記の全体的な傾向でも見られる「学校運営に関する課題」
や「教職員意識に関する課題」が一部を除いた幅広い地域属性で共通して高くなっていた。

８．終わりに

本稿では、義務教育学校を設置する全国の市区町村教育委員会を対象とした質問紙調査の結果
から、教育委員会の視点による義務教育学校の実態と評価について俯瞰的に見てきた。これまで
に見てきた主な内容について、ここで改めてまとめておきたい。
義務教育学校を設置した地域の 63.0％で設置前から小中一貫教育を実施しており、以前からの
小中一貫教育の実践経験を基に義務教育学校を設置されることが主流であった。義務教育学校を
設置した地域での小中一貫教育の実施目的は、「教職員の意識改革」を中心に多様化する中で、
教職員や学校組織に関するものを最重視する地域が多くなっていた。また、各地域では児童生徒
や教職員、学校組織に関する多角的な目的をもって小中一貫教育が推進されていた。
義務教育学校では、小中一貫教育を実施するための教育課程の特例が設置者の判断で活用でき
る。このことは制度面から見た義務教育学校の最大のメリットと言えるが、実際に義務教育学校
で教育課程の特例が活用されている地域は 35.6％にとどまっていた。学習指導要領の範囲内で工

表 11　義務教育学校設置によるデメリットの回答内容（要素別・複数要素への回答あり）

2016～ 2019～ 5万以上 一貫教育 一貫教育

(回答数) (割合) 2018年 2021年 20万未満 実施あり 実施なし

接続期の児童の課題 4 12.1% 13.6% 9.1% 12.5% 21.4% 0.0% 11.5% 14.3%

児童生徒の人間関係固定化 5 15.2% 22.7% 0.0% 25.0% 14.3% 9.1% 11.5% 28.6%

学校運営に関する課題 13 39.4% 45.5% 27.3% 12.5% 42.9% 54.5% 38.5% 42.9%

教職員意識に関する課題 12 36.4% 36.4% 36.4% 12.5% 50.0% 36.4% 38.5% 28.6%

教員の負担増加 8 24.2% 31.8% 9.1% 12.5% 28.6% 27.3% 26.9% 14.3%

校長の負担増加 2 6.1% 9.1% 0.0% 0.0% 7.1% 9.1% 7.7% 0.0%

教職員人材確保・人事対応 6 18.2% 22.7% 9.1% 25.0% 14.3% 18.2% 19.2% 14.3%

保護者・地域への対応 2 6.1% 0.0% 18.2% 0.0% 14.3% 0.0% 7.7% 0.0%

校区調整・安全確保 2 6.1% 0.0% 18.2% 0.0% 14.3% 0.0% 7.7% 0.0%

施設面の課題 4 12.1% 9.1% 18.2% 0.0% 7.1% 27.3% 15.4% 0.0%

課題を記入した市区町村数 33 100.0% 22 11 8 14 11 26 7

最初の設置年 人口規模

5万未満 20万以上

設置以前の状況
全体

出所：表１で示した調査を基に筆者作成
注：ここでは具体的に課題を記入した地域に対する回答割合を示している。

紙幅の都合上、地域属性別での回答数は割愛した。
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夫した９年間を見通した教育課程を編成することも可能であり、特例的な教育課程を編成するこ
とは大きな準備が必要で多忙化した学校には負担が大きいため、教育課程の特例を活用しない学
校が多くなっていたと考えられる。
義務教育学校の設置理由は教育施策面に関する期待が重視されやすくなっていたが、全体的に
は義務教育学校という新たな一体化した学校組織への期待感が、学校の活性化や指導内容の特色
化などの側面も含めて多様な形で見えていた。
義務教育学校設置によるメリットについては、教職員の一貫教育への意識向上という側面を中
心に、地域特有の事情に応じて感じる最大のメリットは異なっていた。ただ、全体的には教職員
間のつながりや児童生徒のつながりに関する様々なメリットを感じており、義務教育学校設置に
よる多様なメリットを感じていたことも見えてきた。
特に、義務教育学校で教育課程の特例を活用している地域では、特例を活用できるメリットを
感じていたことが明らかになった。現状では教育課程の特例の活用がそれほど進んでいないもの
の、既に特例を活用している多くの地域ではメリットを感じていることから、今後において教育
課程の特例活用がより多くの地域に広がることも期待できる。
一方で、義務教育学校設置によるデメリットについては、学年段階で異なる授業時程や施設利
用の割り振り、会議・打合せ時間の設定、学校行事の設定のような学校運営に関する課題が最も
多く挙げられていた。次いで、小・中学校文化の違いが根深いことで生じる教職員意識に関する
デメリットや、会議や校内行事の増加による教員の負担増加というデメリットなども多く指摘さ
れていた。
以上のように義務教育学校の実態と評価を俯瞰的に示したが、その設置理由や取組状況、感じ
ているメリットやデメリットについて、それぞれの特徴を示すと同時に、地域によって義務教育
学校の実態は多様化していたことが見えてきた。また、義務教育学校における教育課程の特例の
活用状況など、これまでに示されていなかった情報を俯瞰的に示すことができた。
ただ、本稿にはまだまだ多くの研究上の課題が残されている。俯瞰的に見ることで全国的に共
通したような傾向を見出そうとしたが、地域によって義務教育学校の実態が多様化していること
から、今回の調査はで得られなかったより多くの情報と合わせて分析する余地が残されている。
また、小中一貫教育の目的と義務教育学校の設置理由との関係性や、義務教育学校の設置理由と
メリットとの関係性など、今回の調査で得られた情報でも分析できる余地は大いに残されている。
また、実は義務教育学校設置によるデメリットについても、大きな課題が残されている。今回
の回答内容の多くは義務教育学校ではない施設一体型校舎で小中一貫教育を行う学校でも指摘さ
れてきた課題（デメリット）であった。このような状況になった理由は、小中一貫教育の導入時
期や施設状況（施設一体型校舎への移行時期など）、学校規模など、地域や学校によって義務教
育学校の背景が大きく異なり、各地域で実際に義務教育学校特有のデメリットと感じる内容が、
小中一貫教育特有の課題や施設一体型校舎で生じる課題も含んでしまうためである9。このよう
に、どこまでが純粋に義務教育学校特有のデメリットであるかを線引きすることは、今回の調査
結果からは困難であるため、今後更なる聞き取り調査等で得られた情報も加えながら、より考察
を深める必要がある。

9　 調査票での質問文では、「従来の小・中学校での小中一貫教育と比較して、義務教育学校設置によるデメリット（義
務教育学校特有の課題）があると感じる点があれば、回答欄に挙げてください。」という形で質問をしたものの、
各地域の状況を基に回答するため、様々な課題が混在することになったと考えられる。
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「公教育データプラットフォーム」における

データ利活用に関する考察
A Consideration on Data Utilization in the “Public Education Data Platform”

小林　圭＊1・高見　享佑＊2

KOBAYASHI Kei・TAKAMI Kyosuke

Abstract
This exploratory practice report focuses on the potential utilization of the public education 

data platform, released and started by the Education Data Science Center at the National Institute 
for Educational Policy Research. To enable the use of educational data by school staff and the 
board of education staff without requiring advanced technology or knowledge, basic analytical 
methods, such as correlation analysis, were employed. Drawing inspiration from the authorsʼ 
concerns, which are rooted in their experience in the field of K12 education, the datasets used for 
the analysis were related to foreign-nationality students requiring Japanese language support and 
school assistance. By analyzing these data, the authors investigated whether it was possible to 
identify municipalities wherein welfare support was sufficiently provided. The analysis showed 
a significant positive correlation between the number of children and students needing protection 
and number of foreign-nationality students needing Japanese language instruction per prefecture. 
However, when calculated per 100,000 people, such a correlation was not observed. Further 
investigation into prefectures with distinctive values suggested that regional industrial structures 
and employment patterns of foreigners might be related. This study adopts an exploratory 
approach seeking to find more valid statistical treatments and analyses based on the data available 
on the public education data platform. Including its trial-and-error process, this report can serve as 
a valuable case study on the utilization of the public education data platform, with the hope that it 
will contribute to promoting data-driven education.
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はじめに

令和 3年 10月に国立教育政策研究所に教育データサイエンスセンターが設置され、令和 5年
から「公教育データプラットフォーム（試行版）」の運用が開始された。自治体職員、研究者らが、
その教育データを活用して、データ分析を行うことで、教育政策立案に役立てることが期待され
ている。そこで本研究では、研修生として自治体から令和 5年度に派遣された小林（小学校教諭）
が主体となり、同 4月に着任した研究官高見からのサポートを受けて、公教育データプラット
フォーム利活用の推進や利用価値の創出を目的とし、掲載されているデータを用いた探索的・試
行的な分析を行った。
また、本稿においては、高度な知識を持たない教職員や教育委員会職員においても再現可能な、
基本的な分析手法を用いるとともに、統計的な有意差等の「結果」についての解釈だけではなく、
より妥当な統計的な処理を模索していった試行錯誤の過程も示した。各都道府県における施策の
政策評価や、学術的に一般化できる知見を導くまでには至らなかったが、学校現場経験のある自
治体職員による教育データ分析の実践レポートとして、データ駆動型教育や教育データサイエン
ス普及の一助となることを期待する。

１．背景

（1）公教育データプラットフォーム
「教育再生実行会議第十二次提言」（令和3年6月）や「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令
和 4年 6月閣議決定）等を踏まえ、文部科学省等が実施した教育分野の調査データや研究成果等
を集約するプラットフォームを構築し、データによる現状把握や、新たな知見の創出等につなが
る研究の活性化を図るとして、「公教育データプラットフォーム（試行版）」が令和 5年 4月に公
開された［1］。公教育データプラットフォーム内は、大きく「データカタログ」と「研究成果・
事例検索システム」に分かれており、令和 5年 9月現在、公教育データプラットフォーム内には
約 300点の研究成果・事例等が利用可能となっている。本研究では公教育データプラットフォー
ムのデータ利活用の推進とともに、現状把握や新たな知見の創出、そして、支援を必要とする児
童生徒への手立てを模索することも目的としている。このような教育データを自治体の教育委員
会や学校の教員らが利活用するためには、データ分析のスキルがある程度必要であることは言う
までもない。ではどのようなデータ分析スキルが必要であるのであろうか。

（2）本研究で活用するデータ分析手法
内閣府の『A I戦略等を踏まえた A I人材の育成について』［2］ではデジタル社会の「読み・書き・
そろばん」である「数理・データサイエンス・A I」の基礎などの必要な力をすべての国民が育み、
あらゆる分野で人材が活躍するために、高等教育においては教育プログラム認定制度、A I×専
門分野によるダブルメジャーの促進などの取り組みが進められている。中学校では 2021年度か
ら、高等学校では 2022年度から実施された現行の学習指導要領［3］における「数学」や「情報」
においても、大きくデータ分析の内容について移行及び追加が行われた。例えば、中学校で新た
に「データの活用」が追加され、これまで中学校では扱われなかった、四分位範囲と箱ひげ図が
高等学校から移行された。また、高等学校では数学 Iの「データ分析」において仮説検定の考え
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方や外れ値を扱うことや、数学 B「統計的な推測」では、正規分布を用いた区間推定及び仮説検
定の方法が扱われた。高等学校の共通教科「情報」においても「プログラミング」、「データサイ
エンス」が追加されるなど、統計やデータサイエンスに関わる内容が拡充されている。
これらの状況を踏まえながら、高度な専門的知識を持たない教職員や教育委員会職員でも再現
可能な、基本的な分析手法として、高等学校の数学で扱われる相関関係などの記述統計を用いて
データの特徴や関係を探索的に検討することとした。

（3）教育データの分析による福祉との連携
「教育データ」と言っても、全国学力・学習状況調査などの学力アセスメントに関するデータ、
児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査データなど、その種類は多岐に
渡る。とりわけ、「就学援助」や「日本語指導を必要とする外国籍児童生徒」などのデータは学
習面だけでなく、児童生徒の生活面や福祉的な要素も含んでいる。このような教育データをどの
ように用いることができれば教育政策立案に役立てることができるのであろうか。
政策立案について重要なキーワードとなるのが EBPM（Evidence-Based Policy-Making）である。

EBPMは、「エビデンスにもとづく政策形成」という意味［4］で、政策立案の初期プロセスにお
いて、エビデンス（根拠）を集めること（政策の根拠となり得るデータの収集）が重要なステッ
プとして位置づけられる［5］。学校や教育委員会がエビデンスとして、教育データを柔軟に取り
入れ、多様な教育データを組み合わせて分析し、得られた知見を学校経営や自治体の教育政策立
案のエビデンス（根拠）とすることができれば、EBPM実現の可能性が高まるものと期待できる。
また、自治体における子育て支援業務担当課、児童相談所、NPOなど、様々な福祉的機関との
連携にも役立てることができるであろう。

２．先行研究と本研究の設問

（1）就学援助の実際
要保護及び準要保護児童生徒数の推移（令和 3年文部科学省）によると、平成 23年を境に就
学援助を必要とする児童生徒は減少傾向にある。しかしながら学校には依然として経済的な支援
を必要とする児童生徒は一定数在籍している。また、家庭環境の複雑さや個人情報保護の観点な
どから各家庭の実態について学校が把握することは難しくなっている［6］。
学校ではこれまで、登校してくる児童・生徒の様子を見守ることや、家庭への連絡を密に行う
ことに加え、関係機関や専門家と連携することで、支援の必要な児童生徒にとって有効な手立て
とは何かを模索してきた。
学校が行ってきた支援に加え、今後はデータを利活用することで、学校だけでなく、教育委員
会や地方自治体等とともに、幅広い支援体制を構築することも可能となるのではないだろうか。
本研究ではこのような背景から、就学援助の都道府県別のデータを用いて実態調査を行った。
また、厚生労働省の被保護者調査結果（平成 27年度）から、国籍別母子家庭の割合を試算し
た結果、生活保護を受ける母子家庭割合は日本国籍よりも外国籍の方が高い［7］という指摘も
あることから、本研究では外国籍児童生徒という視点も加えて考察することとした。
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（2）日本語指導を必要とする外国籍児童・生徒の実際
日本語教育を必要とする外国籍児童生徒の実際について調査を行った先行研究等は少ない。「日
本における子どもの貧困は、母子世帯や生活保護受給世帯の子どもを中心とした研究は進んでい
るものの、外国につながる子どもについてはほとんど着目されてこなかった」［8］ため、正確な
数値を導き出すことは難しく、実態を把握することは困難である。
また、我が国の外国籍児童・生徒は増加傾向にあり、言語や文化の違いだけでなく、家庭環境
においても複雑な事情を持つケースが少なくないということを筆者は教育現場の実践の中で感じ
てきた。さらに、「移民であることと貧困であることの交錯する領域に生きる外国につながる子
どもは、日本社会において如何なる状況にあるのかと言うことを明らかにしていくことは、多様
化が進む日本社会のこれからを考える上で喫緊の課題の一つとなる」［8］との指摘もある。
本研究においてはこれらの状況等を鑑み、例えば学校内における日本語教育や保護者の負担を
減らす通訳ボランティア、家庭へのスクールソーシャルワーカーの関わりなど、「日本語支援を
必要とする外国籍児童生徒及び保護者に必要な福祉的支援が十分行き届いている状況にある自治
体の状況をデータによって可視化し、その特徴を明らかにすることで、EBPMにつなげることが
できるのではないか。」との仮説を立て、就学援助とともに、日本語指導を必要とする外国籍児
童生徒のデータ用いて検証することを試みた。

（3）リサーチクエスチョン
本研究では、学校現場における筆者の実践的な経験と関心から、リサーチクエスチョンを「日
本語支援を必要とする外国籍児童生徒に必要な福祉的支援が十分行き届いている自治体を教育
データから見とることができないか？」とした。また、どのような分析が可能で、教育政策立案
（EBPM）にどのように役立てることができるかについて、公教育データプラットフォームに実
際に掲載されているデータを用いて分析し考察する。

３．調査方法（分析に用いたデータセット）

「日本語指導が必要な外国籍児童生徒の学校種別在籍状況」（文部科学省 2022年）［9］
https://edpdata.nier.go.jp/catalog/dataset/catalog-00044
「就学援助実施状況等状況調査結果」（文部科学省 2022年）［10］
https://edpdata.nier.go.jp/catalog/dataset/catalog-00088
要保護児童生徒は厚生労働省、準保護児童生徒は文部科学省と所管が異なることに加え、認定
の要件は自治体によって異なる。今回の調査では、対象のばらつき等を考慮し、要保護児童生徒
のみを扱うこととした。
いずれも公教育データプラットフォームで公開されている教育データであり、これらをデータ
として利用し、主に高等学校で学習するデータ分析の知識を用いて分析を行った。①についての
データは小学校、中学校を対象とした調査であったため、②のデータのうち高等学校のデータは
用いず、①、②の小学校、中学校のデータを用いて分析を行った。
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４．分析結果

（1）相関分析①
「令和 3年度都道府県別就学援助実施状況調査」と「令和 3年度日本語指導が必要な外国籍児
童生徒」の２つのデータセットから令和３年度の要保護児童生徒数と令和 3年度の日本語指導が
必要な外国籍児童生徒の学校種別在籍状況及び前者のデータより公立小・中学校児童生徒総数を
抽出したのが表１である。このうち、都道府県ごとの要保護生徒児童数と日本語指導が必要な外
国籍児童生徒数の間にどのような関係性があるのかを推察するため、相関分析を試みた。

Microsoft「EXCEL（2016）」の近似曲線オプションを利用し、線形近似を行い、算出される R2

より相関係数 r値、p値は SocialScienceStatistics（P-Value）［11］より得た。結果、統計的に有意な
正の相関（r = .425　p = .002 ）がみられた（図１）。つまり、要保護児童生徒数が多いほど日本
語指導が必要な外国籍児童生徒数も多いということである。しかしながら、ここで注意しなけれ

表１（左）「令和３年都道府県別要保護児童生徒数、同日本語指導を必要とする外国籍児童生徒数」
図１（右）散布図「都道府県別要保護児童生徒数、都道府県別日本語指導を必要とする児童生徒数」
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ばならないのは相関関係と因果関係の違いであり、要保護児童数が高いことが原因で日本語指導
が必要な外国籍児童生徒数が多いということを意味しているのではない。また、表１をみると人
口の多い都市部（東京や大阪）では児童生徒数も多く、要保護児童数も多いことがわかるが、こ
の分析はこのような各都道府県の児童生徒総数を考慮していない。

（2）相関分析②（10 万人あたりに換算：標準化）
比較をフェアに行えるようにするために基準となる数値で割り算することを、規格化・（norma- 

表２　�（左）及び図２（右）散布図「令和３年都道府県別公立小・中学校児童生徒 10 万人あた
り要保護児童生徒数、同日本語指導を必要とする外国籍児童生徒数」
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lization）又は標準化（standardization）という。相関分析①では生徒児童の総数を考慮していなかっ
たので、ここでは、２つのデータを各都道府県の児童生徒数で割り算して、10万倍することで
10万人あたりの児童生徒数に変換することとした。この標準化により、２つのデータについて、
都道府県ごとにフェアに比較ができるものと考える。
　　　例：A県における児童生徒 10万人あたりの要保護児童生徒数
　　　　　A県要保護児童生徒数÷ A県児童生徒数× 100000
２つのデータを公立の児童生徒 10万人あたりの数として表にまとめたものが表２である。同
様に散布図をプロットし、近似直線を追加したのが図２である。近似曲線を引くまでもないほど、
異なるパタンの分布が見えるが、標準化によって散布図のパタンは変化し、全体としては弱い負
の相関が見られた（r = .243, p = .098）。
しかし、これらの分析では、自治体における福祉的支援について新たな知見を見いだすことが
できなかったため、データの分布から特徴的な数値を示す自治体に着目して考察することとした。

５．特徴的な自治体の調査

公立小・中学校児童生徒 10万人あたりの要保護児童生徒数をみると、１位北海道（2261人）、
２位大阪府（2138人）、３位京都府（1878人）となっている。また、１位の北海道は他の自治体
に比べ、公立小・中学校児童生徒 10万人あたりの要保護児童生徒数（2261人）に対して、同日
本語児童が必要な外国籍児童生徒の数が特に少ない（46人）という特徴がみられた。また、公
立児童生徒 10万人あたり日本語児童を必要とする外国籍児童生徒数をみると、１位愛知県（1671
人）、２位三重県（1535人）３位静岡県（1314人）ということがわかった。
今回は特徴的な自治体として、北海道と静岡県を取り上げ、両者を比較しながら分析すること
とした。政府統計人口推計 各年 10月 1日現在人口 令和 2年［12］や、厚生労働省の「外国人雇
用状況」の届出状況表一覧［13］を元に試算すると、北海道では人口 10万人あたりの外国人労
働者の数が 536人と低く（静岡県 1880人）、その他の自治体と比べても低い傾向であることがわ
かった。また、静岡労働局「外国人雇用状況」の届出状況まとめ［14］、北海道経済連合会「外
国人材の雇用状況調査」［15］などのデータを元に、外国人就労者を在留資格別にみると、北海
道では「技能実習」の割合が高く 53％（静岡県 18％）、「身分に基づく在留資格」は 11.9％（静
岡県 56.3％）である。産業別にみると北海道では農業・林業が 12.7％（静岡では少数のため「そ
の他」に分類）となっている。

６．考察

日本語指導が必要な外国籍児童生徒の割合が多い自治体（愛知県、三重県、静岡県）は東海及
び中京工業地帯に位置し、製造品出荷額等が全国的に見て大きく、特に自動車関連等の製造業が
盛んな地域である。厚生労働省「外国人雇用状況報告（平成 13年 6月 1日現在）の結果につい 
て」［16］によれば、静岡県は事業所に直接雇用されている外国人労働者数が 14259人と東京に
次ぐ外国人就労者数の規模であることから、このような自治体に暮らす外国人は２次産業に従事
する一般世帯（配偶者＋子）が多く［17］、比較的安定した収入が得られていると推測すること
ができる。また、静岡市では、「外国人児童生徒支援事業」として、日本語指導教室の中で週１

165

「公教育データプラットフォーム」におけるデータ利活用に関する考察



回程度、初期支援や適応支援等［18］を行っている。これに対し、北海道で企業に直接雇用され
ている外国人労働者の数は 973人と愛知県に比べると少なく、農業・漁業・林業などの１次産業
に従事する技能実習生（単身世帯）の割合が多いと推測される。また、愛知県などに比べると相
対的に日本語指導を必要とする児童生徒の割合の低い北海道においても首長部局と教育委員会が
協力して外国人児童生徒の受入れ体制を構築している［19］。今回の研究では特徴的な傾向を示
す自治体に着目したが、いずれにおいても外国人児童・生徒に対しての支援の充実を図っている
ことがうかがわれた。また、文部科学省では令和 3年より日本語指導の支援者の総数を調査して
おり［20］、日本語指導を必要とする外国人児童生徒への支援の実態について、引き続き注視し
ていく必要があると考えられる。

７．今後の課題

本研究では児童生徒の経済状況を表す指標として「就学援助実施状況等調査結果」を用いたが、
就学援助の要件は自治体によって異なる［6］ため、厳密な意味での指標とは言えず、学術的な
知見を導くことには至らなかった。児童生徒の経済状況については、社会的経済状況 (Social and 
Economic Status : SES)を用いた調査研究を行うことが必要であろう。また、具体的な都道府県の
状況についての評価は避けたが、「生活保護制度の捕捉率」［21］、「不就学の問題」［22］等に関す
るデータを横断的に分析することで支援を必要とする児童・生徒と福祉の見取りを有機的につな
いでいくことも必要であろう。

8．まとめ

本研究では、公教育データプラットフォームに掲載されているデータ、都道府県ごとの要保護
生徒児童数と日本語指導が必要な外国籍児童生徒数を使い、基礎的な相関分析した。データの標
準化を行うと、標準化前に見られていた、要保護児童生徒数と日本語指導が必要な外国籍児童生
徒数の有意な正の相関は見られなくなった。データの分布から特徴的な都道府県に着目すると、
産業構造等により、外国人の就労形態や従事する業種等に特徴がみられ、その特徴が支援を必要
とする外国籍児童生徒の数値に影響を及ぼす可能性があるのではないかと考えられた。このよう
に全体像を相関分析等で把握し、データ分布から特徴的な都道府県に焦点をあてることで、日本
語支援を必要とする外国籍児童生徒に必要な福祉的支援が十分行き届いている自治体を教育デー
タから、ある程度見取ることができたのではないかと考える。
各都道府県における施策の政策評価や、学術的に一般化できる知見を導くまでには至らなかっ
たが、本稿で行ったような教育データの分析の試行錯誤が、教育に関する新たなエビデンスを創
出につながり、それをもとに政策立案することができれば自治体等における EBPM推進にも役
立てることができるのではないであろうか。本稿が自治体等によるデータ分析推進の糸口となる
ことを期待する。
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国立教育政策研究所紀要編集要項

平成１８年１１月２２日
国立教育政策研究所長決定

（総則）
第１条 　国立教育政策研究所紀要（以下、「紀要」という。）は、国立教育政策研究所（以下、「研

究所」という。）における研究の成果を公表することにより、我が国の教育研究の発展に
寄与することを目的とする。

第２条　紀要の刊行は、毎年度１回を原則とする。

（原稿の種類及び内容）
第３条 　原稿の種類及び内容は次のとおりとし、（６）を除きいずれも未発表であることを原則

とする。
　（１）論文：オリジナルな研究成果をまとめたもの。
　（２）研究ノート：研究方法、教材開発、教育実践などをまとめたもの。
　（３）資料：調査結果や研究報告を資料としてまとめたもの。
　（４）研究展望：教育研究分野の成果をまとめ、研究を展望したもの。
　（５）解説：教育研究分野の動向を解説したもの。
　（６） プロジェクト研究報告概要：終了したプロジェクト研究等の報告ないし進行中のプロジェ

クト研究等の中間的な報告の概要を比較的短くまとめたもの。
第４条 　特集テーマによる紀要を刊行できるものとする。ただし、特集テーマ原稿の種類は前条

の分類によらない場合も可とする。

（原稿の投稿資格等）
第５条　紀要に原稿を投稿できる者は、下記のとおりとする。
　（１）研究所の所員
　（２）研究所の評議員、名誉所員、旧所員
　（３）客員研究員、フェロー、特別研修員、研究補助者
　（４）研究所の共同研究における研究分担者
　（５） 国立教育政策研究所紀要編集会議（以下、「会議」という。）から原稿執筆依頼を受けた

者
　（６）その他会議が適当と認めた者
第６条 　投稿する原稿は、各号につき一人一点を原則とし、その内容は一つの原稿ごとに完結さ

れたものとし、連載は認めない。

（原稿の審査及び掲載等）
第７条 　審査は、紀要の原稿のすべてを対象とする。ただし、第３条の分類によらない原稿はこ

の限りではない。
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第８条 　原稿の審査は会議が担当し、個々の原稿について、原則としてそれぞれ２名以上の審査
者が行う。

　（１）審査する者は、会議の議を経て座長が委嘱する。
　（２）会議は必要に応じ、審査する者に研究所外の研究者を含めることができる。
第９条 　原稿の紀要への掲載、その他については、会議の議を経て座長が決定する。
第10条�　掲載が決定された原稿について、内容の一部を修正することが望ましいと会議が判断し

た場合には、座長がその旨を執筆者に要請する。

（その他）
第11条�　紀要は、研究所内外の研究者等の利用に供するため、大学やその他の教育関係機関等に

配布するとともに、研究所のホームページに掲載する。
　　２　投稿者は、前項に係る研究所の利用について、許諾するものとする。
第12条�　提出された原稿は、原則として返却しない。
第13条�　原稿料の支払い及び掲載料の徴収はしない。
第14条�　その他必要な事項は、会議が定める。

附則　　
　　本要項は、平成１８年１１月２２日から適用する。

附則　　
　　本要項は、平成１９年１１月６日から適用する。

附則　　
　　本要項は、平成２１年１０月１５日から適用する。

附則
　　本要項は、平成２２年１１月２９日から適用する。

附則
　　本要項は、平成２５年９月３０日から適用する。

附則
　　本要項は、平成２６年１０月２０日から適用する。

附則
　　本要項は、平成３１年２月４日から適用する。

附則
　　本要項は、令和３年１２月２３日から適用する。
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令 和 ５ 年 ７ 月 ２ ０ 日
国立教育政策研究所長決定

１　趣旨
　　令和５年度国立教育政策研究所紀要（以下、「紀要」という。）の編集を行うため、研究企画
開発部に令和５年度国立教育政策研究所紀要編集会議（以下、「会議」という。）を設置する。

２　所掌事務
　　会議は、紀要の原稿の審査及び評価を行う。

３　会議の構成
　（１）　会議は、次の者をもって構成する。

田村　　寿浩　　研究企画開発部長
宮﨑　　　悟　　教育政策・評価研究部総括研究官
福本　　　徹　　生涯学習政策研究部総括研究官
白水　　　始　　初等中等教育研究部副部長
袰岩　　　晶　　教育データサイエンスセンター総括研究官
西野　真由美　　教育課程研究センター基礎研究部副部長
掘越　　紀香　　幼児教育研究センター副センター長

　（２）　会議の座長は、研究企画開発部長とする。
　（３）　会議は必要に応じて臨時委員を置くことができる。

４　紀要の構成
紀要は、特集、自由投稿により構成する。

５　庶　務
　　会議の庶務は、研究企画開発部において行う。

６　その他
　　原稿執筆要領は、会議が別に定める。

附則
　　本要項は、令和５年９月２５日から適用する。
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